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要旨 

日韓両国の公開されたレセプトデータをデータウェアハウスに加工し，性・年齢階級，

傷病分類といった多次元分析を可能にした。傷病分類は，韓国の傷病分類(KCD-7)は世界共

通の傷病分類(ICD10)に準拠していたのに対して，日本のデータは 119 分類という独特な分

類法を採用していることからそのままでは比較できないが，ICD10 を 119 分類に翻訳する

ことによって，韓国データを日本の傷病分類に近づけることができた。こうしたデータ加工

により同一傷病，同一年齢階級間で，たとえば入院日数の割合を比較できることを示した。 

 
キーワード: データウェアハウス，レセプト，国際疾病分類(ICD)，業務データ 
Keywords: data warehouse, health insurance claims, international classification of diseases (ICD), 

administrative data 

 

１. はじめに 

医療受診状況を全数かつ正確に把握するビッグデータとして医療費請求書(日本では

慣用的に「レセプト」と呼ばれるので以下「レセプト」と記載する。英語は claims)の

活用が注目されている。レセプトのオンライン請求が一般化したことでレセプトデー

タが毎月収集されるようになり，また億単位のビッグデータを処理できる IT 技術が進

歩した。しかしデータは電子化されても，その「次元」によってはたとえば性・年齢階

級は比較が容易だが，傷病分類等は国によって独自の分類を採用している場合はその

ままのデータでは同一疾病間の比較等が困難な場合がある。本プロジェクトは，デー

タウェアハウス化という，ビッグデータを同一次元間で容易に比較できるデータ加工

を行い，傷病分類のように国によって分類法が異なる場合には，データ翻訳という加

工を施すことによって，日韓両国間データの比較可能性を検討する。 
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2. レセプトデータをめぐる両国の歴史 

日本では 1984 年頃にレセプト請求を紙媒体ではなく，電子化しようという構想が

生まれ「レインボー計画」という呼称で一部地域でパイロットスタディが実施された

が，コンピューターによるレセプト審査に対する医療側の反発から頓挫した[1]。 

一方，韓国は 2000 年に，それまでは日本のように分立していた医療保険制度が統合

されたことをきっかけにレセプト請求の電子化と，医療費請求内容を審査するのみな

らず医療の質を評価することを法定された健康保険審査評価院(Health Insurance 

Review and Assessment, HIRA. 略して審評院[シンピョウイン])が設置され，全国の

医療機関から提出されたレセプトデータをデータベース化して医学研究や医療の質評

価に活用しはじめた。 

日本は 2001 年に森内閣の下で新 IT 戦略(e-Japan)構想が打ち出され「2005 年まで

にIT先進国になる」という国家目標の一環としてレセプト電子化目標がかかげられた。

しかしながら厚生労働省主導の下でレセプト電子化は遅々として進まず2005年時点に

おける電子化率はきわめて低調であり，IT 先進国どころか後進国になりかねない危機

感を当時の内閣 IT戦略室(小泉政権)は抱いた。そこで官邸主導で，韓国をモデルにレ

セプト電子化と情報活用が推進された。 

筆者らは，2006 年当時，総務省の委託研究で韓国におけるレセプト電子化と HIRA

データベースの活用状況を調査報告し[2]，それで得られた知見は 2008 年の医療構造

改革にも反映された[3]。2008 年医療構造改革は，老人保健制度に変わる独立した後期

高齢者医療制度の創設，社会保険庁からの全国健康保険協会の分離独立，特定健診・保

健指導(いわゆるメタボ健診)の開始，医療費適正化計画とその「策定・実施・評価」を

目的とするナショナルデータベース(NDB)の構築等，日本の医療制度の抜本改革をもた

らしたものであり，医療に関する統計も大きく改革された。 

現在，医療に関する統計の多くは 2008 年を「元年」とするものが多く，またデータ

の e-stat 等を介しての提供も大きく進んだ。筆者らは目下，各種医療統計のデータウ

ェアハウス化ととりくんでいるが，それが可能となったのも 2008 年を契機に各種医療

統計が整備され，Excel や csv といった加工可能な形式で提供されることが大きい。 

「元年」から満 10年が経過し，医療の最も重要なデータであるレセプト統計につい

て，データウェアハウス(DWH)という手法を用いて，その比較可能性を検討する。 

 

3. 分析手法 

日韓両国の入手可能(公開された)レセプト統計をデータウェアハウス化し，両国間で

共通に比較できる次元による分析を試みた。 

1) 次元 
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データウェアハウスで「次元(dimension)」とは，数値データを分類する項目を指す。

人に関する統計なら，性，年齢階級は比較可能な次元である。医療統計では，傷病分類

も重要な次元となる。しかし傷病分類という次元が共通してあっても，もし分類が異

なっていると比較可能にならないこともある。傷病分類については WHO が国際疾病分

類(international classification of diseases, ICD)を定めて加盟各国に死因や傷病

統計に共通して使用するよう呼びかけているのでもし両国のデータがICD(現在は第10

版 ICD10 が使われている)に準拠していれば比較可能となる。国や地域も次元であり，

日本は都道府県，韓国は市道と呼ばれるが，国，地域の次元があれば，日本と韓国の比

較だけでなく東京都とソウル特別市の比較も可能となる。 

2) 階層 

次元に，大→中→小関係の階層構造があれば，データウェアハウスの有用な分析手

法であるドリルダウン・アップが可能となる。たとえば年齢階級は５歳階級があれば

10 歳階級にドリルアップが可能であり，もし各歳別データがあれば任意の年齢階級(た

とえば７～12歳)にドリルアップすることも可能となる。 

地域という次元は，日本では 

都道府県＞医療圏(又は保健所管轄区域)＞市町村＞市区町村 

という階層関係があり，ドリルダウン・アップが可能である。この場合，下の階層

は必ず上の階層に含まれていなければならない。医療圏とは各都道府県の医療計画に

指定された複数の市町村を束ねた地域であり，決して他県にまたがらないのでドリル

アップ・ダウンが可能である。保健所管轄区域も医療圏とは異なる区域だが，他県にま

たがらないので同様である(それに対して税務署管轄区域は一つの市町村内に複数の

税務署があったりするためドリルアップ・ダウンできない)。政令市は，たとえば京都

市左京区のように区を有しているので市区町村という階層は市町村の下にくる(=ドリ

ルダウン)。 

ICD10 はアルファベットと 3桁数字を合わせた 4桁が基本分類となり，桁数に応じ

て， 

大分類(アルファベット)＞中分類(2 桁)＞小分類(3 桁)＞基本分類(4桁) 

と階層化されている。具体的には 

感染症及び寄生虫症(A)>腸管感染症(A0)>コレラ(A00)＞エルトール菌によるコレ

ラ(A00.1) 

となっており，もし傷病コード=A00.1 なら，SQL 関数を用いて表すと LEFT(傷病コ

ード,3)とすれば小分類，LEFT(傷病コード,2)は中分類, LEFT(傷病コード,1)は大分類，

とドリルダウン・アップが容易である。 

韓国は ICD10 をもとにした韓国標準疾病・死因分類（ Korean standard 
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classification of diseases、KCD）を使われており現在は KCD-7 が使われている。国

民健康保険公団データもその傷病コードはおおむね ICD10 コードに相当している。し

かしながら日本のレセプト統計ではいわゆる「119 分類」という独特な分類法があり，

医療給付実態調査も全国健康保険協会データも全てこの分類によっている。これは，

ICD10 のような医学的体系的な分類ではなく，レセプト分析上の便宜を考えた分類法

で，たとえば「0101 腸管感染症」は A0(中分類)に相当するが「0201 胃の悪性新生物」

は C16(小分類)に相当する，というふうに体系だっていない。それゆえ，日本の「119

分類」と ICD10 準拠統計とを比較するには，119 分類と ICD10 の「対応表」によって

ICD10 を「119 分類」に翻訳することが必要となる。 

 

4. 使用したデータ 

日本のデータは全国健康保険協会が公表・提供するレセプトデータであり，韓国は国

民健康保険公団が公表するオープンデータを用いた。【表 1,2,3】。 

 
全国健康保険協会(以下，協会けんぽ)データは 2010 年 4 月～2018 年 3 月の 8 年間分

が csv ファイルで提供されており，個票データではなく集計データである(ファイルサ

イズは約 830MB)。協会けんぽデータで特筆すべきなのは，分母となる被保険者数も，

診療月毎，都道府県別かつ性・年齢階級別に提供されている点である。すなわち被保険

者数で除することにより「率」を求めることができる。 

【表1】両国データの比較

日本全国健康保険協会データ 韓国国民健康保険公団オープンデータ
対象 中小企業の勤労者と家族 全国民
標本 全数 レセプト有の者100万人を無作為抽出
期間 診療月単位 診療月単位
年 2010～17年度 2016年
年齢階級 10歳階級(75歳未満) ５歳階級
診療種別 入院，入院外，調剤，歯科 入院，外来，調剤
地域 47都道府県(事業所所在地) 17市道(8市9道)
診療科 なし 34診療科
傷病分類 119分類 ICD10
データ型 件数，日数，費用(調剤含む) 件数，日数，費用(給付費+患者負担額)
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  韓国国民健康保険公団データは，全国民から抽出された 100 万人の 1393 万 8976 件

の個票データである(csv ファイルでサイズは 1.12GB)。日本の協会けんぽデータと異

なる点は，この 100 万人は 2016 年中に一回でも受診した(=レセプトのある)人数であ

り，1 年間を通して無受診の者いることを考えると， 受診していない者も含む全国民

より無作為抽出された標本とはいえない，ということ。したがって日本の協会けんぽ

【表2】日本の全国健康保険協会データの概要

診療月 件数 日数 点数 件数 日数 点数

201601 17944061 25398550 20635034651 292516 3040729 14834686726

201602 20508893 29761249 23214783770 307880 3047847 15129310433

201603 21252750 31067059 24294377038 320976 3181885 15823149522

201604 18753773 27413204 21025900383 295258 2905227 14124115350

201605 18772967 26911439 20772167404 304171 3062329 14720304686

201606 19109771 28052243 21724096546 319550 3108392 15612753715

201607 19057623 27947600 21406959148 324429 3209773 15648651766

201608 18236053 26368832 20855359220 334190 3246922 16271504680

201609 18219358 26553450 20866683048 313671 3067205 15054524856

201610 19655702 28887957 21995898644 323217 3191035 15709860478

201611 19651011 28691510 21917402946 316625 3109851 15541719157

201612 20475552 29566008 22599264853 306940 3076565 15175825755

計 231637514 336619101 261307927651 3759423 37247760 183646407124

外来 入院

【表 3】韓国国民健康保険公団データの概要

診療年月 件数 給付費 患者負担額 受診日数 入院日数 処方箋日数

201601 1129556 17292074530 60981513590 1389539 2135837 12101876

201602 1152655 16226778680 53395670070 1376159 2094418 12203804

201603 1247897 17646960970 59884133780 1484268 2268665 13242500

201604 1183301 16658035140 55948020110 1406534 2110462 12454098

201605 1154302 17085394380 57645940840 1388339 2145511 12652565

201606 1083942 16539719420 56057060160 1310399 2051141 12294843

201607 1058009 16743166640 57492749820 1295381 2027462 12195790

201608 1088756 17295149600 58452340260 1331243 2113926 12757540

201609 1097128 16316472480 55070106950 1321574 2065735 12697244

201610 1151567 17017368970 58268628210 1383825 2113150 12695028

201611 1199680 17227198280 58650900960 1428562 2175944 13071952

201612 1392183 18398996610 60198405980 1614756 2374416 14190571

計 13938976 204447315700 692045470730 16730579 25676667 152557811
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データのように分母にあたるデータがなく「率」を算出することができない(この点，

日本のナショナルデータベースも同様)。ただ，両データの性・年齢階級別分布は【表

4】の通りでおおむね国民の性・年齢階級構成を反映している。また市道は，同一人で

も年間に転居等により変わっている場合があるが，最初の受診時における住所地を市

道とした【グラフ】。 

【表4】両国データ対象人口の性・年齢階級分布

年齢階級 男 女 計 年齢階級 男 女 計

00～04歳 24039 22700 46739

05～09歳 25632 24190 49822

10～14歳 24091 22238 46329

15～19歳 29480 28221 57701

20～24歳 29231 32145 61376

25～29歳 29778 31522 61300

30～34歳 32440 35420 67860

35～39歳 36619 39775 76394

40～44歳 37666 40043 77709

45～49歳 40425 44016 84441

50～54歳 38141 41594 79735

55～59歳 39863 43369 83232

60～64歳 30489 33710 64199

65～69歳 21926 24061 45987

70～74歳 16481 19980 36461 70～74歳 324536 371563 696099

75～79歳 12534 17245 29779

80～84歳 6743 11900 18643

85～歳 3347 8946 12293

計 478925 521075 1000000 計 18678847 18832461 37511308

韓国 抽出された100万人 日本，全国健康保険協会の被保険者

00～09歳 2087045 1983557 4070602

10～19歳 2266646 2180747 4447393

20～29歳 2508224 2590738 5098962

30～39歳 3119939 3062156 6182095

40～49歳 3494314 3538710 7033024

50～59歳 2619509 2943673 5563182

60～69歳 2258634 2161317 4419951
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5. 方法 

両データに共通し比較可能な次元を抽出し比較可能なかたちに処理した。共通する

次元は 

●性別 

●年齢階級・・・全国健康保険協会データは 10 歳階級なので韓国データは 5 歳階級を

10 歳階級に束ねる必要あり(また全国健康保険協会は 75 歳未満) 

●データ型・・・人数，件数，日数，費用(点数) 

●診療種別・・・入院，外来，調剤 

●傷病分類・・・主傷病としてふられたコードを使用した。全国健康保険協会データは

119 分類なので，韓国データの ICD10 基本分類(4 桁)の上 3 桁(小分類)を用いて対応表

[4]により 119 分類に翻訳した。なお韓国データの主傷病コードには 1 桁だけのコード

(たとえば，コレラ A00 ではなく，感染症及び寄生虫症 A といった大雑把なコード)も

含まれており(1254 万 347 件中 888764 件(約 7%))，それらは 119 分類への翻訳はでき

ず，分類不能とした。 

 

6. 結果 

119 分類で突合した両国データのうち比較が容易な入院及び外来の日数についてまず

傷病大分類別の比較を行った【表 5】。 
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 両データで標本サイズが異なるため，傷病大分類別の日数の割合を観察したところ，

両データで大きな違いがみられる分類があった。たとえば，10 呼吸器系疾患による入

院日数は、日本の協会けんぽデータでの割合は大きくないが，韓国ではかなり大きく

なっている。そこで呼吸器疾患についてドリルダウンし，119 分類別日数割合を比較し

た【表 6】。 

【表5】日韓の受診日数の傷病大分類別比較

療養日数 入院日数 外来日数 入院日数

韓国：分類不能，日本：病名なし 1793580 5502632 5327390 746541

01感染症及び寄生虫症 421012 508825 15251087 763717

02新生物 422978 771581 11172552 6482051

03血液及び造血器の疾患免疫機構の障害 22620 38187 2001044 347391

04内分泌，栄養及び代謝疾患 587541 995672 23740721 1105600

05精神及び行動の障害 14456228 4371003

06神経系の疾患 544458 968496 7484517 2357512

07眼及び付属器の疾患 676424 766840 21632985 435587

08耳及び乳様突起の疾患 378646 412576 7121612 186641

09循環器系の疾患 2057960 3476549 34143706 4569904

10呼吸器系の疾患 3973383 4315248 73852070 1965274

11消化器系の疾患 838039 1046571 17228804 2461593

12皮膚及び皮下組織の疾患 670671 736821 28156134 373292

13筋骨格系及び結合組織の疾患 2329245 2891793 35085748 2398745

14腎尿路生殖器系の疾患 566183 1374141 14690298 1359615

15妊娠、分娩及び産じょく 1756441 2317991

16周産期に発生した病態 18178 21482 483319 1133777

17先天奇形，変形及び染色体異常 6711 12018 1253399 595971

18症状，徴候及び異常臨床所見･異常検査所見 385407 555561 6119976 400696

19損傷，中毒及びその他の外因の影響 1037543 1281674 15661063 2874846

韓国 日本
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119 分類別の比較では，日本の入院では 1004 肺炎が圧倒的に多いのに対して，韓国で

は 1005 急性気管支炎・細気管支炎による入院がきわめて多い。肺炎等の呼吸器疾患に

よる入院は高齢者に多いことから，両データで共通に比較できる 70～74 歳の年齢階級

のみ取り出して再掲してみたが傾向は同じであった。 

 

7. 考察 

レセプト(医療費請求書)データに含まれるデータ型は，費用(給付費＋患者負担額)，日

数そして件数とほぼ共通であり，診療に関する次元は，入院と外来，人的次元も，性・

年齢階級というように，異なる国であっても共通する部分が大きく，比較可能性が大

といえる。医療統計で最も重要な傷病分類についても，WHO が定める国際疾病分類

(ICD10)が傷病に関する共通言語として普及しており，韓国の疾病分類(KCD-7)もそれ

に準拠している。日本のレセプトデータは 119 分類という独自の分類を採用している

ことから国際比較が困難な場合もあるが，今回分析した韓国の国民健康保険公団のオ

ープンデータは，ICD10 の基本分類まで記録されているため，韓国データを日本独自

のデータに「翻訳」することによって両データを少なくとも日本の 119 分類のレベル

までは同一の傷病分類で比較することが可能であった。そうすることによって，たと

えば呼吸器疾患を主傷病とする入院日数に大きな違いがあること，119 分類にドリル

ダウンすると，日本は肺炎による入院日数が多いのに対して韓国は気管支炎による入

院日数が肺炎より格段に多い，といった傷病構造の違いを浮き彫りにすることができ

た。 

 どの傷病の入院日数やレセプト件数が多いか少ないかは，データ処理上の問題であ

【表６】119分類による呼吸器疾患入院日数の日韓比較

70～74歳の再掲

韓国 日本 韓国 日本

1001急性鼻咽頭炎[かぜ]＜感冒＞ 351346 8284 22690 91

1002急性咽頭炎及び急性扁桃炎 475449 89145 11619 405

1003その他の急性上気道感染症 650099 69164 19438 891

1004肺炎 201500 586336 11079 53611

1005急性気管支炎及び急性細気管支炎 1272611 177269 35976 1270

1006アレルギー性鼻炎 326577 19765 9614 631

1007慢性副鼻腔炎 138222 66594 4505 2492

1008急性又は慢性と明示されない気管支炎 254694 12173 19096 474

1009慢性閉塞性肺疾患 119216 56088 19875 15888

1010喘息 132429 218441 10919 8603

1011その他の呼吸器系の疾患 393105 662015 23960 71248

全年齢
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るが，では，日本の呼吸器入院患者は肺炎を主傷病とする者が多いのに対して韓国で

は気管支炎が多いのか，に対する答えを与えることはできない。それは，両国の医師の

診断の違いかもしれないし，あるいは，ひょっとしたら韓国では大気汚染が深刻とい

われているのでそうした環境による影響かもしれない[5]。 

 今回分析したレセプトデータは特定の傷病の多寡はわかってもその原因まで特定す

ることは困難である。しかしながら，月別データを比較することによって，たとえばア

レルギー性鼻炎のような季節変動の有無は明らかになる。ちなみに急性気管支炎の主

傷病とする入院日数の月間変動の両国の違いは【表 7】の通りであり，両国の気管支炎

による入院日数に季節変動があるが，その月ごとの変動パターンは両国でかなり異な

ることはわかる。 

 

8. 結論 

 レセプトという国際比較の容易なデータを適切に加工しデータウェアハウス化する

ことによって，国間の傷病構造，受療行動そして医療費等を比較可能にできることが

示された。性・年齢階級はいうまでもなく傷病分類についても ICD10 に準拠したコー

ディングが適切に行なわれておれば，119 分類のような日本独特な分類にも翻訳する

ことができ，月単位，年齢階級別の分析を行うことによって，たとえば大気汚染と呼吸

器疾患の入院日数との関連を，因果関係までは明らかにできないまでも，ある程度明

らかにすることが示された。 

【表7】急性気管支炎による入院日数の季節変動の日韓比較(2016年)

韓国 日本

201601 111566 15031

201602 126114 10871

201603 126167 10034

201604 117592 10671

201605 102175 12203

201606 73117 11492

201607 62329 14506

201608 61289 13562

201609 83870 18224

201610 107618 25213

201611 128790 19499

201612 171984 15963

福知山公立大学研究紀要(2019)

- 10 -



 
 

 

 今回用いたデータはいずれも両国でオープンデータとして提供されているものであ

り，今後さらに詳細なデータを収集して，医療経済や疫学的な研究に活用できるデー

タウェアハウスに発展させてゆく。 
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機械学習を用いた農作物の等級判別

－農業における PBLの実施に向けた検討－

Classification of Agricultural Crops using Machine Learning

-Toward the Implementation of PBL in Agriculture-

神谷 達夫 山田 篤

要旨

本稿では、農業における産業 の実施に向けて機械学習を用いて農作物の等級を判定す

る「 等級判別システムの構築」を試み、試行実験を実施した。試行実験の結果、農業にお

ける を含む 技術の導入は、学生らの に適していることが確認できた。今回の試行

実験の結果をもとに、学生らの 教材が構築できると考えられる。

キーワード 、スマート農業、 ニューラルネットワーク

１. はじめに

「新たな未来を築くための大学教育の質的転換に向けて～生涯学び続け，主体的に考える力を育成

する大学へ～（答申）」 では、「能動的学修（アクティブ・ラーニング）への転換が必要である」と

されていて、既に多くの大学でアクティブ・ラーニングの導入が行われている。

その一方でアクティブ・ラーニングに対する批判もある 。文献 には、正しく理解していない者

が集まって相談して導き出した解は、しばしば誤ったものになり、教育として問題のある事例が紹介

されている。この事例の つに、小学校の授業で「遠い星から届く光が地球に届くまで時間がかかる」

ということを学んだ後、「太陽は」という問に対して、「星と太陽は別」であるため、太陽の光は瞬時

に届くと主張した児童の主張がその場の「解」になった例が紹介されている。文献 では、読解力の

向上が必要であるとされていて、それはその通りである。しかし、読解力が不足する場合や問題解決

のための知識が不足する場合、「解」が正しいかどうかを容易に検証できる問題であれば、アクティ

ブ・ラーニングの成功する可能性がある。

この「星」の例の場合、小学生には精密な天体観測が不可能である。しかし、題材をもっと身近な

ものにして、やってみると誤りであることが分かるような題材とすることにより、誤りに気づき、改
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善されていくことが期待できる。つまり、正しい知識に基づかない誤った解を導き出してそれを真の

解と誤解しないようにするためには、その解が正しいかどうか容易に検証できる題材が適している。

「解」が正しいかどうかを検証できる方法として、アクティブラーニング手法の中でも

（ 問題解決型学習 課題解決型学習）が注目すべ

き手法である。この手法であれば、問題が解決しない場合、その「解」は誤ったものであるか、少な

くとも「解」のどこかに不足している部分があるということがすぐに分かる 注 。さらに、 の中

でも学生の学習意欲を高めつつ、かつ研究・学習成果を社会に還元可能な産学連携型の は有益

である 。

通常大学等で行われている産学連携 の対象の多くは、第 、 次産業であり、第 次産業が

産学連携 の対象になる例は少ない。工業高等専門学校の専攻科の としてや農業系教員のも

とでの卒業研究や特別研究としてエンジニアリング教育が行われている例があるものの 、第１次産

業を対象とした産学連携 は、十分普及しているとは言い難い。

一方、地方都市では、大規模な製造業は大企業の地方工場であるため、その工場独自に決定できる

ことや新規の開発案件が少なく、大企業の地方工場での産業 は、学生向け として適してい

ない。また、企業側としても地方工場での産業 受け入れが困難な場合が多い。しかし、地方都

市及びその周辺では、農業が主要産業である。したがって、農業における産業 は、地方都市に

立地する大学にとっては重要な のテーマとなりうる。

本稿では、農業における産業 として、スマート農業化に向けた の利用検討のために機械学

習により農作物の等級を判定する「 等級判別システムの構築」を試みた。そして、この結果をも

とに学生らの 教材が構築できると考えられる。

２. AI等級判別システム

2.1 AIの普及

近年、報道等で毎日のように が取り上げられているような ブームとなっている。これまで

にも少なくとも 度 ブームがあったが、今回の ブームは、これまでのブームと異なり、 を

専門とする人以外への技術の普及が急速に進んでいる。これは、以前の ブームの時よりも高性能

なコンピュータが安価に広く普及していることも影響しているが、より大きく影響を与えているのは、

技術が広く公開されたためである。

例えば、 が開発した ライブラリは、ソースコードが無償で公開されている。

以前の ブームでは、このように技術の根幹が無償で公開されるということはなかった。しかし、

は、 の真の価値は の「エンジン」ではなく、 を賢くするのに必要な「データ」であ

ると し、エンジン部分を公開した。さらに、今回の ブームの根幹となっている「機械学習」は、

プログラミングによって問題解決するのではなく、データを与えると問題解決の手段が得られるため、
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データさえあれば実現が比較的容易である。

データさえあれば の実現が容易であるということは、低コストで を導入できる可能性が高

く、このことが非 専門家でも を活用したシステムを構築できることに寄与している。

また、 が低コストで導入できれば、これまで のみならず情報技術の導入ができていなかった

用途にも技術を導入し、生産性を向上させることができる。したがって、地域の活性化や地域の産業

に を用いた情報技術の成果が導入できる可能性が高いと考えられ、「地域活性化」や「地域産業の

振興」のための地域産業への 導入は重要である。

2.2地方都市の産業

地方都市や農村地域などの経済基盤は主に農作物の生産活動であり、地域再生を可能にするための

研究は喫緊の課題である 。

農業には労働環境・作業内容が「きつい 」「汚い 」「危険 」であるこ

とを意味する というイメージがあり、若者の就労が進んでいない。この解決策として考えられる

のは、スマート農業である 。スマート農業により、農業の工業化が進めば、農業に希望を持つこと

ができるため、次世代の農業従事者の育成 が可能かもしれない。

一方、スマート農業推進のためには、 技術、とりわけ 関連技術が重要であると考えられる。

関連技術は、その影響・効果が大きいのに比して導入が容易であり、スマート農業に導入する

関連技術の中心となると思われる。

2.3 AI農業の PBLへの導入

データ駆動型の 技術は現在広く普及する段階に至っており、その技術を利用するだけであれば、

大学初年次の学生でも十分可能である。これは、先に述べたように 等が 等のラ

イブラリにより、 エンジンを無償で公開しているためである。また、これらの エンジンは、習

得が容易なプログラミング言語によって簡単に使用することができる。

一方、地方都市及びその周辺には農家が多く、 のためのフィールドワークを受け入れてくれ

る農家が多く確保できる。この点も地方都市において のためのフィールドワークに農業が適し

ている理由である。

2.4 AI等級判別システムの PBLへの導入

農業において重要な作業が作物の選別である。農作物の品質の安定化と向上による競争力の強化が

重要である 。特に、その中でも農作物の選別が労力のかかる作業となっている。この分野で、近年

による画像認識によって農作物を判別する事例が報告された 。この報告では、キュウリの選別

システムの構築例が紹介されている。また、この選別システムは報告の著者個人で開発されており、

大きな資金が必要なく、農業に 技術を導入できることが示されている。
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上記のように、農作物の選別システムに関しては、既に先行事例がある。このため、文献 と同様

な手法でその地域の実情に合わせた作物の選別システムを作ることは、初年度の学生らにも理解が容

易で、教材として適している。

一方、 等級判別システムによる の案を福知山市農林商工部産業振興課パワーオンネット事

務局 以後、福知山市パワーオンネットとする に提示したところ、実験可能な農園を容易に確保する

ことができた。このことからも、地方都市においては農業が主要産業であり、 を実施すること

が容易であることが分かる。さらに、農作物の画像データには、著作権や人権等に関する制限がなく、

画像を自由に実験に使うことができる。このことも農作物の選別が教材として優れている点の つで

ある。

今回は、上記のように による等級判別システムが に適していると考え、それを試行実験に

より確認することとした。

３. PBLのための試行実験 1(万願寺とうがらしの選別)

3.1 万願寺とうがらしの選別

万願寺とうがらしは、ブランド京野菜として登録されている競争力の高い農作物である。ブランド

の維持のためには、作物の選別に慎重さが要求される。このため、 教材の候補として万願寺と

うがらしを選定した。

万願寺とうがらしの実験では、合同会社丹波の里ひぐち農園の協力を得て、万願寺とうがらしの実

験用画像を取得することができた。取得した画像は、とうがらし 本分で、 本のとうがらしを上

面と側面の 箇所から撮影した。 箇所からの撮影としたのは、事前にとうがらしの付け根の部分 エ

ボと呼ばれている が選別に関係するという資料の提供を受けていたためである。また、画像とは別

に 本すべてのとうがらしについて，人手の選別結果を入手し，これを学習用教師データ及び評価

用データの正解として用いた。

3.2 実験装置

実際に装置を製作した場合のコストダウンを想定し、撮影には安価な書画撮影用カメラ 台と小型

コンピュータ を用いた 図 。カメラは小型コンピュータから制御され、撮影した

画像は小型コンピュータ内のマイクロ カードに格納される。撮影操作は，小型コンピュータに接

続されたマウスとキーボードを用いて行う。カメラは、小型コンピュータと で接続されている。

カメラからのデータは、小型コンピュータに接続されたマイクロ カード上に保存する。

撮影用のプログラムには、学生らに改良させることを考え、習得が比較的容易で 関係のライブ

ラリを容易に利用可能な 言語を用いた。図 は実験風景である。図 では万願寺とうがらし

が 本撮影台の上にあるが、これは撮影条件を決定するための予備撮影時であったためで、実際に判
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別に使う画像では、万願寺とうがらしを 本ずつ撮影している。なお，今回は試行実験ということで，

撮影対象を撮影台に置く作業は人手で行った。

上面撮影カメラ

側面撮影カメラ

撮影用照明

小型コンピュータ

撮影対象

キーボード マウス

図 実験装置概要

図 実験風景
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3.3 AIによる選別方法

今回用いた選別方法は、ニューラルネットワークを用いた機械学習法である。今回の試行実験では、

畳込みニューラルネットワーク を用いた。ニューラルネット

ワークの作成には、 ライブラリを使用した。図 は、そのソースコードの主要部分である。判

別結果の個数は、 変数に格納されているとして、このプログラムが実行される。プログラム

実行の結果、 変数に格納された個数の群に判別するニューラルネットワークモデルが構築さ

れる。その後、教師データを与え、ニューラルネットワークモデルを作成する。

今回の実験に使ったニューラルネットワークは、この のみであるが、今後判別率を上げるた

めにニューラルネットワークのモデルを最適化する必要があると思われる。この部分も、学生の

として適しているであろう。

3.4 判別結果の判定方法

判別結果は、取得した画像をランダムに教師用の画像と判別実験用の画像の 群に分け、教師用の

画像によりニューラルネットワークを構築し、そのニューラルネットワークで判別実験用の画像を判

定し、その判定の正答率でニューラルネットワークを評価した。教師データは、全体のデータの 割

とし、残りの 割で判定率を確認する。教師データと試行データはランダムに分割した。分割するプ

ログラムには、 のライブラリを用いた。

3.5 選別実験の結果

秀、優、良、それ以外の 値で判別すると、 程度の判別率であった。一方、秀、優の組とそ

れ以外だと判別率は ～ と実用に耐える判別率となった 表 。これは、秀と優の判別が難しい

ことに起因していると考えられる。

秀と優の大きな決定要因となるのは、とうがらしの大きさととうがらしの先端の形状である。大き

さが秀のサイズであっても、とうがらしの先がピーマン果 尖っておらず、ピーマンのような形にな

っている であった場合は、 段階級を落とす 秀のサイズ・形なら優にする）という判定基準がある。

このため、先端の形状を判断する必要がある。

図 は秀と判定された万願寺とうがらしの例である。長さが１ で①適季収穫のもの、

②色艶良好で品種固有の形状を有するもの、③曲がりの軽微なものが秀と判定される。一方、大きさ

が秀の範囲であっても、とうがらしの先端が尖っておらず、ピーマンのような形状になっているもの

はピーマン果と呼ばれており、１ランク格下げされる 図 。
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モデルの作成

モデルにレイヤーを積み上げていく

個の群に判別する

訓練プロセスの定義

図 判別に用いたニューラルネットワークの定義

表 判別率の実験結果

分類条件 判別率

優秀 それ以外

秀優 と良とそれ以外

秀と優と良とそれ以外

良とそれ以下
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図 秀判定の例

以上で曲がりがなく、先端が尖っている

図 ピーマン果の例

先が尖っておらずピーマンのような形状となっている。
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今回はとうがらしの付け根 エボ 部分の画像は撮影しているものの、先端の詳細な画像は撮影して

いなかった。試みとして、取得された画像に含まれているとうがらしの先端部分の画像のみを切り出

し、その判別を試みた。その結果、 の判別率でピーマン果を判別できた。さらに、ピーマン果

の写真を詳しく調べると、秀と判定されているものの中にもピーマン果のように見えるものが含まれ

ていたため、写真上でピーマン果と見えるものをピーマン果として判別を試みた。すると、ピーマン

果の判別率は、 ％～ ％程度となった。このように、画像判別により、秀の中にピーマン果が含ま

れているとした方が判別率の上がる場合のあることが分かった。

この理由として考えられることは、優と秀の差は、人間が見ても判断がつきにくい上に、農協で再

度選別することが前提にあり、農協からは、品数を揃えるために判定をゆるくするように説明されて

いるからのようである。実際に、出荷実績の伝票を確認すると、農協での選別により平均で 弱が

秀から優に変更されていた。

秀と優以外との判別の容易さを確認するため、秀優の組とそれ以外に分けた 値で判別した。この

場合の判別率は、 であった。このことから、大まかな外形の判断については、 判別が十

分実用になることが分かる 表 。また、秀優の組と良とそれ以外の 値に判別した場合、

の判別率となり、良とそれ以下のみのデータから良とそれ以下を判別した場合、判別率は 程度と

なった。この判別率の低下の原因は、良より下のランクのサンプルが全体の 割程度の サンプル

と少なかったため、ニューラルネットワークの学習が進まなかったためであると考えられる。

良未満のとうがらしは出荷されないため、できるだけ良い作物を作るように配慮されていることか

ら良未満を入手することは困難であり、良未満のサンプルの入手が課題である。また、とうがらしの

付け根の部分に飛び出したものは「エリマキ」と言われ、良と判断される 図 。今回はこのエリマ

キのサンプルも不足していたことも、十分な判別率を得ることができなかった原因であると思われる。

一方、本来ならばとうがらしの先端部分だけのカメラを用意すべきであったと思われる。今回は、

事前に入手していたランク判定表にとうがらしの付け根 エボ 部分の説明が書かれていたので、反対

側のエボの部分は撮影していたが、結果的にこの部分は上面からのカメラの画像で判別可能で、判別

結果には大きく影響しなかった。

また、農協での判定は、とうがらしの生産量に応じて変動している可能性があるので、その点を含

めた選別方法の検討が必要であることが分かった。

3.6 PBLへの万願寺とうがらし判別の導入

今回の試行実験により、①判別率の向上と②対象作物の十分な理解、③農地への理解が必要である

ことが分かった。判別率の向上は技術的課題であり、これはこの解決法を考えることで として

一定の効果があると思われる。また、判別率の向上のためには、対象作物の性質を良く理解する必要

があり、この点は地域の産品の理解に繋がり、 として効果的であろう。
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図 「エリマキ」の例

一方、今回の試行実験により実際に農地に行き実験することは、各種の困難が伴うことが分かった。

泥などで機器が誤動作しないための工夫等はあらかじめ想定していたが、今回の試行実験では蚊に悩

まされた。大量の蚊が飛来し、実験が困難になる場面もあった。このようなことは、実際にフィール

ドワークをしてみないと経験できないことである。もし、学生らがこのような体験をしたならば、学

生らはその対応法を考えることが必要になり、良い経験となると思われる。

上記のことから、今回の試行実験のようなことを学生らに として経験させることは、「地域の

ことを理解し、地域の課題の解決法を考える」ための教育として適しているといえる。

４. PBLのための試行実験 2(クリの選別)

4.1 クリ選別への取り組み

前章で述べた万願寺とうがらしの実験に関する記事が福知山市パワーオンネットの サイトに

掲載されると、クリ農家からクリの選別に が利用できないかという問い合わせがあった。このた

め、クリの選別にも取り組むこととした。 サイトに掲載されただけですぐに問い合わせがある

ということは、地域の農業の高度化に対する関心が高く、学生の としても適した題材であるこ

とを示していると考えられる。
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4.2 クリの選別の基準

試行実験では、福知山市夜久野町のクリ農家にて実験用画像を取得した。このクリ農家は、非常に

高品質なクリを生産する農家であり、その出荷基準は想定していたより厳しいものであった。

虫食いの跡は非常に小さいものでも虫食いと判定されていた。非常に小さい虫食いの跡で、農家で

は「虫がかじっただけかもしれない」という極小の傷でも、出荷基準に満たないとのことであった。

実際に、この非常に小さな傷のあるクリを切断し、クリの中身を確認したところ、虫の混入は認めら

れなかった。

また、臭いでも判断するとのことで、クリの先端から出てくる臭いによって、外観では判断できな

い実炭そ病の検出をしているとのことであった。外観で判断できない初期の実炭そ病であっても、ク

リの味が大幅に低下するとのことであった。

クリの大きさは 、 、 、 、それ以外の ランクに分けられる。各サイズのクリの例を図

に示す。

図 クリのサイズの例

左から である。

4.3 現状のクリの選別法

現状のクリの大きさ判別は、穴の空いた金属板でふるいにかける方法でなされる（図 ）。ふるい

に固定する金属板の穴の大きさが各種サイズ分用意されており、この穴に通ったものはより下の大き

さの階級に分類される 図 ）。ふるいの穴に通るかどうかで大きさを判断しているため、クリの形状

によっては、穴に通っても上位の階級であることも起こりうる。これは、クリの形が扁平しており、

クリの短辺がふるいの穴の直径よりも小さいが、クリの長辺が長い場合に起こりうる。このため、実

際には、目視によって大きそうなクリを見つけ、クリの重さを測定し、その結果によって階級を上げ

る処理が発生する。その他、選別後に虫食いによる傷や臭いの判定によって出荷基準内かどうかが判

定される。
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図 選別用のふるい

この「ふるい」にクリを入れ、図右側のふるいの取っ手を持ち、揺することによ

りクリを選別する。

図 ふるいの中の金属板

穴の大きさが選別段階の数だけ用意されており、この金属板を変更することによ

り各種サイズのクリに選別できる。
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4.4 AIによるクリ選別実験

当初は、虫食いの選別を検討したが、虫食いが撮影できるまで詳細なクリの画像を取得するための

方法が困難であったため、クリの外形による判別を今回の実験の目標に設定した。

実験に用いた装置は、万願寺とうがらしとほぼ同一 図１ であるが、側面からの撮影は外形の判

断には必要無いため、今回は使用していない。したがって、上面からの撮影のみとなる。

判別に用いたニューラルネットワーク 図３ やそれを使った判別率の判定方法は万願寺とうがらし

と同一である。

クリの画像 枚を取得した。クリのランクは 、 、 、 、それ以外の 群に判別した。実

験の結果、外形でのクリの選別は十分実用できる判別精度を得ることができ、約 ％の判別率であ

った。

クリの判別には、大きさが ランクのものであっても、クリの質量が大きいと にするという

ことであるが、今回は質量の測定をしていない。それでも、 ％程度の判別率であった。これは、選

別枠で の大きさの穴を通る場合でも、重さで と判別される場合はクリの長辺が長く、この長

辺の長さは外形で判断できるため、結果として外形による判断だけで正しく と を判別できた

ものと考えられる。

試行実験の結果、簡易な実験でも 程度の判別率が得られたことから、外形を用いたクリの大き

さ判別に 技術を導入することは適していることが分かった。

4.5 クリ判別における問題点と PBL教材としての適性

今回、外形のみの判定を試みて、その実用性を確認することができた。しかし、クリの選別には虫

食いと実炭そ病の判定がある。虫食い穴は非常に小さく、発見が難しい。撮影時に虫食い跡が撮影で

きていれば、判別可能だと思われるが、撮影が非常に困難であり、今回は虫食いの判別を断念した。

虫食いが判断できる程度に詳細な画像を撮影するためには、クリを物理的に移動させながら撮影する

ような方法を採る必要があり、この問題解決には時間がかかる。

一方、実炭そ病については、病状が進行すると目視による検出が可能であるが、この農家のクリは

高級品であるため、病状が進行する前の段階で実炭そ病の検出が必要である。この検出のためには、

臭いによる判定が必要で、実炭そ病のクリは、クリの先端から独特な臭いが出るようである。この作

業には苦労が多く、長時間続けることができないそうである。したがって、臭いの検出の機械化は、

労力の削減につながるが、現在のところ十分な反応速度で臭いを検出できるセンサーが無く、今後の

課題である。軟 線での撮影によるクリ選別の報告 があることから、別のセンサーを用いる方法

も検討しなければならない。

このように、試行実験によってクリ選別における課題が分かってきた。このような課題は、実際に

フィールドに出ることによってしか発見できないものである。さらに、短期間の試行実験により課題
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を複数見つけられるということは、問題解決することで学ぶという の特性に合致し、学生らの

教材として適していると考えられる。

５. 今後の発展と PBL教材としての可能性

5.1 認識率の向上

今回の実験では、万願寺とうがらしの等級判別において、認識率を十分高めることができなかった。

この原因には、先に述べた通り規格外品のサンプルの少ないことや、撮影のノウハウの不足が考えら

れる。そして、この問題の解決には試行錯誤が必要である。試行錯誤することは、学生らに考える機

会を提供できるため、農作物の選別は、 課題に適していると考えられる。

5.2 AI以外の知識の必要性

画像が取得できてからの の判別能力の向上は見込めるが、画像を取得するためには、撮影対象

を適切にハンドリングする必要がある。この部分は今回人手で対応したが、適切なハンドリングのた

めには、それに応じた機械を作成する必要がある。文献 では、キュウリ判別用のベルトコンベア式

の機械が紹介されており、これはほぼ 人で実現されている。他の機器の設計経験者が 人で対処で

きる程度の課題であれば、初年次の学生でも数人がかりでの課題としては適切な課題の規模であると

思われる。また、 を動作させるためには、物理的な処理が必要であるということを学生らに理解

させ、現状の の限界を知る教材としても適している。

一方、機械を作成するのには、設備投資が必要となる。したがって、装置を製作するために設備投

資と収益のトレードオフを考えることが必要となり、実際に装置を製作するためには技術的な面以外

の検討も必要になる。したがって、 をうまく使用できるような機械やシステムを検討・製作する

ことは、問題解決法を学ぶための課題として使用できると考えられる。

5.3 設備メーカーとの共同開発の検討

福知山市パワーオンネットとの協議により、設備メーカーとクリ選別システムの可能性を検討した。

検討の結果、図 のようなシステムとした場合の価格を検討することとした。

このシステムは、パーツフィーダーによりクリを取り出し、ロードセルで質量を計測した後、ベル

トコンベアにて搬送し、画像による判定で階級を分け、階級ごとの箱にクリを投入する。画像はクリ

の両面から撮影し、画像認識時に外観ですぐに判断できるような異常は検出する。ロードセルは小型

のマイコンによって制御し、画像認識には 程度のコンピュータ、全体の制御にはメン

テナンスの容易さを勘案し、市販のシーケンサを用いる。

このような選別システムを実用化する場合、クリ選別の画像認識部分だけでなく、制御装置のプロ

グラミングやシステムの取りまとめなどの作業が必要となる。また、通常の製造設備等に必要な技術
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的要素（画像の取得、画像の前処理、画像認識、センサーからのアナログ値取得、センサー信号の処

理、コンピュータ間の通信）を含んでいる。このため、学生らにこれらの作業をさせることにより、

実践的な教育効果が得られるものと思われる。

パーツフィーダ

カメラ

カメラ

ロードセル

ベルトコンベア

図 クリ選別システムの構想図

６. まとめ

今回は、 教育のために農業への 導入がテーマとして妥当であるか検討するための試行実験

を行った。実験では、万願寺とうがらしとクリの画像による選別を試みた。実験の結果、簡単なプロ

グラムで作物の外形に基づき選別することは容易であり、学生らの に適した題材であることが

分かった。

一方、判別率の向上には学生らが解決できそうなレベルでの課題があり、この課題解決を 教

材として用いることができると考えられる。また、クリの実炭そ病への対応など農業分野には大きな

課題が残されており、このような課題は、上級生が取り組むのに適しているのではないかと思われる。
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岩塚製菓の財務政策と中國旺旺

齋　藤　達　弘

この論文の目的は，新潟県長岡市に本社を置く岩塚製菓株式会社（以下，岩塚製菓）が，1990 年か

ら 2018年までの 29年間，どのように企業成長をファイナンスしてきたのかを検証し，その財務政策

を考察することにある．岩塚製菓が資産として保有する中國旺旺控股有限公司（Want Want China

Holdings Ltd.）の株式時価評価は，2014年には 900億円を超え，岩塚製菓の株式時価総額のおよそ

3 倍になった．しかし，それは必ずしも財務政策の結果とはいえない．その倍率は 2018 年には 2 倍

弱になっているが，資産として保有する株式の時価総額が株式を保有する企業の時価総額よりも大き

いという上場企業として異常な状態にあることに変わりはない．中國旺旺控股有限公司の株式は，そ

の一部を売却することにより利益とキャッシュ・フローを得る手段になっている．岩塚製菓の市場評

価が中國旺旺控股有限公司の株式評価に大きく左右される異常な状態を解消する手段の一つは MBO

（Management Buyout）による非公開化であると考える．

キーワード: 岩塚製菓，中国旺旺控股有限公司（Want Want China Holdings Ltd.），企業成長，財務

政策，株式時価総額の歪み，MBO（Management Buyout）

1. はじめに

この論文の目的は，新潟県長岡市に本社を置く岩塚製菓株式会社（以下，岩塚製菓と書く）が，1990年

から 2018年までの 29年間，どのように企業成長をファイナンスしてきたのかを検証し，その財務政策を

考察することにある．(1) 岩塚製菓は国内米菓業界において第 3 位のシェアを持ち，「お子様せんべい」や

「味しらべ」などのロングセラー商品だけでなく，最近では品川女子学院の中学生とのコラボレーションに

よる「新潟のおせんべい屋さん」として知られている．(2) また，現在，岩塚製菓は全国米菓工業組合の理

事長企業であると同時に，新潟大手 4社のうち唯一国産米 100%を標榜する企業である．(3)

1988年 1月 8日，『日本経済新聞』（1988年 1月 8日付，朝刊，新潟経済）は「岩塚製菓は株式公開の

本格準備に入った」と報じた．岩塚製菓は 1987年に，決算期を 11月から 3月に変更し，監査法人と契約

この研究は科学研究費補助金（基盤研究 (C)，課題番号 23530431）の助成を受けている．ここに記して深謝する．

(1)岩塚製菓の創業地は新潟県三島郡岩塚村大字飯塚十楽寺である．社名の岩塚は新潟県三島（さんとう）郡にあった村の名前であ

る．1901年に岩田村と飯塚村が合併して岩塚村が誕生した．その岩塚村は 1955年に三島郡の来迎寺村と塚山村，古志郡石津村と

合併し，三島郡越路町となって消滅している．その後，三島郡越路町は 2005年に長岡市に編入されている．
(2) http://www.iwatsukaseika.co.jp/shinajo/index.shtml

(3)他の 3社は亀田製菓，三幸製菓，栗山米菓である．新潟県における米菓産業の集積については，新潟県農業総合研究所食品研究

センターと新潟県米菓工業協同組合との産学協同研究に注目する清水（2013）を参照されたい．

福知山公立大学研究紀要(2019)

- 29 -

http://www.iwatsukaseika.co.jp/shinajo/index.shtml


し，従業員持ち株会を設立し，取引先や役員への第三者割当により資本金を 9,000万円から 8億 6,200万

円に増やすなどして，株式公開の準備を進めてきていた．そして，1988年 3月期には売上高が 100億円

を超えようとしていた．

岩塚製菓の資本金は，1988年 6月，金融機関への第三者割当により 11億 1,200万円になっている．第

三者割当の 1株当たり発行価格は，1987年 4月の従業員持ち株会へは 1,000円，1987年 10月の取引先

や役員へは 8,300円，そしてこの度の金融機関へは 10,000円へと段々と高くなっている．金融機関への

第三者割当が最後になっている理由は，当初からその予定であったのか，不足分を補うためであったのか

はわからないが，メインバンク関係や株主対策を考える上で興味深いことである．

岩塚製菓は 1989年 10月 26日，店頭登録市場において株式公開し，現在は JASDAQ市場に上場して

いる（証券コードは 2221）．そのときの有償一般募集価格は 16,000 円であった．店頭登録当時の社長，

丸山智は，創業者と相談して 1986年秋には株式公開を決めたと明かし，株式公開の狙いを「設備投資に必

要な資金調達と、知名度アップによる人材確保だ。全国的な企業へと脱皮を図りたい」と語っている．(4) し

かし，岩塚製菓は上場来，これまでに一度も株式市場から資金調達していない．株主資本比率は十分に高

く，負債による資金調達に余力があったからである．ところが，疑似資本のような長期借入金はなく，設

備投資はもっぱら内部資金により賄ってきた．

岩塚製菓は当初から，新潟証券取引所ではなく店頭登録市場を念頭に置いていた．全国展開するために

は東京で店頭登録という考えがあったと思われるのだが，『日本経済新聞』（1992年 1月 17日付，朝刊，

新潟経済）が明らかにしているように，取引所市場は上場審査が厳しく，審査基準が緩い店頭登録市場を目

指したという事情があった．また，時はバブル真っ只中で，世界最大規模の金融センターに躍り出た東京

の株式市場は活況を呈していて，その流れに乗り遅れないようにしたいという思いもあったであろう．店

頭登録当時の社長，丸山智は「目標は東証二部上場だ。そのためには売上高は二百億円、経常利益で二十

億円を安定して出せる体制が必要だ」と『日本経済新聞』（1989年 10月 26日付，朝刊，新潟経済）のイ

ンタビューを締め括っている．

図 1に岩塚製菓の株式時価総額の推移を示している．1989年に店頭登録市場において株式公開したと

きの時価総額は約 100億円であった．その後，バブル崩壊の影響を受け，1993年には約半分の 50億円

にまで減少し，それから 10 年間，低迷したままであった．それが 2003 年から増加し始め，2006 年に

は 100億円を回復し，2009年から増加の勢いが増し，2012年には約 200億円，2014年には 300億円，

2015年には 400億円を超えている．(5)

『日本経済新聞』（2014年 1月 10日付，朝刊，「わかる財務」）は，「岩塚製菓は 1980年代に製造技術を

(4)『日本経済新聞』（1989年 10月 26日付，朝刊，新潟経済）．
(5) 2015年 3月末日現在，1株当たりの価格は 6,730円である．単元株数は 100株であるから，最低購入代金は 673,000円とな

る．それがやや高いと意識したのか，2015年 6月 30日，岩塚製菓は「投資単位の引下げに関する考え方及び方針等について」，「株

式投資単位の引下げが株式市場の流動性を高め、個人投資家をはじめとする幅広い投資家層の拡大を促すための有効な施策のひとつ

と認識」しているが，「投資単位の引下げにつきましては、今後の株式市場の動向や当社株価の推移、売買状況、実施にかかる費用対

効果等を総合的に勘案し、適切な投資単位の設定について引き続き検討してまいります」と発表している．
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図 1．株式時価総額

各年，3月末の時価総額を示している．

供与した台湾系食品大手、中国旺旺HD株を約 5%保有。中国旺旺HDはその後急成長し香港市場に上場

した。岩塚製菓の持つ株の時価は 900億円で、同社の株式時価総額のおよそ 3倍」と伝えた．(6) 時価 900

億円の株式を所有する岩塚製菓の時価総額は少なくとも 900億円を上回っていると考えるであろう．とこ

ろが，300億円で岩塚製菓の全株式を取得すれば，時価 900億円の中国旺旺HDの株式を入手できる状態

にあった．この論文では，なぜこのような異常な状態になったのか，その経緯に焦点を当てて考察する．

「岩塚製菓の持つ中国旺旺 HD株の時価は 900億円で，同社の株式時価総額のおよそ 3倍」という異常

な状態は，敵対的な買収リスクを高めている恐れがある．そして，より重要なことは，岩塚製菓の株価が

中国旺旺 HDの株価や配当金に左右される状態は，株式市場が岩塚製菓の本業を評価するという本来の役

割を果たしていないことである．岩塚製菓が上場企業でなければこれらの問題は発生しないと考えると，

MBO（Management Buyout）による非公開化は考慮に値する選択肢であろう．

この論文の構成はつぎのようである．第 2節では岩塚製菓の経営状況について考察する．第 3節では岩

塚製菓が中國旺旺控股有限公司（Want Want China Holdings Ltd.）の株式を保有するに至った経緯を

説明する．第 4節では「岩塚製菓の持つ中国旺旺HD株の時価は 900億円で，同社の株式時価総額のおよ

そ 3倍」という異常な状態をコーポレート・ファイナンスの視点から検討する．第 5節はまとめである．

なお，人物の敬称はすべて省略し，年月は引用も含めてすべて西暦で表記する．

2. 経営者と経営状況

2.1. 経営者

まずは岩塚製菓の歴代の代表取締役社長を見ておこう．

(6)『日本経済新聞』（2018年 12月 9日付，朝刊）は，ソフトバンクグループ（SBG）が保有する株式時価総額が約 22兆円である

一方で，SBGの株式時価総額が約 7兆円である「コングロマリット・ディスカウント」状態を報じている．そのような状態は，複数

の領域に事業を展開する複合企業体（コングロマリット）の市場価値が，各事業の市場価値の合計よりも小さい，つまり割引（ディ

スカウント）される現象として広く知られている．なお，岩塚製菓はこのケースには該当しない．
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1954年 4月から 1975年 4月まで 平石金次郎 共同創業者
1975年 5月から 1986年 11月まで 槇計作 共同創業者
1986年 12月から 1998年 5月まで 丸山智 創業当時からの生え抜きの社員
1998年 6月から 現在 まで 槇春夫 共同創業者の一人，槇計作の三男

岩塚製菓の原点は，平石金次郎と槇計作の二人が「地元，岩塚を小規模農業と出稼ぎから解放しよう」と

1947年に始めた芋あめ製造にある．その後，水あめ，カラメルと事業を拡大し，米菓産業に進出した．共

同創業者の一人，平石金次郎が初代社長に就いたが，越路町長に当選した後，65歳で社長を退任した．平

石金次郎の社長在任期間は 21年に及んだ．2代目社長に就いたもう一人の共同創業者である槇計作は，後

に「製造の神様」とよばれることになるのだが，70歳で社長を退任した．槇計作の社長在任期間は 11年

半であった．そして，3代目の社長には 45歳の丸山智が就いた．槇計作から丸山智への 25歳の社長若返

りを『日本経済新聞』（1986年 12月 25日付，朝刊，新潟経済）は「トップが先頭に立って体質改善を進

めるとの企業姿勢を明確にした」と評価している．丸山智は，岩塚中学校を卒業した後，1957年 4月に岩

塚製菓の前身，岩塚農産加工場に入社した創業当時からの生え抜きの社員であった．

槇計作から丸山智へと社長が交代する 1986年当時，槇計作の三男，槇春夫は 35歳の取締役で，社長就

任にはやや若かった．(7) 一方，もう 1 人の共同創業者，平石金次郎の長男，平石毅一は 46 歳の取締役で

あった．(8) 後継社長として，年齢的には平石毅一が望ましいと思われるのだが，このとき 2人の共同創業者

は創業家の平石毅一を社長に選ばなかった．(9) その後，1998年 6月に槇春夫が社長に就任するとき，『日

本経済新聞』（1998年 6月 3日付，朝刊，新潟経済）は「十二年ぶりに社長の座が創業家の一つに “大政

奉還”されることになった」と報じている．

槇春夫は 1974年に富山大学経済学部を卒業し，3年弱，ダイエーに勤めた後，岩塚製菓に入社し，1983

年に 32歳で取締役に就いている．三男であった槇春夫は岩塚製菓に入社するつもりはなかった．しかし，

第 2次オイルショックにより経営が厳しくなり，父親から呼び戻されての転職であった．意に沿わない転

職であったが，槇春夫の社長在任期間は 20年に達している．なお，2013年 6月には槇春夫の長男，槇大

介が 34歳で取締役に就き，同族企業を存続させる道筋を付けている．(10) 槇大介は，2015年 2月 21日付

で経営企画室と情報システム部（システム開発室を呼称変更）を管轄する経営企画本部長に，2016年 4月

1日付で常務取締役・製造本部長兼 IPS（岩塚新生産方式）推進室長に就任している．(11)

(7)長男は槇政男である．辻中（2006）によると，槇政男は海外事業を担当する経営陣であったというのだが，1990年 3月期の有

価証券報告書の役員の状況には，その名前はない．その一方で，槇政男は 2014年 3月末時点で 3.37%を保有する大株主である．次

男は家業（岩塚製菓）には関係せず，寿司屋を経営しているという．
(8)次男は平石俊夫である．平石俊夫は 1946年に生まれ，1975年に岩塚製菓に入社し，1985年に常務取締役に就き，1988年に

子会社の株式会社新潟味のれん本舗の代表取締役社長として転出し，2000 年 6 月に岩塚製菓に戻り，取締役経営企画室長に就き，

2005年に退任している．
(9)平石毅一は 2002年に取締役を退任し，2006年から社外監査役に就いている．

(10)槇大介は 2006年 5月岩塚製菓に入社し，2009年から 2年間，蔡衍明の許へ修行に出ている．その後，2011 年 3月に旺旺・

ジャパン株式会社に取締役として入社している．
(11)槇大介は 2016年 4月 1日付で 37歳の若さで取締役（経営企画本部長）から常務取締役に昇任しているのだが，同日付で常務

取締役（管理本部長）の郷芳夫が専務取締役（経営企画本部長）に昇任している．その郷芳夫は 2018年 4月 1日付で取締役に退い
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図 2．岩塚製菓の商品の歴史

https://www.ose.or.jp/f/ir_tools/1648/6921/ir_report/1156311270421.pdf （現在はアクセスできない）
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図 4．営業利益（Operating）と経常利益（Recurring）

て，6月の株主総会で退任している．また，同日付で業務の効率化を図ることを目的に「経営企画本部」と「管理本部」が統合されて

「経営管理本部」が新設され，経営管理本部長には常務取締役の阿部雅栄が着任している．
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図 5．売上高原価比率（COGS/Sales）と売上高販管費率（SGA/Sales）
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図 6．売上高販売促進費率（Promotion/Sales）と売上高発送配達費率（Delivery/Sales）

2.2. 経営状況

これまでの経営状況を見ることにしよう．図 2に商品の歴史を，図 3に売上高を，図 4に営業利益と経

常利益を示している．図 2には見覚えのある商品がいくつかあるだろう．そして，それらに共通する特徴

は「スッととけるような口どけ、サクッとした食感」であろう．(12) 売上高は上場当時（1990年 3月期）

は約 100億円であった．その後，順調に成長し，2008年には，丸山智が目標に掲げた 200億円に達して

いる．営業利益（Operating）と経常利益（Recurring）を見ると，2000年までは少しずつではあるが増加

し，丸山智が目標に掲げた経常利益 10億円に近づきつつあった．『日本経済新聞』（1999年 4月 14日付，

朝刊，新潟経済）は，岩塚製菓の売上高経常利益率は同業他社と比べてかなりの高水準にあると評価して

いる．

しかし，営業利益は 2001年から大きく減少し，不安定になる．と同時に，経常利益が営業利益を上回

るようになり，2009年からは営業利益がマイナスで，経常利益がプラスという期間が続くようになる．岩

塚製菓は 2009年に営業利益がマイナスになった理由を「原油価格の高騰による原材料や包装材料の価格

高騰の影響を避けられず、販売価格競争がより熾烈なものになった」と説明している．2008年 9月に発

覚した事故米不正転売事件の影響がまったくないとはいえないだろう．岩塚製菓は，新潟県長岡市に本社

(12) http://www.iwatsukaseika.co.jp/knowledge/osenbeiokakichigai.shtml
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を置く，国内唯一の米でんぷん製造会社，島田化学工業株式会社と取引があった．『新潟日報』（2008年 9

月 19日付，朝刊）は，「消費者から不安の電話が絶えない」という岩塚製菓の困惑状況を伝えている．

1998年をピークに営業利益が低下する理由を図 5と図 6を用いて考察しよう．図 5は売上高原価比率

（COGS/Sales）と売上高販管費率（SGA/Sales）の推移を示している．図 5を見ると，営業利益を押し下

げている理由は，原油価格の高騰が招いた原材料や包装材料の価格高騰の影響を受ける売上原価ではなく，

販売費及び一般管理費にあることがわかる．細野（2008，58頁）は，売上高原価比率は事業の構造的採算

性であり，よほどの構造変化がない限り，短期間に大きく変動することはないと指摘している．売上高原

価比率は 1997年から低下し，その後も 65%前後を推移している．一方の売上高販管費率は 1998年をボ

トムに上昇し続けている．これが営業利益を押し下げている原因である．

販売費及び一般管理費に占める割合の大きい販売促進費と発送配達費の対売上高比率を図 6に示してい

る．売上高発送配達費率（Delivery/Sales）はほぼ一定である一方で，売上高販売促進費率（Promotion/Sales）

は徐々に上昇して 2008年に 10%に達し，2012年には 15%に達している．図 3に示したように売上高

は 2009年あたりに頭打ちになり，テコ入れのために販売促進費を掛け，その後，売上高は増えたものの

利益には結びついていないという結果が見て取れる．『日本経済新聞』（2018年 6月 27日付，朝刊，新潟

経済）は，岩塚製菓が人手不足による人件費の増加や原材料の価格上昇に対応するために，主力製品の製

造ラインに外装や段ボール詰めを自動化する装置を導入し，生産性向上を急いでいると報じている．そし

て，そのような省力化投資により臨時雇用者の人件費を節約できるという．しかし，販管費を削減する方

針は打ち出されていない．

図 7に総資産と資本構成を示している．総資産は上場から 2000年まではほとんど増加していない．そ

の後，2001年から成長し始め，2006年からは成長速度が増している．上場当時，約 67億円であった総

資産は 2014年には 1,100億円に迫ろうとしている．総資産の成長とともに負債が増えているのだが，有

利子負債が原因ではない．図 8に有利子負債の残高推移を示している．短期負債が最も多い 2010年でも

その残高は約 43億円で，そのときの総資産は約 550億円であるから，大した比率ではない．2006年と

2011年に長期借入金が計上されているが，擬似資本のような長期負債はまったくない．これらの長期借入

金については，設備投資との関係で後に取り上げる．株主資本と株式時価総額の関係を図 9に示すMBレ

シオで確認しておこう．上場から数年間，MBレシオは 1を上回っていたが，それから 10年間は一貫し

て低下し，0.5をはさんで上下し，現在に至っている．

3. 業務提携から資本参加へ

3.1. 宜蘭食品工業有限公司との業務提携

『日経産業新聞』（1983 年 7 月 29 日付）は，海外の日本食ブームの影響で岩塚製菓の煎餅の輸出が急

増していることを伝えている．以前の輸出はあられが大半であったため，岩塚製菓の輸出はゼロであった
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図 7．総資産と資本構成
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図 9．MBレシオ

という．(13) ところが 1982年に台湾が煎餅の輸入規制を解除したことから，岩塚製菓の台湾向け輸出が始

まった．

そんな折，岩塚製菓の米菓（煎餅にクリームやチョコをサンドした）「サンフレンド」に魅了された

人物が台湾にいた．(14) 台湾の宜蘭食品工業有限公司（以下，宜蘭食品と書く）の創業者，蔡衍明（Tsai

(13)全国米菓工業組合（http://www.arare-osenbei.jp/make.html）によると，あられはもち米からつくられ，煎餅は米

からつくられる．あられと煎餅の違いは，あられはもち米をついた後，冷却してから成型する一方で，煎餅はうるち米をついた後に

すぐに成型するという製造工程にある．あられは煎餅に比べて製造時間が長くなる．これらの違いはもち米とうるち米の特性の違い

による．
(14)「サンフレンド」はヒット商品といわれるのだが，岩塚製菓が考える主な商品には含まれていない（http://iwatsuka.jp/
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Eng-Meng）である．以下，蔡衍明（宜蘭食品）と岩塚製菓の関係については辻中（2006）を参照して

いる．

宜蘭食品はキノコやアスパラガスの缶詰，果物のシロップ漬けの缶詰を製造販売していたが，営業不振

にあえいでいた．岩塚製菓の「サンフレンド」に魅了された蔡衍明は台湾で煎餅を製造販売しようと考え，

岩塚製菓の社長，槇計作に手紙を出して業務提携を懇願した．60歳代半ばの槇計作は，直談判のために来

日した 20歳代半ばの蔡衍明の熱心さに根負けし「あなたがそこまで言うならば提携しましょう。失敗した

ら、私は社長を辞めます」と言って受け入れた．槇計作は「縁としかいいようがない」と回顧している．(15)

宜蘭食品は 1983年 6月から岩塚製菓の指導（技術者 2人を派遣）を受けて煎餅の製造販売を始めた．

『日本経済新聞』（1998年 6月 3日付，朝刊，新潟経済）は，岩塚製菓は 1960年代から 1970年代にか

けてタイであられを生産していたが，品質管理に失敗した経験があり，それを教訓に自らが進出するので

はなく，技術供与（ロイヤリティの受取）にとどめたと解説している．それから約 3年の後，『日本経済新

聞』（1986年 3月 25日付，朝刊，新潟経済）は，宜蘭食品が台湾の米菓市場で 80%のシェアを持ってい

ることを伝えている．

その後も，岩塚製菓と宜蘭食品の提携関係は，岩塚製菓が技術指導員 2人を交代で駐在させ，宜蘭食品

の幹部 5，6 人が毎年，1 週間，岩塚製菓で研修を受けるというかたちで進んだ．宜蘭食品の売上高は約

40億円，うち米菓が約 28億円で，台湾の米菓市場のシェアは 85%にまで高まった．岩塚製菓は，プラザ

合意の後の円高で，輸出よりも現地生産が有利だと判断し，宜蘭食品で生産した米菓を第三国に輸出する

など提携関係を強化し，宜蘭食品から日本向けた商品として，くだもの加工を考え，自社の多角化を企図

した．それは自社の海外化でもあった．(16)

『日本経済新聞』（1990年 6月 8日付，朝刊，新潟経済）は，岩塚製菓と宜蘭食品が，台湾産の餅米を原

料に，あられやおかきなどを製造し，台湾だけでなく東南アジアに輸出するための合弁会社「台湾岩塚製

菓股有限公司」（以下，台湾岩塚製菓と書く）を設立することを報じた．資本金は 5,500万台湾元で，出資

比率は現地企業優先と考えて，宜蘭食品が 55%，岩塚製菓が 45%とした．岩塚製菓の 1991年 3月期の

有価証券報告書には，「関係会社株式」として，2,475万台湾元（1億 4,081万 4,000円）が計上されてい

る．翌 1992年には宜蘭食品への投資を 3倍に増やした．1992年 3月期の有価証券報告書には，「関係会

社株式」として，7,875万台湾ドル（4億 1,149万円）が計上されている．『日本経済新聞』（1993年 8月

17日付，朝刊，新潟経済）は，国内事業とは別に，それぞれの地元の原料（コメ）を活用したアジア経済

圏での米菓普及に努めることで，米菓市場が拡大し，ロイヤリティ収入が増えると書いている．岩塚製菓

は 1984年 7月に宜蘭食品と米菓の製造技術契約を結び，一定額のロイヤリティを受け取っていた．

ayumi.html）．
(15) http://toyokeizai.net/articles/-/7894/

(16)『日本経済新聞』（2018年 8月 7日付，朝刊，新潟経済）は，岩塚製菓が北米市場の開拓に向けて，シアトルに米菓の輸入販売

を手掛ける子会社（資本金は 90,000米ドル，社長は槙春夫）を設立することを報じている．数年後の目標売上高は年間 5億円との

ことで，海外進出について慎重な姿勢を崩していない．
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宜蘭食品は順調に成長し，台湾での米菓シェアは 90%を握るに至った．蔡衍明は「台湾は 2,300万の

人口，中国は十数億の人口，将来性があると考え，大陸に進出した」．(17) 当時，中国にはお菓子といえる

ものはほとんどなく，煎餅をきれいに包装して販売することを思い付いたという．川嶋（2012）は，1993

年，宜蘭食品が中国・湖南省で開催される煎餅の展示会のために商品を持ち込んだものの，契約が履行さ

れなく，行き場を失った煎餅を小中学校の児童・生徒たちに無料で配布し，それがきっかけで子どもたち

に知られるようになったことを紹介している．それ以降，宜蘭食品は顧客セグメントを子どもに絞り，「旺

仔（旺旺坊や）」と呼ばれる男の子のキャラクターを使ったりして子どものニーズを満たす商品を開発し始

めた．蔡衍明が大陸の進出先として内陸部にある湖南省の省都，長沙市を選んだ理由は，旺旺が初の進出

外資で，沿海部よりも当局からの優遇が多く得られるだろうという計算であったという．(18)

『日経産業新聞』（1993年 6月 24日付）は，宜蘭食品が中国・長沙市の近郊に単独で設立した現地法人

「湖南旺旺食品有限公司」に対して，岩塚製菓が「旺旺仙貝」の生産ラインを整備し，現地社員を教育する

ことを伝えている．「旺」（ワン）は「栄える」や「盛り上がる」，「元気」という意味で，それを重ねた「ワ

ンワン」は英語の「one and one」の意味「次から次へ」に通じ，仙貝の中国語読みが日本語の「せんべい」

に似ていることから「旺旺仙貝」という名前になった．川嶋（2012）によると，台湾では「旺旺仙貝」は

先祖や神を祭るときの供え物として広く市場に浸透しているという．『日本経済新聞』（1994年 7月 8日

付，朝刊，新潟経済）は，岩塚製菓が湖南旺旺食品から日本へ研修生（女性社員 26人）を受け入れ，宜蘭

食品との連携を強化することを伝えている．そのために岩塚製菓は約 1億円を掛けて社員寮を増築した．

中国・長沙市の近郊に「湖南旺旺食品有限公司」を設立した翌年，『日本経済新聞』（1994年 7月 8日

付，朝刊，新潟経済）は「岩塚製菓、中国展開を加速」と見出しを付け，中国・杭州市に現地法人「杭州旺

旺食品有限公司」（以下，杭州旺旺食品と書く）を設立し，現地生産に着手することを報じた．台湾岩塚製

菓が休眠状態であった国営の米菓工場を買収し，資本金 1億円を全額出資した．中国で米菓が急速に普及

し，杭州は大市場の上海に近い立地であることから進出を決めたという．社名を岩塚ではなく旺旺として

いることから，このときすでに「旺旺仙貝」のブランドが浸透し始めていたのであろう．

3.2. 旺旺集團有限公司の株式公開

1995 年，岩塚製菓は台湾・中国での事業を再編することになる．合弁会社である台湾岩塚製菓を解散

し，それを宜蘭食品が合併し，岩塚製菓は，宜蘭食品と宜蘭食品の中国ビジネスを統括する持ち株会社の

香港法人「旺旺集團有限公司（Want Want Holdings Ltd.）」（以下，WWHLと書く）に投資する形式に

再編した．(19) 岩塚製菓が 1億円を投資して単独で中国進出した杭州旺旺食品も，WWHLの傘下に入るこ

とになった．とは言うものの，杭州旺旺食品との関係に変化はなく，『日本経済新聞』（1995年 10月 13

日付，朝刊，新潟経済）は，杭州旺旺食品のうるち米菓工場が完成し，日本から最新鋭の機械設備を持ち込

(17) http://toyokeizai.net/articles/-/7894/

(18) https://www.ys-consulting.com.tw/column/2175.html

(19)『日本経済新聞』（1995年 5月 11日付，朝刊，新潟経済）．
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み，従業員 600人体制で本格稼働に入ると伝えている．

1996年 5月 16日，WWHLはシンガポール株式市場に株式を上場した．(20)『日本経済新聞』（1996年

5月 22日付，朝刊，新潟経済）は「岩塚製菓はWWHLの約 6%の出資に踏み切っている」と書いてい

る．岩塚製菓の 1996年 3月期の有価証券報告書には，「投資有価証券」として，宜蘭食品工業股份有限公

司に 7,875万台湾ドル（4億 1,149万円）と，Leading Guide Corporationに 2億 200万 5,000円が

記載されている．この Leading Guide Corporation はWWHL の 100% 子会社である．このとき岩塚

製菓からWWHLへの投資金額は合わせて 6億 1,349万 5,000円となっていた．

WWHLがシンガポール株式市場に上場したことにより，岩塚製菓の貸借対照表におけるWWHLへの

投資有価証券は，2000年 3月までは低価法（洗い替え方式）により評価されていたのだが，2001年 3月

期からは制度改正があり時価法により評価されることになった．1997年 3月期から 2002年 3月期まで

の有価証券報告書にはつぎのように記載されている．

決算期 保有株式数 貸借対照表計上額

1997年 3月 2,035万 8,758株 6億 8,895万 8,000円
1998年 3月 2,443万 510株 6億 8,895万 8,000円
1999年 3月 2,931万 6,613株 6億 8,895万 8,000円
2000年 3月 2,931万 6,613株 6億 8,895万 8,000円
2001年 3月 2,931万 6,613株 42億 8,614万 7,000円
2002年 3月 2,931万 6,613株 96億 983万 9,000円
2003年 3月 6,449万 6,548株 48億 5,430万 3,000円

2000年 3月期（低価法）から 2001年 3月期（時価法）にかけて，WWHLの評価額が 35億 9,718万

9,000円だけ増加している．この評価替えの仕訳は，実効税率を 40%と仮定すると，

（資産の部） （負債の部）
投資有価証券 35億 9,718万 9,000円 繰延税金負債 14億 3,887万 5,600円

（純資産の部）
その他有価証券評価差額金 21億 5,831万 3,400円

となる．このように，投資有価証券の評価額が増加すると，負債と純資産の両方が増加する．図 7に示し

た負債の増加はこのような繰延税金負債の増加である．2002年 3月期には，岩塚製菓が保有するWWHL

の評価額は約 96 億円に達するのだが，このときの岩塚製菓の株式時価総額は約 63 億円であった．そし

て，このような逆転現象はその後も続くことになる．

2002年 3月期から 2003年 3月期に保有株式数が大幅に増えている．岩塚製菓は 2000年 3月期に投

資有価証券としてWWHLワラント，1,548万 6,000円を計上している．それが値上がりし，2001年 3

月期には 7,809万 5,000円に，2002年 3月期には 4億 7,267万 9,000円に増えている．しかし，2003

年 3月期にWWHLワラントは計上されていない．2002年 4月から 2003年 3月までの間に何らかの取

引があったことになる．

(20)『日経金融新聞』（1996年 5月 8日付）は，台湾や中国の事業を統括する会社の持ち株会社をシンガポールに設立して上場する

ことを新手の資金調達方法と説いている．共同主幹事として日本からは大和証券が参加していて，日本でも投資家向け説明会が開催

された．
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図 11．神旺控股有限公司（San Want Holdings Ltd.）の株主構成

http://www.hkexnews.hk/listedco/listconews/sehk/2008/0311/00151_299858/E115.pdf

2002年 4月から 2003年 3月までの間の投資活動によるキャッシュ・フローに照らして，ワラントと

して売却したのであれば投資有価証券の売却による収入（損益計算書には投資有価証券売却益が計上）に

なるのだが，該当する金額は見当たらない．一方，ワラントを権利行使し，WWHL株を購入したのであ

れば，投資有価証券の取得による支出になる．投資有価証券の取得には 5億 4,814万 6,000円の支出が記

載されている．加えて，その他有価証券で時価のあるもの（株式）の取得原価が約 4億 7,000万円，増え

ている．2002年 3月期と 2003年 3月期の有価証券明細表を比べるとWWHL株以外に変化はなく，こ

れらのことから，このとき岩塚製菓はWWHL株に追加投資したと推測する．1996年 3月期の有価証券

報告書の「投資有価証券」で確認できる 6 億 1,349 万 5,000 円と合わせると，ここまでの投資総額は約

11億円になる．図 15で確認することになるのだが，WWHLからの配当金が増え始めた時期での追加投
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図 12．香港証券取引所におけるWant Want China Holdings Ltd. の株価（香港ドル）推移（2008年 3月 26日から 2014年 8月

25日まで）．
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図 13．中国旺旺（Want Want China）への投資評価（時価）と岩塚製菓の株式時価総額

資であった．

3.3. 旺旺集團有限公司から中國旺旺控股有限公司への再編

WWHLは 2007年 9月にシンガポール証券取引所への上場を廃止し，2008年 3月に「中國旺旺控股有

限公司（Want Want China Holdings Ltd.）」（一般に中国旺旺HDと書かれることが多いのだが，以下，

WWC と書く）として香港証券取引所に上場することになる．図 10 はWWHL からWWC への再編を

示している．CompanyはWWC（Want Want China Holdings Ltd.）を示している．HKHL（Hot-Kid

Holdings Ltd.）は蔡衍明が所有する投資会社，ICCL は岩塚製菓である．WWHL をコア事業と非コア

事業に分離し，コア事業を WWC として上場し，非コア事業を非上場の神旺控股有限公司（San Want

Holdings Ltd.）に集約している．そして，図 11のように San Wantの株式をWWHLの所有比率に応

じて株式配当（dividend in specie）として分配している．岩塚製菓（ICCL）は San Want株の 5.01%

を得ている．岩塚製菓は

WWHLグループが当社にとって極めて重要な事業パートナーであることに鑑み、保有株式の売却を実施せず、

継続的に保有することが当社の永続的な利益にかなうものと確信いたしております。また、当社が保有する
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WWHL株式については、1995年の取得以降一切売却を行っておらず、当社は当該株式を純投資目的の株式と

は異なるものとして認識しております。

と述べ，引き続き WWC 株を保有することになる．(21) 岩塚製菓は WWHL の約 5% を保有していて，

WWC についても同じ保有比率を維持している．(22) なお，この再編後，蔡衍明はWWC 株の約 50.9%

を，San Want株の約 66.8%を保有することになっていた．

図 12 は香港証券取引所に上場した後のWWC の株価推移を示している．台湾の SinoPac 証券株式会

社（永豊金證券）が “a clearer corporate structure and business focus”と書いているように，WWHL

からWWCへの再編は株式市場に好感された．(23) 3香港ドルであった株価は 2013年にはその 4倍，12

香港ドルに上昇している．

3.4. 上場企業として異常な状態へ

図 13 は岩塚製菓が保有するWWC（2007 年以前はWWHL）の評価額と岩塚製菓の時価総額を示し

ている．すでに述べたように，2002年 3月期には岩塚製菓が保有するWWHLの評価額が岩塚製菓の時

価総額を上回っている．WWC として香港証券取引所に上場してからの株価急騰は岩塚製菓が保有する

WWCの評価額を増大させた．WWCの評価額は，2008年 3月期に約 241億円であったものが 2014年

3 月期には約 947 億円になっている．これが「岩塚製菓の持つ（WWC）株の時価は 900 億円で，同社

（岩塚製菓）の株式時価総額のおよそ 3倍」という現状である．

なぜ，このような現状になるのか．もし岩塚製菓が現金を 900億円，保有しているならば，時価総額は

900億円だけ増加する．しかし，株式を 900億円，保有しているときにはそうはならない．いま，図 1に

照らして，岩塚製菓がWWC株を保有していないときの株式時価総額を 50億円と想定すると，保有する

時価 900億円のWWC株は，岩塚製菓の株式時価総額への上乗せ分，すなわち 300億円から 50億円を

差し引いた 250億円と評価されていることになる．このように低く評価される理由は，岩塚製菓の株式を

売買する投資家から見て，WWC株はリスクが高く，その分だけディスカウントされるということである．

この場合のディスカウント率は 72.2%になるのだが，同じ想定を用いて 2008年からのディスカウント率

を計算すると，その平均は約 75%になる．WWC株は一貫してディスカウント評価されている．実際に

は，繰延税金負債が計上され，WWCの評価額のうち純資産の部に計上されるのは 60%ほどである．そう

考えるとき，岩塚製菓の時価総額に反映するWWCの評価は 900億円ではなく 540億円となる．それで

も上乗せ分 250億円の 2倍を超える金額であり，WWC株はディスカウント評価されていることになる．

ある公認会計士が岩塚製菓について「ここまで提携先の受取配当金が業績の重要項目になっている会社

を、私は見た記憶がない」と述べ，つぎのように問いかけている．(24)

(21) http://www.iwatsukaseika.co.jp/pdf/kaiji/20070813_01_01.pdf

(22) http://www.iwatsukaseika.co.jp/pdf/kaiji/20090217_01_jikokabusikisyobunnoosirase.pdf

(23) http://www.sinopacasia.com/en/marketInformation/researchFile/WantWant-26-06-09.pdf

(24) http://president.jp/articles/-/12972
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図 15．利息及び配当金の受取額と営業活動によるキャッシュ・フローへの影響

興味深いのは持ち株比率は 5％程度という点だ。(25) 持ち株比率が 20％に達しない場合は関連会社にはならず、

旺旺 HDは岩塚製菓のグループ企業とは見なされない。関連会社でないにもかかわらず、総資産の 85.8％を

占めているというのは、会計の面でも経営の面でも、歪な構造といわざるをえないだろう。旺旺 HDが巨大企

業に成長できたのも、原材料の選択から生産設備の管理まで責任を負い、その品質が中国国内の市場で認めら

れたから。つまり欠くことのできないパートナーであり、これまで持ち分を増やすチャンスはなかったのか。

「持ち分を増やすチャンス」は 1996年にWWHLがシンガポール株式市場に株式を上場するときであった

と思う．『日本経済新聞』（1996年 5月 22日付，朝刊，新潟経済）が「岩塚製菓はWWHLの約 6%の出

資に踏み切っている」と書いているのだが，6%にしようと決めて出資したのではなく，その時点までに岩

塚製菓が宜蘭食品に投資した金額がたまたま約 6%であった．

岩塚製菓にとっての 1990年代の前半は，図 3や図 4が示すように，国内における成長過程にあった．

WWHL への出資比率を高める前に，まずは足もとを固める選択を優先していたのではないかと考える．

『日本経済新聞』（1995年 5月 11日付，朝刊，新潟経済）は，岩塚製菓を主語にして台湾・中国での事業

を再編するように書かれているが，実際は，宜蘭食品が株式公開する財務政策にしたがっただけで，そう

(25)内藤証券の外国証券内容説明書（2014 年 8 月 15 日付）によると，WWC の発行済み株式数は 132 億 2,373 万 9,000 株で，

2014年 3月期に岩塚製菓が保有する 6億 1,643万 4,480株は 4.66%にあたる．なお，一部，売却前の 6億 4,496万 5,480株は

4.88%にあたる．
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せざるを得なかった．それは『日経金融新聞』（1996年 5月 81日付）が書いているように「本拠地の事

業をまるごとシンガポールの持ち株会社に移して上場するのは極めて異例」な出来事であったからである．

郷芳夫（岩塚製菓）は「仮に岩塚が中国へ単独で乗り込んでも商売のやり方が違っていて、うまくいく可能

性は低かっただろう。旺旺に指導することで、岩塚の技術で作られた米菓が世界に広がった」と振り返っ

ている．(26)

岩塚製菓株は 2014年 1月にそれまでの上場来高値の 5,940円を記録した．しかし，それでも解散価値

を大きく下回っていることから，槇春夫は「株価はまだ低い」と不満を漏らしている．(27) 社長としてはそう

言わざるを得ないのだが，なぜ解散価値を大きく下回っているのかについて，真剣に検討しなければいけ

ない時期が来ていると思う．図 9に示したように，WWCの評価により株式時価総額は増加したものの，

MBレシオは依然として 0.5前後のままである．ここ 10年以上，株式市場は岩塚製菓の成長性をまった

く評価していない．

4. 財務政策

4.1. 営業活動によるキャッシュ・フロー

岩塚製菓がWWC株を保有することの影響はキャッシュ・フローに大きく現れている．ここでは営業活

動によるキャッシュ・フローに注目し，そこに含まれる利息及び配当金の受取を除いて，その影響をみる

ことにしよう．図 14にキャッシュ・フローを，図 15には利息及び配当金の受取（Interest and Dividends

Income（IDI））と，営業活動によるキャッシュ・フローから利息及び配当金の受取を差し引いた金額の推

移（Operating – IDI）を示している．なお，利息及び配当金の受取の大部分がWWCからの配当金である．

図 14から，営業活動によるキャッシュ・フロー（Operating）は 2013年から大幅に増加していること

が見て取れる．ところが，図 15を見ると，2009年以降，WWCからの配当金を除いてしまうと，2013

年を例外として，営業活動によるキャッシュ・フローは非常に乏しい状況であることがわかる．2010年か

ら 2012年までの 3年間は，本業からのキャッシュ・フローは，ほとんどないに等しかった．図 14で投資

活動によるキャッシュ・フロー（Investing）を見ると，2010年以降，キャッシュ・アウトフローが発生し

ているが，これらの資金調達は主としてWWCからの配当金に依存していたことになる．

2009年は，図 4に示したように営業赤字で，利益とキャッシュの両方が必要であった．そこで，岩塚製

菓はWWC株の一部を売却している．岩塚製菓は，2008年 3月期にWWC株を 6億 4,496万 5,480株，

保有していたが，2009年 3月期には 6億 1,643万 4,480株と，2,853万 1,000株だけ減少している．一

方で，2008年 4月から 2009年 3月までの間に，有価証券売却額が 12億 1,754万 4000円，有価証券売

却益が 11億 7,976万 6000円が計上されていることから，WWC株が売却されたと考える．1株当たり

の売却額は 42.67円で，当時の 1香港ドルを 13円と想定すると，1株当たりの売却額は 3.28香港ドルに

(26)『新潟日報』（2008年 1月 8日，朝刊）．
(27)『日本経済新聞』（2014年 3月 19日付，朝刊）．
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なる．図 10において 2008年 4月から 2009年 3月までの間を見ると，だいたい 3香港ドル前後である

から，1株当たりの売却額 3.28香港ドルは妥当な数字である．岩塚製菓は 2009年 3月期，WWC株の売

却により約 12億円の利益とキャッシュを手に入れた．(28)

2002 年 7 月，岩塚製菓は WWHL と合弁で中国・遼寧省に「瀋陽岩旺米粉製造公司」（Shenyang

Yanwant Rice Flour Manufacturing Co.,Ltd.）を設立している．資本金は 330万ドルで，岩塚製菓が

90%，WWHLが 10%を出資している．2003年 3月期の有価証券報告書によると，岩塚製菓の出資額が

3億 5,709万 3,000円である．その「瀋陽岩旺米粉製造公司」は，2011年 12月に，岩塚製菓が 90%の

株式をWWHLに譲渡し，閉鎖されている．この閉鎖は，新聞報道されることはなく，有価証券報告書の

【沿革】に記載されているだけである．2012年 3月期には「瀋陽岩旺米粉製造公司」は持分法適用会社か

ら除外されているのだが，一方で，投資有価証券に San Want 株が 5,871 万 8,948 株，14 億 1,766 万

1,000 円が計上されている．これらは無関係ではないと考える．図 11 に示したように岩塚製菓（ICCL）

は 2008年 3月期に San Want株を割り当てられていた．ところが，有価証券報告書にはその記載が見当

たらず，2012年 3月期に初めて登場している．どのような取引であったのかはわからないのだが，岩塚

製菓が保有していた「瀋陽岩旺米粉製造公司」の 90%の持分譲渡にともない，San Want株を投資有価証

券として計上しなければいけなくなったのではないかと考える．なお，2011年 4月から 2012年 3月ま

でのキャッシュ・フロー計算書には，関係会社株式売却益として 4,785万 6,000円が計上されているだけ

で，取引に該当するような数字は見当たらない．岩塚製菓はWWC株のほかに，San Want株にも 14億

1,766万 1,000円投資している．

岩塚製菓は 1995年に台湾・中国事業からの果実を配当や株式の値上がりで受け取る選択をしたといえ

る．業務提携から合弁会社へ，そして資本参加までの岩塚製菓をハンズオン型のベンチャー・キャピタル

と見るならば大成功を収めたことになる．しかし，ここで留意しておかなければけないことは，WWCは

1995年以降，米菓企業から多角的な食品・飲料（food and beverage）企業に変容していることである．

2018年度のアニュアル・レポートによると，WWCの売上高比率は，Rice Crackers（米果）が 27.0%，

Dairy Products & Beverages（乳品及飲料）が 47.6%，Snack Foods（体閒食品）が 25.1%である．(29)

いずれのセグメントも売上総利益（Gross Profit Margin）は 40%前後である．WWCの成長は，初期

には岩塚製菓が技術指導した米果が基礎になっていたことは確かだが，その後は多角化による乳品及飲料

や体閒食品が牽引している．(30) 岩塚製菓が受け取る配当金の過半は乳品及飲料や体閒食品の事業からのも

のである．

旺旺グループ（WWCと San Want）は事業規模および事業領域の拡大方針を掲げ，海外企業との提携

(28) ちなみに，売却額と売却益の差，3,777万 8,000円が取得価額になる．ここから

3,777万 8,000円
2,853万 1,000株

× 6億 4,496万 5,480株 = 8億 5,400万 1,118円

と計算することにより，岩塚製菓が保有するWWC株の取得原価が求められる．
(29) http://www.want-want.com/upload/Investor/20180622061500en82.pdf

(30) WWCの本社ビルのロビーには槇計作の胸像が「旺旺の父」として飾られている．
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図 16．1株当たり配当金
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図 17．配当性向（1株当たり配当額 ÷1株当たり当期純利益 ×100）

2001年と 2008年の 0%は当期純損失（配当性向を計算できない）を意味している．

強化を進めている．(31) 日本企業との主な提携はつぎのようである．2010年 11月，San Want傘下の栄旺

控股有限公司は，わらべや日洋，セブンイレブン・ジャパンと共同出資で北京旺洋食品有限公司を設立し，

米飯や調理パン，惣菜などを生産し，北京地区のセブンイレブンや宅配に提供する契約を結んでいる．(32)

2011年 7月，丸紅は旺旺グループと食品加工業及び関連事業において戦略的提携関係を構築することで

合意している．(33) 2011 年 8 月，なとりは丸紅と香港旺旺控股有限公司（Want Want (HK) Holdings

Ltd.）との 3社で合弁会社を設立し，中国においておつまみ食品を製造販売することを発表している．(34)

2011年 11月，WWC傘下の南京大旺食品公司は森永乳業から冷蔵食品の生産技術ライセンスを取得して

いる．(35) 2015年 4月，名糖産業は香港旺旺控股有限公司と合弁会社を設立し，中国においてケーキ類を

製造販売する計画を発表している．(36) これらの中国進出事業の成功は岩塚製菓への配当金を増やすことに

(31) 2003年 7月，岩塚製菓とWWHLは東京都台東区に合弁会社，旺旺・ジャパン株式会社を設立している．資本金は 1億円で，

出資比率は岩塚製菓が 40%，WWHLが 60%，社長には岩塚製菓の小林明憲が就任している．主として 100円ショップやコンビニ

エンス・ストアで輸入品を販売している．
(32) http://ke.kabupro.jp/tsp/20101129/140120101129076533.pdf

(33) https://www.marubeni.com/jp/dbps_data/news/2011/110704a.html

(34) http://www.natori.co.jp/kaisha/ir/pdf/64/2011.08.05gouben.pdf

(35) http://www.nikkei.com/article/DGXNASDD020MI_S1A101C1TJ2000/

(36) http://www.meito-sangyo.co.jp/content/wp-content/uploads/post/1362/150401_release.pdf
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表 1

1994年 3月期以降の配当政策

有価証券報告書の記載を再掲している．

1994年 3月期から 1995年 3月期まで 業績に裏付けられた成果の配分を安定的に維持することを基本方針とし
ております。

1996年 3月期 業績に裏付けられた成果の配当性向にも十分に考慮しつつ従前と同様に
1株当たり 7円 50銭の配当を行うことを決定いたしました。

1997年 3月期から 2000年 3月期まで 業績に裏付けられた成果の配分を安定的に維持するることを基本方針と
しております。

2001年 3月期から 2006年 3月期まで 株主配当につきましては、これを安定的に実施することを基本方針とし
ております。

2007年 3月期から 2018年 3月期まで 業績に裏付けられた成果の配分を基本方針としております。当社は中間
配当と期末配当の年２回の剰余金の配当を行うことを基本方針としてお
ります。

なる．

4.2. 配当金

図 16に 1株当たりの配当金を，図 17に配当性向（1株当たり配当額 ÷1株当たり当期純利益 ×100）

を示している．図 16 における 2007 年の配当金は 10 円の普通配当に 5 円の創業 60 周年記念配当が，

2018年の配当金は 18円の普通配当に 2円の創業 70周年記念配当が加わっている．図 17における 2001

年と 2008年の 0%は当期純損失（配当性向を計算できない）を意味している．

1994年 3月期以降の有価証券報告書に書かれている配当政策は表 1のように変遷している．1994年 3

月期から 2006年 3月期までの考え方は 1株当たりの配当金を安定させるということである．1996年 3

月期に「配当性向にも十分に考慮する」と書かれ，図 17に示すように低すぎる配当性向は望ましくないと

の経営判断から，1997年 3月期から 1株当たりの配当金を 10円に引き上げている．これが「安定の中の

変化」ということであろう．

「業績に裏付けられた成果」という文言は，1994年 3月期から 2000年 3月期までの間，用いられ続け

ている．しかし，2001年 3月期から 2006年 3月期までの間は削除され，再び，2007年 3月期から用い

られている．この変化について考えてみよう．

「業績」という言葉を「本業 =営業利益」と解釈するとき，経常利益に含まれるWWHLからの配当金

をどのように取り扱うのかを思案したのではないかと思う．つまり，岩塚製菓にとってWWHLからの配

当金は「業績に裏付けられた成果」なのかどうかということである．そこで 2001年 3月期から「とにか

く，1株当たりの配当金を安定する」という文言に変えたのだろう．1997年 3月期から 2007年 3月期ま

での間，1株当たりの普通配当は 10円に「安定」している．

2007年 3月期から「安定的に」という文言が削除され，「業績に裏付けられた成果」という文言が復活
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している．一つの理由は，2007年 3月期の 1株当たり配当金は，10円の普通配当に 5円の創業 60周年

記念配当が加わって 15円になっているだけで，2008年 3月期からも 15円とは限りませんよ，というお

断りだろう．いま一つの理由は，WWCからの配当金が増加することを内部情報として得ていて，どのよ

うに対処しようかと思案したからではないかと考える．図 4に示したように，2008年 3月期から営業利

益や営業活動からのキャッシュ・フローが低下し始め，1株当たりの配当金を安定させるためには，WWC

からの配当金に依存せざるを得なくなる．「業績」の範囲を営業利益から経常利益に拡大するならば，1株

当たりの配当金を増加させることができる．(37)

2008年 3月期は最終赤字であったのだが，普通配当を 10円に据え置くことはできずに，何の説明もな

く「当期の配当につきましては、1株当たり 13円の普通配当を実施することを決定」している．そして，

2014年 3月期は，13円の普通配当では配当性向が低くなりすぎるためだと推測するのだが，何の説明も

なく 18円に引き上げている．1株当たりの配当金は一度，引き上げると，引き下げることは難しく，慎重

な判断が求められる．これらの財務行動が「業績に裏付けられた成果を配分する」配当政策なのかどうか，

検討しなければいけない時を迎えている．

既存株主を引き止めるためには，配当金を増加する買収防衛策が考えられる．極端を言うならば，WWC

からの配当金をすべて株主配当するという案があるだろう．(38) 2014年 3月期に 1株当たり配当金を 13

円から 18円に増やしている．それ以上に増やさない理由は営業活動からのキャッシュ・フローの少なさ

にあるのだろう．本業が不振であるほどWWCからの配当金を当てにすることになるからだ．しかし，図

7に示したように株主資本比率は十分に高く，図 8に示したように負債による資金調達には余力がある．1

株当たり配当金を大幅に増やすことの株価へのプラスの影響は，株主資本比率の低下の（借金を抱えるこ

との）マイナスの影響を上回ると考える．仁科（1995）が説く負債の高度利用もまた考慮に値する選択肢

だろう．

岩塚製菓の株価がWWCの株価や配当金に左右される状態は，株式市場が岩塚製菓の本業を評価すると

いう本来の役割を果たさない状態である．その悪影響はすでに顕在している．2018年 6月 4日，岡三に

いがた証券は岩塚製菓のレーティングを「中立」と発表している．2019年 3月期は，WWCからの配当

収入（会社の見込みでは約 12億円）によって最終増益（EPS）は約 200円で，PERを 25倍とすると，

理論株価は約 5,000円となり，それは足もとの株価水準と同じであるという評価である．標準的なファン

ダメンタルズ分析に基づいた評価なのだが，WWCからの配当収入を予想することはWWCをレーティン

(37)熊野（2014）は，日本企業について，リーマン・ショック以降，連結対象のグループ企業の総資産は急速拡大し，その結果，海

外から稼ぐ収益が配当総額の増加を安定させる効果をもたらしたと報告している．グローバル化という視点からは，2009年度から

2014年度までの 6年間は「失われた 6年間」ではなかったことになる．また，マクロ経済からは，国際収支における所得収支が増

加し，貿易赤字に転落しても経常黒字を維持できている要因でもあり，そのことは日本国債の国内消化に寄与していることでもある．
(38)『日本経済新聞』（2014年 5月 17日付，朝刊）は，金属加工機械大手のアマダが利益をすべて株主に配分する方針を衝撃的な

資本政策として伝えている．アマダは実質無借金で，キャッシュ・リッチで，資本効率を高めるためにペイアウト政策を転換したと

いう．また，『日本経済新聞』（2014年 9月 10日付，朝刊）は，総配分性向 =（配当+自社株買い）÷純利益× 100について，日本

の現状は 30%台で，それを米国並みの 80%に高めることが望ましいという調査結果を紹介している．
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図 18．設備投資（Capital Investment）と減価償却（Depreciation）
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図 19．有形固定資産
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図 20．売上高研究開発比率（研究開発強度）

グすることになるため，会社の見込みを使わざるを得ない．岩塚製菓のレーティングは，本業についての

綿密な予想よりも，WWCからの配当収入に大きく依存している．

4.3. 設備投資

ここでは，最も重要な財務政策である設備投資について検討する．2005年 3月期の有価証券報告書か

ら「内部留保資金につきましては、企業体質の強化と今後の経営環境の変化等を勘案し、製造・販売・開発

の業務拡大に備え、有効投資してまいりたいと考えております」という記載が配当政策に加わった．それ

まで，内部留保についての記載はなかった．その記載は，2008年 3月期に「内部留保資金につきまして
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は、安定的な企業の成長を図るため、設備投資、研究開発、企業体質・財務体質の強化に充当し、継続的な

事業の拡大と収益の向上を通じて株主の期待に応えるべく、努めてまいります」と具体的に加筆され，現

在まで続いている．図 18に設備投資と減価償却を，図 19に有形固定資産を，図 20に売上高研究開発投

資比率（研究開発強度）を示している．

図 18を見ると，2006年と 2007年，2012年，2015年以降に，営業活動によるキャッシュ・フローの

減価償却費を上回る設備投資を実施している．そして，それらの設備投資が有形固定資産に与える影響を

図 19に見ることができる．2006年の設備投資は有形固定資産を約 50億円から 70億円超にまで増加さ

せている．2012年の設備投資は有形固定資産に与える影響は小さく，2015年以降の設備投資は有形固定

資産を 70億円から 80億円近くにまで増加させている．

2006年の設備投資は，飯塚工場（新潟県長岡市（旧越路町））の増設と，研究開発とマーケティングの

機能を集約する「R&D・Mセンター」の新設（飯塚工場の敷地内）である．(39) 2005年 3月期の有価証券

報告書に資金調達方法は借入金と書かれていて，その通りに，図 8や図 14において長期借入金の導入が

確認できる．また，この長期借入金が財務体質を弱体させていないことは図 7にから見て取れる負債比率

から確認できる．

しかし，2006年の設備投資は事業の拡大と収益の向上には結びついていない．図 3から売上高は微増

に留まり，図 4から必ずしも利益に貢献しているとはいえない．図 1から株式時価総額が増加しているこ

と，図 9からMBレシオが上昇していることが観察でき，株式市場は好感しているように見えるものの，

図 13から，それらはWWC株の評価が反映しているだけではないかと考える．

2015年以降の設備投資について，『日本経済新聞』（2018年 6月 27日付，朝刊，新潟経済）は，岩塚

製菓が人手不足による人件費の増加や原材料の価格上昇に対応するために，主力製品の製造ラインに外装

や段ボール詰めを自動化する装置を導入し，生産性向上を急いでいると報じている．有価証券報告書には，

その資金調達方法は自己資金及び借入金と書かれているが，図 8を見ると，設備投資に対応する長期借入

金はまったくない．設備投資は自己資金により賄われていることになるのだが，図 15を見ると，2015年

以降のキャッシュ・インフローは主としてWWC株式からの配当金である．つまり，岩塚製菓はWWCか

らの不安定な配当金を設備投資に充てていることになる．

2006年の設備投資により，研究開発とマーケティングの機能を集約する「R&D・Mセンター」が新設

された．図 20を見ると，売上高研究開発費比率（研究開発強度）が高まっていることが確認できる．効率

的な研究開発の遂行により，売上高研究開発費比率の上昇が抑えられることが望ましいのだが，研究開発

費を固定し，売上高の増加により売上高研究開発費比率が低下している恐れもある．

(39)岩塚製菓は数年前から生産設備の拡大に着手していた．2002年 2月，岡山県津山市に西日本向けの生産拠点を設置した．生産

当日に出荷し，三日以内に店頭に並べるために消費地に近い場所を選んだ．海外に生産移管した電子部品メーカーの工場の一部を賃

借し，パート従業員だけが勤務していた．しかし，この岡山工場は 2006年 3月に閉鎖されている．理由は西日本向けの売上高が伸

び悩み，半減したからである．
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5. 経営体制

5.1. 執行役員制度

岩塚製菓は，2014年 5月 19日に開催した取締役会において，つぎのような二つの目的をもって執行役

員制度を導入した．

©1 執行役員に一定の権限を委譲し、業務執行上の意思決定の迅速化及び業務執行の効率化を図る。
©2 当社の更なる成長に向け、人格・識見ともに優れている人材を経営幹部に登用することで、経営者の育成を
図る。

そして，2014年 6月 26日付で，小林晴仁（製造副本部長兼購買部長）と浅川慎一（東日本営業部長）の

2人を執行役員に選任することを決めた．2015年 3月 10日には 4人の執行役員を追加で選任し，2015

年 6月 25日からはつぎのような 6人の執行役員体制を敷いた．

小林晴仁 購買部長 下田篤志 製造企画部長
浅川慎一 商品企画部長 高橋宏明 営業企画部長
中野剛 第一製造部長 藤田英之 西日本営業部長

2018年 3月 31日現在の執行役員はつぎのような 7人である．

浅川慎一 生産管理部長 藤田英之 西日本営業部長
中野剛 品質保証部長兼お客様相談室長 大川利夫 技術部長
下田篤志 商品企画部長 山家晃 内部監査室長
高橋宏明 営業企画部長

小林晴仁は 2015 年 6 月に取締役に就任し，執行役員から外れたものの，職名は購買部長のままである．

その後，大川利夫（技術部長）と山家晃（内部監査室長）が任命されている．(40)

岩塚製菓が執行役員制度を導入する目的として掲げた 2項目はほとんどの会社が掲げている．©1 も©2 も
最終的には経営パフォーマンスに反映することになるのだが，それら 2項目はどのように運用されるのだ

ろうか．©1 は業務執行を中心に据えていることから，たとえば○○部長や□□部長のポストは執行役員に
位置付けるという対応になるだろう．一方，©2 は経営者人材の育成を中心に据えていることから，ポスト
とは関係なく特定人物を執行役員に選任する対応になるだろう．岩塚製菓のケースでは，東日本営業部長

として執行役員に選任された浅川慎一は，執行役員として商品企画部長に異動している．東日本営業部長

が執行役員として相応しいポストならば，後任の東日本営業部長もまた執行役員に選任されることになる

のだが，そうはなっていない．(41) ということは，浅川慎一が執行役員に選任されたのは©2 が主たる理由と

(40)大川利夫は 2016年 1月 21日付けで技術部長のまま，山家晃は 2016年 4月 1日付けで株式会社新潟味のれん本舗代表取締役

社長から，執行役員に就いている．
(41) 2018年 9月 21日付けで，藤田英之は執行役員（西日本営業部長）から執行役員（広域流通部長）に異動になっている．西日本

営業部長には，関西支店長の川井達也が就いているが，執行役員ではない．広域流通部長は，常務取締役の星野忠彦が担当していた

役職である．
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表 2

2018年 3月期の大株主の株式所有比率

有価証券報告書の【大株主の状況】を再掲している．

なる．このような対応を続けるとき，©1 の目的が達成できるとは思われない．
研究者が取り組んでいる執行役員制度の効果分析は，執行役員制度の導入が企業環境の変化に対する適

切な意思決定や経営パフォーマンスの向上に寄与したかを検証している．吉村（2011）は，執行役員制度

の効果について疑問視する研究報告が多く，執行役員制度は「失効」役員制度となってしまったと揶揄し

ている．

5.2. MBOによる非公開化

第 3.4節で取り上げた公認会計士は「旺旺 HDから「無配当にします」といわれたらどうするのか」と

も問いかけている．しかし，当面の懸念は「岩塚製菓の持つ（WWC）株の時価は 900億円で，同社（岩

塚製菓）の株式時価総額のおよそ 3倍」という異常な状態にあると考える．このことの危うさは，すでに

2008年には指摘されている．(42) そこでは「こんな換金しやすい大きな資産を持っているのだ。乗っ取ら

れる危険性が飛躍的に増した。一刻も早くメインバンクと相談し、MBOをして上場廃止にすることを勧

(42) http://qzmp.seesaa.net/article/91340157.html
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める」と書かれている．そして，4年後の 2012年に再び

大きな含み益を持ったまま 4年連続営業赤字で、旺旺からの年間 6億円を超える配当収入によってどうにか黒

字になっている岩塚製菓は、上場企業としてとてもアンバランスだということだ。株式を発行して設備投資を

するなどの上場メリットを活かす機会もない。旺旺株式という換金しやすい巨額の資産を格安で買収できる状

態が放置されたままである。4年前のエントリと結論は全く変わらないので、そのままコピペして済ますこと

にする。「一刻も早くメインバンクと相談し、MBOをして上場廃止にすることを勧める」

と書かれている．(43) 岩塚製菓は大規模買付行為への対応方針（買収防衛策）として，全ての株主に対する

新株予約権の無償割当てを導入している．(44) そんなこともあり，

岩塚と旺旺グループの関係から言って、この出資金をすぐに売却処分するということはないのだろうが、投資

の観点から見て安定した配当収入と莫大な投資資産はやはり魅力的である。岩塚製菓への投資は実質的に旺旺

グループへの間接投資であり、岩塚を経由して長期にわたり旺旺グループの成長を享受できると考える事もで

きる。長期的視点で岩塚製菓への投資は面白いかもしれない。

という楽観的な見方もある．(45)

岩塚製菓は，「旺旺グループの関係から言って、この出資金（WWC株）をすぐに売却処分するというこ

とはない」と考えると，「会計の面でも経営の面でも、歪な構造」であり，「上場企業としてとてもアンバラ

ンス」という現状にある．図 11に示したように，岩塚製菓は San Want株を 5,871万 8,948株（14億

1,766万 1,000円）保有している．もし，San Wantが上場することになれば，現状はさらに深刻になる

可能性がある．(46)

Brau and Fawcett（2006）は，株式を公開することは買収したり買収されたりするときの通貨として

の株式を発行しているという解釈を示している．(47) この先，敵対的な買収リスクが高まる恐れがある．岩

塚製菓にはすでに十分な知名度と信用度があるだろう．笹山・松村・三上（2011）は，経営者がMBOを

考える理由の一つとして，上場維持の負担感をあげている．岩塚製菓が非上場企業であるならば異常な状

態ではなくなると思うと，MBOによる非公開化は考慮に値する選択肢だろう．

表 2は 2018年 3月期の大株主の株式所有比率を示している．2009年 2月 17日，岩塚製菓は「第三者

割当による自己株式の処分に関するお知らせ」を発表した．(48) その内容は，WWCグループの Leading

Guide Corporationに普通株式 15万株を 1株につき 1,597円で譲渡するというものであった．その株式

(43) http://qzmp.seesaa.net/article/294181270.html

(44) http://www.iwatsukaseika.co.jp/pdf/kaiji/20130520_baisyuubouekisaku_koushin.pdf

(45) http://miles123.blog60.fc2.com/blog-entry-487.html

(46)神旺酒店集団（http://www.sanwant.com/）．
(47)新規株式公開（Initial Public Offering（IPO））の動機の一つが企業の合併・買収（Mergers and Acquisitions（M&A））にあ

るという仮説を検証している最近の実証分析としては Brau, Couch, and Sutton（2012）や Celikyurt, Sevilir, and Shivdasani

（2010），De and Jindra（2012），Hsieh, Lyandres, and Zhdanov（2011），Hovakimian and Hutton（2010）などがある．
(48) http://www.iwatsukaseika.co.jp/pdf/kaiji/20090217_01_jikokabusikisyobunnoosirase.pdf
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は第 10位の「UBS AG SINGAPORE」に含まれている．

岩塚製菓はWWCに株式の保有を依頼し，承諾を受けた．「今回、LEADINGGUIDECORPORATION

へ自己株式を処分することは、自己株式の処分による資金調達だけでなく、同社を含めたWWCグループ

との株式の持ち合いにより資本関係の強化が図られる」としている．「株式の持ち合いによる資本関係の強

化」という考えはいかにも日本企業らしいのだが，すでにふれたように，2008年 4月から 2009年 3月ま

での間は営業活動からのキャッシュ・フローが少なく，資金調達を迫られていた．当時，自己株式を 36万

8,449株，保有していて，できるだけ多くを処分したかったのではないかと思う．岩塚製菓は，2009年 3

月 12日，年度末ぎりぎりに，この自己株式の処分により約 2億 4,000万円を資金調達している．

第 3位の「STATE STREET BANK AND TRUST COMPANY」と第 6位の「CGML PB CLIENT

ACCOUN T/COLLATERAL」は 2013年 3月期の大株主には名前はない．これらの投資家が商いの薄

い JASDAQ 市場で買いを入れ続けたと考えると，図 1 に示したここ数年の株価上昇に合点する．なお，

最新の四季報によると，岩塚製菓の浮動株比率は 15%前後である．

6. まとめ

この論文の目的は，新潟県長岡市に本社を置く岩塚製菓が 1990年から 2018年までの 29年間，どのよ

うに企業成長をファイナンスしてきたのかを検証し，その財務政策を考察することにあった．岩塚製菓の

株式時価総額は，上場時，約 100億円であった．その後，バブル崩壊の影響を受け，1993年には半分にま

で減少し，それから 10年間，低迷したままであった．ところが，2003年から増加し始め， 2006年には

100億円を回復し，2009年から勢いが増し，2012年には約 200億円， 2014年には 300億円を超えた．

一方で，岩塚製菓が資産として保有する中國旺旺控股有限公司の株式時価評価は 900億円を超え，岩塚製

菓の株式時価総額のおよそ 3倍となった．岩塚製菓の株価が中國旺旺控股有限公司の株価や配当金に左右

される状態は，株式市場が岩塚製菓の本業を評価するという本来の役割を果たしていないことになる．岩

塚製菓は上場企業として異常な状態にある．これを解消する手段の一つはMBOによる非公開化と考える．
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キャッシュ・フロー・ベータと
アセット・ベータ，資本コスト

齋　藤　達　弘

この論文の目的は，企業の財務政策の中で最も重要と位置づけられる資本予算における資本コストの基

礎を整理し，実務家が資本コストをどのように捉えているのかを考察することにある．近年，資本コス

トはコーポーレート・ガバナンスの文脈で実務家の注目を集めていて，この機会に基本に戻ろうという

ことである．この論文では，資本予算の基礎理論を整理した後，二つのベータを検討する．一つは，「資

本資産価格モデル（CAPM）を用いて求めた割引率を用いてキャッシュ・フローの期待値を割り引い

て現在価値を求める」という定石において専門家までもが陥りやすい落とし穴として，キャッシュ・フ

ロー・ベータである．もう一つは，フリー・キャッシュ・フローのリターンとリスクに基づいた資本コ

ストの考え方の基礎として，アセット・ベータ（アンレバード・ベータ）である．そして，後者の考察

を踏まえて，2018年 6月に改訂されたコーポレートガバナンス・コードにおける，資本コストを政策

保有株式に関連付ける議論を考察し，改訂された原則が実物投資と金融投資を区別する標準的なファイ

ナンス理論とは相容れないことを指摘する．

キーワード: 資本予算，資本資産価格モデル（CAPM），資本コスト，キャッシュ・フロー・ベータ，ア

セット・ベータ（アンレバード・ベータ），コーポレートガバナンス・コード，実物投資，金融投資

1. はじめに

この論文の目的は，企業の財務政策の中で最も重要と位置づけられる資本予算（capital budgeting）に

おける資本コストの基礎を整理し，実務家が資本コストをどのように捉えているのかを考察することにあ

る．新しい理論や考え方を提示しようとするものではない．近年，資本コストはコーポーレート・ガバナ

ンスの文脈で実務家の注目を集めていて，この機会に基本に戻ろうということである．

企業の財務政策は資本予算と資本構成（capital structure），ペイアウト（payout）の三つである．これ

ら三つは，資本構成とペイアウトはそれぞれキャッシュのインフローとアウトフローで，それらのキャッ

シュ・フロー流列を左右するのが資本予算という関係にある．資本予算は，将来にキャッシュ・フローを

生み出す実物資産にどのような内容で，どのくらいの規模で投資するのかについての意思決定であり，三

つの財務政策の中で最も重要と位置づけられている（砂川（2017），Gervais（2010））．『日本経済新聞』
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（2018年 10月 8日，朝刊）は，「稼ぐ力」が高まった日本企業には「使う力」，すなわち，どのように有望

な投資先を見つけていくのかが課題になると論じている．なぜならば，「使う力」がつぎの「稼ぐ力」を手

にすることができるかどうかを決めるからである．

企業が資本コストをどのように認識しているのかは資本予算を通して企業経営のあり方を大きく左右す

る．資本コストは資本予算における中核概念として「投資家が期待する収益率」と定義される．その資本

コスト（リスク調整済み割引率）を用いてキャッシュ・フローを割り引くことにより企業価値（割引現在

価値）を求めるのだが，資本コストが正しい理解に基づいて求められていなければ意味のない計算をして

いることになる．意味のない計算は意思決定を誤らせる．日本が経験したバブル経済の原因の一つとして，

資本コストの認識不足による過剰投資が指摘されている．

欧米のビジネス・スクールにおけるファイナンス教育では，インベストメント（証券投資）の後にコー

ポレート・ファイナンス（企業財務）を教える（Womack and Zhang（2005））．(1) これら二つの科目は必

修あるいは学生の 75%以上が履修する事実上の必修である．したがって，ビジネス・スクールを修了した

MBA（Master of Business Administration）は，資本予算に関係する基本用語，たとえば，割引キャッ

シュ・フロー（Discounted Cash Flow（DCF））や正味現在価値（Net Present Value（NPV）），資本

資産価格モデル（Capital Asset Pricing Model（CAPM）），資本コスト（the cost of capital），加重平

均資本コスト（Weighted Average Cost of Capital（WACC）），内部収益率（Internal Rate of Return

（IRR））などを習得している．

しかし，習得し，理解しているとしても，納得しているわけではない．あるいは実際には利用していない

というように，理論と実践が一致しているわけではない．とりわけ DCFについて，その不一致は著しく，

経営学や会計学からの批判が続いている．たとえば，経営学からは Christensen, Kaufman, and Shih

（2008）が「財務分析（DCF）がイノベーションを殺す」と訴え，会計学からは Adler（2006）が「DCF

はビジネスにとって有害だから，ビジネス・スクールで教えないようにしよう」とよびかけている．

資本コストはどのように教えられているだろうか．教科書は，株式の資本コストと負債の資本コスト，

そしてそれらの時価加重平均としての加重平均資本コスト（WACC）の計算方法を教える．(2) 2003年に専

門職大学院が制度化されて以降，欧米のビジネス・スクールにおけるファイナンス教育が日本にも浸透し，

今日，つぎのような計算問題に正解できることがファイナンス教育の目標になっているといえよう．(3)

ある企業の今年度末のフリー・キャッシュ・フローは 1,000億円になることが確定しており,その後年率 5.0%

(1)コーポレート・ファイナンスの教科書（最新版）は Brealey, Myers, and Allen（2016）あるいは Ross, Westerfield, and Jaffe

（2018）のいずれかを採用している．Levi and Welch（2017）は，コーポレート・ファイナンスの代表的な教科書として，これら 2

冊に Berk and DeMarzo（2014）を加えている．
(2)理論的に考える負債の資本コストは利子率（金利）ではない．ρ を株式の資本コスト，tを法人税率とするとき，負債の資本コス

トは ρ(1 − t)である．仁科（1986，162頁）を参照されたい．
(3)東京工業大学大学院社会理工学研究科経営工学専攻（2008年度入学試験問題）の一部である．このような計算問題は，公認会計

士試験（論文式，経営学）や中小企業診断士試験（第一次試験，会計・財務）などの国家登録資格試験や，証券アナリスト試験やアク

チュアリー試験などの民間資格試験にも出題されている．
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でずっと成長し続けると予想される. また目標資本構成（負債対株主資本比率）は 1.0, 株式ベータは 1.1, 負債
ベータは 0.2と見積もられる. 無危険利子率が 6.0%, 市場リスク・プレミアムが 8.5%, 法人税率が 40.0%の
とき, 次の問いに答えよ.

(a) 株主資本コストを求めよ.

(b) 加重平均資本コストを求めよ.

(c) 企業価値を求めよ.

この問題は試験対策しているならば機械的に解答できる定番である．(4)

試験対策に注力した学習者は，資本コストはバランス・シートの右側（負債・株主資本）に関係している

と理解する可能性がある．しかし，それでは資本コストの正しい理解としては不十分である．資本コスト

は，バランス・シートの左側（資産）の情報がバランス・シートの右側に反映するという関係にあるからで

ある．このことがこの論文の論点の一つであるが，Grinblatt and Titman（2002）を唯一の例外として，

広く読まれている教科書にはそのことが書かれていないといわれている（Ekern（2007, p. 6））．(5) ファイ

ナンス教育が制度化されたがための皮肉な結果であるが，計算問題に解答することを目的とした試験対策

は少なからず実務に影響を与えていると思う．

資本コストは，近年，コーポーレート・ガバナンスの文脈で実務家の注目を集めている．2017年 9月

20日，安倍晋三総理大臣がニューヨーク証券取引所において経済スピーチを行った．その中で「企業が，

資本コストを意識して果断に経営判断を行うよう，コーポレート・ガバナンス改革を更に前に進めていき

ます」と述べている．(6) 「資本コストを意識して」が，どのように「果敢に経営判断を行う」ことに結び

つくのか，わからない．資本コストを意識するとかえって果敢にならない可能性が高いと思われるのだが，

安倍晋三総理大臣は日本で報道されることを意識して「資本コスト」という専門用語を用いたのであろう．

それから 2か月後，『日本経済新聞』（2017年 11月 28日，朝刊）の匿名コラム「大機小機」は，コー

ポレート・ガバナンス改革の目的は日本企業の低収益構造からの脱却にあり，そのためには資本コストを

意識した経営に転換しなければならないと安倍晋三総理大臣と同じように説いている．コラムの匿名著者

（自律）は，日本企業の低収益構造は，銀行が借入金の返済に照らした範囲で企業業績に関心を持つものの，

それを超えて資本コストを意識してこなかったという銀行中心の金融システムに関係していると解釈して

いる．(7)

(4)略解はつぎのようになろう．記号は慣例と考えるものを用いることにより，その定義を省略する．

ρ = rf + β(µM − rf ) = 6.0 + 1.1 × 8.5 = 15.35% (a)の解答

i = rf + βi(µM − rf ) = 6.0 + 0.2 × 8.5 = 7.7% 負債の資本コスト

WACC = S
S+D

ρ + D
S+D

i(1 − t) = 1
2

× 15.35 + 1
2

× 7.7 × (1 − 0.4) = 9.985% (b)の解答

企業価値 = 今年度末のフリー・キャッシュ・フロー
WACC −成長率 = 1000

0.09985 − 0.05
= 20060.18億円 (c)の解答

(5)資本コストだけを取り上げた実務家向けのテキストである Ogier, Rugman, and Spicer（2004）にも書かれていない．
(6) https://www.mofa.go.jp/mofaj/files/000291966.pdf

(7)金融システムについては村瀬（2016）を参照されたい．
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2018年 6月 1日，東京証券取引所はすべての上場企業に適用される「コーポレートガバナンス・コー

ド」（企業統治指針）の改訂版を発表した．コーポレートガバナンス・コードは 2015年 6月に会社の持続

的な成長と中長期的な企業価値の向上のために策定され，定期的に見直すことが付記されていた．改訂の

狙いについて，『日本経済新聞』（2018年 6月 2日，朝刊）は「経営に緊張感と透明性」を確保し，経営戦

略の策定において資本コストを的確に把握するように求めたことをあげている．官民歩調を合わせた「資

本コスト」議論が結実したことになる．

今回のコーポレートガバナンス・コード改訂において，資本コストに言及している原則は経営戦略の策

定についてだけではない．政策保有株式の原則においても資本コストに言及している．しかし，この点に

ついて『日本経済新聞』（2018年 6月 2日，朝刊）は指摘していない．社会の関心が薄いという判断なの

だろう．

資本コストについて，経営戦略と政策保有株式を同列に議論することはできない．前者は実物投資，後

者は金融投資という違いがあり，後者については株式市場の価格形成をどのように考えるのかに関係して

いる．今回のコーポレートガバナンス・コード改訂では，その違いを区別していない．なぜコーポレート

ガバナンス・コードはそのように改訂されたのか．この論文では，資本コストを政策保有株式に関連付け

る議論を検討し，実物投資と金融投資を区別する標準的なファイナンス理論とは相容れない結論に至る経

緯を検証することにより，実務家が資本コストをどのように捉えているのかを考察する．

この論文の構成はつぎのようである．第 2節では 1970年代前半までに確立した資本予算の基礎理論を

確認する．第 3節では，NPVを求めるときに陥りやすい落とし穴について，キャッシュ・フロー・ベータ

を取り上げる．第 4節では，資本コストの基本を確認するために，アセット・ベータ（アンレバード・ベー

タ）を取り上げる．第 5節では，第 4節の議論を踏まえて，コーポレートガバナンス・コード改訂の議論

から，実務家が資本コストをどのように捉えているのかを考察する．第 6節はまとめである．

2. 資本予算の基礎理論

資本資産価格モデル（CAPM）の枠組みの中に資本予算を位置づける研究は，1960年代に始まり，1970

年代前半には，ひとまず基礎理論が確立している（Magni（2007））．その後，1980 年代後半から，オ

プション理論を実物投資に拡張するリアル・オプションの研究が進み，それが教科書として Dixit and

Pindyck（1994）に至り，その一方でエージェンシー理論や行動ファイナンスからの知見が加わり，資本

予算の応用理論が展開されてきた．エージェンシー理論からの知見については Stein（2003）を，行動

ファイナンスからの知見については Baker, Ruback, and Wurgler（2007）を参照されたい．

この節では資本予算の基礎理論を Rubinstein（1973）に基づいて整理する．CAPMが成立していると

き，すなわち証券市場が均衡状態にあるとき，企業 jが発行する証券 jについて

E[̃rj] = rf + λCov[̃rj, r̃M], λ ≡ E[̃rM] − r̃f
Var[̃rM]

(1)
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図 1．資本予算の意思決定ルール

Rubinstein（1973, Figure 3）の再掲である．

あるいは
E[̃rj] = rf + βj(E[̃rM] − rf ), βj ≡ Cov[̃rj, r̃M]

Var[̃rM]
(2)

が成立する．ここで r̃j は証券 jのリターン，rf は無リスク利子率，̃rM は市場ポートフォリオのリターン

を表している．λは正の定数で，リスクの市場価格（Market Price of Risk（MPR））とよばれる．βj は

CAPMのベータ（これをリターン・ベータとよぶ）である．

証券市場が均衡しているもとで，企業 jがプロジェクト（実物投資）を採択するルールはつぎのように与

えられる．

E[R̃j] > rf + λCov[R̃j, r̃M] = rf + λ
Cov[X̃j, r̃M]

Cj
, R̃j ≡ X̃j

Cj
− 1 (3)

ここで X̃j はプロジェクトのリターン（金額），Cj はプロジェクトのコスト（金額），R̃j はプロジェクト

のコスト・ベースのリターン（IRR）である．Rubinstein（1973）はこのルールをMPR 資産拡張基準

（asset expansion criterion）とよんでいる．このルールの下では，プロジェクトの期待リターン（IRR）

がプロジェクトのリスク修正済み割引率（risk-adjusted discount rate）よりも大きいとき，企業 jはプ

ロジェクトを採択する．プロジェクトのリスク修正済み割引率とは，プロジェクトと同じ水準のリスクを

持つ証券の期待リターンである（Rubinstein（1973，p. 172））．

(3)を整理すると，
E[R̃j] − rf
Cov[R̃j, r̃M]

> λ ≡ E[̃rM] − r̃f
Var[̃rM]

(4)
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を得る．(4)の右辺はすべての企業に共通するリスクの市場価格であるから，(3)はすべての企業に共通す

るプロジェクトの採択ルールとなる．また，(3)を整理して，NPVと DCFを用いて書き換えると

NPV = E[X̃j]

1 + rf + λ
Cov[X̃j, r̃M]

Cj

− Cj = DCF − Cj > 0 (5)

を得る．(5)は NPVがプラスのプロジェクトを採択するというすべての企業に共通するルールである．

このルールについて留意しなければいけないことは，証券 jのトータル・リスク Var[̃rj]はプロジェクト

の採択には関係しないということである．言い換えると，企業は多角化戦略を採用して Var[̃rj]を低下さ

せる効果を企図する必要はない．なぜならば投資家はそれを求めていないからである．多角化戦略は経営

者にさまざまなベネフィットをもたらすといわれるが，コーポレート・ファイナンス理論は多角化戦略を

考慮していない．なお，このことについては Stulz（1999）が批判的に検討していることを付記しておく．

プロジェクトのリスク修正済み割引率とは，プロジェクトと同じリスクを持つ証券の期待リターンであ

る．NPVがプラスのプロジェクトを採択するというルールを図 1に照らすと，プロジェクトのリスクと

期待リターンの組み合わせが，(1)が表すマーケット・ライン（右上がりの直線）よりも上方に位置すると

き，プロジェクトは採択される．図 1では，プロジェクト Aと Bは採択され，プロジェクト Cと Dは採

択されない．

一方，砂川（2017）などコーポレート・ファイナンスの入門レベルの教科書では，プロジェクトの採択

ルールとして，加重平均資本コスト（WACC）を用いて

E[R̃j] > WACCj (6)

と教えている．この採択ルールを図 1に照らすと，縦軸のWACCj から横軸に平行な点線よりも上方に位

置するプロジェクト Aと Cは採択され，下方に位置するプロジェクト Bと Dは採択されない．

リスク修正済み割引率によるルールでは，プロジェクト B は採択，プロジェクト C は不採択，一方の

WACCによるルールでは，プロジェクト Bは不採択，プロジェクト Cは採択である．このように，プロ

ジェクト Bと Cについて，一方のルールでは採択，他方のルールでは不採択になる．

入門レベルの教科書で教えられるWACCによるルールについて，Rubinstein（1973）は理論的に誤り

であると指摘している．理論的に誤りであるルールを入門レベルの教科書が教え，多くの企業が採用して

いる現状について，Titman and Martin（2007，p. 180）は，そもそも Rubinstein（1973）のルール

を理解していない，プロジェクトごとにリスクを考えなければいけないほどに企業の活動範囲が広くない，

したがってWACCによるルールを採用しても問題は小さい，プロジェクトごとの管理は複雑になり費用

がかかるなどの背景をあげている．Krüger, Landier, and Thesmar（2015）は，多くの企業がプロジェ

クトの採択ルールとしてWACCを用いている現状をWACC fallacy（加重平均資本コストの誤謬）とよ

び，企業内の資源配分に歪みをもたらしていることを報告している．(8)

(8) Frank and Shen（2016）は，設備投資と資本コストは負に相関するという標準的な q理論を実証分析している．設備投資は
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3. キャッシュ・フロー・ベータ

3.1. NPVを求めるときに陥りやすい落とし穴

Ekern（2007）やMagni（2009）は，Rubinstein（1973）らが確立した資本予算の基礎理論は理論

的に整合性がとれていないと指摘している．その指摘を Grinblatt and Titman（2002）の計算問題

（Example 11.5）を題材にして明確にする．

Adonis旅行社は飛行機の座席予約のためにコンピュータを 10台，新規に購入しようとしている．コンピュー

タ 1台の価格は$10,000である．Adonis旅行社は，新しいコンピュータを導入することにより，これまでよ

りも予約を早く処理できると考えている．簡単化のために，予約処理能力の向上により増加するキャッシュ・

フローは向こう 1年間にすべて実現すると仮定する．ただし，そのキャッシュ・フローは景気状況により変動

するだろうから，つぎのような三つのシナリオを想定している．

Incremental
Market Cash Flow

Outcome Probability Return (%) in One Year Return on Computers

Recovery 25% $150,000

Recession �1 35,000

Depression �15 5,000
1
16

3
16

3
4

 �95% �
$5,000 � $100,000

$100,000

 �65% �
$35,000 � $100,000

$100,000

 50% �
$150,000 � $100,000

$100,000

資本資産価格モデル（CAPM）が成立し，向こう 1年間の無リスク利子率を 8.625%とするとき，キャッシュ・

フロー（Incremental Cash Flow in One Year）の割引現在価値を求めなさい．

コーポレート・ファイナンスを学んだことがある人たちにとっての解法の定石は「キャッシュ・フロー

の期待値を割り引いて現在価値を求める，そのさいの割引率は CAPMを用いて求める」であろう．そこ

で，そのように解答してみよう．

解答 市場ポートフォリオのリターン（Market Return）の期待値は

3
4

× 25% + 3
16

× (−1%) + 1
16

× (−15%) = 17.625%

であり，分散は

3
4

× (0.25 − 0.17625)2 + 3
16

× (−0.01 − 0.17625)2 + 1
16

× (−0.15 − 0.17625)2 = 0.017236

WACCと関係しているのだが，その関係の仕方は株式の資本コストの計算方法に依存している．株式の資本コストを CAPMに基づ

いて計算しているときには，株式の資本コストが高くなるほど設備投資が増える．一方，株式の資本コストを「示唆される株式の資

本コスト」（implied cost of equity capital）に基づいて計算しているときには，株式の資本コストが高くなるほど設備投資が減る．

Frank and Shen（2016）は，成長配当割引モデル（Gordon model）や残余利益モデル（residual oincome model）などの「示

唆される株式の資本コスト」のほうが時間に応じて変化する要求収益率（time-varying required return on capital）と捉えている

と結論づけている．なお，Li, Ng, and Swaminathan（2013）も同じ結論を得ている．
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である．キャッシュ・フロー（Incremental Cash Flow in One Year）のリターン（Return on Computers）の期

待値は
3
4

× 50% + 3
16

× (−65%) + 1
16

× (−95%) = 19.375%

であるから，市場ポートフォリオのリターンとキャッシュ・フローのリターンの共分散は

3
4

× (0.25 − 0.17625) × (0.50 − 0.19375)

+ 3
16

× (−0.01 − 0.17625) × (−0.65 − 0.19375)

+ 1
16

× (−0.15 − 0.17625) × (−0.95 − 0.19375) = 0.0697

となる．割引率を求めるために CAPMの（リターン）ベータを考えると，

キャッシュ・フローのリターンと市場ポートフォリオのリターンの共分散
市場ポートフォリオのリターンの分散

= 0.0697
0.017236

= 4.045

であり，ここから得られるリスク修正済み割引率は

0.08625 + 4.045 × (0.17625 − 0.08625) = 0.4503

である．キャッシュ・フロー（Incremental Cash Flow in One Year）の期待値は

3
4

× 150,000 + 3
16

× 35,000 + 1
16

× 5,000 = $119,375

であるから，割引現在価値は
119,375

1 + 0.4503
= $82,311

となる．ちなみに，
NPV = 82,311 − 100,000 = −$17,689 < 0

となることから，このプロジェクトは採択しないという意思決定になる．

この解答は Grinblatt and Titman（2002，pp. 399–400）に示されているものである．正しいように思

えたかもしれないが，正しくない．それは，Ekern（2007, p. 2）が

Even sophisticated academic financial economists may occasionally overlook the conceptual problem

and implicitly endorse such a discounting approach, without warning that the computed valuation

results will be inconsistent with the CAPM.

と注意を促している，専門家までもが犯す過ちである．過ちの原因は，CAPMの考え方（均衡）に反する

計算にある．目の前に出された数字を組み合わせて計算してしまう，この陥りやすい落とし穴について，

Fama（1977）や Rendleman（1978），Weston and Chen（1980），Ang and Lewellen（1982）など

が議論してきた．しかし，現在，広く読まれている教科書に注意を促すような記述はなく，唯一の例外が

Grinblatt and Titman（2002）であるという（Ekern（2007, p. 6））．

Grinblatt and Titman（2002，Example 11.8）に則して正解を示そう．
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正解 市場ポートフォリオのリターンの期待値は 17.625%，分散は 0.017236，市場リスク・プレミアムは

0.17625 − 0.08625 = 0.09である．キャッシュ・フロー（Incremental Cash Flow in One Year）の期待値は

$119,375であり，このキャッシュ・フロー（金額）と市場ポートフォリオのリターンの共分散は

3
4

× (0.25 − 0.17625) × (150, 000 − 119,375)

+ 3
16

× (−0.01 − 0.17625) × (35, 000 − 119,375)

+ 1
16

× (−0.15 − 0.17625) × (5,000 − 119,375) = 6,972.66

である．これらからキャッシュ・フロー・ベータ値として

βCF = Cov[X̃j, r̃M]

Var[̃rM]
= 6,972.66

0.017236
= 404,540.28

を得て，割引現在価値は

PV = E[X̃j] − βCF(E[̃rM] − rf )

1 + rf
= 119,375 − 404,540.28 × 0.09

1 + 0.08625
= $76,379

となる．なお，
NPV = 76,379 − 100,000 = −$23,621 < 0

となることから，同じように，このプロジェクトは採択しないという意思決定になる．

NPVはマイナスになるからプロジェクトを採択しないという意思決定は変わらないが，NPVの絶対値は

大きくなっている．計算の誤りは意思決定に歪みをもたらすおそれがある．なお，正解の計算では「コン

ピュータ 1台の価格は$10,000」というコスト情報を用いていないことに留意されたい．

割引現在価値を求める方法として，Grinblatt and Titman（2002，Example 11.5）ではリスク修正

済み割引率法（risk-adjusted discount rate method）を，Grinblatt and Titman（2002，Example

11.8）では確実性等価法（certainty equivalent method）を採用している．そして，前者では（正しく

計算されていないのだが）リターン・ベータ値が用いられ，後者ではキャッシュ・フロー・ベータ値が用い

られている．

リターン・ベータ値の計算の間違いは，市場ポートフォリオのリターンとキャッシュ・フロー（Incremental

Cash Flow in One Year）のリターンの共分散において，キャッシュ・フローのリターン（Return on

Computers）を用いたことにある．Rendleman（1978）は，この間違った共分散を不均衡共分散とよび，

正しくは均衡共分散を用いるべきだと指摘している．

Grinblatt and Titman（2002，p. 405）は正しく計算するとき

割引現在価値 = キャッシュ・フロー・ベータ値
リターン・ベータ値

が成立すると教えている．数値で確かめておこう．

$76,379 = 404,540.28
リターン・ベータ値
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図 2．資本予算の意思決定ルール（図 1と同じ）

Rubinstein（1973, Figure 3）に加筆している．

から，正しいリターン・ベータ値は 5.2965となり，ここから得られる割引率は

0.08625 + 5.2965 × (0.17625 − 0.08625) = 0.562935

であるから，割引現在価値は
119,375

1 + 0.562935
= $76,379

となる．キャッシュ・フローのリターン（Return on Computers）から求めたリターン・ベータ値は 4.045

であったから，割引率は過小評価され，割引現在価値は過大評価されていたことになる．

3.2. 落とし穴についての理論的整理

リターン・ベータ値を誤って計算する影響は，プロジェクトの採択・非採択（accept/reject）の意思決定

には及ばないが，複数のプロジェクトをランキングして採択しようとする評価（NPVに基づく valuation）

の意思決定に及ぶ．そこで，採択・非採択と評価の両方に一貫して適用できるルールが明らかにしようと

した Ekern（2007）とMagni（2009）に基づいて，落とし穴を理論的に整理する．

Grinblatt and Titman（2002，Example 11.8）は，確実性等価法を用いて

PV = E[X̃j] − βCF(E[̃rM] − rf )
1 + rf

, βCF = Cov[X̃j, r̃M]
Var[̃rM]

(7)

のように割引現在価値を求めている．βCF(E[̃rM] − rf )が金額表示のリスク・プレミアムであることはつ

ぎのように示すことができる．いまプロジェクトの均衡価値を Vj とすると，βCF(E[̃rM] − rf )はつぎのよ
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うに書き換えることができる．

βCF(E[̃rM] − rf ) = Vj ×
Cov

[
X̃j

Vj
, r̃M

]
Var[̃rM]

× (E[̃rM] − rf ) (8)

ここで X̃j
Vj
は均衡価値からみるときのリターンを，(8)の右辺第 2項と第 3項の積は Vj を 1だけ投資した

ときにどれだけの超過リターン（収益率）が得られるのかを表している．右辺第 1項は Vj（金額）だけ投

資していることを表していることから，(8) の右辺は金額表示のリスク・プレミアムとなる．注目すべき

は，プロジェクトの均衡価値 Vj を知らなくても計算できることである．一方で，Grinblatt and Titman

（2002，Example 11.5）から，リターン・ベータ値が正しく求められているとき，

PV = E[X̃j]
1 + rf + β(E[̃rM] − rf )

(9)

が成立する．(7)と (9)を E[X̃j]について整理すると

PV(1 + rf ) + βCF(E[̃rM] − rf ) = PV(1 + rf + β(E[̃rM] − rf ))

PV = βCF

β
(10)

割引現在価値 = キャッシュ・フロー・ベータ値
リターン・ベータ値

を得る．

ここまでの議論を図 1に加筆した図 2に照らして整理しておこう．Rendleman（1978）は，(3)の共分

散 Cov[R̃j, r̃M]はプロジェクトの均衡システマティック・リスク（the equilibruim systematic risk of

the project）を表してないと指摘している．いまプロジェクトの均衡価値を Vj として，Vj > Cj のとき，∣∣∣∣∣Cov
[
X̃j

Cj
, r̃M

]∣∣∣∣∣ >

∣∣∣∣∣Cov
[
X̃j

Vj
, r̃M

]∣∣∣∣∣ (11)

となる．Rendleman（1978）は，(11)の左辺を不均衡共分散，右辺を均衡共分散とよんでいる．図 2の

プロジェクト Aに注目して考えると，(11)により均衡共分散は不均衡共分散よりも小さく，横軸の□が不

均衡分散を，○が均衡分散を示している．そして，マーケット・ラインとの交わりから縦軸の○が均衡分

散に基づいたリスク修正済み割引率（(9)の分母の一部）になる．(9)

野間・本多（2005，57 頁）は IRR に言及して「必要な投資額と将来キャッシュフローは，むしろ外

から独立に決まってくるわけです．この場合の IRR は必ずしもリスクを反映しているわけではない」と

説明している．均衡を考える CAPMと均衡から離れていることが自然である IRR（ここでは Return on

Computers）は別物であるということである．この点について野間・本多（2005，57頁）は的確に説いて

いるのだが，その記述から「IRRを CAPMに持ち込んではいけない」という真意を読み取ることは難し

いように思う．

(9) Rendleman（1978）はプロジェクト評価とプロジェクト選択を区別して議論している．ここではプロジェクト評価に焦点を当

てているのだが，プロジェクト選択の場合は超過収益率ではなく NPVによるべきことを明らかにしている．
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Ekern（2007，p. 32）は，理論的に整合性がとれていない計算方法を採用することは問題であるが，

CAPMを応用した資本予算の実務では十分な入力数値を得ることに困難があり，その困難さと比べると，

計算方法の誤りはマイナーであると述べている．また，手島（2015）は「企業価値を左右する投資判断の

ような一大事に資本コストを使うはずはないのです。投資判断を誤ったら大変ですから」（224頁），「NPV

はイノベーションの可能性を潰してしまうのです」（225 頁）と，理論と実践の乖離を積極的に容認して

いる．手島（2015）は，コーポレート・ファイナンス理論は必要ないと主張しているのではなく，Ekern

（2007）と同じように，理論を使う（使わない）のであれば，正しく理解した上で使う（使わない）ように

すべきであると主張している．(10)

4. アセット・ベータ（アンレバード・ベータ）

株式のリターンとリスクはそれぞれ株式投資収益率の期待値と標準偏差である．株式投資収益率とは株

式価格の変化であり，その株式価格は将来のフリー・キャッシュ・フローの割引現在価値（期待値）である．

将来のフリー・キャッシュ・フローは正味現在価値（NPV）がプラスと見込めるプロジェクトの多寡に依

存する．このように考えると，株式のリターンとリスクは将来のフリー・キャッシュ・フローのリターン

とリスク，すなわちバランス・シート（以下，B/Sと書く）の左側に関係していることがわかるであろう．

このような説明は当たり前と思われるかもしれないが，MM World（Modigliani and Miller（1958）の

想定する世界）がそうであったように，B/Sの左側を固定して（第 1節に示した計算問題のように）B/S

の右側の計算に注力するならば，資本コストの正しい理解には至らない．

4.1. 無リスクのプロジェクト

ここでも Grinblatt and Titman（2002）から計算問題（Example 13.14）を取り上げる．

United Technologies（UT）社は，負債で資金調達していなく，その株式価値は 10億ドルで，株式のリター
ン・ベータは 2である．市場ポートフォリオの期待投資収益率は 14%，無リスク利子率は 8%とすると，UT

社の株式の資本コストは 8 + 2 × (14 − 8) = 20%となる．いま，UT社が 10億ドルの初期投資を必要とする
無リスクのプロジェクトを検討している．そのための資金調達は株式の新規発行によるものとする．このとき，
UT社はそのプロジェクトを採択すべきかどうか．なお，議論を簡単にするために，税金は考えず，既存のプ
ロジェクトも新規のプロジェクトも永遠に一定のキャッシュ・フローを生み出すものとする．

(10)加護野・砂川・吉村（2010）はつぎのように述べている．

現実的には，正味現在価値や内部収益率だけで価値を評価できる事業投資は，それほど多くないだろう。現実の世界は，そ

れほど単純でないことも確かである。しかしながら，最終的に採択される事業投資は，プラスの正味現在価値を持ち，投資

家の資産価値を高めるものでなければならない。

加護野・砂川・吉村（2010）は，手島（2015）のようには理論と実践の乖離を容認していないのだが，実務への示唆は乏しい．「現

実的には，正味現在価値や内部収益率だけで価値を評価できる事業投資は，それほど多くない」とすると，何を基準に価値を評価す

るのであろうか．そして，それでもなお「最終的に採択される事業投資は，プラスの正味現在価値を持ち，投資家の資産価値を高め

るものでなければならない」というのでは何の指針も与えていないも同然である．
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株式の資本コストは 20%であるから，UT社の株主は 20%のリターンを要求している．株式時価総額は

10億ドルであるから，DCFモデルを用いて計算すると（キャッシュ・フローは成長しないと仮定されて

いる）
2億ドル

0.2
= 10億ドル

となり，毎年 2億ドルのキャッシュ・フローが発生していることになる．このとき，新たに株式を発行し

て 10億ドルを資金調達し，無リスクのプロジェクトを実施すべきかどうかという問題である．いま，UT

社の発行済株式数を 10株とすると，1株は 1億ドルになる．10億ドルを資金調達するためには，1株あ

たり 1億ドルで 10株を新たに時価発行することになる．

無リスクのプロジェクトのアンレバード・ベータは 0である．したがって，新規の投資プロジェクトを

採択した後の UT社のアンレバード・ベータは，

10億
10億+ 10億

× 2 + 10億
10億+ 10億

× 0 = 1

となり，このとき株主の期待収益率は 8+ 1× (14− 8) = 14%となる．なお，この計算では，新規のプロ

ジェクトは zero-NPV，つまり簿価と時価が等しいと仮定していることに留意されたい．この計算は，既

存と新規のプロジェクトの合計 20億ドルから毎年 2.8億ドルのキャッシュ・フローが発生することを示

している．すなわち，
2.8億ドル

0.14
= 20億ドル

である．2.8億ドルの内訳は，既存のプロジェクトから 2億ドル，新規のプロジェクトから 0.8億ドルで

ある．毎年 2.8億ドルのキャッシュ・フローが発生するプロジェクトを 14%で割り引くと 20億ドルの価

値，すなわち株式時価総額になる．新規に株式を発行しているため，発行済株式数は 20株で，1株あたり

は 1億ドルである．これがブレーク・イーブンの状態である．

いま，無リスクの新規プロジェクトから毎年 1.5億ドルのキャッシュ・フローが見込めるとしよう．こ

のとき，既存と新規のプロジェクトから毎年 3.5億ドルのキャッシュ・フローが発生し，その価値は

3.5億ドル
0.14

= 25億ドル

となり，1株は 1.25億ドルになる．このように考えると，既存の株主が新規プロジェクトを受け入れる条

件は
NPV = x

0.08
− 10億ドル> 0 ⇒ x> 0.8億ドル

となる．ここで，新規プロジェクトの割引率は無リスクであることから 8%になる．UT社は，新規プロ

ジェクトからの毎年のキャッシュ・フローが 0.8 億ドルよりも大きい（NPV がプラス）と見込まれると

き，プロジェクトを採択する（既存の株主が採択に賛成する）ことになる．言い換えると，新規プロジェ

クトのキャッシュ・フローを 8%で割り引いて，その現在価値が 10億ドルを超えるときに，プロジェクト

を採択する．
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Grinblatt and Titman（2002, p. 486）は，The marginal cost of capital for the project reflects

the risk of the project and not the risk of the firm as a whole と教えている．重要なことは資金調達

（B/Sの右側）の方法ではなく，プロジェクト（B/Sの左側）のリスクである．この問題では，UT社が新

規プロジェクトのリスクをどのように考えるのかということである．株式の資本コスト 20% ありき（所

与）ではない．

4.2. 新規事業への進出

重要なことは資金調達（B/Sの右側）の方法ではなく，プロジェクト（B/Sの左側）のリスクであるこ

とを問うている計算問題をもう一つ取り上げる．(11)

J社の株式ベータ（レバード・ベータ）は 1.50，負債ベータは 0.15，負債対株主資本比率は 0.50である．こ
れに対し，S社の株式ベータ（レバード・ベータ）は 2.40，負債ベータは 0，負債対株主資本比率は 1.00であ
る．安全資産の期待収益率は 8.0%，市場ポートフォリオの期待リターンは 18.0%，税金はないものとする．
©1 S社が J社と同じ事業への進出を検討している．その際適用すべき割引率を求めよ．
©2 S社がこの事業に進出すると，この事業は S社の価値の 10.0%を占めることになる．負債ベータや負債
対株主資本比率が変わらないとき，S社の株式ベータ（レバード・ベータ）を求めよ．

J社の事業に対して投資家が要求する収益率（期待収益率）を求める．J社の負債対株主資本比率は 0.50

であるから，負債 : 株主資本 = 0.5 : 1（D = 0.5，E = 1.0）とすると，J社のアンレバード・ベータは

βJ,U = E
E+D

βJ,E + D
E+D

βJ,D = 1.0
1.5

× 1.50 + 0.5
1.5

× 0.15 = 1.05

となる．したがって，問題文には明記されていないことだが，J社がもっぱら携わっている事業に要求さ

れる期待収益率は

rf + βU(E[̃rM] − rf ) = WACC

8.0 + 1.05 × (18.0 − 8.0) = 18.5% ©1 の解答

となる．ここでは βU を用いてWACCを求めている．(12) S社が J社と同じ事業に進出するときに適用す

る割引率（WACC）は 18.5%である．この問題は，S社はこの割引率を用いて NPVを計算し，それがプ

(11)東京工業大学大学院社会理工学研究科経営工学専攻（2007年度入学試験問題）の一部である．
(12) J社のWACCはつぎのようにも導出できる．J社の株主資本コストと負債資本コストは，それぞれ

8.0 + 1.50 × (18.0 − 8.0) = 23.0%

8.0 + 0.15 × (18.0 − 8.0) = 9.5%

である．したがって，J社のWACCは，税金はないという仮定に基づいて，

E
E+D

× (rf + βJ,L(E[̃rM] − rf )) + D
E+D

× (rf + βJ,D(E[̃rM] − rf )) = WACC

1.0
1.5

× 23.0 + 0.5
1.5

× 9.5 = 18.5%

と得られる．
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ラス（マイナス）であれば，その事業に進出する（進出しない）という意思決定を想定している．(13)

S社が進出する新規事業のアンレバード・ベータ βS,U は J社のアンレバード・ベータ βJ,U と同じ 1.05

である．そうなる理由は，アンレバード・ベータは事業に固有で，問題文には明記されていないのだが，

J社はその事業だけに専念しているからである．同じ事業であっても，それに携わる企業のレバレッジに

よって，株式のレバード・ベータは異なる．

S社の株式のレバード・ベータは，J社のアンレバード・ベータを用いて，S社の負債ベータ値（ = 0）

や負債対株主資本比率（1 : 1）が変わらないという問題の設定から，

βS,L = βS,U

(
1 + D

E

)
= 1.05 ×

(
1 + 1

1

)
= 2.10

となる．S社の既存事業について，レバード・ベータは 2.40で，価値は 90.0%を占めている．したがっ

て，新規事業への進出後の S社の株式のレバード・ベータは，既存事業のレバード・ベータと新規事業の

レバード・ベータとの加重平均値，すなわち

9
10

× 2.40 + 1
10

× 2.10 = 2.37 ©2 の解答

となる．

S社のWACCは新規事業への進出前と進出後で変化している．S社の（新規事業「進出前」の）株主資

(13)税金を考慮するとつぎのようになる．まずは

WACC = rf + βU(E[̃rM] − rf )

βU = E
E+D

βL + D
E+D

βD (A)

と与える．これらから

WACC = rf + βU(E[̃rM] − rf )

= rf +
(

E
E+D

βL + D
E+D

βD

)
(E[̃rM] − rf )

= E
E+D

[rf + βL(E[̃rM] − rf )] + D
E+D

[rf + βD(E[̃rM] − rf )]

= E
E+D

[rf + βL(E[̃rM] − rf )] + D
E+D

i(1 − t)

を得る．tは法人税率である．ここでは負債資本コストについて

i(1 − t) = rf + βD(E[̃rM] − rf )

と考えている．利子が税法上損金（費用）と認められるとき，負債の資本コストは i(1 − t)となる（effective cost of debtとよばれ

ている）．これとは別なアプローチとして，
βL = βU + (βU − βD)

D(1 − t)
E

という関係式を目にすることがある．この関係式は，(A)に代わって

βU = E
E+D(1 − t)

βL + D(1 − t)
E+D(1 − t)

βD

から導出できる．Cooper and Nyborg（2008）は，負債が無リスクではないとき，税金に掛かる修正をどのように取り扱うのかに

ついての標準的なアプローチは未だないと論じている．これら一連の議論については Fernández（2008）を参照されたい．また，

最新のサーベイ論文としてが Jagannathan, Liberti, Liu, and Meier（2017）がある．
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本コストと負債資本コストは，それぞれ

8.0 + 2.40 × (18.0 − 8.0) = 32.0%

8.0 + 0.00 × (18.0 − 8.0) = 8.0%

である．S社の負債対株主資本比率は 1 : 1 であることから，S社の新規事業への進出前のWACCは

1
1 + 1

× 32.0 + 1
1 + 1

× 8.0 = 20.0%

となる．一方，S社の（新規事業「進出後」の）株主資本コストと負債資本コストは，それぞれ

8.0 + 2.37 × (18.0 − 8.0) = 31.7%

8.0 + 0.00 × (18.0 − 8.0) = 8.0%

である．S社の負債対株主資本比率は 1 : 1と変わらないことから（変わらないように資金調達していると
考える），S社の新規事業への進出後のWACCは

1
2

× 31.7 + 1
2

× 8.0 = 19.85%

となる．(14) 新規事業への進出前と進出後のWACCの違いは B/Sの左側に由来している．

5. 実務家の視点

この節では，実務家が資本コストをどのように捉えているのかを考察する．小宮・岩田（1973）が，日

本では「内部留保の資本コストはゼロである」という誤解があると指摘してから 40 年以上が経過した．

しかし，馬場・平尾（2010b，136–137頁）は，資本コストを考慮した経済付加価値（Economic Value

Added）のブームが去った今日においても，資本コスト概念が日本企業に浸透したのかどうかについて懐

(14) S社の（新規事業「進出後」の）WACCはつぎのようにも求めることができる．S社の既存事業のアンレバード・ベータは

2.40 = βS,U

(
1 + 1

1

)
から βS,U = 1.20 となる．したがって，S社の（新規事業「進出後」の）アンレバード・ベータは

9
10

× 1.20 + 1
10

× 1.05 = 1.185

であり，ここから

8.0 + 1.185 × (18.0 − 8.0) = 19.85%

のようにWACCを求めることができる．あるいは，S社の新規事業と既存事業のアンレバード・ベータを用いて，それぞれの資本

コストは

8.0 + 1.20 × (18.0 − 8.0) = 20.0% 既存事業

8.0 + 1.05 × (18.0 − 8.0) = 18.5% 新規事業

となり，事業全体では
9
10

× 20.0 + 1
10

× 18.5 = 19.85%

すなわちWACC となる．
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疑的である．最近でも，冨山和彦（株式会社経営共創基盤・代表取締役 CEO）が，2018年 2月 15日に

開催された第 14回スチュワードシップ・コード及びコーポレートガバナンス・コードのフォローアップ会

議（以下，フォローアップ会議と書く）において，つぎのように述べている．

多分、資本コストという概念がわかっていないです。日本の経営者のほとんど。基本的なコーポレートファイ

ナンスを全然勉強しない人が、多分、八、九割、もっとかな。（中略）いまだに配当率とか、だから３％いいん

じゃないかとか、そういうふうに思っている人が私は大層だと思います。少なくとも自分の経験上そうです。

（中略）資本コスト、何ぞやということを当然経営者は意識しなきゃいけないんで、これは全員、私は勉強し直

すべきだと思います。（中略）何か、例のＲＯＥが７％、８％という議論をしたときに、上場企業は全て、例え

ばあれが８％と思っちゃう人がいるんですね。(15) こんなのはばかとしか言いようがない議論で、要は会社の

キャッシュフローのボラティリティーによって変わるわけですから、要は安定収益の企業はもっと低くていい

わけだし、逆に言うと収益、要するにボラティリティーが高いともっと高くなきゃいけないだけの話なので、

とにかく全くもってレベルが低いです、はっきり言って。

冨山和彦は，依然として，「日本の経営者のほとんどが、多分、資本コストという概念がわかっていない」

という．「ＲＯＥが８％」という誤った基準が資本コストについての正しい理解を妨げていると推測するの

だが，すでに前節で議論したように，そして冨山和彦が正しく指摘しているように，資本コストは資金調

達方法により変わるのではなく「会社のキャッシュフローのボラティリティーによって変わる」のである．

(15)この「例の」は，2014 年 8 月に発表された，いわゆる「伊藤レポート」（正式名称は「持続的成長への競争力とインセンティ

ブ –企業と投資家の望ましい関係構築–」プロジェクトの最終報告書）を指していると思われる．馬場・若松（2016）によると，本

文 100頁弱の「伊藤レポート」には資本コストという用語が 100回近く用いられているという．そのため，資本コストと ROEが

（誤って）結びつけられてしまった．「伊藤レポート」の影響は大きく，『日本経済新聞』（2018年 10月 12日，朝刊，投資のものさ

し 資本コストを学ぶ©上）も「株主資本コストに対応する実際の成績が自己資本利益率（ROE）だ」と書いている．冨山和彦はこの

状況を「ばかとしか言いようがない」と嘆いているのであろう．「伊藤レポート」については，三輪・Ramseyer（2015，116頁）が

「何が書いてあるかさえよくわからず、最後まできちんと読み通すことはできなかった」と述べている．そう述べる理由は，「伊藤レ

ポート」の主張

持続的な企業価値創造が企業と投資家による『共創』によって実現されるとすれば、両者の間に存在する他方に対する先入観や

決め付け、懸念を払拭し、相互の信頼関係を構築する必要がある。それを実現するのが、経営者と投資家の間の目的を持った、

質の高い『対話・エンゲージメント』である。

に対して，つぎのような不備があるからである（三輪・Ramseyer（2015，118頁））．

一貫して注目している、論拠・証拠については、上記の断念の理由から明らかな如くわれわれにフォロー可能なタイプと質の論

理は提示されていないし、証拠についても同様である。「国内外からの情報・エビデンスの提供を受け、本年 4 月に中間論点整

理を発表。内外からの更なるフィードバックを得て」作成された最終報告書にも、われわれの求めるタイプと質の証拠の収集と

有効活用の成果が反映されているようには見えない。

ちなみに，冨山和彦は「伊藤レポート」のプロジェクトには参加していない．三輪・Ramseyer（2015，109頁）は「経済人、産業

人を代表する立場にいる者の一人として」コーポレートガバナンス・コードの策定に積極的に参加してきた冨山和彦について，「（冨

山和彦の）主張の具体的内容は我々の理解を超える。添付資料との関連性、とりわけ因果関係に関する主張が理解できません」と厳

しく指摘している．
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5.1. 研究者と実務家が共同で取り組んだ論考：馬場・平尾（2010a，2010b）

馬場・平尾（2010a，2010b）は，会計・税務を主力とする経営コンサルティング会社，株式会社アタッ

クスの主催で行われた「経営者研究会」の講義を基にした論考である（馬場は甲南大学経営学部教授，平

尾はアタックスの取締役執行役員）．これまでにも研究者と実務家が共同で取り組んだ論考はある．たとえ

ば，砂川・川北・杉浦（2008）や砂川・川北・杉浦・佐藤（2013）などである．それらと比べるとき，馬

場・平尾（2010a，2010b）は，講義にディスカッションの内容が加えられ，実務家がどのように考えてい

るのかを読み取ることができるという特徴を持っている．

実務家がどのように考えているのかについては，アンケート調査に基づいた論文が数多く発表されてい

る．たとえば，日本については，赤石・馬場・村松（1998），小山（2006），芹田・花枝（2007），花枝・芹田

（2008，2009），佐々木・鈴木・花枝（2015），馬場（2015），佐々木・佐々木・胥鵬・花枝（2016）など，

アメリカについては，Graham and Harvey（2001），Brav, Graham, Harvey, and Michaely（2005），

Campello, Graham, and Harvey（2010）などである．アンケート調査は実務の動向を知るには有益で

はあるものの，そこから実務家がどのような言葉で，どのように語っているのかを知ることは難しい．

馬場・平尾（2010a，2010b）の目的は，資本コスト概念が実務にどのくらい浸透しているのか，その実

態を包括的に明らかにすることにある．その議論は経済付加価値（Economic Value Added）から始まっ

ている．経済付加価値は経済的利益（Economic Profit）と同じ考え方で，その発案は 100年以上前の経

済学者 Alfred Marshall に遡る．

「経済付加価値」は「資本コストを超えて稼得された収益」と定義され，つぎのように定式化される．

馬場・平尾（2010a，5–6頁）

経済付加価値 = 税引き後事業利益（NOPAT）−資本コスト額
= 税引き後事業利益（NOPAT）−投下資本×平均資本コスト（WACC） ©1式

資本コスト: 株式の資本コスト（株主が期待する収益率）と負債の資本コストの加重平均

B/Sの左側（資産）から生み出された利益から，B/Sの右側（負債・株主資本）に掛かる「コスト」を差し

引いたものが経済付加価値である．税引き後事業利益（NOPAT）は会計利益であるが，資本コストは株主

が期待する収益率と書かれているように，損益計算書に記載される会計費用ではない．この指標が「経済」

という名称を伴っている理由は，「資本コスト」という「経済学」を出自とする考え方を導入しているから

である．馬場・平尾（2010a，2010b）は，この指標を用いることにより，資本コスト概念を中心に据えた

経営管理を促すことになるという考えに基づいている．

経済付加価値の構成要素はつぎのように定義される．

馬場・平尾（2010a，7頁）

NOPAT = 売上高−事業活動にかかわる費用−事業活動にかかわる税金 ©2 –1式
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投下資本 = 有利子負債+株主資本
= 正味運転資本+正味有形固定資本+その他の資本 ©2 –2式

これらは標準的な計算式であり，これらに，各社，さまざまな変更を加えている（馬場・平尾（2010a，図

表 3））．主な変更は，何を投下資本と考えるのか（©1 式の右辺第 2項）にあり，それに対応して NOPAT

も修正することになる．たとえば，つぎのようである．

馬場・平尾（2010a，9–10頁）

（©1式の）第 2項（投下資本）に関しては，シンプルに総資産とするケースもあれば，手元資金や金融資産を控

除しているケースが注目される。後者は，資本コスト算定の前提を直接事業にかかわる資産だけに限定してい

る。しかしながら，この場合は，それだけではなく，非常に強い戦略的な意図が存在することに注意する必要

がある。つまり，金融資産や手元現金を控除する形で，経済付加価値を計算するということは，これらの資産

に対する資本コストを考慮しないということである。

資本コストの算定範囲を直接，事業に関係する資本に限定するという変更なのだが，ここで注目したいの

は，「金融資産や手元現金を（投下資本から）除外する形で，経済付加価値を計算するということは，これ

らの資産に対する資本コストを考慮しないということ」という下りである．馬場・平尾（2010a）は，この

文章の後，つぎのように解説している．

馬場・平尾（2010a，10頁）

このような形で経済付加価値を計算するのは問題がある。すなわち，企業が保有する資産がどのような形を

とっているにせよ，それは出資者によって出資されたものであり，当然それに対して収益を上げることを要求

されている。したがって，このような形で経済付加価値を計算することは，「企業が手元現金を保有すること」

が無コストで行えるとの前提に立っていることを意味しており，まさに資本コストの概念を正しく理解してい

ないといわざるをえない。単純化等を意図した各種の変更とは，質的に違う変更を加えている点は，強調して

おかなければならないだろう。

ここでの主張は，無コストで手元現金を保有していると企業が考えることは，資本コストの概念を正しく

理解していないからであるということである．そのように主張する理由は「企業が保有する資産は，どの

ような形であれ，出資者はそれに対する収益を上げることを要求しているから」ということである．出資

者が要求する収益はそれ相応に高く，現金を保有していてはそれだけの収益を上げられないから，現金は

資産から除外しようという「質的に違う変更」を問題視している．

「企業が保有する資産はどのような形なのか」，言い換えると，資産（事業）のリスクを考慮する試みも

ある．

馬場・平尾（2010a，11頁）

（©1式の）第 2項（投下資本）に関しては，よりリスキーな事業の評価に関しては，より多額の投資をしている

ように投資額を調整することにより，各事業ごとのリスクを勘案し，経済付加価値を求めているケースもある

ようである。このような利用法においては，資本コスト概念を強調して事業を評価することよりも，各事業の
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図 3．事業リスクと資本コスト

加護野・砂川・吉村（2010，図 8–4）の再掲である．

リスクを勘案して事業を評価することに力点が置かれているように思われる。

「資本コスト概念を強調して事業を評価することよりも，各事業のリスクを勘案して事業を評価することに

力点が置かれている」ということは，「資本コスト」と「事業のリスク」は違うものとして捉えていること

になる．(16)

「資本コストは事業のリスクを反映する」ということについて，馬場・平尾（2010a）が不理解なわけで

はない．たとえば「資本コストは市場から与えられる数字であり，財務政策や投資政策の変更により市場

が要求する収益率を変化せしめるという形で変えることは可能である」（14頁）と述べている．つまり，財

務政策（資本構成）による資本コストの変化とは，レバレッジの変化と，その変化による株式のリターン

とリスクの変化によりもたらされるものである．しかし，その一方で，「それぞれの事業のリスクを勘案し

た，それぞれの資本コスト」なのか「単一の資本コスト」なのか，「どちらであるべきかに関しては，一概

には決められない」（16頁）とも述べている．「べき」という規範を考えるのであれば「（単一の資本コス

トではなく）それぞれの事業のリスクを勘案した，それぞれの資本コスト」であるべきで，その上で，個々

の事情を考慮して，実務的な対応を考えることになる．

図 3に示すように，リスクと資本コストはハイリスク・ハイリターンの関係を反映して直線になる．加

護野・砂川・吉村（2010，209頁）はこの図により，リスクの高い事業には高い資本コスト（割引率）が

適用されることを示している（点線で示される全社一律の割引率はWACCを示している）．その上でつぎ

のように述べている．

(16)『日本経済新聞』（2018年 10月 12日，朝刊，投資のものさし 資本コストを学ぶ©上）において，キリンホールディングスの横
田乃里也 CFOは「ROEを経営指標に、事業単位で資本に対するリターンが見合わなければ迅速に（参入した事業を）売却する」と

述べている．そこには「事業のリスク」という視点が欠落している．
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全社一律の資本コストを適用し続けるとどうなるであろうか。おそらく，ハイリスクな成長分野への投資が積

み上がり，企業全体のリスクが高まる。成長だけに目を奪われると，過大投資が繰り返される。リスクが顕在

化したとき，株価は大きく下落する。

これが，Krüger, Landier, and Thesmar（2015）がWACC fallacy（加重平均資本コストの誤謬）とよ

ぶ企業内の資源配分の歪みである．

5.2. コーポレートガバナンス・コード改訂：政策保有株式と資本コスト

金融庁は，2017年 10月 18日に開催された第 11回フォローアップ会議において，「コーポレートガバ

ナンス改革の進捗状況」について「政策保有株式が、資本効率を低下させる要因になっているのではない

かとの指摘も」あると報告した．(17) この「資本効率」という言葉が議論の進展とともに「資本コスト」へ

と変わっていく．この小節では，その変化について検証し，実務界における資本コストの認識を考察する．

「政策保有株式を資本コストと関連付ける」議論の主体

2018年 3月 26日，東京証券取引所が「コーポレートガバナンス・コード（改訂案）」を発表した．そ

こには，つぎのような加筆修正があった．

この加筆修正は，同日に金融庁が発表した「投資家と企業の対話ガイドライン（案）」における，つぎのよ

うな記載を踏まえていた．

(17)鈴木（2018a）によると，つぎのような背景がある．2014年 5月 23日に自由民主党が発表した「日本再生ビジョン」において

「政策保有目的でのいわゆる株式の持ち合いは、利潤の追求、株主への利益還元、株主一般との潜在的な利益相反などの点で適切なガ

バナンスを確保することに支障を生じさせかねない。従って、こうした政策保有目的での株式の持ち合いは、合理的理由がない限り、

極力縮小するべきである」と示したことが発端となり，これに沿って金融庁が行政方針を打ち出し，メガバンクの政策保有株式は売

却が進んだ．しかし，地方銀行や事業法人については政策保有目的での株式を縮小する動きが鈍かった．
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「投資家と企業の対話ガイドライン」とは，スチュワードシップ・コード（資産運用受託者（機関投資家）

の行動規範）とコーポレートガバナンス・コード，両コードの附属文書である．その内容は，両コードが

求める持続的な成長と中長期的な企業価値の向上に向けた機関投資家と企業の対話において，重点的に議

論することが期待される事項を取りまとめたものである．企業がコーポレートガバナンス・コードの各原

則を実施する場合（各原則が求める開示を行う場合を含む）や実施しない理由の説明を行う場合には，こ

のガイドラインの趣旨を踏まえることが期待されている．

フォローアップ会議は，金融庁に対しては「投資家と企業の対話ガイドライン」を策定するように，東

京証券取引所に対してはそのガイドラインに沿ってコーポレートガバナンス・コードを改訂するように

要請している．(18) 「投資家と企業の対話ガイドライン」はコードの附属文書であるから，Comply or

Explainの対象ではないが，その内容が「コーポレートガバナンス・コード」に反映されるならば Comply

or Explainの対象になる．コーポレートガバナンス・コードは東京証券取引所の上場規程に含まれている

ため，すべての上場企業が従わざるを得ない規則である．鈴木（2018c）は，その影響の大きさについて，

つぎのように述べている．

現行のコーポレートガバナンス・コードでは、「資本政策」という用語は用いられてきたが、「資本コスト」は、

改訂によってはじめてコードに表れる用語だ。コード本文で使われるからには、今後上場企業は、資本コスト

を明示的に考慮するか、考慮しないのであればその理由を説明しなければならなくなる。

つまり，「政策保有株式に関する検証内容を開示したとしても、資本コストと関連付けられていないなら

ば、やはり順守したことにはならない」ということである（鈴木（2018b））．

すでに見たように，フォローアップ会議による「投資家と企業の対話ガイドライン（案）」の提言がコー

ポレートガバナンス・コード改訂の方向性を決めている．そこで，ここからはフォローアップ会議におけ

る議論に注目する．なお，鈴木（2018c）が指摘するように「資本コストが、株主資本のコストをいうの

か、負債も含めた総資本の加重平均コストを指すのか、よく分からない」のだが，ここでは「株主資本コス

ト」として議論を進める．

「政策保有株式を資本コストと関連付ける」議論の経緯

2018年 2月 15日に開催された第 14回フォローアップ会議において，田原泰雅（金融庁総務企画局企

業開示課課長）が，「投資家と企業の対話ガイドライン（案）」の【政策保有株式の適否の検証等】につい

て，つぎのように解説している．

４－１として、まず政策保有株式の保有目的がステークホルダーに理解できるようわかりやすく説明されてい

るかということが重要ではないかというご指摘を頂戴しましたので、その点について記載をさせていただいて

おります。また実際の保有の適否について、その保有の便益というものが資本コストに見合っているかを具体

的に勘案して、それをしっかり取締役会レベルで意思決定することが重要ではないかというご指摘を頂戴いた

(18) https://www.fsa.go.jp/news/30/singi/20180326-1.html
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しました。これを２つ目として記載をさせていただいています。（以下，省略）

ここで「資本コスト」という用語が用いられている．「ご指摘を頂戴いたしました」ということであるから，

これ以前に議論されていることになる．そこで，その以前のフォローアップ会議に注目する．

2017年 12月 21日に開催された第 13回フォローアップ会議において，事務局が提示した資料 4「企業

と投資家の間の対話に係る論点」につぎのように書かれている．

（政策保有株式に係る意思決定）

政策保有株式について、それぞれの銘柄の保有目的が明確に分かりやすく説明され、リターン（保有に伴う便

益）・コストを具体的に勘案した上で、適切な意思決定が行われているか。

ここには「コスト」という用語は用いられているが，「資本コスト」という用語は用いられていない．とこ

ろが，この記述について，第 13回会議の席上，小口俊朗（ガバナンス・フォー・オーナーズ・ジャパン代

表取締役）がつぎのように発言している．

２点目は政策保有株式です。これは皆さんがおっしゃった部分と近いのですけれども、簡単な数字でリターン

とコストで考えますと、キャピタルゲインはプラスにもマイナスにもなるので除いて考えるとして、配当利回

りは大体２％ぐらいで、例えば資本コストを８％とすると、投資として普通に考えたら６％の赤字になるわけ

です。そこで、その赤字を保有させている企業がビジネスで埋めにいっているのではないか、その対価として、

保有している企業の議決権が行使されているのではないかという懸念が、この数字だけ見るとどうしても生じ

てしまうわけです。

ここで政策保有株式と「資本コスト」が関連付けられている．なお，株式を保有するリターンについて

「キャピタルゲインはプラスにもマイナスにもなるので除いて考える」としながら，キャピタルゲインを含

む資本コストを持ち出す発言内容は適切ではない．

議論の流れは，2017年 12月 21日に開催された第 13回フォローアップ会議と 2018年 2月 15日に

開催された第 14回フォローアップ会議との間で変わっている．第 14回フォローアップ会議に，
さん

三
ぺい

瓶
ひろ

裕
き

喜

（フィデリティ投信）が資料「投資家と企業の対話ガイドラインについての意見書」を提出している．そこ

には，つぎのように記されている．

2–2　経営戦略や投資戦略を踏まえ、財務管理の方針が適切に策定・運用されているか。

財務管理の方針とは、例えば、事業資産の収益力およびリスク、その特性に見合った資本の選択（有利子負債、

株主資本）、および株主資本の使途・その配分（有利子負債調達に必要な財務健全性を担保する目的、リスク性

資産に対する直接のバッファーとしての目的）などである。

その後，この「リスク性資産」をキーワードとして，つぎのように続けている．

（現行の）CGコード原則 1–4「毎年、取締役会で主要な政策保有についてそのリターンとリスクなどを踏まえ

た中長期的な経済合理性や将来の見通しを検証し」の文言はまるで純投資を前提としたような表現で違和感が
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ある。すなわち、［1］主要ではない政策投資の意義は不明であり、検証もしないのならば解消すべきである。

［2］また、純投資の場合の「リスク」はリターンのボラティリティを指すが、リターン目的の投資ではないは

ずであり、政策投資の場合はバランスシート上のリスク性資産と認識すべきであり、それを支える株主資本充

当の無駄遣いについて検証すべきである。

「純投資の場合の「リスク」はリターンのボラティリティを指す」一方で，「政策投資の場合はバランスシー

ト上のリスク性資産と認識すべき」と書かれているだけである．政策投資の場合の「リスク」については

言及していない．一般に「リスク性資産」とは株式や債券，投資信託などを指している．そうであるなら

ば，政策投資の場合の「リスク」もまたリターンのボラティリティであろう．

そして，2018年 3月 26日にフォローアップ会議が発表した「コーポレートガバナンス・コードの改訂

と投資家と企業の対話ガイドラインの策定について」の前文には，基本的な考え方として三瓶裕喜の意見

が反映し，つぎのように書かれている．

政策保有株式については、企業間で戦略的提携を進めていく上で意義があるとの指摘もある一方、安定株主の

存在が企業経営に対する規律の緩みを生じさせているのではないかとの指摘や、企業のバランスシートにおい

て活用されていないリスク性資産であり、資本管理上非効率ではないかとの指摘もなされている。

ここでもリスク性資産とだけ書かれていて，資本コストという用語は用いられていない．

三瓶裕喜の考え方を遡ってみると，2015年 9月 11日に開催された第 3回フォローアップ会議への提出

資料「政策保有株式に関する意見」（投資家フォーラム）に明確に表現されている．(19) その意見の中で，政

策保有のコスト・ベネフィットについて，つぎのように述べている．

一般に政策保有は事業提携の証や株主の安定化等を意図したもで、経営者にとってプラスの効果が見込まれて

いる。しかし、この効果は計量化が難い。一方、政策保有の資本コストは確実に発生する。もちろん長期的な

取引関係の構築がもたらすベネフィットが政策保有によるコストを上回るような場合は存在するだろう。しか

し、このベネフィットがコストを下回るような「高コスト取引」がいたずらに放置されているとすれば、株主

を含む企業のステイクホルダーにとって価値の破壊となる。

政策保有と純投資は違うという主張であるが，株式投資収益率としてのリターンとリスクは違わない，つ

まり誰がどのような目的で投資しようと同じであることを確認しておこう．

政策保有の資本コストは確実に発生しているものの，前節までで議論してきたように，保有株式のリター

ンとリスクの関係から決まる（B/Sの左側）もので，株式を保有している企業の資本コスト（B/Sの右側）

はそれを反映しているという関係にある．三瓶裕喜は，純投資の場合は（取引関係がないため）リターン

(19)投資家フォーラムは，機関投資家の社員が個人の資格で参加して，2015年 6月 8日に発足した．その目的は，企業経営者と長

期投資家の実りある対話の実現にある．具体的には，投資先企業に対するスチュワードシップ責任を適切に果たす実力を備えること

を支援したり，機関投資家と投資先企業との建設的な対話を通して，当該企業の持続的な成長に貢献することにある．三瓶裕喜は，

「伊藤レポート」の作成に関与し，投資家フォーラムの設立者であり，運営委員である．「伊藤レポート」は「産業界と投資家、市場関

係者、関係機関等から成る「経営者・投資家フォーラム（Management-Investor Forum：MIF）（仮）」を創設すべき」と提言し，

三瓶裕喜はそれを実現したことになる．
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とリスクが均衡している一方で，政策投資の場合は取引上のベネフィットとコストを衡量するとき，均衡

していないと考えるのは取引上のコストが大きいから，と主張している．(20) しかし，プラス（ベネフィッ

ト）効果の計量化が困難であるのと同じように，マイナス（コスト）効果の計量化もまた計量化が困難で

あろう．三瓶裕喜はそういう面倒を回避したいならば，「主要ではない政策投資の意義は不明であり、検証

もしないのならば解消すべきである」と主張したいのではないかと考える．

「政策保有株式を資本コストと関連付ける」議論は，三瓶裕喜（フィデリティ投信）の考えを小口俊朗

（ガバナンス・フォー・オーナーズ・ジャパン代表取締役）が後押しすることにより，「投資家と企業の対話

ガイドライン（案）」に書き込まれて「コーポレートガバナンス・コード（改訂案）」へと引き継がれた．そ

のことを確認するために「投資家と企業の対話ガイドライン（案）」について，2018年 2月 15日に開催

された第 14回フォローアップ会議と 2018年 3月 13日に開始された第 15回フォローアップ会議を比べ

ておこう．

2018年 2月 15日

【政策保有株式の適否の検証等】

４－１． 政策保有株式について、それぞれの銘柄の保有

目的がステークホルダーに理解できるよう、分かりやす

く説明されているか。

個別銘柄の保有の適否について、保有に伴う便益が資本

コストに見合っているかを具体的に勘案した上で、取締

役会などにおいて適切な意思決定が行われているか。保

有銘柄の異動を含む保有状況が、分かりやすく説明され

ているか。

2018年 3月 13日

【政策保有株式の適否の検証等】

４－１．政策保有株式について、それぞれの銘柄の保有

目的や、保有銘柄の異動を含む保有状況が、ステークホ

ルダーに理解できるよう、分かりやすく説明されている

か。

個別銘柄の保有の適否について、保有目的が適切か、保

有に伴う便益やリスクが資本コストに見合っているか等

を具体的に精査し、取締役会において検証を行った上、

適切な意思決定が行われているか。そうした検証の内容

について分かりやすく開示・説明されているか。

2018年 3月 13日の文章には，精査や検証，開示など，政策保有株式は「企業のバランスシートにおいて

活用されていないリスク性資産」であるから，資本コストに照らすとき「縮減すべき対象」という考えが

色濃く反映している．

「コーポレートガバナンス・コード（改訂案）」に対する実務界の反応

2018年 3月 26日に発表された「コーポレートガバナンス・コード（改訂案）」に対して，2018年 4月

29日までの間，パブリック・コメントが募集され，69件のコメントが寄せられた．ここでは，経済界を代

表して日本経済団連合会と経営法友会のコメントを，金融界を代表して全国銀行協会と全国地方銀行協会

のコメントを取り上げる．

日本経済団体連合会は，2018年 4月 17日に「コーポレートガバナンス・コード改訂案及び投資家と企

(20)『日本経済新聞』（2018年 12月 24日，朝刊）は「低収益の株式持ち合いは資本効率の悪化につながるとの批判も多い」と書い

ている．収益とは何かを問わなければいけないのだが，低収益の理由が低リスクにある可能性がある．
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業の対話ガイドライン案への意見」を発表した．そこでは，「フォローアップ会議の委員のほとんどは機関

投資家あるいはコンサルタント会社、学者など、上場企業の経営に携わった経験が無いと考えられる者で

あり、発行体企業の委員（特に、上場企業の多数を占めている監査役設置会社からの委員）は極めて少数

である」と注文を付け，政策保有株式について，つぎのように意見を述べている．

企業価値向上の観点から、政策保有株式の合理性を常に検証し、投資家との対話の中における保有の目的・合

理性の説明も踏まえ、保有意義のなくなったものは処分していくことは当然である。他方、政策保有株式は、

取引先との長期的・安定的関係の構築・強化、業務提携や共同事業の円滑化・強化などを目的として、中長期

的な企業価値向上の観点から必要なものも存在する。そこで、例えば、「政策保有株式の縮減・保有に関する方

針・考え方」などとすることが適切である。

政策保有株式を資本コストに結びつける議論については言及していない．ここで問題視しているのは「政

策保有株式の縮減に関する方針・考え方」のように「縮減」と明記していることに対してである．

経営法友会は，2018年 4月 27日に「投資家と企業の対話ガイドラン（案）」に関する意見を発表した．

その中でつぎのように述べている．

　経営陣が資本コストを意識した経営、つまり投資効率等を意識した経営を行うことは当然である。

　しかし、「資本コストを的確に」把握することは、ファイナンスの専門家でも至難の技である。それを一律に

事業会社に対する規範として設けることは現実的ではない。会社によっては売上高数十億円程度の企業も多く、

資本コストを「的確に」把握するために経営資源を割くには相当のコストがかかると想定される。

　また、「中長期的に資本コストに見合うリターンを上げているか」という内容については、現実的にこれを説

明することは極めて困難である。経営判断についてはできうる限り定量化してわかりやすく説明すべきである

が、すべてが定量化でき他者に説明可能なものではない。イノベーションを起こすような経営判断ほど、他者

には理解しにくいものであり、それは「結果的に」説明可能になっているものである。本提案によって、日本

企業のイノベーションを起こす力が間接的に弱める効果があると懸念する。このことは、とりもなおさず果断

にリスクテイクした経営判断もしにくくすることにつながるものでもある。

「「資本コストを的確に」把握することは、ファイナンスの専門家でも至難の技である」という意見はその

通りであるが，ファイナンスの専門家はそんなに厳密には考えていない．(21) 「本提案によって、日本企業

(21) アセット・ベータの考え方は，理論的ではあるものの，実際に利用しようとすると二つの難しい課題に直面する．一つはアセッ

ト・ベータの推定である．これについて，倉澤（2008，93頁）は，1を基準にして 0.9とか 1.1というように調整してはどうかとつ

ぎのように提案している．

マーケット・ポートフォリオ、マーケット全体の過去の何十年かの収益率が、一つのベンチマークというか基本になるでしょ

う。それを基本にして、自分の会社で今からやろうとしている投資プロジェクトからのキャッシュフローがマーケットに比

べて逆に動く傾向があるのかとか、うちの産業はマーケットとはちょっと違うとか、マーケットと同じように動くということ

を考慮しながら、β の部分を調整していけばいいでしょう。自分の会社の株価の系列から求めた、あるいはマルチファクター

モデルを用いて（β を推定して）もよいのですが、それらから計算された β を使って資本コストを推定するよりも、（マー

ケット・ポートフォリオをベンチマークにするほうが）はるかに安定しているし、適切だというのが私の主張なんです。

もう一つはマーケット全体の収益率である．これについて，倉澤（2008，96頁）は，たとえば TOPIXの過去の収益率を用いてはど

うかとつぎのように提案している．
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のイノベーションを起こす力が間接的に弱める効果があると懸念する。このことは、とりもなおさず果断

にリスクテイクした経営判断もしにくくすることにつながるものでもある」という意見は，経営学や会計

学からの DCF（NPVを含む）に向けられている批判そのものである．

全国銀行協会と全国地方銀行協会は，2018年 4月 27日に意見を表明している．全国銀行協会は

「自社の資本コストを的確に把握した上で」との表現は、投資家の期待値を高め過ぎたり、数字に固執した本質

的ではない議論にならないよう、「自社の資本コストを踏まえた収益計画や資本政策の基本方針を示す」程度の

表現にとどめていただきたい。

と述べ，全国地方銀行協会は

原則１－４　個別の政策保有株式について

「保有に伴う便益やリスクが資本コストに見合っているか等を具体的に精査し」とある。「資本コスト」には、

株主資本コスト、加重平均資本コストなど様々な捉え方があり、企業の考え方に基づき対応すればよいことを

確認したい。

と述べている．いずれも資本コストに着目して意見を述べている．資本コストを「的確に把握する」にし

ても「踏まえる」にしても，数字に固執することに違わないのだが，両協会の懸念は資本コストへの不理

解により生じる面倒にあるのではないかと考える．

「政策保有株式を資本コストと関連付ける」議論は適切か

2015年 9月 11日に開催された第 3回フォローアップ会議への提出資料「政策保有株式に関する意見」

（投資家フォーラム）はつぎのように問題を指摘している．

＜価値最大化の観点からの政策保有の問題＞

会社が株式を政策保有し合うことが経済において価値追求の行動を妨げる問題に投資家は懸念を抱く。例えば、

業界秩序と呼れる企間の関係を強め立場から政策保有がなさてきた取引先の特定と株式保有は企業間力関係を

表しており、個別観点から最善の取引機会を追求する可能性を減らことになる。また、「特にビジネスを進める

うえで必要と言えないが、長年の経緯があるで手を付け難い」という趣旨のコメントを耳にすることがある。

この場合、本来、事業に集中すべき経営資源が有効活用されていないことを示唆する 。さらに、事業上のベネ

フィットと引き換えに安定株主対策が行われているとしたら、資本市場の価格メカニズムが適切に機能する環

境への負荷となってしまう。

一般に株式に投資をする投資家たちは、何パーセントの収益率を要求しているかということが知りたいわけですね。それは

過去の収益率を計算していけば出てくるだろう。それが一〇年か二〇年かは、私にはわからないけど、短い期間だと安定し

ないですよね。長い期間だと、時代による違いが出てきてしまいます。だから、それはエイヤッですね。もっともらしい値

が得られるぐらいの期間をとってということになると思います。具体的にどの期間を使えばよいかというのはよくわからな

いんですけど、アイデアとしてはそうじゃないかなと。

倉澤（2008）の議論は馬場・平尾（2010a，2010b）が考察する「資本コスト概念を中心に据えた経営管理」を十分に示唆している

と考える．
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Hirschman（1970）が唱えた Exit or Voice，投資の世界でいうWall Street Rule が機能しない問題を

解決するために「政策保有株式を資本コストと関連付け」た議論が展開され，コーポレートガバナンス・

コードが改訂されたといえるだろう．

三瓶裕喜がいうように，事業資産も政策保有株式もバランスシート上にあるリスク性資産である．会計

上はその通りなのだが，実物投資と金融投資を同一視しているという問題がある．言い換えると，実物資

産と金融資産は同じように評価してよいのかという問題である．

小川（2018）は改訂されたコーポレートガバナンス・コード【原則１－４． 政策保有株式】について，

政策保有に限定せず，保有株式について，つぎのように見解を示している．

すべての保有株式について，保有目的に基づくメリットも含めた定量化や将来事業計画を踏まえた資本コスト

を上回っているかのチェックを行うことは現実的ではない。前者はすべて合理的に定量計測できるとは限らな

いこと，また，後者については，（市場と事業計画の見立てが同じであるとの前提のもと）そもそも，上場株式

の理論株価は将来価値を投資を受ける会社の資本コストで割り引いたものを基礎に算定され，実際株価も理論

株価に近似すると考えるならば，投資を受ける会社の実際株価と投資する会社にて算定する投資を受ける会社

の株式価値は，投資する会社と投資を受ける会社の資本コストの差異にしか起因しないこと，等が理由として

挙げられる。

小川（2018）は「すべての保有株式について，メリットの定量化や資本コストを上回っているかどうかの

チェックは現実的ではない」と主張する．定量化については「合理的に測定できない」という現実的な理

由からである．

しかし，資本コストとのチェックについて，小川（2018）が主張する現実的な理由は妥当ではないと考

える．「市場と事業計画の見立てが同じであるとの前提のもと」は，将来キャッシュ・フローの予想が同

じという意味であろう．その上で，投資を受ける（株式を保有される）会社の実際株価（市場価格）と投

資する（株式を保有する）会社にて算定する投資を受ける会社の株式価値に違いがあるとすると，それは

株式を保有される会社の資本コストと株式を保有する会社の資本コストとの差異に起因すると主張してい

る．つまり，株式を保有する会社は，保有する株式の「将来価値を割り引いて」株式の理論価格を求める

のだが，そのときに適用する割引率は，株式を保有する会社自身の資本コストということである．なぜ実

際株価（市場価格）をそのまま受け入れないのかは書かれていないのだが，小川（2018）の考え方は小林

（1990）が示す標準的な考え方（実物投資と金融投資を区別する）と相容れない．割引率 =資本コストは
株式を保有される会社の事業に固有であるから，事業が異なるであろう株式を保有する会社の資本コスト

を用いることは正しくない．

資本コストを重要視する理由は，実物投資の正味現在価値がプラスなのか，マイナスなのかを計算する

ためである．小林（1990）は，「完全な資本市場と効率的な価格形成を想定する限り、準備資産（現金だ

けでなく他社の株式も含む）から予想される将来収益の正味現在価値は、運用方法のいかんにかかわらず、
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かならずゼロである」ことをもって「準備資産の運用は実物投資とは異なる」と説いている．(22) 言い換え

ると，株式市場が効率的であるならば，株式投資の正味現在価値（NPV）は誰にとってもゼロである．株

式はそのように価格形成されるからである．株式を保有する企業の資本コストは関係しない．つまり，実

物投資と金融投資を区別することが肝要で，株主資本に見合う資産が他社の株式だけであるとすると，こ

のときの株式の資本コストは他社の株式のそれと同じになる．問わなければいけない前提は「完全な資本

市場と効率的な価格形成を想定」できるのかどうかである．

政策保有に限らない，株式保有に関する重要な問題は，丸木強（株式会社ストラテジックキャピタル代

表取締役）が 2018年 3月 30日に公表している「投資家と企業の対話ガイドライン（案）に係る意見」の

付属資料「政策保有株式の問題点について」において指摘されている．「保有株式の価格変動で業績が左右

されるなどということは、企業経営として論外です。投資家（株主）としては、企業の本業のリスクは許

容できますが、保有株式の価格変動リスクは許容できません」と述べている．(23) (24) 川北英隆（京都大学

名誉教授）が，2017年 11月 15日に開催された第 12回フォローアップ会議において「株式の政策保有

に関しましては、純投資という言葉がどこかにあったと思いますが、これは論外でしょう。事業会社が株

式の純投資なんて、そんなの誰も期待してないわけで、それは論外です」と述べている．これがファイナ

ンス研究者の標準的な見解である．(25) さらに，丸木強は「株価変動で自己資本も増減する」状況において，

「中期計画に ROEや自己資本比率の数値を目標として掲げている経営者の神経を疑ってしまう」と厳しく

指摘している．

6. さいごに

この論文の目的は，企業の財務政策において最も重要な資本予算における資本コストの基礎を整理する

ことにあった．近年，資本コストはコーポーレート・ガバナンスの文脈で実務家の注目を集めていて，こ

の機会に基本に戻ろうということである．この論文では，資本予算の基礎理論を整理した後，専門家まで

もが陥りやすい落とし穴としてキャッシュ・フロー・ベータを，資本コストの考え方の基礎としてアセッ

ト・ベータを考察した．そして，後者の考察を踏まえて，実務家が資本コストをどのように捉えているの

かについて，コーポレートガバナンス・コードにおける資本コスト議論を詳しく検討し，標準的なファイ

(22)明田（2018）は，小林（1990）と同じように，「現預金は、その一部を運転資本として事業に使用しているものの、多くは事業

には使用していない「非事業用資産」である」と明記して議論を展開している．ただし，その理由を「近時の企業の特徴として現預

金を大量に保有していることが多い」からと述べている．
(23) http://stracap.jp/wp/wp-content/uploads/2018/03/7513a0aa6bfbaa5cb88646baa5e8f114.pdf

(24)池田（2016）は，本邦銀行による株式の政策保有が自らの株式の資本コストに与える影響について検証している．その結果，本

邦銀行による株式の政策保有は，銀行の株価リターンと市場ポートフォリオのリターンとの相関を高めることにより CAPMの β を

上昇させ，株式の資本コストを押し上げている可能性を指摘している．
(25)川北英隆は 2018年 3月 13日に開催された第 15回フォローアップ会議において「私自身は、こういうコードないし今回新たに

出てくる対話のガイドライン的なものが、役所側から提示されるのは、原則論としては好きではない。おせっかいではないかという

意見の持ち主です」と述べている．これもまたファイナンス研究者の標準的な見解であろう．
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ナンス理論とは相容れない結論に至っていることを指摘した．

2018年 6月に改訂されたコーポレートガバナンス・コードに資本コストが明記されたことにより，上場

企業は資本コストを意識した経営をせざるを得なくなった．改訂されたコーポレートガバナンス・コード

に基づくコーポレート・ガバナンス報告書は，準備が出来次第速やかに，かつ，遅くとも 2018年 12月末

日までに提出するよう求められている．『日本経済新聞』（2018年 12月 24日，朝刊）は，東証 1部と 2

部上場の約 2600社のうち，11月までに報告書を提出したのはわずか 500社弱で，12月半ばでも約 1100

社にとどまっていて，他社を参考にして記載内容を決めようとする「横ならび意識」が透けてみえると指

摘している．

明田（2018）は今後に向けた提言としてつぎのように述べている．

企業と運用会社は建設的な対話の第一歩として資本コストの水準について合意形成をすべきである。今回の改

訂で資本コストという言葉が導入されたことから、多くの企業が資本コストをどのように計算し、どのように

開示すべきかを悩み、業界専門家に問い合わせが相次いでいると聞く。しかし、資本コストは別名が「投資家

の要求収益率」であることからも分かるように、筋論としては投資家が企業に提示すべきものだ。運用会社が

第三者的に企業に問いただすだけというのはおかしい。資本コスト推計は実際には競合他社比較や資本構成調

整などを伴う極めて専門的かつアート的な要素を含むことからも、運用会社がその専門知識を活かして企業の

資本コスト推計を支援すべきである。

「筋論としては（資本コストは）投資家が企業に提示すべきものだ」という指摘は資本コスト概念の本質

を突いている．「運用会社がその専門知識を活かして企業の資本コスト推計を支援すべき」という明田

（2018）の提言は「投資家と企業」の対話のあり方に一石を投じているといえよう．

ビジネス・スクールで DCFや NPVが教えられるようになって 40年ほどになる．しかし，教科書の例

題や数値例を超えて，実務に適用しようとすると複雑さがハードルとなる（Meier and Tarhan（2009））．

Jagannathan and Meier（2002，p．21）は，そもそも資本予算のテクニックがどの程度に貢献してい

るのかに疑問を呈し，つぎのように述べている．(26)

Our conjecture is that firms earn more than the cost of capital because of resources that are unique

to that firm and cannot be competed away immediately. Such firms would typically be firms of larger

size, with patents, copy rights, brand name and other protections.

また，Welch（2008，p. 424）は（NPVを含む）DCFがキャッシュ・フローの誤差に対して頑健ではな

いことを指摘している．さらに，Berkovitch and Israel（2004）が示しているように，情報の非対称性

やインセンティブの歪みなどエージェンシー問題を考慮するとき，DCFはさらに頑健ではなくなる．「投

資家と企業」の対話と並行して「実務界と学界」との対話も必要である．

(26) Jagannathan, Matsa, Meier, and Tarhan（2016）は，資本市場へのアクセスを十分に確保している企業が財務的な資本コス

トの 2倍に当たる割引率を用いている理由について，有能な経営陣や人材が限られていることをあげている．高い割引率を用いるこ

とにより，足下，NPVがプラスの投資機会を見送ることになるのだが，将来に現れるより有望な投資機会に備えることができる．
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Stulz, René M., 1999, What’s wrong with modern capital budgeting? Financial Practice and Education

Fall/Winter, 5–9.

Titman, Sheridan, and John H. Martin, 2007, Valuation: The art and science of corporate investment

decisions (Addison-Wesley, Reading, MA).

Welch, Ivo, 2008, Corporate Finance: An Introduction (Prentice-Hall, Englewood Cliffs, NJ).

Weston, J. Fred, and Nai-fu Chen, 1980, A note on capital budgeting and the three Rs, Financial Manage-

ment 9 (1), 12–13.

Womack, Kent L., and Ying Zhang, 2005, Core finance trends in the top MBA programs in 2005, Working

Paper, Tuck School of Business at Dartmouth College.

福知山公立大学研究紀要(2019)

- 90 -



 

 

 

                                                               

平成の大合併と地方交付税改革 

―福知山市の 1市 3町の合併を研究事例として― 

 

The Grate merger of Heisei And Reform of local allocation tax 

 

 

野田 勝康 

Katsuyasu Noda 

 

要旨 

 高齢化と人口減少社会が到来し、広域化と多様化する社会環境の変化の中で基礎自

治体が抱える課題解決に向け、平成の大合併が推し進められた。しかし、そこには国

の財政的事情については述べられていない。交付税特別会計（交付税及び譲与税配当

金特別会計）が国の「裏赤字」との指摘を受け、抜本的な改革が必要とされていた。

本稿は、平成の大合併の推進根拠として、この交付税特別会計の一大改革がその根底

にあった事を論述することにある。 

国も地方も財政状況は悪化の一途を辿っている。地方の発展なくして国の発展はな

い。国と地方が危機意識を共有し、いかに相互信頼を構築できるかが、この財政的危

機を乗り越える大きなカギと言える。 

 

キーワード：交付税特別会計、地方分権一括法、三位一体改革、明治の大合併 

   昭和の大合併、平成の大合併、国家公務員、地方公務員 

 

Keyword： Allocation tax special account , modal decentralization lumping,  

trinity reform､grate merger of Meiji､grate merger of Showa, 

 grate merger of Heisei, government officer､local government officer  

 

１ はじめに 

本稿は、福知山市の 1 市 3 町の合併（平成 18 年 1 月 1 日）(1)を事例として取り上

                                                   
（1）平成 15 年 4 月 1 日に、福知山市、三和町、夜久野町、大江町による合併協議会が設置され、小
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げ、平成の大合併が、国の「交付税特別会計」の赤字縮減策（借入残高の縮減）の大

きい要因であったことを述べる事にある。 

市町村合併については、現行の地方自治法第 7 条(2)に詳細な規定が述べられている。

我が国は、戦前の大日本帝国憲法下での明治の大合併と、戦後の地方自治の民主化に

向けた昭和の大合併と言う 2 つの合併を経て、平成の大合併を迎える。これら２つの

合併と平成の大合併とは、その趣旨や目的、さらには合併手法が大きく異なっている。 

平成の大合併の理論的背景には「地方分権一括法（地方分権の推進を図るための関

係法令 1997 年）」とその財源措置を目的とした「三位一体改革」がある。 

地方分権一括法の基本理念は、地方の行政力を強化し、自治体の自由裁量を高める

ことにある。一方、地方分権を推進するには、地方の財政力を高めなければならない。

そのためには国と地方の財源（国税と地方税）を組み替える事が必要で、平成 14 年

（2002 年）に「骨太の方針」が打出され、平成 17 年（2005 年）12 月に小泉内閣に

おいて三位一体改革が閣議決定された。 

地方分権は「地方の自主権限の拡大」であり、「三位一体改革」は、その財政的実

現手段と言える。しかもこれらを一体的に推し進める事が、地方自治体にとって必要

であると、国は説明した。特に財政力の弱い町村は、合併によって強く大きくならな

ければ、分権型の自治体を構築することは難しい。この整合性のとれた理論の基で取

り組まれたのが平成の大合併である。 

平成の大合併は地方分権一括法と三位一体改革を理論的背景として、合併自治体へ

の支援施策を推進して行く。その結果平成 11 年（1999 年）と平成 28 年（2016 年）

の「市町村」数を比較すると、3,229 から 1,718 と大きく合併が進み、約半減する結

果となった。特に財政力の弱い「村・町」に限って言えば、2,558 から 927 となり約

3 分の 1 に近い数字にまで激減し、合併が進んだことを物語っている。 

上記の数字を見る限り、国の目標とした合併が達成できたのではないだろうか。本

稿では、この「平成の大合併」に至る社会的背景を論じつつ、本件合併に対する国の

ねらいを明らかにしていきたい。また、「平成の大合併」と「地方交付税」の関係に

触れ、論述することとした。 

 

 

                                                                                                                                           
委員会で各項目の協議が行われ、平成 17 年 3 月 30 日に京都府に「合併（編入合併）」の申請を

行い、翌平成 18 年 1 月 1 日新市の福知山市が誕生した。 
（2）地方自治法第 7 条第 1 項に「 市町村の廃置分合又は市町村の境界変更は、関係市町村の申請に

基き、都道府県知事が当該都道府県の議会の議決を経てこれを定め、直ちにその旨を総務大臣に

届け出なければならない」とあり、第 1 項から第 6 項までに詳細な合併に関する条文が述べら

れている。 
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２ 明治の大合併と昭和の大合併の歴史的位置付け 

我が国は、平成の大合併以前に、明治の大合併と昭和の大合併と言う、二つの合併

を経験している。本節では、これら 2 つの合併の目的や合併手法を整理し、その歴史

的位置づけについて論述する。 

 

２.１ 明治の大合併の歴史的意義 

明治の大合併までの地方の行政基盤は、江戸時代以前からの自然発生的な集落、つ

まり、住民が農業や漁業等を営み、日々の生活を維持するための共同体として存在し

ていたものが、そのまま町や村と言った形で引き継がれたものである。 

当時の町村を人口規模と町村数でみれば、明治の大合併の状況を把握することがで

きる。明治 21 年（1888 年）12 月末における我が国の人口は 3,883 万 3,415 人で同

年 12 月末の全国の町村数は 71,314(3)である。単純に 1 町村当たりの人口に直すと、

その数は約 545 人となる。この数字を見る限り、1 つの単独の町村で、現在のような

地方行政を行っていくことは不可能と言わざるを得ない。 

国においては、明治 11 年（1878 年）7 月に、「群区町村編成法」、明治 13 年（1880

年）4 月には「区町村会法」が公布され、国と地方の関係の整備を進めている。その

後、明治 21 年（1888 年）2 月の「市制町村制」の公布や、明治 23 年（1890 年）5

月の「府県制群制」の公布となって、一気に国と地方の枠組みの整備が進められた。

つまり、明治の大合併は、法律の制定に基づき国主導で進められたものである。これ

ら法整備によって、明治 21 年（1888 年）12 月末時点の全国の町村数は 71,314 であ

ったが、明治 22 年（1889 年）12 月末には 15,859 にまで減少している。1 年間と言

う短期間でこのような合併が進み、地方の町村の整理・統合が進んだことは、法律に

基づいた国主導のものであったことは明らかである。その減少率は 77.8％であった。 

明治維新後の我が国は、近代国家としてこの地方の基盤整備が急務であった。その

為には、一刻の猶予もなく、中央集権的国家体制を構築しなければならない。明治の

大合併は、地方の住民の生活や福祉の向上と言う以前に、国と地方の関係を根本から

再整備し近代国家を築く礎となるべく、合併を推し進めて行ったと言える。この様に、

明治の大合併は法律に基づき、例外なく地方が国に従わざるを得ない中で進められた

ものである。 

明治の大合併は、近代国家の形成を図るため、その基盤となる地方における行政単

位能力（人的、財政的）を強化する必要からきたものである。それは、国の国家形成

とも関係が深い。民主主義に基づく「国会の開設」、国家の根幹をなす「憲法の制定」、

                                                   
（3）「古川哲明」2005 年 「明治の大合併と戦後地方自治の民主化」東京図書出版会 
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さらには国家としての「代議制」等を整えるうえで、地方の行政単位の整備が求めら

れていた。 

国と地方の関係を整備し、近代国家「日本」をつくりあげる必要性がそこにあった。

明治 21 年（1888 年）4 月公布の「市制町村制」により、国が抱える膨大な事務を地

方に分任し民主主義の近代国家をつくりあげることになる。 

近代的地方自治制度である「市制町村制」の施行に伴い、行政上の目的（教育、徴

税、土木、救済、戸籍の事務処理等）に合った規模として、町村単位（江戸時代から

引き継がれた自然集落）の隔たりをなくすために、町村合併標準提示(4)に基づき、約

300～500 戸（1500 人～3000 人）を標準規模として全国的に行われた｡ 

＊明治の大合併前後の国と地方の法的整備 

明治 4 年（1871 年）  4 月      戸籍法公布 

明治 11 年（1878 年） 7 月      郡区町村編制法公布 

明治 13 年（1880 年） 4 月      区町村会法公布 

明治 14 年（1881 年）10 月      国会開設詔書発布    10 月  国会開設詔書発布 

明治 21 年（1888 年） 2 月      町村制市制講究会山縣有朋演達 

同 年         4 月 市制町村制公布 

同  年               6 月      内閣府大臣訓令第 352 号発付 

 

 

 

明治 22 年（1889 年） 2 月      大日本帝国憲法発布 

同 年              4 月      市制町村制施行 

明治 23 年（1890 年） 5 月      府県制郡制公布 

同 年              7 月      第 1 回衆議院議員総選挙 

同 年             11 月      第 1 回帝国議会開院 

        （大日本帝国憲法施行）  

総務省 「市長村数の変遷と明治・昭和の大合併の特徴」より筆者一覧作成 

 

２.２ 昭和の大合併の目指したものは何か 

 明治の大合併以後、我が国は約 57 年間、軍事体制下にあり、昭和 20 年（1945 年）

8 月 15 日に終戦を迎える｡では、昭和の大合併は何を目指し、その合併手法はどのよ

                                                   
（4） 明治 21 年 6 月 13 日内務大臣訓令第 352 号 

福知山公立大学研究紀要(2019)

- 94 -



 

 

 

うなものであったかを整理しておく。 

  戦後、新制中学校の設置管理、市町村消防や自治体警察の創設の事務、社会福祉、

保健衛生関係等が新しい市町村の事務とされた。そのような中、行政事務をより効率

的に処理する必要が生じ、昭和 28 年の「町村合併促進法」（第 3 条「町村はおおむね

8,000 人以上の住民を有すること」）及びこれに続く昭和 31 年の「新市町村建設促進

法」や、「町村合併促進基本計画」（昭 28 年（1953 年）10 月 30 日 閣議決定）が制

定された。約 8,000 人という数字は、新制中学校 1 校を効率的に設置管理していくた

めに必要な単位基準で、昭和 28 年（1953 年）から昭和 36 年（1961 年）までに、市

町村数はほぼ 3 分の 1 に減少した。 

  明治 22 年（1889 年）に大日本帝国憲法が発布され、近代国家に向けた国と地方の

関係が整備されたが､この大日本帝国憲法には「地方自治」に関する規定が設けられ

ていない。また、戦前における知事の選任は、「官選(5)」によるもので、地方長官（府

県知事・北海道庁長官・東京都長官）と呼ばれていた。このことから考えても、戦前

の地方と国の関係は、従属的であったと言える。この点、戦後においては、地方の自

治に重きを置き、知事の選任においても住民の直接投票によって選挙する「公選制」

が導入されている。昭和の大合併は、明治の大合併と比べ、「地方への権限の委譲」

と「地方自治」を目指したものと言える。 

昭和の大合併で注目すべきは、地方の財源を充実することにあった。占領軍主導の

地方行政改革の中で、①地方税の整理、②補助金の廃止、③平衡交付金制度（後の地

方交付税制度）の導入、④地方財政委員会制度(6)の創設等が注目される点として挙げ

られる。 

昭和の大合併の実現手法を明治の大合併と比較した場合、明治の大合併は法律に基

づき、国主導で国と地方の近代化を推し進めて行ったが、昭和の大合併において中心

的存在となったのは、「全国町村会」と「全国町村議会議長会」である。つまり、国

の合併促進策に先立って、地方六団体が国から地方への財源配分の強化を求めて活動

した点が、昭和の大合併の大きな特徴と言える。 

国は、このような町村側の活発な動きを理解しつつ、合併を推し進めて行った。こ

の地方主導の動きを物語るように、昭和 28 年（1953 年）9 月 1 日「町村合併促進法」

が｢議員立法｣で制定された。 

                                                   
（5）当時の知事は内務省の官僚で国家公務員である。 
（6）地方財政委員会（第一期）は、1948 年（昭和 23 年）1 月 7 日、内務省の廃止[1]に伴い、地方

財政委員会法（昭和 22 年法律第 155 号）に基づいて、内閣に設置された合議制の機関である。

地方財政委員会（第二期）は、1950 年（昭和 25 年）5 月 30 日、地方財政委員会設置法（昭和

25 年法律第 210 号）に基づいて、地方自治庁からその事務の一部を引き継ぎ、総理府に置かれ

た合議制の行政機関である。 
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明治の大合併と昭和の大合併は、目指す合併の実現手段が国主導か地方からの強い

働きかけによるものかと言った点で違いがある。確かに地方主導と言える動きであっ

ても、国が大きく関与し、リード的役割を演じたことは言うまでもない。しかし、明

治の合併と異なる点は、国の押し付けでなく、終始、地方の要求に理解を示し、協力

する体制をとり続けて行った点が、大きな違いと言える。 

明治の大合併では、明治 21 年（1888 年）12 月末から僅か 1 年足らずで、全国の

町村数が 71,314 から、15,859 に減少している。しかし、昭和の大合併は、時限立法

である町村合併促進法の基で、約3年間（昭和28年(1953年)10月から昭和31年（1956

年）9 月）をかけて市町村数は 9,868 から 3,975 へと 6,000 近く減ったものの、その

後引き続き、約5年間でさらに500程度の減少を見ることになる。この経過を見ても、

国は地方の多様性に配慮しつつ、協力的に支援を行い昭和の大合併を推し進めて行っ

たことが覗える。 

＊昭和の大合併に至る関係法令 

昭和 22 年（1947 年） 8 月 地方自治法施行（1947 年 5 月 3 日 法律第 67 号） 

昭和 28 年（1953 年）10 月 町村合併促進法施行（1953 年 10 月 1 日法律第 258 号） 

昭和 31 年（1956 年） 4 月 新市町村建設促進法施行（1956 年 6 月 30 日法律第 164 号） 

昭和 31 年（1956 年） 9 月 町村合併促進法失効（1956 年 9 月 30 日） 

 

 

昭和 36 年（1961 年） 6 月 新市町村建設促進法一部失効 

昭和 37 年（1962 年）10 月 市の合併の特例に関する法律施行 

（昭和 37 年 5 月 10 日 法律第 118 号） 

昭和 40 年（1965 年） 4 月 市町村の合併の特例に関する法律施行 

（昭和 40 年 3 月 29 日 法律第 6 号） 

昭和 41 年（1966 年） 4 月 市町村の合併の特例に関する法律の一部を改正する法律施行 

（昭和 50 年 3 月 28 日 法律第 5 号） 

昭和 51 年（1976 年） 4 月 市町村の合併の特例に関する法律の一部を改正する法律施行 

（昭和 60 年 3 月 30 日 法律第 14 号） 

 

以上の様な法整備の中で、昭和 28 年（1953 年）から昭和 36 年（1961 年）までに、

市町村数はほぼ 3 分の 1 になる。詳細は図表１に示すとおりである。 
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３ 平成の大合併の検証と分析 

３.１ 平成の大合併に至る社会的背景 

平成の大合併の検証と分析を行うに当り、その社会的背景について論述しておく。

全国的に高齢化が進行する中で、生産年齢人口の減少が予測されていた。我が国の総

人口も平成 22 年（2010 年）の 1 億 2,806 万人をピークにその後は、減少に転じると

「国立社会保障・人口問題研究所」は推計している。合計特殊出生率(7)が 2.07 であれ

ば人口は横ばいを示し、これを上回れば自然増、下回れば自然減と言われているが、

平成 28 年（2016 年）の特殊出生率は 1.44 で、この数値を基に判断すると、我が国

の今後の人口は図表 2 の様に推移すると言われている。 

                                                   
（7）人口統計上の指標で、一人の女性が出産可能とされる 15 歳から 49 歳までに産む子供の数の平

均を示す。この指標によって異なる時代、集団間の出生による人口の自然増減を比較・評価でき

る。 

図表 1 明治の大合併と昭和の大合併による市町村数の変遷 

（注）総務省 http://www.soumu.go.jp/gapei/gapei2.html より筆者作成 
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（注）国土交通省が、2010 年以前は総務省「国勢調査」、同「平成 22 年国勢調査人口等基本集計」、

国土庁「日本列島における人口分布の長期時系列分析」（1974 年）、2015 年以降は国立社会

保障・人口問題研究所「日本の将来推計人口（2012 年 1 月推計）より作成した資料を引用 

 

我が国の人口減少社会の到来もさることながら、特筆すべきは高齢化率の急速な上

昇にある。人口が減少し東京一極集中化が進めば、地方においては、人口減少と高齢

化が同時に進行していく事が予測される。 

 結果的に高齢者を支える生産年齢人口が減少し、保険・医療、福祉と言った社会保

障の急激な需要の増加を、減少する生産年齢の国民が支えて行かなければならない。

この社会保障制度を、効率的、安定的に継続性を持って実現できる体制づくりが必要

であると国は各自治体に説明し、市町村合併を進める一つの大きな要因とした。 

 次に、国が地方自治体に投げかけたのは、「多様化する住民ニーズ」に如何に対応

していくかと言う課題である。地域住民の価値観が多様化し、技術革新が進めば、住

民が市町村行政に求める行政サービスも多様化・高度化していくことは事実であろう。

そこで、より専門的で高度な知識・能力を有する職員の育成や確保の問題から、現状

の町村規模では専門職員の採用や確保が困難となってきていると言う。その解決策と

して、市町村合併により、有資格者や専門職員を確保し、質の高い行政サービスを提

供できる体制をつくることを平成の大合併のもう一つの柱とした。 

 更に、住民の日常生活圏の拡大がある。確かに、電話やファクシミリに始まり、近

年では、パソコンやスマートホン等、通信手段の多様化が急速に進んできた。その結

果、通勤、通学、買い物、医療等、地域住民の日常生活や社会生活の範囲は、市町村

の区域を大きく超え、広域化してきていると言ってよい。その様な広域化に合わせた

「まちづくり」が当然必要になる。我が国においては、高度成長期に交通・情報通信

手段の飛躍的な発展があったにも関わらず、昭和の大合併以降、市町村数に大きな変

化がないことから、市町村の広域化が必要であると言われてきた。 

図表 2 日本の将来人口の予測 
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 以上の様に、我が国の社会環境が変化する中で、国は市町村合併の必要性を地方に

説明し、合併を推し進めようとした。 

  

３.２ 国が主張する平成の大合併の理論的根拠 

先に述べた社会環境の変化に対応した地方自治体を構築するための理論的根拠に

「地方分権一括法」と「三位一体改革」がある。 

 地方分権一括法のコンセプトは、地方分権であるが、この地方分権一括法は、平成

11 年（1999 年）7 月に成立し、平成 12 年（2000 年）4 月から施行されている。そ

れは、合計 475 本の関連法案からなる。その立法趣旨は、地方の力を強くすることに

よって、先に述べた、「少子高齢化社会」や「多様化する住民ニーズ」、「住民の日常

生活圏の広域化」等の地方自治体の多くの課題解決に向け、地方の自主裁量を高め、

逆に国の管理を少なくすべきであると言うものである。つまり、昭和の大合併以降の

社会的背景の変遷から生じた、これら諸課題を解決するための法的整備が地方分権一

括法と言える。 

一方、三位一体改革とは、次の３つのことを同時に行うことによって、地方分権・

地方の自立を、財政的側面から支援していこうというものである。 

① 国から地方への補助負担金の削減 

② 地方交付税（国税のうち、地方に格差是正のため配分される税金）の抑制 

③ ①及び②によって減少する地方財源を補完するための税源移譲 

以上が、三位一体改革の財政構造の骨格である。 

①の補助負担金の改革とは、これまで補助負担金を得るため、地方が国に従属的 

になっていた面があった。たとえば公共工事の補助金を得るため、地方から国会議員

や中央省庁への陳情が繰り返される事などが一つの事例である。そのため、国の補助

負担金を削減し、別の形で地方が自由に使える財源の仕組みづくりが必要と考えた。

②の地方交付税の抑制とは、地方交付税として国から地方に廻る税金は、所得税・法

人税・消費税・酒税・たばこ税（平成 27 年度（2015 年）まで）が原資となっている。

しかし、国を通して地方に廻るというのではなく、国の予算はできるだけ国の政策と

して使うべきで、地方が一方的に税金だけが貰えるという図式は、地方の自立を妨げ

ていると言う。そこで、この地方交付税を削減する代わりに、地方が独自に税金を取

れる構造に組み替えようとするものである。次に③の税源移譲についてであるが、先

の①や②で減らした国から地方への資金・税金の代わりに、国税だったものを地方税

にし、地方の自主財源にする。そうすることで、地方が独自の判断で様々な事業を行

えるようにするものである。こうして、国の直接的・間接的な財政関与、平易な言い

方をすれば、国の「口出し」を少なくし、地方の自立を促し地方自治を実効的なもの
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にすることが、三位一体改革の趣旨である。（三位一体改革については末尾注釈「１」

参照） 

平成の大合併は、社会環境が大きく変わって行く中で、地方の自治の裁量権を拡大

（地方分権）させることによって、多くの課題を解決して行こうとするものであり、

その財政的な裏づけとして「三位一体改革」があった。この様な国の政策にのっとり、

平成の大合併が推し進められてきたが、その結果、図表３の様に合併が大きく進んだ

と言える。もちろんこの平成の大合併が進んだ理由として、「合併特例債」と言う起

債による財源措置が大きく影響している。この起債は事業費の 95％に充当でき、償

還には国の普通交付税が 70％給付される極めて有利な起債である。多くの合併自治

体は、この合併特例債によって、これまで財源措置が困難であったハード事業を実現

することができた。つまり、地方自治体に合併のインセンティブを高めるための大き

な推進施策と言える。ただ、この起債の前倒し的発行により、自治体の中には普通交

付税の国からの支援措置があるにも関わらず、財政的に窮地に至るところも目に付く。 

平成 11 年（1999 年） 4 月の「地方分権の推進を図るための関係法律の整備等に

関する法律一部施行」以降、平成 18 年（2006 年） 3 月の「市町村の合併の特例に

関する法律」の経過措置終了迄の間に、町村については、2,558（町：1990、村：568）

から 1044（町：846、村 198）へと約半減する結果となった。逆に市においては、671

市から 777 市へと増加している。 

 

（注）総務省 http://www.soumu.go.jp/gapei/gapei2.html 資料より筆者作成 

 

図表 3 平成の大合併による市町村数の変遷 
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４ 国の交付税特別会計に対する財政健全化への取り組み 

前節で述べた、国の言う平成の大合併の理論的根拠は理解できる。しかし、社会的

背景の変遷に対応した地方行政の在り方について、果たして、地方の自治、つまり住

民のための合併であったかと言うと、必ずしもそうではなかったと筆者は考える。理

由として、その背景にある国の財政的課題と言う問題点を見逃す訳にはいかない。 

 

４.１ 国の交付税特別会計の財政状況について 

我が国の地方行政に対する基本的な考え方は、自治体が住民の生活のために保障し

なければならないとされる最低限度の生活環境を平準化することにある。つまり、自

主財源が豊かで財政力のある自治体もそうでない自治体も、住民に対する行政サービ

スを一定水準に維持する目的で、「地方交付税制度（昭和 29 年（1954 年）法制化）」

が創設され今日に至っている。 

戦後の高度成長期やバブル期においては、地方交付税の財源となる、所得税、酒税、

法人税、消費税、たばこ税（たばこ税は平成 27 年（2015 年）からは除外）の国税５

税が潤沢にあり、国も各自治体への交付金額（基準財政需要額－基準財政収入額の差

額）を、交付税特別会計自らが借入をすることなく地方に交付することができた。 

（注）総務省「地方財政統計年報」会計検査院「検査報告」（各年度）等より編集引用 

尚、交付税特会借入残高は 2017 年度末見込額まで公表。臨時財政対策債残高は

2015 年度末実績まで公表 

 

図表 4 臨時財政対策債残高と交付税特別会計借入残高の推移 
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しかし、図表４でみるとおり、平成 3 年（1991 年）から平成 17 年（2005 年）ま

で、国の交付税特別会計の借入残高は一貫して増加している(8)。高度成長期の終焉に

より、国は、財源となる「所得税及び法人税の 33.1％」、「酒税の 50％」、「消費税の

22.3％」、「地方法人税の全額」(9)（平成 27 年（2015 年）現在）の合計額では、地方

への交付額を補う事が出来なくなってきた。 

交付税特別会計は「国の裏赤字」と言われ、地方への交付額を借入金なしでは行う

事が出来なくなり、何らかの改革を迫られていた。 

 

４.２ 臨時財政対策債の役割 

国の借金は増加する一方で、交付税特別会計も借入金を行わずして各地方自治体に

交付額を交付することができない状態に立ち至っていた。この借入残高は平成 3 年

（1991 年）から増加し始め、平成 17 年（2005 年）時点では約 30 兆円にも達してい

た。そこで、国は普通交付税の交付額が不足する場合でも、特に不足する原資を補て

んせず、交付額が不足した状態のまま地方公共団体に交付することとしたが、この状

態では地方財政は成り立たない。そこで、平成 13 年（2001 年）から平成 15 年（2003

年）までの 3 か年の臨時的措置として導入されたのが「臨時財政対策債」である。し

かし、交付税特別会計の財政状況の改善が見られない事から、現在に至るまでその措

置は延長されている。 

確かに「臨時財政対策債」は国の借入ではなく、各地方公共団体の借入となるが、

実質的には元利償還金の全額が後年度の普通方交付税に算入されるため、普通交付税

の代替財源とみてよい。総務省が毎年度実施する「地方財政状況調査（決算統計）」

においても、普通交付税と同様に一般財源として取り扱われている。 

 図表４で明らかな様に、平成 13 年（2001 年）からの臨時財政対策債の発行により、

交付税特別会計の借入残高の増加は抑制され、平成 18 年（2006 年）以降は逓減傾向

となっている。しかし、交付税特別会計の借入残高と臨時財政対策債の合計（国と地

方の借入合計）は一貫して上昇している。しかも、この臨時財政対策債は、単なる国

の交付税特別会計の赤字を地方に振り替えただけで、国と地方の借入合計の根本的な

改善策とはなっていない。この様な制度を導入すること自体、地方自治体の財政調整

機能を担ってきた地方交付税制度が機能不全に陥っていると言える。 

地方自治体における借入金の状況は、図表 5 に示す通りで、地方自治体の借入金に

                                                   
（8）国債の異常累積と地方交付税特別会計の「隠れ借金」：鈴木 純義 2016 年 3 月 
（9）地方交付税交付金の財源は、平成元年時点では、所得税、法人税、酒税、消費税、たばこ税 

の 5 税であったが、平成 26 年度から、たばこ税を除外し、地方法人税に変更し現在に至っ 

ている。 
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占める臨時財政対策債の残高は増加する一方となっている。臨時財政対策債の活用は、

交付税特別会計の借入残高の削減には効果があったが、基本的には地方への債務の一

時的な付け替えに過ぎず、根本的な解決策とはなっていない。交付税原資の総額より

地方財政の財源不足額が大きい現状を打開するためには、臨時財政対策債と言った不

足財源の地方への移転ではなく、地方交付税そのものの「交付額の縮減」が必要であ

った。 

 

(注) 総務省 http://www.soumu.go.jp/gapei/pdf/gapei_100607_2.pdf より引用 

 

４.３ 平成の大合併が交付税特別会計に及ぼす影響 

平成の大合併の社会的背景については、既に論述している。しかし、国の説明では、

平成の大合併が、交付税特別会計の借入金残高の縮減にどの様に影響するかについて

は述べられていない(10)。あくまでも、少子高齢化や広域圏対策、更には地方自治体の

行政能力の向上等が理由とされ、それを理論づけるものとして、地方分権一括法と三

位一体改革があった。筆者は、この平成の大合併の国のねらいは、「交付税特別会計

の一大改革」が一つの大きな要因であると考えている。この一大改革の必要性を抜き

に平成の大合併を論じる事は出来ない。 

平成の大合併による、普通交付税の縮減の構図は図表６を見れば明らかである。 

本図表から平成の大合併による特例措置の期間における、合併自治体への普通交付税

の交付額が、段階的に縮減されていくことが理解できる。 

 

 

                                                   
（10）総務省「『平成の合併』について」の公表（平成 22 年 3 月 5 日） 

図表 5 地方財政に占める臨時財政対策債と地方債の残高推移 
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総務省 http://www.soumu.go.jp/gapei/pdf/gapei_100607_2.pdf 資料を基に編集作成 

 

合併後 10 年間は、国から交付されていた普通交付税の合算金額（合併算定替）を、

合併後の自治体も受け取ることができる(11)。しかし、合併後 10 年目以降は、段階的

に図表６の様に、5 年間をかけて普通交付税は毎年縮減されていく。16 年後には、合

併自治体を「大きな一つの自治体」として、普通交付税が交付される（一本算定）。

この縮減期が終わるまでに、各自治体は「職員数」の削減や「重複建物の整理統合」

等を行い、より効率的な新しい自治体を形成し、普通交付税の縮減に対応できる自治

体につくり変えると言うのが、平成の大合併の構図である。 

筆者は、社会的背景を示す中で、三位一体改革や地方分権一括法により、理論的に

整合の取れたこの施策について、何故、「国の財政的課題（台所事情）」に対する説明

がなかったのか理解できない。福知山市の 1 市 3 町の合併を、「京都府の指導の基で

推し進めていった」当時の執行部、京都府の動きを見るにつけ、現場を通して「福知

山市の１市３町の合併」の中を歩いてきた者として、この平成の大合併が国の地方交

付税改革の一つの大きな要因であったことを明らかにしておく必要を感じていた。 

 国は一般会計の「裏赤字」との批判をかわすために、「臨時財政対策債」と言った、

単なる普通交付税の交付の先送り措置を講じた。加えて、この平成の大合併による普

通交付税の削減のねらいを見ることができる。 

あくまでも予想数字であるが、全国の合併自治体が「合併算定替」から「一本算定」

                                                   
（11） 「合併算定替の地方交付税＞一本算定」となる自治体が殆どであるが、もし、逆の場合が生ず

れば、合併自治体は交付金額の大きい方を選択できる。但し、地方公共団体は、その規模の大

小にかかわらず、一定数の組織を持つ必要がある。行政事務に関しては、一般的に「規模の経

済」、つまりスケールメリットが働き、規模が大きくなる程、測定単位当たりの経費が割安に

なる事から、合併算定替の地方交付税の交付金額は一本算定より大きくなる。 

図表 6 合併算定替の普通交付税交付金の推移 
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に完全に移行することによる普通交付税の縮減総額は年間約9,000億円と言われてい

る(12)。平成 13 年（2001 年）に導入された臨時財政対策債の発行によって、平成 18

年（2006 年）以降、交付税特別会計の借入残高は縮減傾向にあるが、平成の大合併

によって将来全ての合併自治体が一本算定に移行すれば、国の普通交付税の交付額は

さらに大きく縮減して行くであろう。 

 

 

 

 

 

 

 

総務省 平成 30年度地方交付税関係資料より筆者作成 

 

普通交付税の算定には、地方自治体の基準財政需要額が影響する。高齢化の進行や

扶助費の増加が進む中、人口減少社会を迎え市税の落ち込みが予測される。今後、全

ての合併自治体が完全一本算定に移行すれば、平成 25 年（2013 年）時点では約 9,000

億円の普通交付税が縮減されると、日本政策投資銀行は予測している。しかし、図表

7 で示す様に、各年度の基準財政需要額に増減はあるが、平成 20 年（2008 年）度を

ゼロベースとして考えた場合、平成 20 年（2008 年）度と平成 30 年（2018 年）度を

比較すると、実に約 2 兆 4 千億円近い基準財政需要額の増加となっている。 

これだけ多額の基準財政需要額が増加すれば、合併算定替と一本算定の双方におけ

る普通交付税交付金の増加が当然予測される。しかし、合併算定替えの交付額の増加

に比べ、一本算定の交付額の増加は逓減されるので、合併算定替えと一本算定との差

額は、平成 25年（2013年）時点の日本政策投資銀行の推計総額である約 9,000億円

                                                   
（12）日本政策投資銀行「合併市町村が直面する財政上の課題」2013 年 

図表 7 基準財政需要額の各年度の増減と累計額の推移 
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をはるかに超えていく事が予見できる。 

本節において、一般論として合併による普通交付税の縮減構造を論じた。次節では、

福知山市の 1 市 3 町と兵庫県篠山市の事例を取り上げ、合併により合併算定替えから

一本算定に移行することによって、どれ程の普通交付税の縮減額になるのか、「決算

ベース」で明らかにすることとした。 

 

５ 福知山市の 1市 3町と兵庫県篠山市の４町の合併を検証する 

 ５.１ 合併前後における福知山市と 3町の財政状況 

５.１.１ 平成 17年度における旧福知山市と旧 3町の一般会計歳入区分 

合併前の旧大江町・旧三和町・旧夜久野町の 3 町の「平成 17 年（2005 年）度一般

会計打切り決算(13)」における歳入区分をみることにする。 

             

 

（注）12 月末打切り決算のため臨時財政対策債の発行はない。（福知山市財政課資料よ 

り筆者作成） 

図表 8 のグラフは旧 3 町の歳入区分を示しているが、地方交付税の占める割合は、

図表 9 の旧福知山市と比較すると格段に高くなっている。旧 3 町の地方交付税が一般

                                                   
（13）合併により消滅した地方公共団体の収支は、消滅の日をもってこれを打ち切り、決算を行うこ

ととなる（地方自治法施行令第５条第２項） 

図表 8 合併前の旧 3 町の一般会計歳入区分 
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会計の歳入全体に占める割合は、財政内容が比較的安定していたと思われる旧大江町

でも 43.5％、旧夜久野町に至っては、58％を超えている。旧三和町でもその割合は

51.9％に達していた。図表 9 に示す旧福知山市一般会計の地方交付税の歳入区分が

17.0％となっている事と比較すると、いかに旧 3 町が地方交付税に依存していたかが

分かる。 

 

 国からすれば、この様な地方交付税の依存度の高い旧 3 町と旧福知山市との合併を

推し進め、将来の一本算定を視野に入れ、地方交付税の縮減を進めようと考えるのは、

交付税特別会計の現状からしてむしろ当然と言えるだろう。 

 ここで、平成 19 年（2007 年）度の合併後の一般会計決算における新福知山市の歳

入区分を見ることにする。 

 

５.１.２ 新福知山市の平成 19年度一般会計決算の歳入区分 

合併後の新福知山市の地方交付税は、合併算定替の特例措置により、旧 3 町と旧福

知山市の地方交付税をそのまま合算した金額（合併算定替 図表 10）である。ただ

歳入における市税の割合が高いため、地方交付税の歳入全体に占める比率は、旧福知

山市の 17％より高くなるが、歳入区分としては 25.9％に抑えられた形となっている。 

 

 

                                                                                                                         

                                      

  

 

 

 

   

図表 9 旧福知山市の一般会計歳入区分 

図表 10 新福知山市の平成 19 年度一般会計決算 
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  次項において合併後の普通交付税の交付額及び臨時財政対策債の発行額につい

て、福知山市財政課の資料に基づき、合併算定替の交付額と 1 本算定に移行した場

合を比較し、平成 27 年（2015 年）～平成 29 年（2017 年）迄の各年度の状況を一

覧的（図表 11）に表記した。 

 

５.１.３ 合併後の地方交付税の推移 

 

2017 年（決算ベース）  

福知山市財務部財政課作成資料「普通交付税等交付額推移」表より筆者編集 

 

平成 28 年（2016 年）度から福知山市は合併から 10 年を過ぎ、合併算定替の期間

が終了し、一本算定への移行時期となる。図６の普通交付税の交付額の縮減推移表に

基づけば、初年度は 10％の縮減、2 年目には 30％の縮減となり、完全実施となる６

年目には、平成 29 年度ベースで算定すると約７億 2 百万円の縮減額となる。（図表

図表 11 普通交付税等交付税額推移（普通交付税＋臨時財政対策債） 
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11 の④）（国は当初の縮減計画を平成 26 年に見直している。詳細は末尾「2」参照） 

図表 11 の「普通交付税等交付額推移」表によれば、平成 28 年度から始まる普通交

付税及び臨時財政対策債を一本算定で計算した場合の交付額は、平成 28年度で約100

億 39 百万円（図表 11 の①）、平成 29 年度で約 100 億 94 百万円（図表 11 の②）と

なる（調整率や錯誤額等を含めて計算している）。年度ごとの削減率（1 年目、10％．

2 年目、30％）に当てはめ計算すると、平成 28 年度で約 1 億 16 百万円（図表 11 の

③÷0.9－③）、平成 29 年度で約 3 億 1 百万円（図様 11 の④÷0.7－④）の縮減額と

なる。 

合併後１０年を経て普通交付税が縮減期に入り、福知山市の財政状況はかなり緊迫

した状況に立ち至っている。合併特例債の平成 29 年（2017 年）度末の未償還残高は

159.6 億円であるが、その償還に追われる一方、旧町の庁舎を「支所」として残すこ

とが、「合併協議会(14)」の決定事項となっていたため、人口一人当たりの職員数は、

非合併自治体より多くなっている。市域面積も旧福地山市の 264 ㎢から合併後は 552

㎢と拡大し、守備範囲が広がり必然的に合併後の福知山市の財政負担は大きくなった

と言える。高齢化の進行や扶助費の増加に加え、各支所の存続によって職員数の削減

も進まず一般経常経費が増加し、平成 29 年（2017 年）度決算では、経常収支比率は

97.7％(15)に達することとなった。 

 

５.２ 兵庫県篠山市を参考事例として 

我が国で新市として合併第 1 号となった「兵庫県篠山市」の事例を取り上げる。福

知山市と同様に合併算定替と一本算定の双方の普通交付税額を、篠山市行政経営課よ

り資料提供を頂いた。本市は、平成 11 年の合併であるので、以下の数字は一本算定

の完全実施の 1 年前（平成 26 年（2014 年））によるものである(16)。 

 

兵庫県篠山市における普通交付税の算定替えと一本算定の縮減額の算出 

≪一本算定完全実施直前の平成 26 年（2016 年）度の財政資料による≫ 

  基準財政需要額 

   篠山町 6,395,698 千円① 

   西紀町 2,181,600 千円② 

                                                   
（14）篠山市の様な「新設合併」の場合は、合併各町の庁舎を「支所」とする場合、「総合支所」に

近い形にすることが「合併協議会」での合意事項となる事が多い。それによって、職員数の削

減が進まない事例が多く見受けられる。 
（15）経常収支比率が 100％を超えると、基金の取り崩し等を行わないと自治体運営は困難となる。 
（16）篠山市の縮減額の算定については、基準財政需要額を基にして、合併算定替と一本算定を比較

し普通交付税額の縮減額を算出している。 
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   丹南町 4,258,020 千円③ 

   今田町 1,709,962 千円④ 

   合 計 14,545,280 千円⑤＝①＋②＋③＋④ 

   篠山市 12,793,137 千円⑥ 

差 引 1,752,143 千円（縮減額）⑦＝⑤－⑥ 

篠山市の事例を見ると、福知山市の合併と比較して合併後の「合併算定替」と「一

本算定」による普通交付税の交付金額の差額が大きくなっている。一般的に、普通交

付税の依存度が高い自治体どうしの合併の場合は、普通交付税交付金の縮減額が大き

くなる傾向にある(17)。篠山市は、その様な交付金額の大きな縮減と合併特例債の前倒

し的な発行による過大な起債償還によって、起債制限に抵触する様な事態に至り、現

市政において抜本的な行財政改革が進められている。特に「新設合併(18)」の場合、旧

町の支所を「総合支所」として残す場合が多い。その結果、職員数を適正範囲内に止

めることがかなり難しくなり、結果的に、経常経費の抑制を行う事が困難となり、経

常収支比率が 100％を超えることとなった。 

以上、福知山市の「1 市 3 町の合併」と篠山市の「４町の合併」を事例として取り

上げ、合併算定替と一本算定の縮減額を算出した。本来なら、全国の合併自治体にお

ける「合併算定替」と「一本算定」の普通交付税交付金の縮減額に関するデータ集積

を行い、総括的に論じなければならない。本論で先に述べた「日本政策投資銀行『合

併市町村が直面する財政上の課題』2013 年」が推計した平成 17 年（2005 年）の普

通交付税の縮減額約 9,000 億円を「決算数値」で確証を取ることが今後必要である。 

    

６ 結論                                

６.１ 本論の事例から得られる平成の大合併のねらいとは 

筆者が論述したかったことは、平成の合併における国のねらいが、地方交付税の縮

減施策（交付税改革）であったにも関わらず、合併自治体に何ら説明がされなかった

事である。平成 22 年（2010 年）3 月 5 日に総務省自治行政局合併推進課が行った「平

成の合併について」の公表文（平成の大合併の検証と分析）の中にも、一切この国の

地方交付税改革は謳われていない。 

本公表文では、平成の合併の背景と必要性、またそれを理論付ける「地方分権一括

                                                   
（17）普通交付税の依存度が高い自治体の合併においては、算定替え後の交付金額と基準財政需要額

を基にした一本算定の普通交付税額の縮減額は拡大する傾向にある。 
（18）合併には「新設合併」と「編入合併」がある。前者は、Ａ町とＢ町を廃してその区域をもって

Ｃ町を設置するような場合で、合併前の市町村の法人格の消滅と新たに置かれる市町村の法人

格が発生する。後者は、市町村の区域の全部若しくは一部を他の市町村に編入するケースで、

Ｄ町を廃し、その区域をＥ町に編入する場合である。 
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法」と「三位一体改革」、更には今後の課題が述べられている。本来は、「国の裏赤字」

とまで言われた交付税特別会計の普通交付税の縮減施策に触れ説明が加えられるべ

きである。確かに、「臨時財政対策債」と合併自治体の「一本算定」により、交付税

特別会計の赤字額は、今後、縮減の方向に進むであろう。 

筆者は、それによって国の財政状況の改善が進むなら喜ばしいと考える。しかし、

前述した地方交付税の依存度が高い自治体の様々な課題の解決に触れ、合併によって

財政力の弱い町村を救済するような表現が目立つことには納得ができない。福知山市

の 1 市 3 町の合併過程の中で、住民投票によりその可否を決める事態や、首長が辞任

して、住民の信任投票に至った自治体もある。一歩間違えれば、福知山市の合併は議

会で可決に至らなかったであろう。 

その様な時、地方交付税改革のねらいを明らかし、国の危機的財政状況を共有する

ことができていたとすれば、地方自治体や議会の合併への取組みは全く違ったものと

なっていたと思う。 

 

６.２ 道州制とは何だったのか 

更に言える事は「道州制」についてである。地方分権一括法が法制化し、基礎自治

体が「合併」に向かう方向性を国は示した。その後「地方分権」との整合性を取るた

めに、「道州制」の概念が示され、平成 18 年（2006 年）2 月 28 日に地方制度調査会

が区域例を発表した。例えば、近畿圏域では、「福井、滋賀、京都、大阪、兵庫、奈

良、和歌山」を一つの広域自治体とみなし、大きくて強大な権限を持った分権型の地

方自治体を構築すると叫んだ。しかし、基礎自治体の合併が進んで以降、殆どこの広

域自治体構想について議論がなされていない。 

筆者からすれば、もとより「道州制」を実現して行こうと言う動きは少なかったの

ではないかと考える。各広域自治体でも、十分な議論が行われたとは言い難い。都道

府県議会の中でも協議されるまでには至っていない。国からすれば、中央政府の権限

と財源を地方に移転することは考えもしていなっかっただろう。現在の都道府県の枠

組みの中で、基礎自治体を管理することが国にとっても最善の方法と考えているので

はないだろうか。 
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７ おわりに         

筆者は、国の平成の合併のねらいは、「地方交付税改革」にあると結論付けている。

それを当事者である「合併自治体」に何故、説明しないのか。現在、多くの合併自治

体で課題が噴出し、篠山市や泉佐野市等では、財政的に窮地に至っているところも多

い。また、多くの論者がこの「平成の大合併」についての課題を抽出し、本件に対す

る論文も数多い。 

 高齢化の進行と人口減少社会に入り国も地方も財政状況は悪化の一途を辿ってい

る。ただ、地方の発展なくして国は成り立たない。 

 国も地方も動かしているのは、「人」である。取り分け国家公務員約 28 万 5 千人（一

般職）と地方公務員約 274 万人（平成 28 年度末予算定員）の相互信頼と情報の共有

こそが、我が国の財政的課題解決のカギと言っても良い。我々は、住民であると同時

に国民であると言う「2 面性」を持っている。国の危機的財政状況を共有し、国と地

方が良好な信頼関係を構築してこそ、我が国はこの財政的危機を乗り越えるこえるこ

とができるだろう。 

 本稿では、交付税特別会計の改革が平成の大合併の大きな要因であることを論述す

るに止まらず、国と地方の相互理解と相互信頼の構築こそが如何に重要であるかを、

改めて述べておく。 

平成 31 年 1 月 
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22）総務省、2018 年、「地方交付税関係参考資料」 
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注釈「１」 

三位一体改革とは、国税から地方税への税源移譲、補助金の廃止・削減、地方交付

税の見直しを一体的に改革し、国と地方の財政関係を分権的に改めることを言う。日

本では国と地方の歳出の比率はほぼ4対 6と、行政事務が地方に多く配分されている。

しかし、国税と地方税の比率は逆に 6対4と、租税収入は国税に多く配分されている。

こうした歳出と税収のアンバランスは、補助金や交付税等の、国から地方への財源移

転によって埋め合わされている。このうち補助金は使途が限定されており、地方自治

体に裁量権はない。そこで、補助金を廃止・削減し、その代わりに国税を地方に移譲

した上で、地方交付税を見直すというのが三位一体改革の本来の趣旨である。 

しかし、平成 18 年(2006 年)度（平成の大合併の達成時期）を最終年度とし、3 年

間かけて実施された三位一体改革では、4 兆円の補助金改革と 3 兆円の税源移譲とい

う数値目標は達成されたが、地方自治体の裁量権拡大には結びつかない補助金改革で

あったと言える。しかも、3 年間での地方交付税の削減は 5 兆円にも及び、地方分権

という視点よりも国の財政再建が優先されたということができる。  

参考文献：(神野直彦 東京大学大学院経済学研究科・経済学部教授 ／ 2007 年) 

 

注釈「２」 

平成の大合併による普通交付税の特例措置として「合併算定替」による合併自治体
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への激減緩和措置が取られた。本稿で述べたが、合併後 10 年目以降については段階

的に普通交付税が縮減され、5 年目以降は完全一本算定になる構図となっている。 

しかし、平成の大合併により市域面積が拡大する等市町村の姿が大きく変化し、合

併時点で想定していたスケールメッリットが十分に発揮されず、基準財政需要額の低

減に結びつかない状況となった。そこで、平成 26 年度以降 5 年程度の期間をかけて、

当初の縮減計画の見直しを行っている。 

参考文献：（平成 30 年度「地方交付税のあらまし」一般社団法人 地方財務協会） 
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中国における農村調査研修 

-福知山公立大学での国際版 PBL 教育事例として- 

Study Training in Chinese Farming Villages:                   
As A Case of International Program of             

Problem-based Learning in The University of Fukuchiyama 

平野	 真、張	 明軍	

Makoto Hirano and Mingjun Zhang	

要旨 

	 福知山公立大学で行われている「実践教育」（PBL＝Problem-Based Learning による地

域協働型教育）の国際版として、中国の内陸部四川省の成都市近郊の農村での調査研修プロ

グラムについて報告する。中国の農村は周知のように長い間極貧に悩んでいた地域も多いが、

胡錦濤政権以降の三農（農村、農業、農民）問題対策の中で、「農家楽」をはじめとする６次

産業化政策が大きな成果を収めた。今回、大学生を引率して成都近郊農村への実地調査を行

う国際交流兼教育研究研修を実施する機会に恵まれた。本稿では、この教育研修プログラム

を通じた学生の学びを紹介しながら、調査結果を福知山市のまちづくりなどの課題に逆照射

したときにどのような学びや示唆があるかについても考察する。	

	 中国での調査において、産業と地域社会、地域の経済発展と住民の感じる幸福感との両立

という課題はどのように見えてくるか、またそのことに学生たちはどう反応するのか、中国

の学生たちとはどのような意見の相違があるのか、そうした問題意識を持ちながら、このプ

ログラムを実施した。 

キーワード: 中国、農業、農村、PBL 

Keywords: China, agriculture, farming village, PBL (Problem-Based Learning) 
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１.はじめに：中国の地域課題としての農村問題 

 

	 1990 年代以降の鄧小平氏の改革開放路線により、中国が世界の工場として工業・製造業を中心に

飛躍的に経済発展したのは誰もが知るところである。中国は 2000年代に入り、驚異的な経済発展を

遂げ、いまや世界の大国として君臨するようになった。しかし現在、約 14 億人と言われる中国の人

口の約半分は農村で暮らす農民と言われ、年収１億円以上の富裕層も 200万人以上いると言われる中

国において、依然として多くの農民は年収 30 万円にも満たない極貧にあるとも言われている。鄧小

平氏の掲げた「先富主義（先に豊かになれるものから豊かになる）」の弊害として、中国社会の中で

の格差増大が顕在化し、2000 年代の胡錦濤政権下では、いわゆる三農問題（農村、農民、農業の課

題）の克服が大きくクローズアップされてきた。 

	 中国の農村問題は、日本とは歴史的経緯も、スケール感も、大きく異なる。しかし近年における高

度経済成長を背景とした中国での農村振興は目をみはるものがあり、後述するように、日本の私たち

が学ぶべき点も非常に多いと感じる。本稿では、その中国の農村の視察と調査を国際交流・教育研究

研修プログラムの一環として企画し、地域協働型 PBL（課題解決型学習）教育のプロジェクトとして

実施した内容について述べる。このプロジェクトを通じて、日本の学生たちが何を学んだのか、また

中国との比較の中から、日本の地域問題がどのように見えてくるのか、考えてみたい。	

	 プロジェクトの狙いとしては、以下のようなテーマについて、学生たちがどのように考え感じるか、

現地調査を通じての気づきや成長を誘発することにある。	

１）日本と中国の共通課題としての農村活性化：農村の活性化は中国と日本との共通の課題でもある

が、そこで取り組み方の類似性と相違点を観察し、どのようなことが学べるのか。	

２）日本と中国の差異：グローバル化の中で新興国として産業発展してきた中国の経済成長を日本の

衰退・停滞と比較しながら、そこから引き起こされる現象の違いについても洞察を進め、どのような

ことが今後の日本にとって重要なのか。	

3）産業とまちづくり：福知山市をはじめ多くの日本の地域の活性化で問題となる産業発展/産業衰退

とまちづくりの関係性について、中国の農村や都会の事例がなにか参考にならないか。	

	 学生たちには、英語で自分たちの感じている日本の地域問題についてのスライドを作ってもらい、

それを使って中国の学生たちに対して英語で発表をしてもらうこととした。そして自分たちの感じて

いる日本の地域の抱えている課題について、中国の学生たちは何を感じるのか、日本の地域問題と中

国での地域問題との間にどのような類似性と差異があるのか、英語による討論を通じて中国の学生た
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ちの問題意識を聞くことを中国訪問の第一目標とした。プロジェクトに参加した学生たちの半数は地

域の農村からの出身者であったため、農村での過疎高齢化、人口減少問題、耕作放棄地問題、限界集

落化（社会インフラの崩壊など）について発表スライドをまとめていた。また中国の農村の活性化成

功モデルの視察に対しても、非常に大きな関心を寄せていた。 

 

２．予備調査−四川省成都における農村開発 

 

（１） 五金花農園の事業概要（平野・劉論文からの引用） 

 中国での開放政策は、当初、沿岸部の経済特区などを中心に行われ、鄧小平の「先富（先に豊かに

なれるものからどんどん豊かになれ）」優遇政策によって沿岸部と内陸部ないし都市部と農村部の経

済格差は著しく広がった。しかし、胡錦涛国家主席、温家宝首相の時代になり、取り残されてきた農

村部や内陸部の格差是正は大きな政策課題となり、「先富」政策は「共同富裕（みんなで豊かになろ

う）」政策に変わり格差の是正に向かった。そうした努力の一環として、内陸部の成都という都市の

周辺に位置する五金花農園と呼ばれる農村での驚異的な経済成長が知られている。 

平野は、10年ほど前に、当時日本の大学の博士後期課程に留学していた劉鳳氏（現・中国西南交通

大学教授）とともに、この農園の現地調査を行い、研究結果を論文化している。以下、本節ではその

論文から引用する形で、五金花農園の事業概要を紹介する。 

この行政地域は、成都という地方都市から７キロほど離れた場所に位置し、16 平方キロの領域に

広がる五つの自然村落から成るものである。もともと地質的には酸性土壌であることから通常の農業

には不利な場所であり、人々の暮しぶりは本当に貧しいものであった。しかし、この地で野菜栽培や

生花栽培を行なうことを始め、しかも「花」を核として観光や家庭菜園などの新規事業を起すことで、

この村落は飛躍的な経済発展を遂げた。「花」を核とした各種事業展開により、以前は貧しかった農

村がわずか数年のうちに数倍から十倍近い収入を得る地域として変貌していったのである。 

こうした変貌を遂げるには、当時まだ三十代であった女性村長とそのスタッフ・チームそしてこれ

らを指導する行政府による卓越した地域経営とビジネス構築によるところが大きいという。村長グル

ープは、まず事業の基礎資金に恵まれないこの地にあって、外資系企業の導入や合弁企業の形成によ

り、花卉事業としての花園形成を図った。外資系企業からは、土地の貸し付けによる資金の流入だけ

でなく、花卉事業の事業ノウハウの移入にも努めた。このような先端技術も交易の歴史もない停滞し

た内陸部の辺境の地にあって、通常は想像もつかない外資導入であるとか、合弁企業への土地の貸し

付けによる現金収入の確保といった発想を生み出すには、経営スタッフの並々ならぬ地域活性化への

意欲と行政府などによって提供される最新の経営知識が大きく作用した。基本的に資源がなく資金の

ないこの地にあって、あらゆる施策のもととなる現金収入をどうやって実現し、しかも事業の基礎と
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なる技術やノウハウまで獲得するのに、内陸部の貧しい村であっても海外との接触がヒントになると

いうことは、それまで中々得ることのできなかった発想であった。 

しかしそうした整備を行政側が整えても、当初村民はなかなかついてはいかなかったという。この

村とは別の村での話だが、行政が農民に配った新種の米を農民は種まきに使わずに食べてしまったと

いう話があるそうである。この話に例示されるように、行政の意図はなかなか一筋縄では農民には伝

わらない。そこで村長チームは、村の人々と濃密なコミュニケーションを作り上げることに注力し、

逆に村の人々の人間関係の中から、新しい事業へむけた気運を次第に盛り上げていったそうである。

ここで重要なのは、単に外資企業を誘致し、村の土地を貸与して現金収入を得ただけでなく、得た収

入により、事業展開に必要な道路などのインフラのハード面での整備のほか、税制や保証といった村

民事業を支えるソフト面での整備も行い、また村民に研修を行い、農家の老人たちにもホテル経営や

レストラン経営のノウハウを学ばせ、外資企業の作った花園の周辺に、農民自身によるホテルやレス

トランを展開し、観光事業によって農民が自立できるように仕向けていった点である。こうした施策

が功を奏して、村民は自ら事業を起こし経営する体質を身に付け、村の経済が急速に発展する基礎と

なった。 

結果的には、外資や移入した技術・知識そのものではなく、農民自身が学び試行錯誤で行ってきた

ホテルやレストラン経営が飛躍の大きなカギとなったが、そのための条件を整え基本的な地域の競争

優位性の核となったのは、外資によって実現した花園そのものであったことは明らかである。しかし、

この価値の核をもとに、村民が行政の助成などに頼らず自ら経営力を身につけ自立し、そのことが地

域経済振興のもととなったという事業過程は、実に多くのことを含蓄している。 

	 その後、五つの村は、蓮、菊、スモモ、野菜、生花といった特色を出しながら夫々に全体の「五金

花」村落を構成するようになった。それぞれの村で、菊、スモモなどといったテーマの花を決めて花

園を形成することで、季節ごとにつねにどこかの村で花が咲いているように全体設計したのである。

そして生花ビジネスだけでなく、都市部の人々への家庭菜園の提供、観光対象としてレストランやホ

テルなどの周辺ビジネスを勢力的に展開した。考えてみれば、この村落は地理的には二つの大きな国

道の間に位置しており、都市部への入り口にあるという地の利の良さから、都市へ向かう人々あるい

は都市部からの観光には適した郊外であったといえる。 

更にその後、各村にそれぞれ異なる個性の美術館を建設し、村の中に芸術家の居住地域を作ってそ

こに芸術家を呼び寄せて住んでもらい、芸術家の製作した作品を美術館で展示・販売するといったこ

とを行った。これは、更に季節に依存することなく、継続的に観光客を村に呼ぶための巧妙な仕掛け

作りといえる。こうした様々な工夫により、五金花農園には次第に全国各地から観光客が押し寄せる

ようになり、村の繁栄が導かれた。 

中国の場合、地域経済振興の基となる事業の形成には共同体全域にわたる行政の指導が欠かせない

が、一方限られた行政の力を最大限に効果に結びつけるためにも、民間の自立と私企業の育成が重要

となり、日本とはまた異なるニュアンスでの企業と地域との連携が生じているという。 
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（２） 中国および四川省の農家楽政策 

	 五金花農園の事業は、日本で言えば農工商連携や農業 6 次化による農業振興策と一脈通じるとこ

ろもある。農業だけでなく、サービス産業などと組み合わせることで、農民の事業収益を増やし、農

村の経済発展を図ろうという施策である。こうした施策は、三農問題克服の重要な政策として、いわ

ゆる「農家楽」（観光型農園）による農村の貧困脱出策として、胡錦濤政権や四川省行政府によって

重視されてきたという。 

	 展（2008）の研究によれば、1980 年代から 1990 年年代に四川省を発祥の地として自発的に農家

楽が生まれ始め、やがて全国に広がり、2000 年代には行政府の政策として積極的に推し進められる

ようになったという。2005年末で、全省での農家楽は総計約 1.7万戸に達し、約 24万人の雇用を創

出し、約 8000 万人の観光客を受け入れ、観光による収支額は約 25 億元に達したとの事である。こ

のうち成都市の農家楽は約 5000戸以上で、年間 2000万人以上の観光客を受け入れたという。2008

年には、中国全土で 1万以上の村が農家楽を経営し、300万人の農民が農家楽で貧困から脱却し、農

家楽の経営で、農家は平均数倍近い収入の増加を得ることができた。農家楽の成功の裏には、無論中

国全体の経済成長と消費の伸びがあり、1995 年に中国政府が週休２日制を制度化して以来、余暇を

旅行や娯楽で楽しもうという全国的な消費傾向が、この農家楽ブームをもたらしたとも考えられる。 

	 劉（2013）によれば、改革開放路線後の中国では観光産業を収入源の一つとして重視しており 2001

年から 2015年にかけて中国のGDPは 6.9%から 14.2%の範囲内で順調に増大し高成長を遂げている

が、さらに観光収入については、マイナスに落ち込んだ年もあるものの最大 53.5%と成長率がめざま

しく、2015年には約 3.4兆元（GDPは約 68兆元）、2016年には約 3.9兆元に達するという。2015

年の国内観光者数も約 41億人と、観光が国内の消費活動としても大きな要素になっていることがわ

かる。こうした背景の中で、農村振興策としての観光がクルーズアップされているのは理解しやすい。 

	 また桂（2010）によれば、五金花農園に関して、2004 年から 2008 年にかけて、四川省行政府は

約 1.8億元（約 27億円）を投資して、インフラ整備を行い、また農民への資金援助も積極的に行っ

たという。2004年から誘致した大企業（花卉産業など）も約 2億元の投資をおこなっているという。

そして、五金花農園開発資金は、省政府 30％、民間企業 64％、村の共有資金 2％、その他資金 4％と

いう比率であるといい、その使い道は、基盤整備 40％、社会保険 18％、民居改造補助金 22％、農業

産業補助金 11％、農民教育 9％とのことである。 

	 こうして中国における農家楽は農村を貧困から救うために大成功した事例のようにも見受けられ

るが、一方で農家楽の問題点を指摘している研究者もいる。 

	 森下（2008）は、雲南省の事例をあげ、農家楽により成功したものとそうでないものとの格差が生
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じたこと、農家楽間の競争が激化したこと、外部の農民が流入して農家楽を行うことで村の独自性が

失われる場合があることなどを挙げている。実際に、2017 年度に平野と張が国際交流プログラムの

下見に成都市の五金花農園を訪問した際には、外部の企業の経営する商店や飲食業の店が増え、もは

や農村のイメージがなくなってきていることに強い印象を受けた。資本主義経済の発展のなかで、初

期の素朴な農家楽の段階から熾烈な競争段階に入った観光業が、農民にとってどのような意味を持つ

ものなのか、逆に興味を持つこととなり、この問題がこの教育プログラムを実施する大きな動機にも

なった。 

 

	 以上の予備調査から、中国の農村調査に向けてのいくつかの検証したい研究課題や仮説としては、

以下のようなものが挙げられる。この仮説については、事前の授業を通じて、学生ともある程度共有

できていたと考える。 

１） 中国の農家楽の成功は、中国の高度経済成長を原動力としたところに主要因があるのか、それ

とも日本も見習うべき様々な工夫があるのか？ 

２） 農家楽の成功の中で、農村の農民はどう変わったのか、幸福となったのか？（幸福の定義は難

しいが。） 

３） 農村研究を通じて、産業の振興とまちづくり、人々の幸福の追求はどのような関係にあるの

か、何か考えるうえでの手がかりはないか？ 

	 これらの研究課題や仮説をベースとして、前述したプロジェクトの狙いがデザインされることとな

った。また、このプロジェクトの教育的な意義としては、もうひとつ、当然ながら、他国の学生や人々

とどのように具体的に交流し交歓しでつながりを作っていけるか、という国際交流としての学びもあ

ることである。 

 

３． 調査活動のデザインと検証—農業と人の関わり  

 

（１）国際交流プログラムの概要 

 	 大学の国際交流委員会が企画・実施した学生の中国研修プロジェクトの概要と実施結果を報告す

る。中国での詳細な日程については、中国側が設定してくれた。 
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引率教員２名（平野真、張明軍）、参加学生４名（２年生）１名（４年生） 

訪問先：劉鳳教授（西南交通大学公共管理与政法学院）（本学客員教授） 

日程：９月８日夜、中国成都到着 

	 	 	 	 	 ９日：午前：竹里道明村視察、午後：幸福公社視察 

	 	 	 	 １０日：三聖花郷（五金花）村視察 

	 	 	 	 	 	 	 	 夜、西南交通大学にて平野が地域問題について英語で講演 

	 	 	 	 １１日：成都の観光施策調査のため、パンダ基地・三星博物館視察 

	 	 	 	 	 	 	 	 西南交通大学教授陣との懇親会（平野のみ） 

	 	 	 	 １２日：明月村視察 

	 	 	 	 	 	 	 	 夕方：日中の学生が地域問題について英語で発表と議論、 

	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 続けて交流会（和紙灯篭ワークショップ） 

	 	 	 	 １３日：中国文化理解のため、杜甫記念館・武侯祠博物館視察 

	 	 	 	 	 	 	 	 夜、送別会 

	 	 	 	 １４日：早朝、成都発 

 

（２）農村視察 

	 成都は、農村の貧困を克服するため農業に特産物販売や観光産業などの第三次産業を結びつける

「農家楽」の開発で近年中国でも特に有名な地域であり、中国での先進事例であるだけでなく、日本

の地域振興にも大きなヒントになるという予測から視察調査を行った。実際に、目を見張るような産

業振興が多数行われており、農村の繁栄ぶりも日本では考えられないようなレベルのものが観察され

た。特に、一口に第三次産業との融合と言っても、成都近郊だけでも様々な具体化がある。各村の発

展モデルは、その村ごとに自然条件、歴史的経緯などに大きく左右されて編み出されており、一概に

どのモデルがいいと言った比較は妥当ではないだろう。今回の取材の対象としては、以下の４種の事

例がある。 

（１） 村固有の⾃然資源である⽵を中⼼に、様々な⽵製品の開発で⾶躍的発展を遂げた⽵⾥道明

村の事例、 

（２） 多様な製品開発を特にデザインに注⽬して進めた幸福公社の事例、 

（３） 花卉産業の導⼊とこれに伴い花園観光を展開し、さらに都市の企業資本を導⼊して⼀⼤リ

ゾート地域の開発に成功した三聖花郷（五⾦花農園）村の事例 

（４） 古典的な農業と伝統的な陶芸、そして外部から移住した若い芸術家たちの活動という３つ

を上⼿く調和させた明⽉村の事例 

	 このうち明月村では、学生の中に「ここにずっと住んでみたい」という声が上がったほど、魅力に

富んだものであった。学生たちはこうした先進事例を学ぶとともに、現在成都市が新しい産業の核と

位置付ける観光産業の実情を視察した。 
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	 中国の大学関係者によれば、現在成都には、世界のベスト企業 500社のうち、300社の工場がある

といわれ、工業による経済発展が中心であるが、三星遺跡、パンダ繁殖基地、杜甫記念館、武侯祠博

物館など多くの歴史遺産や観光資源にも恵まれており、農村の観光産業化とともに、今後成都行政府

は観光産業に力を入れ、大学とも協力して観光人材の育成に注力するという。 

	 今回の研修で、学生は、中国での農村振興の先進事例を多数視察した。またこれと関連して中国の

観光事業についても、様々なパターンを視察学習した。今回訪問した成都は、近年の高度経済成長で、

都市部のみならず農村の繁栄ぶりも日本では考えられないようなレベルのものが観察された。以下、

概要を紹介する。 

 

(2-1)竹のデザインが特徴的な崇州竹里道明村 

成都郊外の崇州市にある竹里道明村の竹工芸は 2000年の歴史を持ち、中国の無形文化遺産にも登

録されている。現在約 300人の村人が住んでいるが、毎日平均 500人の観光客が訪れるという。竹工

芸を村のブランドとして定着させ、工芸体験や竹細工販売などで観光客を引き寄せている。崇州市行

政府も、農業、商業、文化、旅行、体験という 5つの要素を融合させた活性化策を打ち出し、特に力

を注いだのは、外部の芸術家の流入による竹工芸の芸術化とブランド化であり、これにより約 4000

種類もあるという竹工芸製品の価格が大幅に上昇した。村全体をブランド化するため、村に竹工芸の

博物館を立てたり、同済大学に設計チームに村を象徴する斬新なデザインのシンボル建築を作っても

らったりした。この建物は模型がベネチア・アート・ビエンナーレに出品され話題を呼んだという。

村では、外部のデザイナーや芸術家、文化人、経営者を「新村民」として積極的に受け入れ、イノベ

ーションを誘発しているという。外部から来た人々は、様々な文化活動を観光に結びつけ、村の発展

をもたらしている。また行政の支援で、村民が家の色や素材を統一し、庭の壁の高さも低くして観光

客が内部を見れるようにするなど、町の景観を整備し、村のブランド性を高めるように仕向けていっ

たという。こうした修景事業は、最初は村民の全額出資により行い、徐々に経費を返金していくシス

テムだということである。はじめは出資をする村民は一部であったが、こうした修景事業により、村

の観光客が増えたり、実際に綺麗になった村を目で見ることにより、徐々に事業へ参加する村民も増

えていったようである。現在は、1日に 500人もの観光客が来るようになったという。 

現在、市場で流通している道明竹工芸の種類は約 4000 個、四川省全市場の 90％以上の竹製品は道

明鎮産であるという。時代に合わせて、道明鎮の若い世代の竹工芸職人は現代のテイストを取り入れ、

伝統工芸と現代アートとを融合し、斬新な竹工芸製品を開発し、現代の消費者に受入れられ流ように

なったという。また、美術大学の工芸研究講師を招き、新たな竹工芸の手法、工程を学び、竹工芸の

製品の工芸性を高めたとのことである。こうした努力により、製品の芸術価値を高めることができ、

また従来の農産品だけでなく、家具、竹工芸のおしゃれバック、ライト、茶器、絵等も作成するよう

になり、結果として販売収入が大幅に上昇したという。	
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図 1. 竹里道明村風景 

 

 
図 2. 竹里道明村の竹工芸 

 

(2-2)デザイン力を重視する幸福公社 

	 道明竹芸村の近郊に、幸福公社という企業が中心になって開発した村がある。ここは 2008年の四

川大震災で被災し、幸福公社はその復興を目的として設立された民間企業である。震災からの復興は

巨大な宅地開発事業としての要素を持つ。第一段階の投資で住宅を建て、第二段階の投資で商業施設、

別荘、ホテルなどを建設し、第三段階の投資で農業基地へのテコ入れを行い、同時にスポーツ施設、

図書館、医療センターなどのインフラ整備を行っているという。全体で一種の人工的なコンパクトシ

ティのような地域を形成している。幸福公社の開発戦略は、農業、芸術、文化などをベースに村を観

光地化し、様々なビジネスを起業家の創意に基づいて展開し、村全体のブランド化で土地の価格を上

げ、そのことで村民の収入も増やし豊かになっていくというものである。竹里道明村のように核とな

る特徴はなく、逆になんでもありの総合化戦略で発展を目指すというものである。ただ、全般にデザ

インへのこだわりは強く、町の景観に様々な芸術的な工夫やデザイン化を取り入れ、ブランド作りに
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役立てている。ここでも、経済発展の基礎としての「人」の重要性を意識し、外部から流入した人々

の個性を尊重するようにしている。この点は、後述する明月村とも共通するところがある。 

	 幸福公社の不動産開発事業は、日本における不動産会社の都市開発や宅地開発と共通する点もある

が、違いは地域の経済活動の活性化であり、単に居住者たちの生活の利便性を向上させるだけでなく、

このエリアが産業的にも自立し自ら発展を遂げていけるようなまちづくりを行っているという点で

ある。一方、そうした産業活動の主役は外部から来た起業家たちが主体であり、元々の居住者であっ

た村民は、逆に土地や不動産を貸して生活を立てるものも多いという点が、次に述べる五金花村の現

状と重なってくるものがある。 

 

 
図 3.幸福公社の開発した街並み 

 

 (2-3)経済成長のめざましい五金花村（三聖花郷） 

	 五金花村は、前述の予備調査の記述でも述べたように、酸性の土壌で農業に向かず、極貧の農村で

あったが、観光化で飛躍的に発展した有名な地域である。もともと湿地だったところも多く、300年

前からレンコン栽培などを行う農家も多かった。当初、女性の村長が米国資本の会社に土地を貸して

花の栽培を行わせ、これを村の観光地化が起こり、桂（2010）によれば、五金花村は 2004年当時で

人口 13000人、2008年までの 5年間に、農民の平均所得は、約 4000元（7万円）からその３倍に増

えている。  

	 現在、村の中に、バスの路線は 16もあり、地下鉄の駅もあり、5つの村全体では観光客が年間 1200

万人あるという。 

	 当初は地元の農民自身が経営するペンションやレストランが多かったが、現在は、五金花村の多く

のレストラン、ホテルなどの店は、政府からの補助金を受けながら成都市内の企業が運営しているも

のが多く、特に精華大学卒の企業家の運営するある会社は、かなり広域的に経営を行っているという。
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こうした店への顧客は、成都だけでなく四川省の人々が多く、経営者も成都のみならず四川省から広

く流入しているという。主に、土日の顧客が多く、四川省の人々が大好きな麻雀ができる店が多い。 

	 訪問したあるレストランでは、外国からバラを輸入して飾り、婚約パーティーの会場などとしても

運営していた。また、ある木工店では、地元の木材のみならず、やはり外国から国材を輸入してカス

タムメイドの高級家具を作り、地域のレストランやホテルに納品するほか、明や清時代の古い家具の

修復なども漆の技術を駆使して手がけていた。地元産の家具も扱うが、基本は収益性の追求があり、

産地にかかわらず売れるものを持ってきて売っているという。 

	 村民は、自ら店舗を経営するものもいるが、現在は、土地を貸して、隣接する住宅地に移り住んで

いる人が多いという。村全体の急激な経済発展の結果、いまは企業が店舗を運営し、花を育てている

場合も多いという。村の中にある四川省最大の花卉市場を訪問すると、地元市民のみならずつ動く国

内全域に花を売っており、ここだけで年商７億元（120億円）とのことであったが、これは外部企業

の経営である。地元の栽培の花だけでなく、雲南省から花を買ってきて取引もしているという。レン

コン栽培と店舗経営を並行する農民もいるが、レンコンの花は６〜７月しか咲かないので、冬の観光

客が少なく、店舗に集中する場合より年収は悪い。村の全店舗数約 310のうち、花関係の店は 100ほ

どだという。 

	 農民は全般的には経営が下手な場合が多く、政府が 1km2あたり年間 160万元（2500万円）程度を

農民に給付し、土地を借りて 100％政府の力で運営するケースも多いという。開発当初は農民の生活

向上を目的として政府が支えたが、その後企業が投資するようになり、土地を企業に貸す農民が増え

たという。昔はこの土地の出身者であることが恥ずかしく隠す人が多かったが、現在は大金持ちにな

った人もおり、一番大きい農家楽を経営している人は、年収 1000万元（1．７億円）もあるという。

普通の農家楽でもその十分の１程度の収入があるという。こうして農民はかつては考えられないほど

豊かになったが、一方で多くの農民は農業を捨て、土地や不動産を貸してその収入でマンションに住

んでいるものが増えているという。そういう意味では前節の幸福公社と似た農村の都市化や農民の生

活向上が進んでいる。 

 

図 5．三聖花郷（五金花）村のレストラン（婚約パーティーなども行われるという） 
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図 6．左：木工店（外国からの輸入木材も使う、高級家具修復も手がける） 

右：花市場（地元で栽培した花を、外部だけでなく、市民にも売っている、雲南省など外部からの

買い付けも行う） 

 

 

(2-4)陶芸でも名の知れた明月村 

	 明月村は、ゆず、桂花、筍、茶、キューイなどの農作物を今でも生産している農村でありながら、

300年ほど前から、生活工芸を中心に陶芸技術も発展したという。一時は、製作した陶器の販売でも

一定の収入となっていたというが、その後、陶器の価格も下がり販売はあまり振るわなくなっていた

という。 

	 しかし、外部の芸術家が村に移り住み、より現代的な陶芸を作りようになったことから、陶器の販

売が持ち直したという。そのことで、村の人々も芸術家たちを進んで受け入れるようになり、村の人々

と芸術家の共生が始まったという。その後、陶芸だけでなく、様々なジャンルの芸術家が村に済むよ

うになり、様々な活動を展開するようになった。ある 30 代の写真家は、村の生活の記録と村の人々

の生活の美しさを表現することで村人の心を元気づけることも意識しているという。この写真家の写

真を飾った小さな美術館が建てられ、これも観光に寄与するようになった。現在、陶芸体験や、農業

体験などが観光の素材となり、農業・陶芸・観光が調和して村の経済を支えている。外部の若い芸術

家の移住によって、村の開発が豊かな発想と町の美化（デザイン化）が持ち込まれ、村の人々の意識

も前向きで学習意欲に富んだものとなっている。村の人々が積極的に陶芸技術を身につけるようにも

なった。村人は、外部からやってきた芸術家たちに家を貸しや家賃収入を得、自分たちはマンション

に移り住んだりしているという。芸術家たちが来て、村の観光化（体験陶芸など）が進み、村のブラ

ンド化も行われて、村の筍の価格も昔の２倍の kg あたり７元となった。農産物の売り上げも増え、

村人たちは芸術家たちに感謝こそすれ、拒否反応は全くなかった。現在、村の名誉村長として活躍す

る 30 代の女性も、やはり外部から移住したということだが、日本の「大地の芸術祭」なども視察し

てきており、村の新たな発展に様々なアイデアを出し、これが政府に認められて行政の支援を受けて 
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実現しているという。 

	 2009年の時点では、成都の中でも明月村は貧しい村であり、平均年収は 5000元（8万円）以下で

あったが、現在はその４倍になっている。 

	 現在、村では、「人づくり」を村の基本に据えており、多様な芸術家を尊重している。村の若者たち

も、大学などのため一時的には村を出るが、また村に帰ってきて村のために貢献する若者も多く、現

在も 30 人ほどの若者が外部で勉強したのちに村に戻って働いているという。このうち 20 人は村で

起業したという。また芸術家になった人もいるという。現在、村の人口は、約 2300であり、現在増

加しているという。60歳以上の高齢者は約 200人、65歳以上のものは約 150人ということである。

現在の人口のうち、100人は外部からの移住者（若者だけでない）である。昔は出稼ぎで村から出て

行く人が多かったが、村の経済が立ち上がったいまは、出稼ぎで出て行く人はいないという。 

	 村の説明員によると、村の繁栄は以下の３点によるところが大きいという。 

１） 住⺠の素朴な⼼ 

２） ⼥性の名誉村⻑のリーダーシップ 

３） 元々の村⺠と移住者で作る運営チーム 

	 当初は、女性の名誉村長のアイデアが多く、政府の支援を取り付けていたが、現在はトップレベル

の方針は政府が立て、具体的な細かいアイデアは村民が出すようになってきている。また最近は、外

部のコンサルタントが協力しているという。投資効果などの細かい経済分析はしていないが、農産物

のブランド化が進み、以前は地産地消だった地鶏なども現在は外部に売れるようになったという。 

	 村民が感じる村の魅力は、以下の３点であるという。 

１） エコシステム（⾃然が豊かで農業が継続している） 

２） ⼈の素朴さ（隣同⼠で助け合う） 

３） 歴史的遺産（いままでの発展） 

 

 

図 7．左：明月村入口	 	 右：観光用バス 
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図 8．左：豊かな農園	 	 右：陶芸体験教室 

 

 (３) 西南交通大学の学生との発表討論会 

	 本学の学生たちは先進事例の視察ののち、中国の大学で中国の学生に対して英語で日本の地域問題

をプレゼンし、英語で中国の学生と双方の地域問題について意見交換した。 

	 日本の学生たちが取り上げた課題は、女性の社会進出と少子化問題、農村の過疎高齢化による限界

集落化、農村での耕作放棄地問題などである。特に、農村の問題については、各学生が自分の出身地

の村の問題を取り上げ、切実感のある問題として一人称で語る、というものであった。 

	 中国側の学生は、農民工問題、農村の観光地化などについて発表した。農民工問題では、農村を出

て都会で働く農民工が生き延びていくためにたとえ違法であっても自分たちの力でできる小ビジネ

スを展開している現実を述べ、中国の農村問題の現実を率直に述べていた。 

	 質疑では、若者の地域に対する価値観の問題から始まり、日本の農村の過疎高齢化問題に対して、

中国の学生から、「過疎化を克服するために外国の移住者を受け入れるのはどうか」という質問がで

た。これに対して、日本の学生は正直に言えば、「たとえ過疎化を克服するためであっても、外国人

が大勢流入するということに対しては抵抗がある」と述べ、逆に「中国の学生は同じように自分たち

の村や町に大勢の外国人が流入することに抵抗はないですか」という逆質問が飛んだ。これに対して、

中国の学生も、「率直にいえば、やはり割り切れない思いを持つ」ことを吐露した。これらの討論に

見え隠れするのは、日本の学生も中国の学生も、むらづくりやまちづくりにおいて、単に過疎化や高

齢化や産業の低迷が防げればいいというのではなく、やはり自分たちの村や町といった生活空間に、

何らかの精神的なつながり、文化や価値観の共有といったものを求めているという実態である。こう

いった感情や感覚は、おそらく若い人たちだけでなく、年配の方々にも同じように、いやむしろ年配

の方々により強く存在しているのではないかと推測できる。無論結論は出ないにしても、日中双方の

学生たちが本音を出して議論しあったこと、こうした意識を討論を通じて自己認識できたことは有益

であった。 
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図 9．左：中国の学⽣の前で英語で発表する本学学⽣ 

右：発表に聞き⼊る⽇中の学⽣たち 

 

４．省察、そして新たな課題 

	 教育研修プログラムの狙いとしては、 

１）⽇本と中国の共通課題としての農村活性化：農村の活性化は中国と日本との共通の課題でもある

が、そこで取り組み方の類似性と相違点を観察し、どのようなことが学べるのか学生に考えさせる、 

２）⽇本と中国の差異：グローバル化の中で新興国として産業発展してきた中国の経済成長を日本の

衰退と比較しながら、どのような点が逆に学べるか学生に観察・考察させる、 

3）産業とまちづくり：福知山市をはじめ多くの地域活性化問題でひとつの課題として浮き上がって

くる「産業発展/産業衰退とまちづくり」という問題について、中国の農村や都会の事例がなにか参

考にならないか、学生に考えさせる、 

といった点があったが、実際に学生たちの感想文の中から、学生たちの「気づき」や学習がどういう

ものであったかを検証する。以下学生達のレポートから、いくつか転記しよう。 

	  
（１）農村の活性化に関して 

	 視察した農村の特徴として、日本の農村には中々無いこととして、学生が指摘したことは、村の個

性の明確化とそれを誇りに思う気持ち、それに基づく村のブランド化、ブランド化の基礎となる「⼈」

の重視といったことであった。これらの点は、まさに平野が課題解決型人財育成の初期の活動で意識

した点と奇しくも一致している。以下、学生の感想文からの抜粋である。 

●今回の中国の農村視察では、4つの村を回らせていただいたが、どの村も特色が分かりやすく、
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村の至る所にその特色が出ていたと感じた。 

例えば、3日目に行った道明・竹艺村では、村の名前からわかる通り「竹」を使ったお土産品か

ら生活用品、「竹」をモチーフにした案内標識などが見れた。また、五金花村では道路の脇で花

を販売する商人がいたり、多肉植物専用の大きな市場があったり。更に、農家の家を改築したレ

ストランが多く、入ってみると植物が多く、村の名前の由来が分かりやすい、と感じた。 

●（崇州竹里道明村は）元々生えていた竹林をベースに竹素材を生かした建物があるという点

が興味深かった。この村の強みは竹であると象徴するように、いたるところで竹をアレンジし

た物や内装を施しているところが日本の参考になる。 

	 	 ●（今回訪問したすべての）村に案内人がいることと、博物館があることだ。これは、日本の農

村によくみられることではない。この二つは、観光客を呼び寄せてそれによって収入を得るため

に必要なことだと感じた。 

●幸福公社の開発を行う会社の社長さんにお話を伺った。芸術と観光を結びながら村づくりを

行い、農村の空洞化、人材の空洞化を防いでいるそうだ。 

デザインを最重要視している点が興味深かったし、（中略）「人材の空洞化を防ぐ」という史御力

さんの考えから感じた人材の大切さにも重きをおいていることが日本の地域に参考になる。 

●（明月村では）石で河原の淵を形作っていたり、竹をおしゃれに組み込んで畑の境界を示して

いたりする点から芸術を感じ、優れていると感じた。訪れた人に住みたいと思わせる村である

ことが日本の地域に参考になる。広い畑で多くの作物を栽培している点は日本の農村に共通し

ているが、展示物や大きな写真がある施設があることは日本と異なっていると感じた。 

●今回の研修では、農村振興の先進事例を視察して、日本も実践すべきだと感じたアイデアを

たくさん発見することができた。私たちが訪問した村は、人を惹きつける力がある村だった。惹

きつけられる理由は、村づくりに携わる人材が持つ能力の高さとアイデア力だと思う。日本の

農村が学ぶべき点はたくさんある。 

●今回、各村の人のお話を伺うことができたのだが、どの人も自分の村に問題点はあるが、卑下

することもなく誇り持って話している姿が印象的だった。日本の村でお話を聞くと、大抵は「こ

の村には何もない」「魅力がない」と悲観的な言葉が出る。このような堂々とした語りができる

からこそ、村を発展させる原動力になっているのではないか。 
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図 10.明月村のまちづくりにおけるデザイン性の重視 

 

（２） 日本と中国の差異 

	 日本では、今まで中国を「新興国」という呼び方をする場合が多く、これは従来の先進国と開発途

上国といった観点の延長と考えられるが、現在の中国は大方の日本の人々の想像以上に、経済面や都

市化、そして技術導入やデザイン志向などで日本以上に進んでいる面が散見される。こうした点に、

学生たちも気づいていった。そして特に印象深かったのは、やはりこれから成長を目指そうという中
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国の若者たちの積極的な機運が、日本の若者の消極的な気持ちと非常に対照的であるという点である。

以下、学生たちの感想文を引用する。 

 

 

 
図 11.観光地におけるデザイン性の重視 
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●今回、視察に行った観光地では、その観光地に合わせた建物や装飾があり、観光地一体となっ

ているのが印象に残った。例としては、パンダ基地の中の道路を挙げる。パンダが展示されてい

る場所まで数キロ歩かなければいけないのだが、その道の脇には細い竹が沢山植えられており、

竹のトンネルみたくなっており、とてもキレイだった。また、パンダ基地の外にあるバス停やタ

クシー乗り場近くの道でもパンダの足跡があったり、近くの小学校の壁にはパンダの絵が描か

れていたりなど、まさに観光地一体となって探すのがとても楽しかった。また、三星碓博物館で

は、ごみ箱が展示品に合わせて石で作られていたりと、かなり凝った作りになっていた。 

●基本的に成都市内には低価格のシェアバイクが普及しており、市内を観光しやすい環境だと

感じた。 

●中国では近年、現金を使わず、アリペイや微信（Wechat）を使った電子決済が普及しており、

ショッピングだけではなく、観光地の入場券や地下鉄、シェアバイクの支払いなどにも使われ

ており、安心して観光できるようになっている。 

●各観光地では音声ガイドが有料で借りることができる。ボタンを押してガイドを聞くタイプ

もあったが、その場所に行くと自然にガイドが流れ、行っていない場所を表示してくれたりと、

とても分かりやすかった。 

 

 

図 12. 観光地におけるWiFiガイドデバイス 

（まだ観ていないスポットだけが点滅、そのスポットにいくと自然に音声ガイドが始まる） 

 

●（中国は）国としても発展している中、手探りで自分たちの生活を良くしようと動いている人

が多いと感じる。法律が未整備な分野も多い為、色んなことにチャレンジできる環境だと思う。
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特に若い人の行動力がすごいと感じる。都市だけではなく、農村など地方においてでも若い人

が大学を出て村に戻ったり、あるいは村にきて起業したりと、チャレンジ精神や原動力が大き

い印象を受けた。 

●中国の大学の授業は朝から夜まで、ぎっしり詰まっているという。大学の敷地内に学生寮が

あるため、朝早い授業や夜遅い授業を行い、受けることができる。（中略）現状に満足するだけ

でなく、海外の教育現場でも学ぼうとする向上心は、とても見習うべきところだと思った。 

 

（３）産業とまちづくり 

	 非常に興味深かったのは、中国における農村活性化としてはベンチマーク的な存在として知られる

五金花農園（そして幸福公社）であった。この村の調査から得られた知見をもとに、この村の経済発

展についてまとめると、以下のような点があげられる。 

a) 農民は、いわば農業の 6次化である農家楽（観光、商業）の導入により、極貧から救われた 

b) その「地域」は経済発展し、所得も生活水準も著しく向上した。一方で、一部の農民は収益性の

悪い農業からは撤退し、完全に観光、商業により生計を立てる者が増えた。また豊かになったと

はいえ、政府や企業に土地を貸すだけになっている人もいる。 

c) 結果として、現在この村には、地理的人口流出、過疎高齢化、インフラ崩壊、産業崩壊などの日

本の典型的な「地域問題」は存在しない 

d) しかし地域の農業人口は激減し、村の人間関係もかなり失われているようにうかがわれる（村全

体が都市化した）。 

	 無論、この村の以前の状況からすればこうした経済発展は奇跡に近いことであり、当然農民にとっ

て素晴らしいことであり、何も批判めいたことなど述べるつもりは全くない。農民の農業からの転出

についても、人口の半分以上が農民であるという中国の現実の中では、日本とは全く異なる意味を持

つと考えられる。また、中国の大学関係者が強調していたのは、現在の姿が理想なのではなく、あく

まで長期的な発展を考えたときの過渡期に過ぎないという点であり、将来的な村のイメージについて

はかなり長期的な視点で考えねばならいないという。成都市全体あるいは四川省全体、あるいは中国

全体の農業政策の中でこの村をどう位置付けているか、といった点はまだ調査できていないので、安

易な物言いはできないが、観光や小売による経済発展が成功すればするほど、一方で地球全体の中で

の農業という産業の保持や、持続可能な「地球（社会）」との関係を考えた時、いろいろ考えさせるも
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のもあるように感じた村であった。例えば明月村のようなところでは、農業そのものと観光、小売、

文化、芸術といった様々なものをすべて融合・調和させるなかで村の強みを見出していくような施策

が見られていたが、五金花農園の場合、経済発展の度合いが大きくその分、農業の占める位置はかな

り減退しているのではないか、と感じられた。 

	 五金花農園の発展を、中国の中での位置付けではなく、あえて日本の「地域問題」に引きつけて考

えると、いわゆる過疎高齢化や人口流出を「地域」の課題としてとらえる人々にとって、守りたいも

のは「自分の土地と自分の生活」なのか、あるいは「社会のための仕事（使命としての農業、人間と

しての生き方）」なのか、といった人の生き方にも関係してくる問題が垣間見えているのではないだ

ろうか。これは、商店街における産業の盛衰と、まちづくりをどう考えるのか、といった問題にも繋

がってくるテーマでもあるといえる。 

	 学生たちは、中国の学生との討論会で、「農村の過疎高齢化、人口流出、耕作放棄地」が問題である

といいながら、中国の学生の質問として、「それではその村に外国人がたくさん移住して人が増えれ

ば問題は解決するのか？」といった鋭い問いに、答えられなかった。正直に言えば、大勢の外国人の

移入には、どこか抵抗を感じるという。これは、地域の課題が単なる経済的な向上や人口維持ではな

く、文化や価値観の共有や維持といったものと大きく関係していることをうかがわせる。一方、同じ

問いを中国の学生たちに返せば、中国の学生たちも、もし自分たちの地域やコミュニティに文化の異

なる外国人が大勢移入してくれば実は同じ戸惑いを感じてしまうという。 

	 この学生たちの議論は、現在「地域課題」といっている「課題」の本質がどこにあるのか、単に自

分の財産としての土地を守ること、経済生活を守ることなのか、なにか帰属している集団の文化や価

値観のようなものを守りたいのか、あるいはより広い地域や社会への貢献意識や帰属意識をもったも

のなのか、といった疑問を浮き彫りにし、大きく捉えれば、産業的ないし経済的活性化の問題と住民

のまちづくりや幸福感の追求の問題とがどのように調和していくのか、といった問題を提示している。 

	 以下、学生の書いた感想文に学生が「住みたい」と思う町の姿がどのようなものなのか、そのこと

から逆算して見える学生の望む「まちづくり」のイメージが見えてはこないだろうか。 

 
●明月村では，自然資源が豊かで歴史的価値をもつ村であった。綺麗に整備された茶畑や道路，ま

たゴミの分別の注意書きが置いてあり，村の景観はとても美しかった。広大な土地には，茶畑などの

畑や果物，様々な木々がみられた。村には図書館や展示物を飾っている施設，陶芸などの工房や食堂

などの設備が整っていた。この村の写真家の方は，写真を撮ることによって村の人たちが自分の村に

誇りを持ってもらうとおっしゃっていた。それは，村を発展させていく上で，最も大切なことだと感
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じた。明月村は静かで町の喧騒から離れて，ここに住みたいと感じさせる村であった。 

 

 
図 13. 明月村での日中の学生たち 

	 この学生は、さらに都市と農村の魅力の違いについても以下のような記述をしている。 
 

●今回は成都市という中国の一都市しか見ていないが，人の交流や移動が活発であると感じた。成都

市は活気があり，街を歩いていると道を教えてくれた人もいた。それに対して，都市から離れるとと

ても静かで，時間の流れがゆっくりと感じることができた。農村経営にしても政府が補助し，企業や

投資家はそこにチャンスがあれば積極的に介入しているように感じる。都市の賑わいと，地方の静寂。

このバランスが今後どうなっていくのか気になる点であるとともに，街の喧騒を忘れさせてくれる農

村の需要がこれから高まるのではないかと考える。 

 

	 そしてこの学生はさらに今回の研修の成果を次のような明快な言葉でまとめてくれた。 

●今回の研修は私にとって初めて経験することがたくさんあり，見るものすべてが新鮮であった。私

は農村視察にとても関心があった。私の地元は石川県珠洲市で田舎である。中国の農村の先進事例を

知ることで，その取り組み内容が生かせるのではないかと期待していたからだ。実際に視察してみて，

正直，規模の大きさや芸術性の高さに圧倒された。町や村を活性化させる原動力は，住民が自分の町･

村に誇りを持つことだと思う。今回視察した農村ではそのための取り組みとして，1つのテーマやシ

ンボルを深く掘り下げブランド化することや，商品の開発，芸術の浸透，農家の家の活用，博物館･

図書館など施設の設置などの取り組みがなされていた。また，景観を統一化させていた。農村の先進
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事例の取り組みをどう生かしていくかはこれからの大きな課題である。 

	 この研修プログラムを通じて、学生たちは新たな課題への気づきとして、産業とまちづくりの問題

により深く直面していくことになった。今後、その課題をさらに学生ごとに発展させ追求して行って

くれることを期待している。 

 

５．おわりに 

	 日本と中国の地域問題とその解決方法について、類似性と差異を明らかにすることを念頭に、中国

四川省成都近郊の４つの農村を大学生とともに視察・調査した。４つの村、ともに農家楽による経済

発展を遂げた点は類似しているが、その発展形態はそれぞれに異なる特質を持っていた。 

１）村固有の⾃然資源である⽵を中⼼に、様々な⽵製品の開発で⾶躍的発展を遂げた⽵⾥道明村 

２）多様な製品開発を特にデザインに注⽬して進めた幸福公社 

３）花卉産業の導⼊とこれに伴い花園観光を展開し、さらに都市の企業資本を導⼊して⼀⼤リゾー

ト地域の開発に成功した三聖花郷（五⾦花農園）村 

４）古典的な農業と伝統的な陶芸、そして外部から移住した若い芸術家たちの活動という３つを上

⼿く調和させた明⽉村 

	 こうした先進事例農村の経済発展を見て、学生たちの気づきとして以下のようなものがあった。 

１）視察した各村では、村ごとの歴史や文化といった「個性」を大事にしてそれを宣伝していた。 

２）どの村にも博物館や美術館があり、⽇本の多くの村以上に「⽂化」を⼤切にしていた。 

３）歩道や看板などいたるところで、「デザイン」に⼯夫を凝らしていた。これが、居⼼地の良さに

結びつき、観光や移住に効果的に働いていた。また観光地での WiFi デバイスの活⽤や２次元バ

ーコードとスマートフォン活⽤によるキャッシュレス化など、先進の「技術」の導⼊も⽇本以

上に進んでいる⾯があった。 

４）外部の⼈を受け⼊れ、多様な「⼈」を尊重し、特に外部の芸術家などの⼒を借りて、村の特産

物や観光に取り⼊れ、経済発展の資源としていた。 

	 日本の農業の６次化では、農業と加工業や小売りなど産業での連携が主であるが、中国の場合、こ

れに文化や住民の歴史、芸術などを組み合わせ、効果的に地域の固有価値を観光や特産物生産に結び

つけていた。その基礎として、一方で外部の人や文化に対してもオープンに受け入れ、過去の村の文

化と外部の人が持ってきた文化と、尊重しあいうまく融合しながら、村の発展に結びつけるというこ

とが行われていた。 
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	 中国の学生との討論では、農村の過疎高齢化と人口流出を解決するために大勢の移民が流入するこ

とについての是非が議論され、双方の学生とも、そうした解決策には戸惑いを感じるというのが率直

な感想であった。これは、まちづくりという観点から見ると、地域の経済発展や人口の維持といった

問題と、その地域の固有の文化や価値観などの維持や共有をどのように両立させていくのか、という

問題が絡んでおり、上記の成功例がどのように行われていったのか、さらに詳細な研究が必要である

ことを示唆している。 

	 一連の調査と討論を通じて、学生たちは、国境を越えて地域問題を考える重要性と、他国の人々と

の交流や交歓の重要性、そのための語学などのコミュニケーション力の向上の必要性、などにも気づ

いていった。福知山公立大学はそのミッションとして「グローカリスト」の育成をうたっているが、

こうした研修プログラムがまさにそうした目的に直結していることが改めて感じられたことであっ

た。 
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地域人財の育成と「地域協働型教育」 

福知山公立大学を例に 

“Community based Learning” to Develop Local Human 

Resources 

Case Study of The University of Fukuchiyama  

矢口芳生 

要旨 

福知山公立大学地域経営学部を例に、福知山公立大学の理念・目的と人財育成方針、そのた

めの教育方法について検証した。とくに教育方法については、「地域協働型実践教育」に焦点

をあてつつ次の 4 つの課題を扱った。 

第一に、地域人財（グローカル人財）の育成に欠かせない「地域協働型実践教育」・「課題解

決型実践的教育」の内容と課題を考察した。第二に、福知山公立大学におけるカリキュラム改

革の要点を整理した。そして第三に、以上を踏まえて地域系大学・学部としての「地域協働型

実践教育」の具体的改善、評価指標の開発、教育成果の可視化について考察した。最後に《参

考資料》として、福知山公立大学に近似の実践教育を重視する高知大学地域協働学部における

取り組みについて、調査結果等をもとに紹介した。 

キーワード: 地域協働、アクティブラーニング、ルーブリック、学修ポートフォリオ 

１. 本稿の課題 

国家的プロジェクトである「地方創生」の取り組みが進むなか、地域系学部は、2016 年前後から

地域創生・再生や地域経営に関係する学部への再編、もしくは学部新設の動きが目立った(1)。たとえ

ば、高知大学は 2015 年度に「地域協働学部」を新設し(2)、2016 年度には、地域デザイン科学部（宇

都宮大学）、国際地域学部（福井大学）、芸術地域デザイン学部（佐賀大学）、地域資源創成学部（宮崎

大学）等が設置された。福知山公立大学は、設置者変更により「地域経営学部」をもつ全国初の大学

として 2016 年 4 月に開学した。 

地域系学部・学科に求められる人財は、地域再生や地域創生、地域の課題解決をリードする人財で
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ある。ただし、一定の基礎的な資質・能力をもった上での、「地域再生や地域創生、地域の課題解決を

リードする人財」であり、実践的資質・能力をもった人財である。 

それでは、「一定の基礎的な資質・能力」とは何を指すのか。たとえば、文部科学省・経済産業省・

厚生労働省は育成すべき人財像を提示している。これらは「社会人」としてのひとつの目安にはなる

であろう。 

文科省は学士力の向上を重視する。その学士力とは、①批判的・合理的な思考力をはじめ認知的能

力、②人間としての責務と他者に配慮して社会的責任を担える倫理的・社会的能力、③総合的・持続

的な学修経験に基づく想像力・構想力、④想定外の困難に的確な判断の基盤となる教養・知識・経験

をあげている。どのような危機的状況にも対応できるような人財を想定して、東日本大震災後の 2012

年より提唱している。 

2012 年 8 月の中央教育審議会答申「新たな未来を築くための大学教育の質的転換に向けて―生涯

学び続け、主体的に考える力を育成する大学へ」(3)（以下「質的転換答申」と略記）において、「学士

力」について次のように指摘している。 

∇学士課程答申は「各専攻分野を通じて培う学士力」を「参考指針」として提示した。今、重要なのは、次の

能力を育むことである。 

・知識や技能を活用して複雑な事柄を問題として理解し、答えのない問題に解を見出していくための批判的、

合理的な思考力をはじめとする認知的能力 

・人間としての自らの責務を果たし、他者に配慮しながらチームワークやリーダーシップを発揮して社会的

責任を担いうる、倫理的、社会的能力 

・総合的かつ持続的な学修経験に基づく創造力と構想力 

・想定外の困難に際して的確な判断をするための基盤となる教養、知識、経験 

これらの能力は、予測困難な時代において高等教育段階で培うことが求められる「学士力」の重要

な要素であり、その育成は先進国や成熟社会の共通の課題となっている。グローバル化、脱工業化、

知識経済化が進行する成熟社会においては、上記の「学士力」という「新しい」能力をもった人財が

求められているという。 

「質的転換答申」の背景には、日本の高等教育が危機に瀕しているという認識がある。成熟社会に

おいては、「単なる知識再生型に偏った学力、自立した主体的思考力を伴わない協調性、他者の痛み

を感じない人間性は通用性に乏しい」ため、学士課程を改革し、「学生が未来社会を生き抜く力を修

得する」ことが重要である（「質的転換答申」）。つまり、「成熟社会に相応しいモデルを提示・実現す

ることにより」、社会のなかの目的喪失感やあきらめ、「閉塞感を打破していくことが求められている」

のである。 

経産省は、2006 年より「社会人基礎力」を提起している(4)。社会人基礎力とは、「職場や地域社会

で多様な人々と仕事をしていくために必要な基礎的な力」をさし、次の３つの能力（12 の能力要素）

から成るものとする。すなわち、前に踏み出す力（主体性・働きかけ力・実行力）、考え抜く力（課題
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発見力・計画力・創造力）、チームワークで働く力（発信力・傾聴力・柔軟性・情報把握力・規律性・

ストレスコントロール力）をさしている。 

厚労省は、2004 年より「就職基礎能力」を提唱している(5)。就職基礎能力とは、事務・営業の職種

について実際に企業が若年者に求めているコミュニケーション能力、職業人意識、基礎学力、ビジネ

スマナー、資格取得、の 5 つの能力を指す。 

さらには「21 世紀型市民」の育成が指摘されている。すなわち、「予測不可能な時代の到来を見据

えた場合、専攻分野についての専門性を有するだけではなく、思考力、判断力、俯瞰力、表現力の基

礎の上に、幅広い教養を身に付け、高い公共性・倫理性を保持しつつ、時代の変化に合わせて積極的

に社会を支え、論理的思考力を持って社会を改善していく資質を有する人材」(6)である。あるいは、

専門知識を活かし状況を俯瞰して表現できる人財(7)、主体的で洞察力に富んだ思考力、状況の変化に

対応できる柔軟性と判断力、グロールな視点からの資源活用力・独創力をもつ人財(8)である。 

こうした人財育成のための教育方法として注目されてきたのが、アクティブラーニングである。ま

た、地域系学部が 2016 年度前後に数多く設立・設置されたこと、その教育方法に注目が集まったと

いう点も見落とせない。アクティブラーニングを積極的に導入することで、豊かな人間性、困難な状

況に対応できる人間性を育み、様々な地域・分野のキーパーソンになるような人財の育成が求められ

ている。 

アクティブラーニングのなかでも、PBL（Project based Learning：課題解決型教育）・「実践教育」・

「実践的教育」は、多くの地域系学部・学科で採用され実践されている。しかし、一定の時間がたち

検証・改善の必要に迫られている。問題点や課題を明らかにし、よりよい教育の方法を構築しなけれ

ばならない。また、アクティブラーニングに関連して、既成の座学の充実とともに、座学のあり方も

問われている。 

本稿では、福知山公立大学地域経営学部を例に、福知山公立大学の理念・目的と人財育成方針、そ

のための教育方法について検証する。とくに教育方法については、「地域協働型実践教育」に焦点を

あてつつ次の 4 つの課題を扱う。 

第一に、地域人財（グローカル人財）の育成に欠かせない「地域協働型実践教育」・「課題解決型実

践的教育」の内容と課題を考察することである。第二に、福知山公立大学におけるカリキュラム改革

の要点を整理することである。そして第三に、以上を踏まえて地域系大学・学部としての「地域協働

型実践教育」の具体的改善、評価指標の開発、教育成果の可視化について考えることである。最後に

《参考資料》として、福知山公立大学に近似の実践教育を重視する高知大学地域協働学部における取

り組みについて、調査結果等をもとに紹介することである。 
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２．大学の役割と「地域協働型教育研究」 

2.1 大学の人財育成 

2.1.1 大学の理念と人財育成 

福知山公立大学は、大学の理念・目的、目指すべき大学像、育成する人財（人をタカラと位置づけ

る意味を込め、筆者は「人材」ではなく「人財」と表現する）を次のように明らかにしている 。 

大学の基本理念を「市民の大学、地域のための大学、世界とともに歩む大学」とし、「この基本理念

のもと、福知山公立大学は、総合的な知識と専門的な学術を深く教授研究するとともに、地域協働型

教育研究を積極的に展開することにより、地域に根ざし、世界を視野に活躍できる高度な知識及び技

能を有する人材を育成し、北近畿地域の持続可能な地域社会の形成と地方創生に寄与することを目的

とする」としている(9)。 

地域の再生・創生への大学の貢献の動きを後押しするように、2015 年 3 月 4 日、首相官邸に設置

された教育再生実行会議は、「『学び続ける』社会、全員参加型社会、地方創生を実現する教育の在り

方について（第六次提言）」を発表した(10)。「教育がエンジンとなって『地方創生』を」とし、なかで

も「大学等による地域連携は地方創生の鍵であり、地域の拠点となる大学等の一層の機能強化が図ら

れ、地方における自県大学進学者の割合や、新規学卒者の県内就職の割合が高まることが期待」され

るとの認識を示した(11)。 

このような動きのなかで、福知山公立大学は 2016 年 4 月に設置者を変更して（成美学園から福知

山市へ）「地域経営学部」をもつ単科大学として新たに開学した。目指すべき大学像は、「①地域社会

を支え、地域社会に支えられる大学、②持続可能な社会の創出に貢献する知の拠点大学、③地域と世

界をつなぐ、グローカリズム研究実践の拠点大学」である(12)。学ぶ学問が「地域経営学」（学部名）

であり、育成する人財像を次のように記している。 

 育成する人財は「地域に根ざし、世界を視野に活躍するグローカリスト（Glocalist）」とし、「世

界（グローバル）を見つめる幅広い視野を持ち、地域（ローカル）に根を下ろし、地域で活躍できる

人財を育成するため、フィールド研究重視の実践的教育システムを採用し、学生と教職員が地域に出

向く『地域協働型教育研究』を展開することにより、ゆるぎない信念、豊かな包容力、的確な課題解

決力を育てる」(13)としている。「グローカリスト（Glocalist）」については、「Global と Local をあわ

せた“Glocal”に、人を意味する“ist”を加えた造語」としている。 

グローカリストは、もともと“Think Globally, Act Locally”（世界的視野で考え足元から行動せよ）

が語源とされ、1972 年の国連のストックホルム会議以来とも経営学者ピーター・ドラッガーの名言

ともいわれるものである。この「世界的視野で考え足元から行動する」ということは、「足元（地域）

で考え地球規模で行動する」ことも意味する。敷衍すれば、足元（ローカルもしくはグローバル）の

行動が世界や地域とどのようにつながるのか、そのつながりは何を意味し、どのように行動すること

が最良なのかということ、こうしたことを考えつつ行動すること、行動しながら考えることを意味し
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ている。 

このように、グローカリストとは高邁な人格像・人財像である。具体的にどのような人財の育成を

目指すのか、その育成にはどのような学士課程が必要なのかが問われる。 

2.1.2 3 つのポリシー 

全国の地域系学部は地域の課題・問題を解決できる人財、グローカル人財の育成を目指している。

そのためには、課題発見力・企画立案力・合意形成力・課題解決力（実践力）のほかに地域理解力・

コミュニケーション能力・協働力を共通して指摘し、現場実習・演習、フィールドワーク・社会調査

を重視している(14)。福知山公立大学も例外ではない。 

福知山公立大学におけるグローカリストとは、「地域社会を支え、地域をつくり、地域を創り直し、

そして地域の再生・創生に貢献できる人財、成熟した社会にふさわしく総合的で質的な発展となる持

続可能な地域社会の構築に貢献できる人財、学んだ知識と国際的視野をもって地域社会や様々な現実

の場で実践し応用できる人財（グローカリスト）」のことである。あるいは、「福知山市をはじめとす

る北近畿および日本・海外の地域において活躍できる人財の養成を前提に、学んだ知識と国際的視野

をもって地域社会や様々な現実の場で実践し応用できる人財（グローカリスト）、地域力の推進役（キ

ーパーソン：リーダー、マネージャー、コーディネーター）として活躍できる人財」のことである。

一言でいえば、国内外で活躍できる地域人財、グローカル人財である。(15) 

福知山公立大学では、大学の理念・目的のもとグローカル人財の育成のため、開学 1 年後の 2017

年度に新たに 3 つのポリシー(16)をつくり直した。明確なグローカル人財の姿（出口）とそのための入

口とプロセス（学士課程）に不十分さを残していたためである。 

入学者の受け入れ方針（アドミッションポリシー）は、グローカル人財になりたい者が対象となる。

目指す人財に相応しい一定の知識・技能、思考力・判断力、表現力、主体性をもって多様な人々と協

働して学ぶ態度等、これらの学修の成果が期待できる学生を受け入れるとした。 

学修成果の目標（学修アウトカム：表 1 参照）、すなわち学位授与方針（ディプロマポリシー）と

しては、「学科が制定する……『学修アウトカムの定義』を基本に、その定義に合致した学修の成果

能力 成果・到達目標

知識

①現代の社会経済、市場、あるいは地域内交流の場において、各主体の社会的役割を理解し、地域の問
題や課題の発見につなげることができる。
②世界の動きと連動させつつ、持続可能な社会の基本構造を理解し、地域社会における課題の分析に活
用できる。

技能
①問題解決のための情報を適切かつ的確に収集・分析することができる。
②地域のソーシャルデザイン、企業の事業活動、あるいは地域内外の交流の再生・活性化等につながるア
クションプランを策定できる。

遂行能力
①関係者との連携体制を構築し、現実に即した多様なリーダーシップを意識して使い分けることができる。
②十分なコミュニケーション能力をもって、多様な意見・価値観を受け止め、効率的な組織運営に寄与する
ことができる。

総合的
到達目標

①現代社会における公共性を踏まえた共有すべき社会的価値を理解し、公共経営、企業、あるいは地域
の交流観光に関する課題の提示あるいは問題の解決に向けた活動ができる。
②持続可能な社会の構造的理解に基づき、社会的連帯の実現、企業価値の向上、あるいは地域資源の適
切な開発に資する実践的活動ができ、PDCAサイクルを活用できる。

表１　地域経営学科の学修アウトカム

注．「教育方針」福知山公立大学ウェブサイト〈http://www.fukuchiyama.ac.jp/faculty/policy/〉2019.1.20.閲覧。
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が一定のレベルにあること、および学修者の取得単位が所定の単位数を超えていること」を確認し、

学士（地域経営学）の学位を授与することになっている。また、ここで学ぶ「地域経営学」とは、「地

域社会の営利・非営利のあらゆる継続的事業体・活動主体が地域社会のあらゆる資源を有効に企画・

運営・管理することにより、地域社会づくりや創り直しに寄与する総合科学であり、活力のある『持

続可能な社会』の形成に貢献する総合科学である」。(17) 

このような地域経営学を学び、上記の人財を育成するために、新たな 2017 年度カリキュラムを策

定した。ここでは、「4 つの側面からカリキュラムを編成し、座学と実践的学修を充実し、学修成果の

向上を図る」とする教育課程の編成・実施方針（カリキュラムポリシー）を掲げた。4 つの側面とは、

①「時系列的に地域経営学の知見や知識を学び、『知』の総合化を図るカリキュラムの編成」、②「持

続可能な地域社会の構築やグローカリスト育成のための特徴的な科目を配したカリキュラムの編成」、

③「地域社会を支え、地域の再生・創生等に貢献できる人財、またその推進役（キーパーソン）とし

て活躍できる人財を養成するために、地域の現場で地域の人々との協働を通じて地域の課題解決を図

る、実践的学修を中心としたカリキュラムの編成」、④「専門領域別に、より高度な知識習得、学修成

果の向上を図るカリキュラムの編成」である。 

なかでも、コアとなるのが③であり、「本学に特徴的な『フィールド研究重視の実践的教育システ

ム』、『地域協働型教育研究』を全学・全学年で展開し、４年次の卒業論文につなげる」としている。

また、②のように「地域の人々が福祉の充実のもとで安心・安全・健康に生活できるような『持続可

能な社会』の構築や『グローカルな生き方』の達成に向けて」のカリキュラム編成・実施方針も特徴

的である。 

2.1.3 グローカル人財とは何か 

上述のとおり、福知山公立大学が目指すべきグローカリスト・グローバル人財の具体像、そのため

の学士課程における教育方法としての「フィールド研究重視の実践的教育システム」や「地域協働型

教育研究」が強調されている。それでは、グローカリストの具体像、「地域協働型教育研究」とは何

か。最初に前者について整理し、それが何かを明らかにする。 

グローカリスト・グローバル人財としての具体的人財、社会・地域を俯瞰的に理解して様々な主体

と協働して地域をよりよくできる人財とは、具体的にどのような人財か。『大学案内』等をもとに示

せば次のようである。国家・地方公務員、会社員、企業経営者、国公私立病院勤務者、地域・NPO・

NGO の推進役（リーダー・マネージャー・コーディネーター）といったところである。 

福知山公立大学に限らず、人文社会科学系大学の卒業者の多くは、おおよそこのような人財として

卒業・就職し、社会で活躍している。とすれば、「グローカリスト」としての公務員、会社員、国公市

立病院勤務者とはどのような人財なのか。グローカリスト・グローカル人財という抽象的な人財像の

具体的な中身が問題である。グローカリストとは、どのような能力をもった人財なのかが問われなけ

ればならない。 

文部科学省（以下「文科省」）において「グローカリスト」の名称では、ウェブ上まったくヒットし
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ない。ヒットするのは「グローカル人材」である。意味合いは同じで、国際社会で活躍する能力、グ

ローバルな視点・経験をもって、持続可能な社会に貢献できる人財をさし、グローバルにもローカル

にも対応できる一定水準の語学力やコミュニケーション能力が求められ、活動地域の知識も必要にな

るとの認識である。 

この人財育成のために、文科省と日本学生支援機構（JASSO）は、2014 年度から「官民協働海外

留学支援制度―トビタテ！留学 JAPAN 日本代表プログラム」（産官学協働）を設けている。このプ

ログラムでは異文化体験や実践活動に焦点をあてる。ここでいう「実践活動」とは、「座学や知識の

蓄積型ではなく『実社会との接点』から多様な学びを得ることができる学修活動（インターンシップ、

フィールドワーク、ボランティア、プロジェクトベースドラーニングに限らず、…多様な学修活動）

のこと」(18)であり、いわゆるアクティブラーニングを指している。 

「グローバルにもローカルにも対応できる」グローカリストというとき、とくにグローバル人財の

育成は、日増しにその必要性が高まっている。2012 年 6 月 4 日、政府のグローバル人材育成推進会

議は「グローバル人材育成戦略」(19)をとりまとめたことにもあらわれている。グローバル化した世界

の経済・社会のなかにあって、次の要素をもった「グローバル人材」の継続的育成を強調している。 

すなわち、①語学力・コミュニケーション能力、②主体性・積極性、チャレンジ精神、協調性・柔

軟性、責任感・使命感、③異文化に対する理解と日本人としてのアイデンティティーの 3 つの要素の

重視である。なかでも①の要素に関するレベルからいえば、〈海外旅行会話レベル→日常生活会話レ

ベル→業務上の文書・会話レベル→二者間折衝・交渉レベル→多数者間折衝・交渉レベル〉があり、

今後継続的に育成すべきは後者 2 つ（二者間折衝・交渉レベル、多数者間折衝・交渉レベル）とし、

大学における英語教育の強化・充実の必要性が強調されている。 

これについては考慮すべき状況がある。近年、AI（Artificial Intelligence：人工知能）技術の発展

により、優れた同時通訳・翻訳機が開発されて実用段階に入っていることである。そう遠くない時期

には、言葉の垣根を気にすることなく自由な交流・意思疎通が可能になるであろうことから、言葉の

壁が問題なのではなく、文字どおり語彙力・論理性・発信力・受入能力等の総合的な「語学力・コミ

ュニケーション能力」が問われることになるのではないだろうか。とはいえ、一定の語学力をもちつ

つ、IT 手段も使いこなせることが大切となるであろう。 

一方、ローカルについては「ローカル・アイデンティティ」が強調されることが多い。「地域への愛

着や誇りといった、『ローカル・アイデンティティ』の確認の中から、地域に残る・地域に戻る意志、

地域課題に向き合う姿勢等が生み出されていく」のであり、「そのような姿勢の下に地域課題に向き

合い、地域の将来への希望を自ら具体化していく内発的地域づくり」が重要視される(20)。 

ここで、再考しなければならないことは、グローカリストであることの前に、「学士」一般に求め

られる能力、冒頭で紹介した「学士力」が求められているという点である。そのための教育方法とし

て、後述のアクティブラーニングが強調される。最近はアクティブラーニングも「主体的・対話的で

深い学び」に置き換わりつつある。 
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福知山公立大学では、上記の「学士力」の能力をもち、さらに「世界（グローバル）を見つめる幅

広い視野を持ち、地域（ローカル）に根を下ろし、地域で活躍できる」「グローカリスト」を育成する

ことを目標にしている。 

すなわち、一定水準の語学力やコミュニケーション能力をもち、活動地域の状態（国内外のローカ

ルとグローバルな動向と課題）を理解できる知識と教養をもち、ローカルとグローバルをつなぎ結び、

課題解決・改善を目指して国内外で行動できる地域人財、持続可能な社会の形成に貢献できる地域人

財としてのグローカリストである。つまり、グローカル対応力をもつ地域人財、社会・地域を俯瞰的

に理解して様々な主体と協働して地域をよりよくできる地域人財である。そして、社会的基礎力や就

職基礎力等をもって社会にはばたく、ということになる。 

2.2 人財育成方法のコアとしての「地域協働型教育研究」 

福知山公立大学における教育の大きな特徴となっている「フィールド研究重視の実践的教育システ

ムを採用し、学生と教職員が地域に出向く『地域協働型教育研究』を展開すること」、この点に着目

してみたい。というのは、この教育方法は、「質的転換答申」が推奨するアクティブラーニングの典

型的な位置にある教育方法であり、有効な学び・学習の手法であると理解されるからである。 

「実践的教育システム」・「地域協働型教育研究」は、高知大学地域協働学部をはじめとして、全国

の地域系学部が指向している教育方法でもある。しかし、福知山公立大学に限らず、少なくない大学

において「地域協働型教育研究」とは何か、明確な定義が示されているとはいいがたい。そこで、福

知山公立大学のホームページ、「履修のてびき」や「シラバス」からその概要を紹介しつつ(21)、その

内容を明らかにする。2019 年度の人財育成のための学士課程の全体像を図示すれば、図 1 のように

整理できる。地域経営学部は地域経営学科と医療福祉経営学科の 2 学科構成だが 4 つの系で示した。 

2.2.1 重視する卒業研究 

「地域協働型教育研究」といわれる科目は、図 1 および表 2 の科目配置表のとおり、演習系科目群

として地域経営演習Ⅰ～Ⅳ、地域経営研究Ⅰ・Ⅱ、卒業研究Ⅰ・Ⅱ、国際フィールドワークⅠ・Ⅱ、

キャリアデザインⅠ・Ⅱ（インターンシップ）等、いわば実践的な学習を正課授業としているもので

ある。さらに、これらを補強するものとしてアカデミックスキル、情報処理演習が配置されている。

国際フィールドワーク、キャリアデザインを除くこれらの科目はすべて必修になっている。 

これらの科目群のなかでも、〈地域経営演習（1～2 年次）→地域経営研究（3 年次）→卒業研究（4

年次）〉とつながる演習は、「地域協働型教育研究」のコアとなるものである。「履修のてびき」には、

1 年次は地域と対象を決めて現場に入り現場を知り、2 年次になると自らの関心・課題をもって研究

室を決め、3 年次では関心・課題を深く調査・分析・考察を行い、4 年次でこれを卒業論文として取

りまとめる、とある。 

もう少し具体的に示せば次のようである。福知山市および合併前の旧町である三和町、大江町、夜

久野町と大学とが地域連携協定を結び、教育研究のフィールドとする。旧福知山市も教育研究の対象
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となる。主に市内各町が教育研究の場となる。さらに、京都北部・北近畿地域までと範囲は広い。 

1年次の前学期、学生は現地を訪問して広く現地の歴史・文化・産業・資源等を学び、後学期は学

生の関心を踏まえて課題を設定し、課題の背景の論理的な整理を行い、1年間のとりまとめを行うと

ともにそれを発表する。この課程では、現地学習と情報の整理、地域の理解が中心となる。 

2 年次～4 年次は学生の意志で各研究室に所属し、学生の関心・課題を対象に、現地住民の方々と

のコミュニケーションをとおして地域における課題を見出し、とくに 3年次には研究室を定めて 4年

次まで地域等と協働で改善・解決への処方箋を考え、場合によっては作り上げる。こうした一連の課

程を経て、4 年次には「卒業論文」にまとめあげることになる。 

この課程では、地域の人々とのコミュニケーションと協働が重視される。地域の人々との連携・協

力を背景に、地域の人々とコミュニケーションを行い、ともに「学び」ともに「考え」ともに「答え

や解決策を見出していく」ことが重要になる。これを可能にするには、後述するような「協働の原則」

が地域の人々と学生や教員との間に成立していなければならない。 

正課授業のほかに課外授業も重視している。2017 年度後学期より 3 つの課外プロジェクトを開設

した。「北近畿地域連携センター研究助成」（通称「地域研究プロジェクト」）、「先導的教育プログラ

ム推進助成事業」（以下「教育プログラム」、両方総称して「教員の地域研究プロジェクト」）のほか

に、「地域協働型実践教育学生プロジェクト」（以下「学生プロジェクト」）がそれである。 

成熟社会で求められる｢学士力｣の向上
①批判的・合理的な思考力をはじめとする認知的能力
②人間としての責務と他者に配慮して社会的責任を担える倫理的・社会的能力
③総合的・持続的な学修経験に基づく想像力・構想力
④想定外の困難に的確な判断の基盤となる教養・知識・経験 （「質的転換答申」より）

地域人財（グローカル人財）育成
①地域に根ざし、世界を視野に活躍できる知識及び
技能を有する人財（グローカル対応力）

②資格取得の推奨：英検・ＴＯＥＩＣ、国家・民間資格、等
③社会人基礎力、就職基礎能力等を有する人財

①ｱｸﾃｨﾌﾗｰﾆﾝｸﾞ型
(その要素を導入した)授

業(正課授業)

地域経営演習
ｱｶﾃﾞﾐｯｸｽｷﾙ
情報処理演習

教員の
地域研究
ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ

学
年
進
行

③地域協働型
ｱｸﾃｨﾌﾞﾗｰﾆﾝｸﾞ
(正課・課外授業)

学生
ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ
(ｸﾞﾛｰｶﾙ
特演)

②地域協働型
ｱｸﾃｨﾌﾞﾗｰﾆﾝｸﾞ
(正課授業)

地域経営研究
ｸﾞﾛｰｶﾙ特演の充実
国際ﾌｨｰﾙﾄﾞﾜｰｸ

卒業研究

基盤科目等
ﾘﾍﾞﾗﾙｱｰﾂ

英語教育の充実

専門科目
共通専門科目

地域系科目の充実
ｸﾞﾛｰｶﾙ特講の充実

図１ 福知山公立大学地域経営学部の学士課程と人財育成

教員の実
証的・理論
的研究

④地域協働型
ｱｸﾃｨﾌﾞｽﾀﾃﾞｨ

国家・地方公
務員、会社員、
企業経営者、
国公私立病
院勤務者

地域やNPO

等の推進役
（ﾘｰﾀﾞｰ･ﾏﾈｰ
ｼﾞｬｰ･ｺｰﾃﾞｨ
ﾈｰﾀｰ）

深い関連
田
舎
力
甲
子
園
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト

高
大
連
携

教
育
研
究
交
流

入
試
広
報

（筆者作成）

企業経営系 交流観光系 医療福祉経営系公共経営系
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「教育プログラム」は、グローカリスト育成に寄与する新たな教育プログラムの開発や教育手法の

発展が見込めるプロジェクトに対し、助成措置（事業総額 50 万円、4 件程度以内）を講じる事業で

1セメスター 2セメスター 3セメスター 4セメスター 5セメスター 6セメスター 7セメスター8セメスター

EnglishⅠ
必修1単位

EnglishⅡ
必修1単位

2
単位

EnglishⅢ
1単位

EnglishⅣ
1単位

TOEICⅠ
1単位

TOEICⅡ
1単位

中国語Ⅰ
1単位

中国語Ⅱ
1単位

中国語Ⅲ
1単位

中国語Ⅳ
1単位

歴史学
2単位

文学
2単位

論理学
2単位

教育学
2単位

哲学
2単位

倫理学
2単位

多文化共生論
2単位

地理学
2単位

心理学
2単位

日本国憲法
2単位

法学概論
2単位

民法
2単位

政治学
2単位

日本経済論
2単位

人権論
2単位

数学基礎Ⅰ
2単位

数学基礎Ⅱ
2単位

数学応用
2単位

栄養学
2単位

生物学
2単位

体育実技Ⅰ
1単位

体育実技Ⅱ
1単位

保健体育
2単位

地域経営演習Ⅰ
必修1単位

地域経営演習Ⅱ
必修1単位

地域経営演習Ⅲ
必修2単位

地域経営演習Ⅳ
必修2単位

地域経営研究Ⅰ
必修2単位

地域経営研究Ⅱ
必修2単位

卒業研究Ⅰ
必修4単位

卒業研究Ⅱ
必修4単位

アカデミックスキルⅠ
必修1単位

アカデミックスキルⅡ
必修1単位

情報処理演習Ⅰ
必修1単位

情報処理演習Ⅱ
必修1単位

キャリアデザインⅠ
1単位

キャリアデザインⅡ
1単位

国際フィールドワークⅠ

1単位
国際フィールドワークⅡ

1単位

地域経営概論
必修2単位

「持続可能な社会」論
必修2単位

4
単位

簿記論Ⅰ
選択必修2単位

簿記論Ⅱ
選択必修2単位

工業簿記
選択必修2単位

環境学
選択必修2単位

公共経営入門
選択必修2単位

統計学
選択必修2単位

社会調査論
選択必修2単位

経営学入門
選択必修2単位

経済学入門
選択必修2単位

地域文化論
2単位

地域協働論
2単位

地域資源論
2単位

地域産業論
2単位

財政学
2単位

原価計算論
2単位

管理会計論
2単位

経営管理論
2単位

経営戦略論
2単位

マーケティング
2単位

地域防災論
2単位

経営組織論
2単位

人的資源管理論
2単位

社会保障論
2単位

社会福祉論
2単位

介護福祉論
2単位

ヘルスツーリズム論
2単位

情報処理論Ⅰ
2単位

情報処理論Ⅱ
2単位

経営情報システム論
2単位

経営工学概論
2単位

プログラミングⅠ
2単位

プログラミングⅡ
2単位

データベース論
2単位

グローカル特別講義Ⅰ
2単位　（※2）

グローカル特別講義Ⅱ
2単位　（※3）

グローカル特別講義Ⅲ
2単位　（※4）

グローカル特別講義Ⅳ
2単位　（※5）

行政学
選択必修2単位

自治体政策法務
選択必修2単位

ミクロ経済学
選択必修2単位

マクロ経済学
選択必修2単位

財務諸表論
選択必修2単位

経営分析
選択必修2単位

流通システム論
選択必修2単位

ロジスティクス論
選択必修2単位

企業論
選択必修2単位

地域農業システム論
選択必修2単位

地方自治論
2単位

ソーシャルデザイン
2単位

非営利組織論
2単位

コミュニティビジネス
2単位

地方財政論
2単位

地方公会計
2単位

金融論
2単位

企業財務論
2単位

税務会計
2単位

監査論
2単位

地域イノベーション
2単位

グローバルビジネス
2単位

地域経営分析
2単位

マーケティングリサーチ
2単位

中小企業論
2単位

観光総論
2単位

観光まちづくり論
2単位

交流観光政策論
2単位

グリーンツーリズム論
2単位

農業経営論
2単位

交流居住論
2単位

自由選択

卒業要件

注．福知山公立大学『履修のてびき（2018）』p.2．

　※１　…………　母国語の科目については履修を認めない。

外
国
語
科
目
群

　（※）

人
文
系

社
会
系

自
然
系

演
習
系
科
目
群

28
単位

　※２～５　…… 　開講科目内容の詳細は、別に記載。

専
　
門
　
教
　
育
　
科
　
目

126単位

学
部
共
通
専
門
科
目
群

学
科
別
専
門
科
目
群

企
業
経
営
系

公
共
経
営
系

地
域
経
営
学
科
推
奨
科
目

交
流
観
光
系

18
単位

12
単位

4年次
要卒単位

20単位

2年次

20
単位

開講セメスターは年度により前後することがある。

　
一
般
教
養
科
目
群

22
単位

32
単位

6
単位

6
単位

3年次

8
単位

16
単位

6
単位

表２　科目配置表【2017年度 入学生適用】（地域経営学科）

6
単位

4
単位

共
　
通
　
教
　
育
　
科
　
目

22
単位

1年次

選択必修科目必修科目 選択科目
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ある。「学生プロジェクト」は、次に紹介するとおり、2019年度より一定の要件を満たした場合に単

位を認定することになった。 

2.2.2学生課外活動の単位認定 

「学生プロジェクト」は、地域との協働を軸に、学生の自主性に基づき一定の成果が見込まれる次

のような課外活動に対して助成措置（1 件上限 10 万円）を講じる事業である。①本学での学びを発

展的に展開、②地域における活動、地域住民・行政機関等との協働で展開、③本学教員のアドバイス

のもとに展開するような取り組みである。学生プロジェクトは学生が年次に関係なく参加でき、2019

年度より試行的に単位認定を行い、2020年度より本格的に実施することになった課外授業である。 

採択された場合には、プロジェクトの目標を実現するための活動、地域をテーマとしたイベント・

企画への参加、成果の発表と報告書の作成、マスコミ等取材への対応、取り組みに関する広報と交流

を行うことが求められる。社会への積極的な関わりをとおして学生の遂行能力等の向上とともに、取

り組みを発展させて卒業論文にまとめあげることや地域貢献につながることも期待される。何よりも

学修アウトカムの実現につなげるものである。 

 この学生の自主活動・ゼミの単位認定化は、福知山公立大学が初めてではない。麗澤大学では外

国語学部と経済学部で「自主企画ゼミナール」として、また高知工科大学では教育講師が担当する「チ

ャレンジポイント」制度として実施されている(22)。学生が自主的にテーマや研究方針等を決めるため、

自発的な学習・研究意欲が高まり卒業研究（卒業論文）にもつながり、アクティブラーニングとして

の教育効果が期待できるとされる。 

これらを参考にして、福知山公立大学でも自主的活動である「学生プロジェクト」の単位認定制度

の導入を行ったのである。ただし、自主活動・ゼミの目的と活動・内容が明確である（シラバスの「授

業概要」、「授業の到達目標」相当）、指導教員との間で活動・内容を十分に打ち合わせが行われてい

る、活動・内容が本学の既存科目と同じでない、活動・内容が大学の授業として適切である、等の条

件を備えることが不可欠である。「成果報告書」の提出も求められる。審査を前年度秋と当年度春の

2回実施し、教務委員会・教授会にて承認を得る。なお、2019年度より試行的に単位認定されるよう

になるが、その際の学修アウトカムとの関係の検証等の課題は残っている。 

以上の科目群や課外授業を中心とした実践的学修をはじめ、また座学も含め、次の学年別指針をも

って教育にあたる(23)。 

1年次は「学びを体験する」。体験学修と教養学修を組み合わせて行い、フィールドワークの基礎的

知識の学修も行う。2年次は「学びを広げる」。学修者の関心にそった教養教育を提供するとともに、

フィールドワークの基礎理論と分析手法の修得や地域の活動体験等をとおして、地域社会の課題を発

見し、分析し、その解決に必要な手法を実践的に学ぶことにしている。 

3年次では「学びを深める」。演習等の学修グループによる特定の組織・団体等の課題を対象とする

課題解決型学習（PBL：Project based Learning）や地域協働型実践学修を実施する。そして、4年

次において、これまでの「学びをまとめる」。グループ単位での一定のまとめを行うとともに、卒業 
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論文を個別にまとめることになる。 

2.3 アクティブラーニングとしての「地域協働型教育」 

2.3.1 アクティブラーニングとは 

「地域協働型教育」は、アクティブラーニングの典型的な位置にあると理解されるが、そもそもア

クティブラーニングとは何か。アクティブラーニングは、能動的学修とも実践教育ともいわれるもの

で、「学士力」の向上につなぐことが期待されている。「質的転換答申」では次のような説明をしてい

る(24)。 

「教員による一方向的な講義形式の教育とは異なり、学修者の能動的な学修への参加を取り入れた

教授・学習法の総称。学修者が能動的に学修することによって、認知的、倫理的、社会的能力、教養、

知識、経験を含めた汎用的能力の育成を図る。発見学習、問題解決学習、体験学習、調査学習等が含

まれるが、教室内でのグループディスカッション、ディベート、グループ・ワーク等も有効なアクテ

ィブラーニングの方法である」。つまり、アクティブラーニングとは、学生は自らの人生に必要な知

識・技能・規範等に関して能動的に学び、教員は望ましい知識・技能・規範等を教えつつ学生の様々

な能力（学士力）を引き出す、そうした双方向的な教育活動のことである。これまでのような一方的

な授業や教育方法に、課題・問題があったということである。 

それでは、具体的にどのようにして教育効果を向上させるのか。アクティブラーニングにはどのよ

うな方法があるのか、「質的転換答申」はさらに次のように指摘する。 

∇個々の学生の認知的、倫理的、社会的能力を引き出し、それを鍛えるディスカッションやディベートとい

った双方向の講義、演習、実験、実習や実技等を中心とした授業への転換によって、学生の主体的な学修を

促す質の高い学士課程教育を進めることが求められる。学生は主体的な学修の体験を重ねてこそ、生涯学び

続ける力を修得できるのである。 

∇学生に授業のための事前の準備（資料の下調べや読書、思考、学生同士のディスカッション、他の専門家

等とのコミュニケーション等）、授業の受講（教員の直接指導、その中での教員と学生、学生同士の対話や意

思疎通）や事後の展開（授業内容の確認や理解の深化のための探究等）を促す教育上の工夫、インターンシ

ップやサービスラーニング*、留学体験といった教室外学修プログラム等の提供が必要である。 

*「サービスラーニング」とは、教育活動の一環として、一定の期間、地域のニーズ等を踏まえた社会奉仕

活動を体験することによって、それまで知識として学んできたことを実際のサービス体験に活かし、また

実際のサービス体験から自分の学問的取組や進路について新たな視野を得る教育プログラム。①専門教育

を通して獲得した専門的な知識・技能の現実社会で実際に活用できる知識・技能への変化、②将来の職業

について考える機会の付与、③自らの社会的役割を意識することによる、市民として必要な資質・能力の

向上、などの効果が期待できる。 

∇双方向の授業を進め、十分な準備をしてきた学生の力を伸ばすには、教員が当該分野及び関連諸分野の学

術研究の動向に精通している必要があり、そのためには教員が自らの研究力を高める努力を怠らないことが
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大切である。学士課程答申で指摘されているとおり、研究という営みを理解し、実践する教員が、学生の実情

を踏まえつつ、研究の成果に基づき、自らの知識を統合して教育に当たることは大学教育の責務である。 

アクティブラーニングは、大学教育と産業界等とをつなぐ正課の教育方法として 2010 年以降注目

され急速に広まったものである。よく知られた定義としては次のようなものである。「一方的な知識

伝達型講義を聴くという（受動的）学修を乗り越える意味での、あらゆる能動的な学習のこと。能動

的な学習には、書く・話す・発表するなどの活動への関与と、そこで生じる認知プロセスの外化を伴

う」(25)。 

この定義には、これまでの「教授」パラダイムから「学習」パラダイムへの転換の意味が込められ

ている。すなわち、学生に教えるというものではなく、①学習は学生中心に行われ、②学習を産み出

すもので、③知識は構成・創造・獲得されるもので、④学習はプロダクトではなくプロセスが重要で

あり、⑤学習者の変化に関わるものである(26)。そのため指導方法は一定の型にはめ込んでしまわずに、

「主体的な学び」・「対話的な学び」・「深い学び」となるようにすることが重要となる(27)。 

以上を踏まえ、アクティブラーニングを形態別・方法別に、筆者が整理したのが図 2 である。縦軸

に能動性の程度（意識・反応の高低）をとり、横軸に活動範囲の程度（行動・対応の広狭）をとり、

４つの類型（知識の活用・創造、応用志向、表現志向、知識の定着・確認）として学習の具体的形態・

学
習
者
の
能
動
性
の
高
低

高
い

広い

ﾃﾞｨﾍﾞｰﾄ

注．溝上慎一『アクティブラーニングと教授学習パラダイムの転換』東信堂, 2014, pp.71,73の図; 日本教
育方法学会編『アクティブ・ラーニングの教育方法学的検討』図書文化, 2016;山地弘起「アクティブ・
ラーニングとは何か」『大学教育と情報』2014年度, No.1の図1. 等を参照して筆者作成。

活動の広狭

図２ 多様なアクティブラーニングと「地域協働型教育」の位置

ﾃﾞｨｽｶｯｼｮﾝ

一方向的
座学・知識
伝達型講義
（基準点）

地域協働
型学習

地域協働・
課題解決
型学習

グループ学習

振返りｼｰﾄ

現地調
査学習

課題解決
型学習

ﾌﾟﾚｾﾞﾝﾃｰｼｮﾝ

体験学習

輪読

事例学習

発見学習

現地訪
問学習

知識の定着・確認

知識の活用・創造

応用志向

小ﾚﾎﾟｰﾄ

表現志向

アクティブラーニングとは、思考の活
性化を促す学習・指導方法の総称

小ﾃｽﾄ

主に屋外主に屋内

地域協働
的教育

ゲスト招聘学習

質疑応答

音読

双方向
的教育

屋内

地域協働型
教育のコア
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方法を例示した。それらを教員・学生の「双方的教育」および実践的な「地域協働的教育」に分類し、

さらに現地型教育形態を「地域協働型教育のコア」と位置づけた。この図からも、福知山公立大学で

実施される「地域協働型教育」がアクティブラーニングの典型的な位置にあることが理解できる。 

2.3.2 アクティブラーニングの意義 

アクティブラーニングは思考を活性化する学習形態であり、「学習」パラダイムの一方法として重

視される。学生にとっては、知識基盤社会を生き抜く汎用的技能等の学士力を身につけることが重要

になっている。伝統的な座学の方法（「教授」パラダイム）ではこれに十分に対応できないとされ、活

動的で実践的な学習形態が求められてきたのである。(28) 

さらに、アクティブラーニングは「ディープ」でなければならないとする指摘もある(29)。アクティ

ブラーニングで先駆的業績をあげたボンウェルとアイソンの理解では、学生の授業への能動的参加

（①聴く以上の関わり、②読み・書き・議論、③思考志向、④スキルの重視、⑤自身・価値観の探究

重視の 5 点）が指摘されるが、これに上記の「認知プロセスの外化」を加えつつ、しかも「ディープ」

であるべきだとする(30)。 

すなわち、必要な知識を習得するところの「内化なき外化は盲目であり、外化なき内化は空虚であ

る」ことから、内化（学習者自身の思考や認知プロセス内に取り入れて再構成する能動性）と外化（学

習者内部の思考や認知プロセスを外部に出す能動性）の組み合わせを行うことにより内化をより深め、

外化をより高次元のものにする。つまり、ディープ・アクティブラーニングとは、内化と外化の相乗

性を高めて「知識と経験をより深く結びつけ」、「これからの人生につなげていけるような学習」であ

り、そのようなアクティブラーニングにすべきであるとする。まさに、「主体的・対話的で深い学び」

となることが求められる。 

アクティブラーニング型授業の質を高める方法のひとつとして、ウィギンズとマクタイが提唱した

「逆向き設計（backward design）」も推奨されている。授業の到達点（学習成果・目標）を見定め、

そこから何をどのように教えるかを決める教育設計・方法である(31)。したがって学生の評価方法もこ

れに基づくものとなり、教育のプロセスが問われ、アクティブラーニングの効果が高まるとされる。

詳しくは後述する（図 4 参照）。 

2.3.3 アクティブラーニングの課題 

アクティブラーニングの効果が強調される一方で、課題があることも指摘されている(32)。第一に、

とくに教員側の評価として、授業準備や授業後の評価作業に要する時間と労力が多く、教員の多忙化

が進むなかで定着の困難がある。第二に、とくに学生側の評価として、表現力やコミュニケーション

力がつき就職等に有効でその導入・強化を望む学生が多く、教員との認識に違いがある。第三に、人

格評価に及びかねないこと、多角的であらゆる面で評価可能となり教員の評価疲れ、といった危険性

もかかえる。こうしたもとでは、アクティブラーニングの有効性を活かすために、教員がその準備に

十分な時間がとれ、遂行に余裕のもてる体制をつくりあげることが重要となる。 

「質的転換答申」では、「能動的学修（アクティブ・ラーニング）への転換」の必要性とともに、
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「学士課程教育の質的転換への方策」として次の点が強調されていることにも注意を払う必要がある。

①教育課程が全体としてどのような能力を育成し、どのような知識・技術・技能を修得させるのか、

そのために授業科目をどのように連携・関連しあうのか、教育課程の体系化の必要、②体系的な教育

課程に基づき、教員間の連携・協力による組織的教育の実施、③シラバスの充実、④教学マネジメン

トの確立と点検である。要するに、「質的転換答申」によれば、「学生の能力をどう伸ばすかという学

生本位の視点に立った学士課程教育へと質的な転換を図るためには、教員中心の授業科目の編成から

学位プログラム中心の授業科目の編成への転換が必要」なのである。 

これらを評価するものとしてルーブリックや学修ポートフォリオ等がある。本稿の《参考資料》で

紹介する高知大学地域協働学部では、非常に詳細なルーブリックを作成し（表 9 参照）、授業後の評

価を行っている。これを記入することにより学生は就職対策になり、教員は学生を一人ひとりしっか

りと評価するとともに教育の質を保証する。しかし、教員の負担は極めて大きい点は課題として残る。 

ともかく、アクティブラーニングとは次のようにもまとめられる。“コミュニケーションや行動（協

働）、働きかけ等を通して、人間のもつ五官（感）を稼働させ、思考の活性化を促す学習方法の総称で

ある”と。なお、このアクティブラーニングの教育方法やその導入が強調される一方で、その具体的

な教育効果がみえにくく教員の負担感・疲労感が大きいとの反省からか、新「学習指導要領」（初等

中等教育：2018～2022 年度順次実施）ではアクティブラーニングの表現を避け、「主体的・対話的で

深い学び」と記述されている(33)。 

2.4「地域協働型教育研究」における協働の意義 

福知山公立大学が推進する「地域協働型教育研究」は、以上のようにアクティブラーニングの最た

るものである。さらにいえば、「地域協働型教育研究」とは、「地域との連携・協力・協働で行う地域

課題解決型の教育研究である」と定義できよう。この場合、「地域」との「協働」とは何かが問われる

が、その前に「連携・協力・協働」について整理しておこう。 

2.4.1 連携・協力・協働とは何か 

この「連携・協力」に関して、教育上の観点から「質的転換答申」においても次のような指摘があ

る。「答申」では、「今後の具体的な改革方策」として「速やかに取り組むことが求められる事項」の

ひとつに、「地域社会・企業等」と大学との連携・協力した取り組みを位置づけている。引用しておけ

ば次のようである。 

∇学士課程教育はキャンパスの中だけで完結するものではなく、サービスラーニング、インターンシップ、

社会体験活動や留学経験等は、学生の学修への動機付けを強め、成熟社会における社会的自立や職業生活に

必要な能力の育成に大きな効果を持つ。特にインターンシップは、学生が自らの専攻や将来希望する職業に

関連した職場で業務を体験することを通じ、専門知識の有用性や職業自体について具体的に理解し、労働へ

の意欲・態度を高めるとともに、自己の適性や志向に照らし進路を考える機会として活用することが求めら

れる。したがって、地域社会や企業等と大学は、プログラムとしての学士課程教育の質的向上のための、地
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域・企業参画型の新たな連携・協力に取り組むことが重要である。 

 ∇知識基盤社会にあって、大学は、個人が生涯にわたって知的な基礎に裏付けられた豊かな教養や知識、技

術、技能を主体的に学修する機会を提供し、その地域に即したイノベーションの創出をリードする地域社会

の核である。地方自治体や地域社会は、地域の大学と連携し、その知的資源を積極的に活用することが期待

される。 

「質的転換答申」においては、何をもって「連携・協力」なのかを明示していない。福知山公立大

学の「協働」もどのような内容と意義をもつ「連携・協力」なのか明らかではない。実際のところ、

地域連携協定を結び学生受け入れに協力するレベルに止まっている。 

地域連携協定は、たとえば、福知山市および合併前の旧町である三和町、大江町、夜久野町と大学

間において、次の 6 つの「連携・協力事項」に合意している（2017 年 1 月 18 日締結）。①地域に関

する情報の共有と活用、②地域・大学双方の人財育成、③地域社会の発展に資する調査・研究、④共

同事業・共同プログラムの推進、⑤上記の各項目を実施するために必要な施設・資源に関する便宜供

与、⑥その他本協定の目的を達するために必要な事項。これらの事項は、「地域協働型教育研究」に

すべてが関係している。 

連携協定は「協働」の入口にすぎない。この後にどのような具体的信頼関係を構築していくのか、

いけるのかが重要である。信頼関係は関係者の共同責任と協力から生まれ、信頼関係の度合いが「協

働」の内容とレベルを決めるといっていいであろう。 

それでは「協働」とは何か。上記のとおり、地域連携協定に基づき地域が前向きに協力してくれる

とはいえ、「地域協働型教育研究」における「地域協働」とは何か、「協働」とは何か明らかではない。

連携協定の実質化が求められている。ひとつの手掛かりとなるのが「協働原則」である。 

今日における「協働」は、各地の自治体等が抱える課題を、行政、市民等単独では解決しがたい場

合に、お互いに協力して補完し合い、合意のもとで効率よく改善・解決する手法になってきている。

ただし、ここで注意しなければならないことは、自治体は他の組織・主体とは違って「権力」をもっ

ているということである。それだけに、制度等に結びつける場合には大きな意義と役割をもつが注意

も必要である。 

たとえば、ドイツにおいては、環境政策策定上の手続き原則として、様々な人々、各セクター等の

行動なしに課題は解決しないために「協働」が重視される。しかし、注意点も指摘されている。 

ドイツにおいては、組織内部での協働を水平的協働、組織間の協働を垂直的協働といい、両者のプ

ロセスを想定する。また、協働のレベルからは、意思決定過程では協力するが決定権限はない参加的

協働、一定の責任をもつ課題配分的協働がある。協働には政策上の実効性・迅速性、行政の柔軟性・

簡素化、法的争訴の回避等の積極的な面があるとし、さらに自発性を尊重し地域の実状に応じた具体

的で現実的な対応を可能にするとして評価する。ただし、特定の勢力のみが他の関係組織・集団等を

排除した協働の場合、裏取引や迎合的協力・提携には注意すべきだとしている。(34) 
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2.4.2 6 つの協働原則 

巻末に《参考資料》として紹介した高知大学地域協働学部においては、「協働」・「地域協働」につ

いて次のように定義している(35)。「地域協働型教育」として大学教育に取り入れている。 

「協働」とは、「自律した人や組織同士が立場や利害を越えて共に考え行動し、単独では解決できない共通の

課題を解決し、新しい価値や創造物（成果）を産み出す関係や行動様式（営み）」である。「協働」は、立場や

利害を異にする多様な主体による相互作用の繰り返しを通じて遂行されるため、住民のみならず、地域全体

として「協働」を組織できる力を手に入れることによって、それぞれの自律的・持続的な成長が促進され、地

域社会の多種多様な課題やその変化に対しても柔軟かつ持続的に立ち向かうことができる。つまり、地域社

会が抱えている諸課題を調和的に解決し、地域社会の再生と持続的な発展を図るための多様な地域主体（人

や組織）間の協働が「地域協働」である。 

大学にかぎらず、日本においてはむしろ協働の原則・考え方・手法は定着してきている。よく知ら

れているのが、神奈川県横浜市の「6 つの協働原則」である。これにならって全国の自治体でも協働

原則のもとで多様な取り組みがみられるようになった。横浜市の協働原則（2012 年 10 月文書）とは

次のようなものである(36)。 

①対等の原則（市民活動と行政は対等の立場にたつこと）：協働で課題を解決するためには，双方が対等の関

係であることが重要となる。上下ではなく横の関係にあることをお互いに常に認識し，各々の自由な意思に

基づき協働することが第一歩となる。  

②自主性尊重の原則（市民活動が自主的に行われることを尊重すること）：協働にあたっては，公共的課題に

対して弾力的に対応できる等，市民活動のもつ長所を十分生かすことが大切であり，市民活動の自主性を尊

重することが重要な視点となる。  

③自立化の原則（市民活動が自立化する方向で協働をすすめること）：公共的課題を協働して解決するパート

ナーにふさわしく，自立して独自の事業を展開できる市民活動団体が数多く育っていくことが，今後の地域

社会にとって重要である。依存や癒着関係に陥ることなく，双方が常に自立した存在として進められてこそ

協働は意義のあるものとなる。  

④相互理解の原則（市民活動と行政がそれぞれの長所，短所や立場を理解しあうこと）：相手の本質を十分認

識し，理解し，尊重することは，よりよい協働関係構築のために重要なことである。長所や短所も含めてお互

いをよく理解してこそ，それぞれの役割を確実に果たすことができる。 

⑤目的共有の原則（協働に関して市民活動と行政がその活動の全体または一部について目的を共有するこ

と）：協働による公共的課題の解決は，不特定多数の第三者の利益をその目的とするものである。まず，協働

の目的が何であるかを双方が共通理解し，確認しておかなければならない。  

⑥公開の原則（市民活動と行政の関係が公開されていること）：協働関係を結ぶ両者の関係が，外からよく見

える，開かれた状態であることが必要である。そのため両者についての基本的事項が情報公開されていると

ともに，一定の要件を満たせば誰もがその関係に参入できることが，公共的課題解決に関する協働には欠か

せない条件である。 
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こうした 6 つの原則のもと、「協働」を推進するには主体間での相互の信頼が重要であり、そのた

めに大切なことが情報の共有とコミュニケーションの促進であるとしている（横浜市「協働推進の基

本指針」）。コミュニケーションは双方向的であり、相互に情報が交換され、問題が深いところで認識

されて本質的なところまで明確になり、協働の目的・目標も明確になり、課題の改善・解決に近づい

て行く。 

もともと、このコミュニケーションの重要性を指摘したのは、ドイツの哲学者ユルゲン・ハーバー

マスである(37)。ハーバーマスは、新たな「相互主観的なコミュニケーションの理論」を展開した。 

ハーバーマスによれば、「労働」は飢餓と貧困から人々を解放するが、「相互行為（コミュニケーシ

ョン）」は政治的な隷属と支配から人々を解放する唯一の方法であるとした。この「相互行為」には

他者を道具として目的合理的に利用する「目的論的行為（戦略的行為）」、規範への服従あるいは一般

に期待される態度に応じる「規範的な行為」、独自の体験を観衆に関係づけて様式化する「演劇的行

為」、最後に一般的な会話のような「コミュニケーション的行為」がある。なかでも「コミュニケーシ

ョン的行為」が重要で、コミュニケーションが成立する社会空間もしくは多種多様な意見を集約し、

ネットワークでつながる社会空間である「公共圏」での討議を重視した。  

2.4.3 協働の意義 

「協働」はこのコミュニケーションを前提にはじめて成り立ち、「協働」のレベルアップもコミュ

ニケーションのレベルに依存している。ある目標や課題について、その解決のためのコミュニケーシ

ョンがあり、何らかの合意が生まれ、合意に基づき行動・協働につながる一連の、いわば合目的的行

動・行為となる。合目的的行動・行為の出発点はコミュニケーションであり、行動・協働に至っては

じめて具体的な課題解決の糸口になる。この点をみても、地域社会において「協働」は必要かつ重要

である。 

もう少し整理すれば、次のようにまとめられるであろう(38)。すなわち、①アイディアおよび現場の

実態やニーズを反映させることができ、住民・主体の満足度が高まる。②協働により主体的な地域づ

くりの意識と行動力を高められ、地域の持続可能性を高められる。③地域の様々な人の知識や経験を

活かし、そのことが活力の源泉となり、多くの人に社会参加を促すことにもつながる。④協働による

社会参加の機会の拡大は、民主主義の意識の醸成・向上につながる。こうして、主体の地域意識・自

治意識の向上、地域の持続可能性の向上につながるのである。 

しかし、問題もある。上記のドイツの例にもあるように、協働する各団体が影響力を行使し、力関

係が生まれ、協働への機会の不平等や協働への不参加を生み出す可能性があるという問題である。経

済団体や強烈な個別主体の場合等との協働は、しばしば基準を守らず、現状の追認になることがある。

主体のなかには自治体があり、「権力」をもって良くも悪くも振る舞う場合がある。 

ともかくも、協働、そして協働に至るコミュニケーション・合意、さらに適切で良いガバナンスが

なければ多くの課題は解決しない。結局のところ、対象地の課題を解決するには地域が主体的に課題

を発見して解決策を産み出し行動しなければならないし、学生もその過程で主体的・意識的に関わり、

福知山公立大学研究紀要(2019)

- 204 -



 

 

 

学んだ知見を外化し対策を考え行動しなければならない。「地域協働型教育研究」とは、地域の人々

と学生・教員との双方が主体的にともに「考え」ともに「行動（協働）する」ことにより、質の高い

学修・教育効果や研究成果をあげる行為といえよう。 

合目的的な行動（協働）になるには、地域住民と学生との十分な双方向のコミュニケーションが必

要であり、その過程をとおして双方が信頼関係を深め、適切で良いガバナンスが行われることが大切

である。そして、3 者がこの過程に関わり、協働的で持続可能な地域社会に前進していくことを、身

をもって体験（参与観察）することができる。仮にあまり前進が見られない場合でも、身をもって体

験し、評価・問題点・教訓を引き出し、次への糧になっていく。このようなもとで協働的な地域人財

が形成されていく。「地域協働型教育研究」の意義はここにあるといえる。 

 上述の協働原則、またアクティブラーニングとしての PBL の内容を踏まえ、福知山公立大学お

ける「地域協働型教育研究」を定義すれば、“協働原則を踏まえた地域課題解決型の教育研究”とい

える。課題解決について大学から地域への押売りでもなく、地域から大学への丸投げでもない。地域

と大学の双方が協働原則に基づき、地域の課題を改善・解決していくことをとおして、学生は学習し、

教員は教育・研究し、地域住民は生活の質を高めるものである。地域課題の改善・解決策の提示およ

びその前提となる地域の現状分析等、教員の研究プロセスにも学生や地域住民が参加し、ともに考え、

ともに学習するものともいえる。3 者が共生し、「三方一両得」となるものである。 

このように、「地域協働型教育研究」は、地域住民・学生・教員が、ある合目的的活動に加わること

により、その目的の達成（未達成）の過程を身をもって体験し、理解し、そこでの理論・技術・技能

を学び身につけることであり、可能であれば知見を加え理論化することである。この過程をとおして、

持続可能な社会・地域の実現のための人財を育成しつつ地域の存続を支援することである。そのため

には、地域においてマルチパートナーシップをもとに、適切な諸決定を行う地域ガバナンス（共治・

協治）を確保しなければならない(39)。そして、この適切な地域ガバナンスの確保に貢献できる地域人

財の育成も必要となる。 

3. 2017 年度カリキュラムの見直し 

3.1 公益財団法人大学基準協会による大学評価 

上述した福知山公立大学の人財育成、そのための学士課程は客観的にみてどのように評価されるの

か。福知山公立大学は地域貢献大学として再出発したが、現在、社会的に「適合」と評価される大学

であるのか。 

3.1.1 評価された科目と課題 

福知山公立大学は、2017 年度（2010 年度の受審から 7 年目、設置者変更による開学から 2 年目）

に、公益財団法人大学基準協会による大学評価（認証評価）を受審した。結果は「適合」であった(40)。

全体の評価結果は次のようなものであった。 
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2010（平成 22）年度に、成美大学として、前回の本協会による大学評価（認証評価）を受けた後、設置団

体の変更に伴い、基本理念の実現に向けて、教員人事、教育改革等、大学におけるすべての面で大幅な改善に

向けた努力を行い、積極的かつ真摯に改革を進めてきた。とくに、アクティブラーニングを採り入れた授業

運営を行い、課外活動としても、学内に整備した地域連携に関する取組みの活動スペースである「Kita-re（キ

ターレ）」などを活用して学生と地域をつなげる仕組みの構築を図っていることは、今後、貴大学を特色づけ

る活動となることが見込まれる。 

一方で、貴大学が教育の軸として掲げる「地域協働型教育」（実践教育）の在り方（下線―引用者）や定員

管理、施設・設備の整備など多くの取組みにおいて、現時点では、公立大学法人化して間もないため、改善・

改革の途上にあり、十分に成果が上がっているとはいえない。また、それぞれの取組みについては、検証体制

が明確でないものもあることから、今後は取組みの適切性を検証し、改善・改革につなげる仕組みを確立す

るよう、改善が望まれる。 

 全体的には高く評価される面がある一方で課題も指摘された。その課題には、本稿の課題である

「教育の軸として掲げる『地域協働型教育』（実践教育）の在り方」に関する指摘がある。また、大学

全体として「改善・改革の途上にあり、十分に成果が上がっているとはいえない」し、「検証体制が明

確でないものもあることから、今後は取組みの適切性を検証し、改善・改革につなげる仕組みを確立

するよう、改善が望まれる」といった課題が指摘されている。指摘を真摯に受け止め、改善・改革し

ていく必要がある。 

認証評価結果における各項目の評価と課題について、整理して一覧表にしたのが表 3 である。教学

についてはおおむね好評価である。とくに次の点は注目したい。 

（教育課程・教育内容） 

  演習系科目に関し、3 年次の「地域経営研究」及び 4 年次の「卒業研究」につなげるよう、1～

2 年次に「地域経営演習Ⅰ～Ⅳ」を置いている。また、持続可能な地域社会の構築やグローカリ

スト育成のため、「グローカル特講」「『持続可能な社会』論」などの特徴的な科目を配したカリ

キュラムを編成している。両学科ともに教育課程は体系的に編成されており、授業科目の配置に

ついても概ね適切に行われている。とくに次の点は注目したい。 

（教育方法） 

  アクティブラーニングを採り入れた授業運営を行っており、フィールドワークやグループワー

ク等を用いて、学生が地域と密接に関わりながら学習を進めるための教育方法が用いられている。 

ここで評価された科目である「『持続可能な社会』論」は、大学の理念や目的に関わるキー概念で

あるため必修としている。福知山公立大学は、「持続可能な社会形成に寄与することを目的」とし、

「持続可能な地域社会の構築に貢献できる人材の育成」を目指している。その「持続可能な社会」と

は何かを理解する科目であり、専門科目を理解する上での基礎にもなっている。しかし、「持続可能

性」や「持続可能な社会」について、社会的には正しく理解されているとはいいがたい状況にあるば

かりか、社会学、経済学、環境学等の関係学問分野においてさえも部分的・断片的な記述にとどまっ
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好評価 問題点・課題
前回の大学評価（2010年）を受けた後、基本理念の実現
に向けて、教員人事、教育改革等、すべての面で大幅な
改善に向けた努力を行い、積極的かつ真摯に改革を進め
てきた。とくに、アクティブラーニングを採り入れた授業運
営を行い、課外活動としても、学内に整備した地域連携に
関する取組みの活動スペースである「キターレ」などを活
用して学生と地域をつなげる仕組みの構築を図っているこ
とは、今後、大学を特色づける活動となると見込まれる。

貴大学が教育の軸として掲げる「地域協働型教育」（実践教育）
の在り方や定員管理、施設・設備の整備など多くの取組みにお
いて、現時点では、公立大学法人化して間もないため、改善・改
革の途上にあり、十分に成果が上がっているとはいえない。ま
た、それぞれの取組みについては、検証体制が明確でないもの
もあることから、今後は取組みの適切性を検証し、改善・改革に
つなげる仕組みを確立するよう、改善が望まれる。

基本理念・目的の適切性の検証については、2016年度以降は、
「自己点検・評価委員会」が定期的に行うとしている。しかし、基
本理念・目的の実現に向けた教育研究活動に全力を傾けてい
る段階であり、具体的な検証方法や検証体制を確立するまでに
は至っていないので、今後の一層の検討が望まれる。

いずれのセンターも機能し始めたばかり又はこれから活動が始
まる状況であり、今後の活動の充実が期待される。自己点検・評
価の結果を改善につなげる仕組みを整えることが必要である。

教員の職位（教授、准教授、助教）の資格を明確に規定
し、大学設置基準上必要な専任教員数を満たす教員数を
適切に確保している。教員の資質の向上を図るための方
策として、ハラスメントや情報セキュリティなどに関する研修
会を開催している。各教員に活動計画書を提出させ、定
期的に各教員の教育研究活動を見直し、その向上及び
社会貢献の推進を図っている。同計画書は、再任用の評
価資料となっている。学内で成果が期待される研究に対
し、助成金又は奨励金を支給している。

教員の年齢構成のバランス（資料3-10）、実務家、外国人の採
用、男女構成比等に配慮することの必要性を認識しているた
め、さらなる検討が望まれる。教員組織の適切性の検証につい
ては、検証方法や検証体制を現在のところ確立していない。この
点については、貴大学自身も課題としているため、今後の検討
が期待される。

教育目
標、学位
授与方
針、教育
課程の
編成・実
施方針

教育課程の編成・実施方針については、学位授与方針に
基づき、「地域の現場で地域の人々との協働を通じて地域
の課題解決を図る、実践的学修を中心としたカリキュラム」
や「専門領域別に、より高度な知識習得、学習成果の向
上を図るカリキュラム」を編成すること等の４項目を掲げ
る。また、実践的学習の実施については、学年別の指針
を示し、初年次からフィールドワークを採り入れて、３年次
には特定の組織・団体等の課題を対象とするＰＢＬや「地
域協働型実践学修」を実施し、４年次の卒業論文制作で４
年間の学びをまとめるという段階的な学修方法を明らかに
している。教育目標、学位授与方針及び教育課程の編
成・実施方針については、公立大学法人化後の整備の途
中でもあるため、頻繁に変更されて不安定な状況であった
が、2016年度からは「教務委員会」及び教授会で教育目
標と両方針の適切性を検証している。なお、2017年度から
の方針もこれらの組織で策定している。

教育課
程・教育
内容

2017年度の入学生に向けては、「地域経営学」を学ぶた
めに必要な学問分野を見直すことや、貴大学の教育方法
の特色でもある「地域協働型教育」を実現するために、教
育課程の再編成を行っている。とくに、演習系科目に関
し、３年次の「地域経営研究」及び４年次の「卒業研究」に
つなげるよう、１～２年次に「地域経営演習Ⅰ～Ⅳ」を置い
ている。また、持続可能な地域社会の構築やグローカリス
ト育成のため、「グローカル特講」「『持続可能な社会』論」
などの特徴的な科目を配したカリキュラムを編成している。
両学科ともに教育課程は体系的に編成されており、授業
科目の配置についても概ね適切に行われている。学位授
与方針や教育課程の編成・実施方針の変更に合わせて、
短期間で科目編成等が改定されてきたことから、教育課
程の効果に関する検証が十分に行われているとはいえな
いが、新カリキュラムへの移行の努力は認められる。

各年次における開講科目が総じて少なく、学生が授業を選択で
きる余地が限られているので、学生に幅広い教養を身に付けさ
せるためにも、授業科目をさらに充実させるよう検討が望まれ
る。
「教務委員会」において、新しい教育課程を検証し、授業内容や
学生指導の水準の向上を図るとしているため、さらなる改善が期
待される（実地調査での意見交換）。なお、成美大学当時に入
学した在籍学生に対しても、教育課程の改定等により、学修へ
の支障が出ないよう、配慮されたい。

教育方
法

少人数の演習科目のほか、2016年度からアクティブラーニ
ングを採り入れ、フィールドワークやグループワーク等で
学生が地域と密接に関わりながら学習を進める教育方法
をとっている。学期はセメスター制とし、１年間に履修登録
できる単位数の上限を学年ごとに適切に定めている。成
績評価は、評点をもとに秀、優、良、可、不可の５段階評
価で、ＧＰＡによる学業評価システムを併用し、２年次以降
は当該年度の４月１日時点のＧＰＡが3.0以上の学生には
４単位まで上限を上回って履修を認めるなど、学習指導
や成績優秀者選定のための資料としている。シラバスは、
統一したフォーマットで全学生に配付し、ホームページで
公開し適切である。シラバスに基づく授業かどうか、授業
評価アンケートにより確認を行う。教育内容・方法の改善
に向けて、学期末に授業評価アンケートを実施し、教員は
リフレクション・ペーパーを作成し、学生は教員の意見、授
業の改善点等などを閲覧できる。また、同アンケート及び
リフレクション・ペーパーは、「ＦＤ委員会」で検証し、ＦＤ研
修の資料にも用いている。「実践教育専門委員会」等にお
いて、フィールドワークなどの授業方法や評価指標を検討
している。

今後は教育内容・方法の改善に向けた諸活動を、具体的に教
育の質の向上につなげることが期待される。

成果 課程修了時における学習成果の測定指標は、学修ポート
フォリオやルーブリック等の活用等、「教務委員会」で検討
中。また、１年次「基礎力演習」科目では、各学生が学習
成果を発表する「成果報告会」を開催し、地域住民も聴講
でき、この場を活用して教育成果を評価している。

今後は、地域に根ざし、世界を視野に入れて活躍できるグロー
カリストを養成するための人材教育について、学習成果を評価
する方法を明確にすることが望まれる。

表３　福知山公立大学の認証評価結果

１．総評

２．理念・目的

３．教育研究組織

４．教員・教員組
織

５．教育
内容・方
法・成果
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ている。これを理論、歴史、課題、実現方法等、体系立てて講じる(41)ことは、おそらく日本初の試み

であり、とくに福知山公立大学においては大きな意義がある。同様に評価された「グローカル特講」

については後述する。 

一方、課題の指摘もあった。2017 カリキュラムの教育課程の検証、科目の見直し等である。また、

「グローカリストを養成するための人材教育について、学習成果を評価する方法を明確にすることが

望まれる」（表 3 の「5．教育内容・方法・成果」の「問題点・課題」）との指摘にもあるように、学

学生の受け入れ方針の公表については、『学生募集要
項』とＨＰに掲載しているほか、オープン・キャンパス、進学
説明会、教員対象入試説明会、高等学校訪問などの機
会において入学希望者等に説明しており、特に高等学校
訪問を積極的に行うことで学生募集に努めている。
定員管理については、2016（平成28）年度には、学部全
体、両学科のいずれにおいても、学生数は定員を充足で
きていなかったが、公立化以降の入試では単年度の入学
定員を充足しており、改善に向かっているため、今後も学
生募集のための努力を継続することが期待される。
「入試委員会」では、2016（平成28）年度の入学者選抜に
おいて挙がった課題をもとに、入試区分や入学者の地域
区分と１年次前期の成績との関係を分析し、系統的に検
証するためのシステム作りに取り組んでいる。

2017年度の現時点では、医療福祉経営学科の過去５年間の入
学定員に対する入学者数比率の平均と収容定員に対する在籍
学生数比率がいまだ低く、編入学定員に対する編入学生数比
率も低いので是正・改善が望まれる。2016年度の留学生入試に
おいて、入学者数が大きく減少しているので原因等を分析し、改
善策を検討することが必要である。定員管理の課題も含めて検
証を行い、改善につなげることが期待される。
＜提言＞　努力課題：2017年度において、地域経営学部医療
福祉経営学科で、編入学定員に対する編入学生数比率が0.50
と低いので、改善が望まれる。改善勧告：2017年度において、地
域経営学部（大学全体）では、学部全体と医療福祉経営学科
で、過去５年間の入学定員に対する入学者数比率の平均が、そ
れぞれ0.85、0.63と低い。また、同学科は、収容定員に対する在
籍学生数比率も0.63と低いので、是正されたい。

修学支援等も含めた学生支援の取組み全体を網羅した検証に
はない。検証内容や方法について、さらに検討が望まれる。

校舎の１号館３・４階は同高等学校が使用し、大学内に体育館の
施設はなく、学生が十分に活用できない問題が生じ、施設の利
用環境の改善が望まれる。また、今後の学生の増加を見見込め
ば、売店や食堂、プリントサーバー及びプリンターのサービス等
の見直しを行い、学生の施設・設備を整備することが求められ
る。蔵書不足に関しては、依然として十分な改善に至っていない
ので、さらなる検討が望まれる。また、「メディアセンター」には司
書資格を持つ臨時職員を置いているものの、専門的な知識を有
する専任職員を配置していないので、改善が望まれる。施設・設
備に関する課題も残り、今後は定期的・継続的な教育研究等環
境に関する検証方法や検証体制を確立し、設置団体や隣接す
る高等学校等と十分な協議を行い、改善が必要である。
＜提言＞努力課題：①大学内に体育館の施設はなく、学生が十
分に活用できない状況にあるので、改善が望まれる。②図書館
である「メディアセンター」において、専門的な知識を有する専任
職員を配置していないので、改善が望まれる。

センターは、学生が地域連携の取組みを行う際の活動ス
ペースとしても活用され、市民にも開放されており、地域と
学生がともに地域課題に取り組むための活動の場を提供
していることは評価できる。くわえて、高・大の接続事業とし
て、「田舎力甲子園」のほか、学生が主体となった地域連
携事業を推進するために学生チームを組織して企業と連
携した事業を企画・運営する取組みなど、特色のある活動
を行っており、今後のさらなる活躍が期待される。

両センターや交流スペースの設置に伴い、数多く寄せられるよう
になった市民からの協力依頼や要望に対応しきれていないこと
が課題となっているので、今後のさらなる検討が望まれる。
社会連携・社会貢献の適切性の検証については、福知山市によ
る中期計画の実績評価や学外での取組みの実績について公開
しているが、貴大学自身が活動の適切性を評価する仕組みはな
いため、学内の検証方法や検証体制を確立し、さらなる向上を
目指して検討を行うことが望まれる。

管理運営
学内の検証方法や検証体制を確立し、一層の改善につなげる
仕組みを整える必要がある。学則上で「別に定める」と規定して
いる事項に関し、別途定めがない事例が複数見受けられる。

財務

教育研究、地域貢献、管理運営等の大学運営を支える財務基
盤確立について、市と十分な協議を行い、中期計画の進捗状況
や財務に関する運営シミュレーション等を随時検証し、改善に向
けて取り組むことが期待される。科学研究費補助金の獲得は、
採択件数などの実績が十分といえず、一層の努力が望まれる。

前回の大学評価において、自己点検・評価の姿勢・体制・
方法に欠陥があることが指摘されていたが、「自己点検・
評価委員会」が中心となって検討を行い、全学的な体制を
構築するよう努めていることは認められる。

公立化への移行準備の中で改善に向けたさまざまな検討がなさ
れているものの、2014年度及び2015年度については、「自己点
検・評価委員会」を開催しておらず、今回の自己点検・評価を行
うまで『点検・評価報告書』の作成していない。また、年度計画や
今後の中期計画等に組み入れるなど、確実に改善につなげる
体制を整備し、教育の質を保証する仕組みを確立するよう、改
善が望まれる。法令で求められる法人評価や認証評価等に対
応するための自己点検・評価にとどまらず、大学自らの基本理
念・目的の達成に向けて、現状を把握し、それを分析して、組織
的な改善につなげることが求められる。
＜提言＞努力課題：立大学法人化する以前に、自己点検・評価
が行われていない時期があったうえ、2016年度に実施した自己
点検・評価についても、その結果を年度計画等に反映する仕組
みを確立していないため、自己点検・評価で抽出された課題等
について改善につなげる仕組みを整備し、機能させることが望ま
れる。

注．「福知山公立大学に対する大学評価（認証評価）結果」福知山公立大学ウェブサイト〈http://www.fukuchiyama.ac.jp/wp-

content/uploads/d818822c904116f57b5213d9d6ae0d6d.pdf〉（2018.12.10.閲覧）をもとに筆者整理作成。

８．教育研究等環
境

９．社会連携・社
会貢献

11．内部質保証

10．管理
運営・財

務

７．学生支援

６．学生の受け入
れ
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修成果の測定指標・評価方法の明確化等の課題が提起された。 

さらに、地域経営学部としての「地域経営学」とは何か、重視している「地域協働型教育研究」と

は何か、といった大学として自ら検証しなければならない課題がある。それぞれについて学内研究会

を設置して検討・検証中である。前者については、『地域経営学とは何か―福知山公立大学の挑戦』

（「福知山公立大学研究紀要別冊」）(42)として中間的な結論を引き出し、後者については本稿において

一定程度明らかにしたし、学内研究会が検討中である。さらに、「地域協働型教育研究」の要である

「地域経営演習」のⅠ～Ⅳのあり方については、教務委員会において検証・検討中である。 

3.1.2 2017 年度カリの検証過程で講じた措置 

以下では、全国大学基準協会の受審過程および結果を受けて、2017 年度カリキュラムを具体的に

改善してきた措置について述べる（表 3 の「5．教育内容・方法・成果」の「問題点・課題」に対応）。

ここ 1～2 年の教務委員会議事録をもとに紹介する。 

第一に、2016 年度以前の入学生（現 4 年次生以上）も 2017 年度カリキュラム科目の単位取得を可

能にする措置を 2018 年度より講じた。これは「授業科目の充実」およびとくに「旧『成美大学』入

学者への配慮」である。この措置により、2016 年度以前に入学した学生は、多様な科目の受講機会

が増え（もともと科目数が少なかった）、広い視野と深い教養・専門知識を身につける履修機会を確

保することになった。 

2018 年度現在、2017 年度カリ（1～2 年次用）、2016 年度カリ（3 年次用）、2015 年度カリ（4 年

次用）、2012 年度カリ（4 年次以上）が同時並行的に走っている。この措置を講じることにより、3 年

次以上の学生は受講可能な科目が大幅に増えた。たとえば、地域経営学科の場合には、2016 年度入

学の 3 年次生は新たに 26 科目の受講機会が増える。4 年次生も 26 科目に 3 科目加わり（2016 年度

カリにあるが 2015 年度カリにはない科目）計 29 科目が増え、4 年次以上は 18 科目が増える。この

ように、2016 年度以前に入学の 3 年次以上の学生は格段に受講可能科目が増える。 

第二に、認証評価で好評価をうけた「グローカル特別講義」の充実である。時代・状況に即応した

特別な科目や適宜・緊急に必要な科目を開講可能にすることにより、学生の高い関心に配慮・対応で

きる教育を行うことを目的に、2019 年度より充実を図った。2020 年度新カリではさらに充実するこ

とにした。 

第三に、学生の自主的な課外授業である「学生プロジェクト」（「地域協働型実践教育学生プロジェ

クト」）を 2019 年度より単位認定ができるようにした（授業名「グローカル特別演習」：図 1 参照）。

すでに述べたとおりである。 

第四に、2020 年度よりカリキュラムマップを作成するとともに、科目のナンバーリングを行った。

これにより学生は体系的計画的に履修することができ、教員は体系的で効果的な履修指導を行うこと

ができる。これらの措置に伴いシラバスの充実を図るとともに、演習系科目へのルーブリック等の導

入を検討中である。 

現行の 2017 年度カリの改善について述べてきたが、さらに検証・検討しなければならない課題も
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ある。以下では、さらに改善・改革を進めている 2020 年度新カリ策定の考え方や内容について、教

務委員会議事録をもとに述べる。 

3.2 2017 年度カリキュラムの改善と 2020 年度カリキュラム 

大学院をもつ研究中心の大学ではなく、教育・地域貢献に主眼をおいた大学として、福知山公立大

学は学士課程において学士力・社会人基礎力・就職基礎能力を養い、その上に次のような人財育成を

目指している。すなわち、活動地域の状態（国内外のローカルとグローバルな動向と課題）を理解で

きる知識と教養をもち、ローカルとグローバルをつなぎ結び、課題解決・改善を目指して国内外で行

動できる地域人財、持続可能な社会の形成に貢献できる地域人財の育成である。要は、社会・地域を

俯瞰的に理解して様々な主体と協働して地域をよりよくできる人財、グローカル人財の育成である。 

福知山公立大学の「学則」第 5 条では、「地域経営学の体系・知識・知見・技術を学び、それらを

用いて地域の価値の向上や持続可能な社会の形成に寄与できる人財を育成する」としている。地域経

営学部「地域経営学科は、公共経営、企業経営、観光経営交流観光等の分野で活躍できる人財」を、

また、同学部「医療福祉経営学科は、診療情報管理士の資格取得をめざしつつ、医療福祉経営等の分

野で活躍できる人財」を育成する。 

図 1 や図 3 にも示したように、育成する地域人財が受験生に明確に伝わるように、プロセスと出口

を明確にする努力もしてきている。業種・職種に必要なかつ適切な資格を有し、社会人としての基礎

図３ 地域経営学部のキャリアサポートツリー

地域人財（グローカル人財）
①学士力・社会人基礎力をもつ
②グローカル対応力をもつ

国家・地方公務員、会社員、企業経営者、国公私立病院
勤務者

地域やNPO等の推進役（ﾘｰﾀﾞｰ･ﾏﾈｰｼﾞｬｰ･ｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀｰ）

１年次：就業の意義やキャリアデザインの重要性の理解
⋆就職を意識した有意義な大学生活を送るために、「大学で何を学ぶか」の共有
⋆「好き」と「キャリア」の接続のための企画、一般常識・基礎学力テストの実施

２年次：学士力・社会人基礎力等の理解、就職の目的・目標の明確化
⋆社会人に必要な力を知る就職活動入門セミナー、自分理解セミナーの実施
⋆インターンシップ・やる気源泉発見ワーク等をとおして自分の行動の源泉を知る
⋆適切な自己PRができるためのセミナー・就職活動マナー講座の開設

３年次：就職活動の準備とスケジュール管理、就職観や就職方向性の形成
⋆ナビサイト登録、自己分析・職業適性診断、インターンシップセミナーの実施
⋆筆記試験対策講座、SPI模擬試験、就職活動入門セミナー、業界研究講座の実施
⋆自己PR作成講座、エントリーシート攻略セミナー、就活スーツ着こなし講座の実施
⋆業界セミナー事前アドバイス、保護者就職説明会、履歴書攻略トライアルの実施
⋆就職マナー攻略、面接攻略実践、内定者からヒアリング、就活直前対策講座の実施
⋆自分理解セミナー・就活準備セミナーの実施、ガイダンスへの積極的な参加
⋆専門・専攻分野と就職との整合に関する研究室相談、個別面談の実施

４年次：就職活動、進路決定
⋆1～4年次共通に「学内合同企業説明会」、「公務員対策講座」、「進路調査」の実施

注．福知山公立大学キャリアサポート委員会議事録等を参照して筆者作成。
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力と行動力をもった、地域の課題解決や持続可能な発展に貢献できる、地域（企業）の価値を創造・

発展する公務員（企業人）、外国人にも向き合う公務員（企業人）を目指すことにしている。 

そこで、学修アウトカムの実現を目指して学士課程を充実しつつ、学年別にキャリア形成の到達目

標をもって各種の支援事業にも取り組んできた。専門分野（公共経営系・企業経営系・交流観光系・

医療福祉系）を活かした具体的な職業につながる発展的な取り組みも行ってきた。 

キャリサポート委員会の議事録をもとに、現在行っている学年別キャリア形成の到達目標、支援事

業、また今後必要となる事業も加えて整理したのが図 3 である。地域貢献大学としては、就職率、就

職先の地域・企業規模・業種等の実績を明らかにすることをはじめ、とくに U ターンや地元定着の実

績を向上させることが求められる。福知山公立大学は、2019 年度末には開学後入学の卒業生をはじ

めて社会に送り出す段階になる。3 ポリシーの真価がいよいよ問われることになる。 

3.2.2 2020 年度新カリキュラムの策定 

地域人財（グローカル人財）の育成のために、2016 年度カリキュラムを改革し、これまでに 2017

年度カリキュラムをつくり上げた。しかし、「認証評価」結果への対応とともに、2017 年度カリキュ

ラムが始まって 2 年が経過するなかでさらに課題も明らかになってきた。以下では、2017 年度カリ

の改善と並行して進んだ、新たな 2020 年度新カリ作成に関する教務委員会等での議論の経過と内容

について、私見を交えつつ、教務委員会議事録をもとに整理しておく。なお、ここでの記載は、2019

年 2 月 6 日現在の内容であり、2020 年度カリの運用までには調整・修正が起こりうることを断わっ

ておく。 

教務委員会は、2020 年度カリにおいて学修アウトカムの実現と向上を目指し、当初は 3 つの措置

を講じることとした。①2020 年度予定の新学部設置（予定）に伴い、両学部の教員が出動し、共通教

育科目の供用と充実を図る。②限られた教員数のもとで、2017 年度カリキュラム上の課題、すなわ

ち大学の理念と目的により適合的な科目の編成・配置、語学・教養・地域協働型教育の充実、公務員

志向の学生への対応等を行う。③グローカル特別講義の位置づけをより明確にするとともに、グロー

カル特講をさらに充実する。 

2020 年度カリ策定にあたり、2 回にわたる全教員会議を開催した。全教員による議論においては、

限られた教員（23 名）のもとで、比較的多く配置されていた企業経営系科目の統合、学年配置の適切

性、科目の選定、科目名の適切性や科目名の変更、必要新規科目の配置、を考慮して議論した。教務

委員会は、この教員会議に次の見直し方針をもって臨んだ。 

①2020 年新学部の発足（予定）に合わせ、共通教育科目の供用を図るため、両学部が講義可能な

科目を精査し、大学の理念（市民のための大学、地域のための大学、世界とともに歩む大学）と目的

（地域人財・グローカル人財の育成により持続可能な社会の形成に寄与）にふさわしい共通教育、専

門教育を行う。 

②両学部の共通の基盤となる全学共通科目群、なかでも「地域理解科目」を配置するとともに、両

学部の学生が学部を超えて単位を取得しやすくするため 10 単位以上の選択科目を設け、文理連携・
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協働型大学の強みを発揮できる教育を行う。 

③共通専門科目群にはグローカル特別講義を「2017 カリ」以上に多く設け、さらにグローカル特

別演習の科目を新設し、時代・状況に即応した特別な科目を適宜・緊急に開講可能にすることにより、

学生の高い関心に配慮・対応できる専門教育を行う。 

④公共経営系・企業経営系・交流観光系の関係科目を可能な限り均等に配置し、偏倚することなく

広範囲に「地域経営学」を学べるようにするとともに、科目統合等の措置を図り、とくに演習系科目

において少人数教育を充実させ、学修アウトカムの実現と向上につながるような専門教育を行う。 

3.2.3 7 つの改善・改革 

上記の教員会議や教務委員会の議論をとおして、2017 年度カリキュラムを検証・見直し、その結

果、学修アウトカムの実現を確実なものとするため、2020 年度新カリキュラムでは最終的に 7 項目

の充実を図ることとした。表 4 は、それを反映した 2020 年度以降の科目配置表（予定）である。 

①語学教育、とくに英語の充実。英語教員の増員を図り、2 年次の英語を必修とし、「異文化コミュ

ニケーション」の科目を新たに配置した。このような改善では十分とはいえないが、小規模大学とし

ては最大限の改善を図ったものである。 

2017 年度カリキュラムでは、1 年次必修 1 科目（前後期 EnglishⅠ･Ⅱ）、2 年次選択 1 科目（前後

期 EnglishⅢ･Ⅳ）、3 年次選択 1 科目（前後期 TOEICⅠ･Ⅱ）であった。とくに国際的に活躍しよう

とする学生（グローバル人財）にとっては、現行の英語授業ではとても足らない。英語授業の強化・

充実が必要であった(43)。上述したとおり、グローカル人財としても「業務上の文書・会話レベル」以

上をもって卒業することが望ましいし、少なくとも、そうした方向を志向する学生には適切な場を与

える必要がある。 

あわせて、「国際フィールドワークⅠ･Ⅱ」の科目の内容の充実も図る。海外を長く経験もしくは海

外現地の事情をよく知る教員のもと、海外現地と綿密に調整して「国際フィールドワーク」の企画を

立て、2020 年度新カリキュラムに移行するまでに、学修アウトカムが実現・向上する国際フィール

ドワークとなるような内容充実を図ることにしている。 

②教養教育の充実。地域理解を促す人文系科目の充実、公務員を目指す学生のニーズにも応えるた

めの社会系科目の充実、情報学部の新設（予定）に伴い自然系科目（とくに数学）の充実を図った。 

人文系科目は、「文化人類学」を新設するとともに、地域をよく知る福知山市役所職員等に「地域

学」関係科目（地域文化論、歴史学、地理学、地域防災論）を非常勤として担当してもらうことにし

た。設置者の福知山市もこれを制度として認めることとなり、文字どおり市との地域協働型教育の具

体化を図った。社会系科目は、公務員試験を考慮して、新たに「国際関係論」、「商法」を設けた。自

然系科目は、文理連携・協働の基礎となる数学の科目を細分化して増やし、2020 年度の開設を予定

する情報学部の学生にとくに配慮した。 

③社会および地域の理解を促す共通科目の充実。教養科目のほかに、既存科目を整理・統合し、社

会人としてもつべき基礎力を養える科目を共通科目として配置するとともに、そのなかに新たなカテ
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1セメスター 2セメスター 3セメスター 4セメスター 5セメスター 6セメスター 7セメスター 8セメスター

EnglishⅠ
必修・1単位

EnglishⅡ
必修・1単位

EnglishⅢ
必修・1単位

EnglishⅣ
必修・1単位

ＴＯＥＩＣⅠ
選択・１単位

ＴＯＥＩＣⅡ
選択・１単位

中国語Ⅰ
選択・１単位

中国語Ⅱ
選択・１単位

中国語Ⅲ
選択・１単位

中国語Ⅳ
選択・１単位

異文化コミュニケー
ション

選択・１単位

歴史学
選択・２単位

哲学
選択・２単位

心理学
選択・２単位

論理学
選択・２単位

教育学
選択・２単位

文化人類学
選択・２単位

多文化共生論
選択・２単位

地理学
選択・2単位

日本国憲法
選択・２単位

法学概論
選択・２単位

民法
選択・２単位

商法
選択・２単位

経営学入門
選択・２単位

経済学入門
選択・２単位

人権論
選択・２単位

国際関係論
選択・2単位

数学基礎Ⅰ
選択・２単位

数学基礎Ⅱ
選択・２単位

線形代数基礎
選択・２単位

多変量解析
選択・２単位

線形代数
選択・２単位

微分積分基礎
選択・２単位

線形計画法
選択・２単位

微分積分
選択・２単位

栄養学
選択・２単位

生物学
選択・２単位

環境学
選択・２単位

健康学
選択・２単位

体育実技Ⅰ
選択・１単位

体育実技Ⅱ
選択・１単位

地域文化論
選択・２単位

行政学入門
選択・２単位

観光総論
選択・２単位

地域防災論
選択・２単位

観光情報学
選択・２単位

地域情報学Ⅰ
選択・２単位

地域情報学Ⅱ
選択・２単位

地域産業論
選択・２単位

地域ベンチャー育成論
選択・２単位

地域福祉論
選択・２単位

地域資源論
選択・２単位

データサイエンス入門
選択・２単位

社会保障論
選択・２単位

持続可能な社会論
必修・２単位

経営情報システム論
選択・２単位

ＩＴ産業論
選択・２単位

統計学
選択・２単位

情報リテラシー
選択・２単位

社会福祉論
選択・２単位

知的財産論
選択・２単位

社会調査論
選択・２単位

金融論
選択・２単位

P
B

L
地域経営演習Ⅰ
必修・１単位

地域経営演習Ⅱ
必修・１単位

地域経営演習Ⅲ
必修・２単位

地域経営演習Ⅳ
必修・２単位

地域経営研究Ⅰ
必修・２単位

地域経営研究Ⅱ
必修２単位

卒業研究Ⅰ
必修４単位

卒業研究Ⅱ
必修４単位

アカデミックスキルⅠ
必修・１単位

アカデミックスキルⅡ
必修・１単位

国際フィールドワークⅠ
選択・１単位

国際フィールドワークⅡ
選択・１単位

社会調査演習Ⅰ
選択・１単位

社会調査演習Ⅱ
選択１単位

情報処理演習Ⅰ
必修・１単位

情報処理演習Ⅱ
必修・１単位

キャリアデザインⅠ
選択・１単位

キャリアデザインⅡ
選択・１単位

地域キャリア実習Ⅰ
選択・１単位

地域キャリア実習Ⅱ
選択・１単位

グローカル特別演習Ⅰ
選択・１単位

グローカル特別演習Ⅱ
選択・１単位

グローカル特別演習Ⅲ
選択・１単位

グローカル特別演習Ⅳ
選択・１単位

グローカル特別演習Ⅵ
選択・１単位

グローカル特別演習Ⅴ
選択・１単位

地域経営概論
選択・２単位

社会調査特論
選択・２単位

マーケティング
選択・２単位

簿記論Ⅰ
選択・２単位

簿記論Ⅱ
選択・２単位

経営組織論
選択・２単位

経営戦略論
選択・２単位

人的資源管理論
選択・２単位

情報学入門
選択・2単位

非営利組織論
選択・２単位

プログラミングⅠ
選択・２単位

プログラミングⅡ
選択・２単位

ガバナンス論
選択・２単位

介護福祉論
選択・２単位

グローカル特別講義Ⅰ
選択・２単位

グローカル特別講義Ⅱ
選択・２単位

グローカル特別講義Ⅲ
選択・２単位

グローカル特別講義Ⅳ
選択・２単位

グローカル特別講義Ⅵ
選択・２単位

グローカル特別講義Ⅴ
選択・２単位

公共経営入門
選択・２単位

財政学
選択・２単位

管理会計論
選択・２単位

地域協働論
選択・２単位

ミクロ経済学
選択・２単位

マクロ経済学
選択・２単位

財務会計論
選択・２単位

地域農業システム論
選択・２単位

流通システム論
選択・２単位

ソーシャルデザイン
選択・２単位

公共政策論
選択・２単位

地方自治論
選択・２単位

自治体政策法務
選択・２単位

地方財政論
選択・２単位

地方公会計
選択・2単位

税務会計
選択・２単位

企業財務論
選択・２単位

中小企業論
選択・２単位

グローバルビジネス
選択・２単位

マーケティングリサーチ
選択・２単位

農業経営論
選択・２単位

交流観光政策論
選択・２単位

観光まちづくり論
選択・２単位

グリーンツーリズム論
選択・２単位

交流居住論
選択・２単位

旅行業論
選択・２単位

選択科目1
（自学部の科目から

自由に取得）

選択科目２
（自学部・他学部、
他大学の科目を含め

由に取得）

卒業要件

　※　…………　母国語の科目については履修を認めない。

　　グローカル特別講義・特別演習の内容の詳細は、別に記載。

10単位

10単位

128単位

10
単位

30
単位

公
共
経
営
系

20
単位

企
業
経
営
系

交
流
観
光
系

14単位
※地域理
解科目か

ら6単位以
上取得す
ること

専
　
門
　
教
　
育
　
科
　
目

22単位

共
通
専
門
科
目
群

14単位

専
門
科
目
群

（
地
域
経
営
学
科

）

全
学
共
通
科
目
群

演
習
系
科
目
群

学
科
共
通
科
目

外
国
語
科
目
群

（
※

）

6単位

人
文
系

22単位
※各系か

ら6単位以
上取得す
ること

社
会
系

自
然
系

一
般
教
養
科
目
群

注．教務委員会資料による。

各
系
推
奨
科
目

地
域
理
解
科
目

表４　科目配置表【2020年度 入学生適用（予定）】（地域経営学科）

1年次 2年次 3年次 4年次 要卒単位

共
　
通
　
教
　
育
　
科
　
目

必修科目
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ゴリーとして「地域理解科目」を設け、とくに地域貢献に寄与する知識・知見を修得できる科目を配

置した。 

「地域理解科目」は両学部の学生が福知山公立大学の理念・目的と地域を理解するのに必要な科目

であり、このなかの「地域文化論」等の 4 科目は上記のとおり市との協働・協力科目である。また、

全学共通科目群は各学部の専門領域の基礎的知見を理解するのに必要な科目群であり、このなかの

「持続可能な社会論」は理念・目的に関わる科目であるため両学部ともに必修とした。さらに、地域

経営学の基盤的な科目をこれまで以上に配置するとともに、新学部との学部間相互の学びも深められ

るように 10 単位の「選択科目 2」（自学部・他学部、他大学の科目を含め自由に取得）を設け、並行

して専門教育に必要な多様な科目を配置した。 

④演習系科目の充実。社会調査の技術を修得し、地域貢献や社会調査士の資格取得にもつながる「社

会調査演習」、またキャリア設計・将来の人生設計を促すための「地域キャリア実習」を新たに配置

した。 

地域経営学部の主要な資格取得のひとつである「社会調査士」に照準を合わせるとともに、地域を

知り分析するのに必要な基礎的授業となる社会調査のための座学や演習を充実したわけである。情報

系科目の配置は 2017 年度カリと同じであるが、上記のとおり新学部（予定）との学部間相互の学び

も深められるように 10 単位の「選択科目 2」で補強される。 

また、2 年生から各研究室に配属することになるため、すべての研究室の学生が学科共通科目や各

系推奨科目の専門科目群を 2 年次から履修ができるように配置した。これにより専門知識を背景とし

た課題への接近が可能となり、研究室間の「演習・ゼミ」運営上の公平性を確保した。 

⑤「グローカル特別講義」等の充実。時代・状況に即応した特別な科目や適宜・緊急に必要な科目

を開講可能にして専門教育の充実を図った。学生の高い関心に配慮・対応できる教育等を行うことを

目的にする「グローカル特別講義」（共通専門科目）を充実するとともに、同様の目的をもつ演習科

目である「グローカル特別演習」（演習系科目）を新たに配置した。 

グローカル特講は科目配置上１～２年次の前後学期から 1～3 年次の前後学期に開講を増やし、グ

ローカル特演は新たに 1～3 年次前後学期に開講することとした。「学生プロジェクト」の単位認定や

適宜・緊急に配置すべき演習については、「グローカル特別演習」で対応する。グローカル特講・特演

は、2019 年度の実施状況を検証し、2020 年度新カリ運用までに開講上のガイドラインを作成するこ

とにしている。 

⑥学科別専門科目の改善。学科別専門科目は、2017 年度カリキュラム 3 年間の検証に基づき、科

目の統廃合並びに新規科目の配置等、適宜・適切な改善措置を講じた。 

既存科目の整理・統合により、地域経営学科の公共経営系・企業経営系・交流観光系の専門領域の

科目数の均等化を図った。学生のニーズに応えるとともに、資格取得に重要な英語や簿記論等の補強

のための科目開講の意味ももたせてグローカル特講・特演の増設を措置した。 

⑦新たな 2020 年度新カリキュラムの編成・実施方針の策定(44)。2020 年度カリキュラムの編成方
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針並びに上記の改善措置に基づき、要卒単位数をこれまでの 126 単位から 2 単位増やして 128 単位

とし、上記の内容を盛り込んだ 2020 年度カリキュラムの編成・実施方針を策定した。 

以上の全体像は表 4 に示したとおりである。枠組み・骨格には大きな変更はなく、すでに示した図

1 のとおりである。 

2020 年度新カリキュラムの策定の目的は、学修アウトカムを実現できるように、必要な教育・学

士課程をさらに明確・充実することにあった。これにより、社会・地域を俯瞰的に理解して様々な主

体と協働して地域をよりよくできる地域人財、グローカル人財の具体像、持続可能な社会の構築に貢

献できる人財像をさらに明確にすることであった。そして、図 3 のとおり、就職支援を専門分野（公

共経営、企業経営、交流観光の各系）に関係させつつ、具体的な人財像・就職先をより明確にしてい

くことが重要であるとの認識からであった。すなわち、学士力・社会人基礎力・グローカル対応力を

もつ、公務員を基軸に、会社員、企業経営者、国公私立病院勤務者、地域・NPO の推進役（リーダ

ー・マネージャー・コーディネーター）等の地域人財の育成に力を入れ、実践教育の日本のベンチマ

ークもしくは最高水準の大学になることを目指したいとの思いがあった。 

3.3「田舎力甲子園」の充実 

上記の「地域協働型教育研究」のあり方の充実・改革に関わって、今後さらに見直しの必要がある

と思われることとして、「田舎力甲子園」の充実の課題がある。 

3.3.1 位置づけの明確化 

福知山公立大学では、少子高齢化や地域社会の活力低下のもと、「田舎」の持つ内発的発展力に着

目し、全国の若者・高校生の地域活性化策のアイディアを競い合う「田舎力甲子園」を 2013 年から

毎年実施してきた。2018 年で第 6 回目となる。 

最初の 2013 年は 12 県（21 校 165 策）、2015 年には 18 県（22 校 103 策）、そして 2018 年には

18 県（24 校 57 策）と定着し、応募策は優れたものばかりである。このように全国的に一定の浸透を

みせてきただけでなく、当初の表彰策の「広く啓発・普及を行う」こと以上に大きな意義ももつよう

になった。 

今後、新たな位置づけと企画・内容をもって取り組む必要があろう。すなわち、大学が標榜する「地

域協働型教育研究」の一環として「田舎力甲子園プロジェクト」（教育研究交流プロジェクト）の意

義を明確にして位置づけることである（図 1 参照）。 

「田舎力甲子園」では、都会や農村から福知山公立大学に集まった高校生の視点からの、地域協働

型の優れた発想とそれに基づく持続可能性のある取り組み事例が毎年発表される。これらの事例から、

大学にとって次の 4 つの意義が明らかである。 

①実践教育のあり方や多様化の参考に資する。 

②いわゆる「田舎力」や「都会力」とされる農村と都市それぞれがもつ価値およびその重要性を理

解するとともに、その力の維持・保全のための方策立案、研究方法のあり方、発想や取り組みの
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参考に資する。 

③発表事例の他地域への普及性、地域貢献の可能性を探るとともに、地域協働・地域貢献のあり方

の参考に資する。 

④高大連携の促進、高校生人財の獲得、また応募高校等の教育促進等の貢献に資する。 

3.3.2「田舎力」とは何か 

それでは、ここでの「田舎力」や、その対極ある「都会力」とはどのようなものか。募集上での趣

旨は、田舎力とは「田舎の内発的発展力」としているが、この「田舎」と「内発的発展力」とは何か。 

「田舎」は、「田舎力甲子園」の表彰者をみるかぎり農村に限定しているのではなく、「ニッポン全

国の地方都市・農山漁村」とあるように、大都市以外の「地域」を総称し、インパクトを持たせて「田

舎力」としている。また、「内発的発展力」はいわゆる「内発的発展論」の定義、すなわち「地域の

様々な主体・団体が自主的に地域の自然・社会・文化の環境に配慮しつつ地域の資源を合理的に活用

し、地域の住民の幸福を維持・向上させる力」(45)といえる。 

上記の解釈に立てば、「田舎力」は「地域力」でもよさそうである。もし引き続き「田舎力」の表現

を強調するならば、この「田舎力」の議論が必要であろう。素直に「田舎力」を解釈すれば、筆者は

次のように理解している。 

「田舎力」とは、農村における①共助的協働的人間関係のもとで、②食料その他の農林産物の供給、

適正な農林業生産活動、③これにより発揮される国土の保全、④水源の涵養、⑤自然環境の保全、⑥

良好な景観の形成・維持、⑦伝統・文化の伝承、⑧物質の循環、⑨食育・レクリエーション等による

人間教育、等の機能をもつこと、すなわち「農力」(46)のことである。「食料・農業・農村基本法」第

3 条にも、農業は「国土の保全、水源のかん養、自然環境の保全、良好な景観の形成、文化の伝承等

農村で農業生産活動が行われることにより生ずる食料その他の農産物の供給の機能以外の多面にわ

たる機能」（多面的機能）をもつとしている。地方都市も同じような側面をもつ。 

いくつか「田舎」のイメージをあげれば、☆共に暮らし共に生きる仲間がいて安心感がある、☆土

地に慣れ親しみ暮らしやすい、子育てしやすい、☆空気はいいし空は青く茜の空のあとは満天の星、

☆山にも川にも海にも里にも見渡す限り「恵」がいっぱい、☆自然リズムと生活リズムが一体化、集

落や自分に誇りをもっている、☆毎日体を動かしストレスを貯めないマイペースの日常、等である。

そこには、共に生きる仲間がいて暮らしやすいという、都会とは違う価値の存在がある。 

他方、田舎との対極的で象徴的な「都会力」とは、次が想定されよう。すなわち、①自由と高い利

便性・個別性のある状況のもとで、②多様多彩な文化・教育機会、③多様な就労機会、④多様な将来

可能性の場、⑤経済的社会的活力、医療・福祉・文化施設、上下水道等の高度なインフラ、等を提供

できる力のことではないか。 

こちらもいくつかイメージをあげれば、☆娯楽施設から大学（教育）・文化・体育施設まで何でも

ある、☆ともかくも働く場所がある、☆可能性を求めて何事にも挑戦できる、☆便利で自由でにぎや

かで寂しいことはない、☆田舎にはない様々な体験ができる、☆ともかく一度は都会に出たい、等で
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あろう。就労・進学・可能性を求めて脱田舎、そうした魅力が都会にはあるとの認識であろう。 

3.3.3 審査基準や開催方法の見直し 

上記のような「田舎力」の理解に立てば、表彰の審査基準の見直しも必要である。これまでの審査

基準は、①適合性（若い感性を活かした「ニッポンの田舎を元気にする」内容であること）、②新規性

（単なる事例紹介や既に発表された内容ではなく、1 つ以上オリジナリティが認められること）、③

論理性（問題意識・論理展開・結論に無理や事実に誤認がないこと）、④現実性（夢物語を描くだけで

なく、経済面等での説得力も持ち得るリアリティの高い内容であること）、⑤表現力（各言語・画像・

映像・音声等それぞれ適正な使い方で効果的に表現されていること）、というものである。 

今後、重要となる審査基準は、発表内容に示される「田舎力（農力）」が、何に対してどの程度貢献

しているかが重要であろう。現在の審査基準（適合性、新規性、論理性、現実性、表現力）を考慮す

れば、「①適合性」のなかの基準として、この「田舎力」が何にどの程度適合・貢献しているかに重点

を置き、審査基準の第一にすべきである。地方都市・農山漁村の「持続可能性」の確保のための「適

合性」基準ともいうべきものであり、審査基準の再考が必要なのではないだろうか。持続可能性の確

保は、内発的発展の概念を包摂するものであり、地域の「田舎力」を問う基準である。 

以上を踏まえ、「田舎力」を農村生活者のほかに大都市や都市生活者に向けて発信していく、次の

ような発展的な催しにしてはどうか。学生に公開・参加を促し（7 月下旬の開催）、「地域経営演習Ⅰ」

の学生、「学生プロジェクト」の参加者（履修者）に参加を義務づける。催しは次の 2 部構成とする。 

第 1 部・午後の前半：田舎力甲子園の最優秀校・優秀校（2 校）の表彰式と発表会 

第 2 部・午後の後半：大学教員および優秀賞受賞 3 校教員による教育研究交流会（シンポジウム） 

この第 2 部では、成功の要因、地域への貢献度、地域の変化、取り組み定着化への条件、等を協働

して洗い出し、地域の持続可能性をどのように確保するのか、その方策を導き出す。さらには、大学

が表彰事例の地域に出向き、現地検証をとおした協働研究、研究交流の推進を図る。本学の学生もこ

れに参加させれば「地域協働型教育研究」の具体例となるし、地域人財・グローカル人財の育成のひ

とつの方法にもなる。 

4. 「地域協働型教育研究」の向上のために 

4.1 アクティブな授業 

 ここでは、「地域協働型教育研究」の実を上げるために何が必要かについて考える。第一に、演

習と座学のあり方である。第二に、とくに 1 年次における「地域経営演習」等「地域協働型教育研究」

の具体的なあり方である。第三に、「地域協働型教育研究」の評価指標と成果の可視化についてであ

る。そして第四に、地域連携・協働並びに文理連携・協働の体制の整備である。 

4.1.1 教育と研究の一体化 

福知山公立大学が他大学の地域連携や地域協働との大きな違いは何か。際立った特徴としては、地
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域経営演習から卒業研究に至る一連の実践的教育（演習系科目）の充実である。今後、さらに福知山

公立大学ならではの特徴や目に見える成果のある連携・協働のあり方が問われるであろう。 

軸となる演習系科目には、〈地域経営演習Ⅰ～Ⅳ→地域経営研究Ⅰ･Ⅱ→卒業研究Ⅰ･Ⅱ〉の一連の

流れがある。この一連の演習は福知山公立大学が目玉とするアクティブラーニングの最たるものであ

り、とくに「地域協働型実践教育」のコアとなるものである（図 2・4 参照）。この一連の演習の充実・

改善・改革により、地域人財・グローカル人財の育成に大きな効果をもつ仕組みにすることが求めら

れる。ここで、「地域協働型教育研究」を要約的に整理し、教育と研究との関係についてふれる。 

アクティブラーニングは思考の活性化を促す学習形態のひとつである。図 2 のとおり、「能動性の

高低」と「活動の広狭」の観点から分類してもその形態は多様である。これをさらに「実践」という

観点からとらえれば、小テストやプレゼンテーション等の実「践的教育（学習）」から、屋外に出向き

現地調査や課題解決型の実習の文字通りの「実践教育（学習）」まである。なかでも「実践教育（学

習）」のコアともいうべき課題解決型や（地域や学生の）協働型の実践教育（学習）は、活動範囲が広

く対人関係が避けられないという点では「思考」回路をフル稼働させることになり、いわゆる「学士

力」や専門能力の向上に大きな貢献を果たすといわれる(47)。 

アクティブラーニングのなかでも、図 2 の「地域協働型教育のコア」のひとつである「地域協働・

課題解決型学習」は、プロセスの各フェーズにおいて異なるコンピテンシー（知識やスキルを活かし

て行える実践力・活用力・応用力）を獲得できるとされる(48)。この「地域協働・課題解決型学習」の

効果をあげる工夫として、前述した「逆向き設計」で企画し、多角的に評価・点検することが推奨さ

れている(49)。図 4 に示したとおり、学習の終点を見定めてから起点以降の授業のあり方を評価するた

め、学習者もはじめから授業者の求める学習目標に向かって積極的に学習するからである(50)。 

図 4 の「逆向き設計」の方法は、研究手法を教育に具体化したものとの見方もできる点を強調して

おきたい。図 4 の教育方法は、地域のある課題そのものを何らかの分析手法で解明していく実証的研

究、あるいは理論上の課題をある地域を素材に接近・解明していく理論的研究、いずれにしても研究

手法の教育手法への外化そのもの（研究課題を素材とした教育法＝研究的教育法）である。図 4 は研

究プロセスを学生にも経験させることを示しており、教員が自らの研究課題を教育素材として演習を

行うものであり、文字どおり「地域協働型教育研究」になるのである。図 4 はこの点を明らかにして

いる。 

教員は一連の教育過程において研究上の指導・助言と支援を行い、自らの研究課題としても位置づ

け、1～2 年間には 1 本の研究論文としてとりまとめることが可能である。地域を基礎に教育に携わ

りながら、教員自らも地域の課題改善・解決に取り組み、成果の一部を研究論文としてまとめあげる

のである。なお、筆者自身のこれに関する研究は、本稿がそうであるし、さらに次年度末には参与観

察者の研究成果として取りまとめ、別に機会に明らかにしたい。 

4.1.2 座学の改善 

「教育」は、これまでは教員が教授する印象が強く、文科省的には学生自らが受動的に受け止める
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「学び」や「学習」という印象の強いものであった。しかし、「地域協働・課題解決型学習」は能動的

な「学び」や「学習」の最たるものである。図 2 のように、アクティブラーニングや「実践教育」に

は多様な形態があり、屋内的な方法も「実践的教育」であるとして屋外的な手法を否定しがちな傾向

もみられるが、大切なことは学生がいかに「思考の活性化」ないし「思考」を高めるかである。その

キーが「能動性」（縦軸）と「活動性」（横軸）にある。 

福知山公立大学の「地域協働型教育研究」は、図 2 の「地域協働・課題解決型学習」とほぼ同様の

ものであり、アクティブラーニングもしくは実践教育による「思考の活性化」の最大効果を狙った方

法といえる。それだけに企画する側は時間も労力もかかる。しかも、教員としてはこの学習方法を 4

年間の積み上げのなかで、学生の卒業論文につなげなければならない。 

また、座学・講義もアクティブラーニング型（その要素を導入した）にシフトすることより、学生

の思考力を活性化させ、学士力を備えた地域人財・グローカル人財を育成することが求められる（図

1・2 参照）。図 2 のとおり、アクティブラーニングは多様であり、講義のなかにも工夫して導入でき

る。要は学生の「思考の活性化」をどのように引き出し、教育効果を高めるのかということである。 

図 2 に示した様々な手法で、学生の関心を引き出し、講義のなかに学生を引き入れることが大切で

ある。最初から最後まで一方的に講義をすることで授業が終了することのないように、工夫する必要

がある。 

プ
ロ
セ
ス

図４ 課題解決型教育の基本フェーズと身につける力と評価・点検

ビジョン・
目的・課
題（仮説）

ゴール・
目標・成
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注．鈴木敏江『課題解決力と論理的思考力が身につく プロジェクト学習の基本と手法』教育出版, 2012; 
西岡加名恵編著『「資質・能力」を育てるパフォーマンス評価 アクティブ・ラーニングをどう充実させる
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図 5 に示したとおり、「7 つの原則」に基づき、授業（座学）方法の全般的な改善も必要である。な

かでも図 5 の 2.と 3.はアクティブラーニングに相当するもので、「7 つの原則」に基づいた各教員の

座学・講義科目のなかでの具体的取り組みが求められる。 

また、福知山公立大学では「フィールド研究重視の実践的教育システムを採用し、学生と教職員が

地域に出向く」として、「地域協働型教育研究」を標榜しているが、研究のうえでも、地域を重視した

実証的・理論的研究を推進し、その成果を学生の「卒業研究」等の教育に活かしていくことも大切で

ある。図 4 にみたとおり、教育と研究を一体的にとらえる等、文字どおりの「地域協働型教育研究」

の真価が試されている。 

4.2「地域協働型実践教育」の具体的なあり方を考える 

4.2.1「地域協働型実践教育」のさらなる検討課題 

「地域協働型実践教育」について、今後さらに検討しなければならない課題は次の点であろう。 

①「地域協働型実践教育」における教員の全学体制化 

１年次の「地域経営演習Ⅰ・Ⅱ」は、学生 120 名を 7 クラスに分け、1 クラス 17 名前後の学生を

２名の教員で担当している。この「演習」は１年間「アカデミックスキル」とセットで行うものであ

る。地域を理解する視点を磨き、地域をより深く理解するために、そのスキルと現場を一体的にとら

える教育が必要である。そのため 2 名体制の「演習・スキル」セットで組まれた授業である。 

・難しい概念を学生間で説明させる
・協力して課題に取り組ませる
・グループワークの振り返りをさせる

図５ 授業（座学）改善のための「７つの原則」

１．教員と学生のコンタクト

２．学生間の協働・学び合い ３．能動的・主体的な学習

４．迅速なフィードバック ５．学習時間の確保

６．学生への高い期待

７．多様な才能と学習方法の尊重

注．山地弘起「アクティブ・ラーニングとは何か」『大学教育と情報』2014年度, No.1.の図を筆者加筆修正。図中の
２.と３.がアクティブラーニングに相当。クリッカーとは、授業で学生が応答用に用いるリモコンのことで、教員と
学生との双方向コミュニケーションを可能にし、学生の集中力を高め、理解度にあった授業ができるとされる。

・可能な限り学生の顔と名前を覚える
・授業への感想や意見を聞いて対処する
・学習状況を観察して必要な支援をする

・クリッカーを活用して学生に考えさせる
・学生が調べて発表する機会をつくる
・学んだ内容を演習させる

・単元毎に小テストを行いフィードバックする
・提出物等にも翌週にはフィードバックする
・試験終了後には新たな課題等を開示する

・毎回の予習復習の課題を明示する
・遅刻や欠席の注意を促しときに課題をだす
・時間管理の方法を経験等に基づき教える

・授業に真剣に取り組むように促し励ます
・提出物等が不十分な場合には再提出を求める
・意欲的な学生には発展的な課題を促す

・授業に多様な学習活動を取り入れる
・学生の長所を探して学習促進に活かす
・話す、書く、調べる等の多様な評価方法を導入する

⋆主体的な学
習習慣の育成
⋆主体的・対話
的で深い学び
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これは、教員が複数名の協働で演習を実施したほうが、単独で実施するよりも教員の精神的負担は

軽減されるし、教育効果も高いのではないかという考えに基づいている。単独で十数名の学生の引率

や演習を行うには、精神的負担が大きすぎる。 

しかし、２名の教員が演習とスキルを分離・分担するケースもみられ、演習とスキルのセットでの

２名体制が徹底されていないという問題がある。人的ミスマッチ、教員の演習の向き不向き等、原因

は様々あるが、クラスによって対応が異なるのは望ましくない。演習とスキルを切り離して授業を行

うことは、教育効果を著しく低下させるのではないか。評価・可視化する手段が今のところ見当たら

ないので断定はできないが、そうした懸念はある。これらの点については、2019 年度に集中的に議

論することになっている。 

②「地域協働」の実質化の推進 

地域と関わる当初はイベント的な行事から入っても、その後の関わり方をどのようにして、前述の

「地域協働の実質化」を図るのかが課題である。大学における地域貢献のあり方にも関わることであ

る。この解決策のひとつは、地域包括協定を背景とした、地域および課題を特定した定点観測、参与

観察の方法がある。地域や課題を決めれば、いつまでも「イベントをやればいい」ということにはな

らない。また、教育研究の場を福知山市から京都北部・北近畿地域に実質的に広げていく必要もある。 

後述のとおり、定点観測的な地域との関わりには、長所と短所あるが、地域協働型教育研究の場合

には、長所が短所を上回ると思われる。何よりも地域・地域住民との信頼関係の構築なしに長期の関

わりや協働は難しいからである。大学はイベント屋ではない。一発イベントの繰り返しの発想では何

も見えてこないし、地域の理解、課題解決にはつながらない。 

③小中高大連携・協働の推進 

出口に関連していえば（図 3 参照）、地元定着率を高め、地元の地域人財を育成していくためには、

小学生・中学生・高校生と大学との関わりも必要である。「ローカル・アイデンティティ」の醸成や

I・J・U ターンにつなげる方策としても連携・協働が必要である。 

「ローカル・アイデンティティ」の醸成という点では、なかにはすでにこれに取り組んでいる地元

教員がいる。中学生の地域理解学習とは思えない高いレベルで、私たちの「地域経営演習」のはるか

先のことを取り組んでいる。 

「地域づくりと教育を切り離す考え方は、子どもに地域を学ばせず、故郷から遠ざける」。「農村が

自分たちを支えてくれている、だから自分たちも将来支えるんだという学習が必要だ」。地域を学ぶ

ということは、「生徒がその地域に再び出会い、その地域に愛着を持ち、最後は地域に関わり地域を

変えていくことである」。そして、「地域づくりのカギは地域の住民が無理をしすぎず、自分たちの感

性と価値観でその地域の歴史・伝統に見合った取り組みを知ることから始めることだ」(51)という。 

こうした地元教員の先進的な取り組みとの連携・協働も必要であり、大学の演習のレベルアップに

もつながるのではないか。この取り組みは一過性の地域との関りでは続かないし、地域づくりも教育

効果も上がらないであろう。「最後は地域に関わり地域を変えていく」には、地域との信頼関係の構
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築なしには無理である。ここでも地域貢献大学としての役割が試されている。 

4.2.2 定点観測的な「地域協働型教育研究」の長所と短所 

上記の当面の検討課題のなかでも、「②『地域協働』の実質化の推進」に関しての筆者の一定の結

論を提示しておきたい。 

筆者がとった「地域協働型教育研究」の方法は、地域を特定して参与観察的な手法でその地域を理

解することに努力し、地域住民・学生・筆者がともに地域の変化を実感することであった。筆者は、

2016 年 10 月ごろから福知山市旧三和町に関わり続けている。三和地区を研究の対象とし、教育の場

とする、いわば定点観測手法による地域住民と学生と筆者の三者教育を行うという「実践教育」であ

る。地域との関わり方は、後述の高知大学地域協働学部が実施している演習・実習に近いものがある。 

三者が何らかの成果をあげ、人々や地域が成長・向上できなくとも、三者の関係性の深まりのなか

で何かが変化し、新たな正の活動等につながれば「教育」の名に値するのではないか。定点観測手法

による詳しい報告は別の機会に譲ることにするが、ここでは定点観測に重きをおいた「地域協働型教

育」の具体的なあり方について、約 2 年半の経験から得た一定の結論を述べる。 

《長所・良い点》 

①人間、人間関係、自然・社会状況等の変化とその背景・理由を実感できる。地域が教育研究の対

象であり、長期間にわたり地域と関りをもつため、地域住民・学生・教員それぞれが成長・後退・無

変化を何らかの形で実感できる。地域住民・学生・教員の意識や感情、地域の自然・社会的な状況等

の変化を実感し、地域における新たな発見もあり、取り組みもイベントの次が問われる。やりっぱな

しでは終われないし、必然的に地域と関わるその継続性とその内容が問われる。 

②良くも悪くも地域の状況・性質・性格を深く理解できる。地域における課題を発見・確認、改善・

解決の方向等について 3 者で確認できるが、実際に具体的に取り組む段階になると進まない難しさも

認識できる。本当の 3 者の問題・課題はここからであることを認識できる。次の一歩に何が必要かを

3者が共有し、その次の一歩を取り組むかどうかが分かれ目となる。ここであきらめることもあるが、

あきらめないことが大切である。 

③遂行能力・実践力・地域協働力とは何かを、地域や地域の人々との関係のなかで、課題の改善・

解決の過程のなかで、深く幅広く学ぶことができる（表 1 の「学修アウトカム」参照）。知識・技能

を磨く体験型学習（FBL：Field based Learning）や問題発見学習（PBL：Problem based Learning）

にとどまらず、遂行能力・実践力も身につける課題解決型学習（PBL：Project based Learning）や、

地域住民とともに遂行する地域協働・課題解決型学習（CBL：Community based Learning）に通じ

るものが多くある（図 2 参照）。 

④地域の課題に終わりがないことを理解できる。同一地域において、生じている多様な問題・課題

に触れることができ、解決すべき課題が次々と認識できる。地域との関りに終焉がないことを知る。

課題は社会的なものばかりではなく、地域の文化・自然に関するものから、暮らしそのもののあり方、

お年寄りならではの経験則等の伝承・改善の課題まで、無数にみえてくる。長期に関わってこそみえ
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てくるものである。 

⑤社会人となるための訓練期間（機関）であることをやがて実感できる。学生がいずれ就職して定

住地が決まったときに、定点観測地点での演習は、定点観測的な視点からの地域課題への取り組みの

訓練期間（機関）になる。 

《短所・足りない点》 

①様々な地域がそれぞれにもつ地域の多様性についての経験ができない。定点観測地点以外の課題

や問題を経験できない。しかし、定点観測で磨いた視点をもってすれば、訪れた地域の特徴や多様性

は理解できるのではないか。研修的な意味で多くの地域を視察すれば、より深く理解した定点観測地

点を基点に、比較した地域との共通性と相違性を理解できるのではないか。 

②地域で生じている課題の多様性についても経験ができない。地域の課題は地域独特な要素を含ん

でいる場合も少なくない。その経験が不足する。しかし、これも根源的な原因が共通していることも

多く、仮にまったく異なる場合でも、定点観測の経験が原因を突き止め、解決への道筋をつけること

ができるようになるのではないか。 

長所・短所を踏まえ、地域経営演習等地域との関係・連携のあり方として、筆者としては次を提案

しておく。「逆向き設計」（図 4 参照）のもと対象地（場）を特定し、地域資源活用プロジェクトとし

て 2～3 年間取り組むことである。 

地域連携協定を締結した上で、1 名もしくは複数名の教員が 1 つ程度の地域・企業・病院等を決め、

活性化に向けて学生・関係者・住民等とともに 2～3 年間取り組み、一定の成果が出せるような「特

定地区（機関）担当制」を実施することである。地域資源等を活かしていくプロジェクト型の「実証

実験・社会実験」として行うのである。学生は卒論につなげ、教員は研究論文として内外に発表する。

地域住民は、意識の変化や生活の質の向上、地域の活性化につなげる。そして、教訓を引き出し制度

化していくことが必要である。「地域経営学」の立ち位置や学術のなかの「地域経営学」を明確にし

ていくことも重要であろう。 

4.3「地域協働型教育研究」の評価指標と成果の可視化 

もうひとつ大きな課題がある。「地域協働型教育」は、ほんとうに教育効果はあるのか、どのよう

な意味があるのかという疑問にどう応えるのかである。上述したように、全国基準協会の「認証評価」

においても「教育の軸として掲げる『地域協働型教育』（実践教育）の在り方」や学修成果の評価方法

が課題として指摘されているところである（表 3 参照）。 

実際にその計測には困難が多い。評価のための指標づくり、指標に基づく評価、それに費やす労力

と時間等の問題があり、実践教育の良好な継続が問われている。後述する高知大学においても、多く

の苦労と困難のなかで実施している。福知山公立大学でも、何らかの方法で教員の過度な負担を避け

つつ、教育効果の水準を把握かつ向上する方法の開発の必要はある。 
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4.3.1「演習系評価票」（ルーブリック等）の例示 

筆者自身は、先行的研究やこの 3 年間の経験をもとに、教育効果の計測に関して 4 枚の「評価票」

として試みた(52)。それが①学生用「自己評価票」（表 5（A）・（B））、②教員用「学修アウトカム評価

票」（表 6）、③教員用「プレゼン評価票」（表 7）、④教員用「論文・レポート評価票」（表 8）の 4 枚

である。これは毎年もしくは毎学期の積み上げにより、演習系のルーブリック（科目別の評価）、学

修ポートフォリオ（長期の評価）として活用できる。本稿では「演習系評価票」と呼ぶことにする。 

4 枚の「演習系評価票」は、学生個人の教育効果に関して 4 年間にわたり計測・追跡するシートで

ある。4 枚の「演習系評価票」の基本的な考え方は、福知山公立大学の学修アウトカムの達成度を評

価して教育の改善に役立てるとともに、学生の成長を点検・確認することにある。共通した学生評価

の基準が必要であるとの考えに基づいて作成したものである。同一授業について、各クラスの授業方

法や評価方法が教員によって異なるのは好ましくない。「成績評価の客観的指標の設定」を行い、適

正な評価や「厳格かつ適正な成績管理」を行うことが望ましい。 

訪問地域・場所が異なるのは別にして、習熟度や専門性等の異なる教員による授業は、教授内容、

学生の思考の引き出し方等も異なる。しかし、学生の評価方法について一定の基準を設けずに各教員

に一任する状況は避けなければならない。学生の成績評価に公平性を欠くことになるからである。そ

のため、福知山公立大学における「アカデミックスキル」、「情報処理演習」等、数クラスに分けて行

う同一授業は、共通のテキストを用いるとともに、学生評価も共通した方法により行う必要がある。 

先の図 4 は、ある地域・場所における PBL を「逆向き設計」の方法により、学修アウトカムの到

達目標の実現プロセスを示したものである。各フェーズを経て教育上の到達目標に至る過程を計測・

確認するためには、フェーズごとの評価票が必要であるが、最低でも最終的な段階での評価は必要で

ある。ここに示した 4 枚の「演習系評価票」は、それを総括的に落とし込むことを目的に作成したも

のである。以下に 4 枚の「演習系評価票」の活用法について説明しよう。 

①学生用「自己評価票」 

各学期のはじめに取り組むテーマと内容の設定を学生に促す。筆者は特定地域をフィールドとして

演習を行うため、前学期にその地域が様々な課題を抱えていることの解説と、地域の協力のもとに座

学とフィールドワークを実施すること、そして学生の課題把握のための支援を行うことを学生に伝え

る。こうしたことが学部・学科の「学修アウトカム」に照らして適切がどうか、学期・学年末に確認

する。 

このように、学期はじめに図 4 に示した「ビジョン・目的・課題」を設定する。そして、学期・学

年末には学生自身が行ってきたことを客観的に評価するために、1 年間の「振り返り」を 400 字程度

にまとめてもらう（テーマ：この 1 年間何をどう学び何に気づき、どう思ったのか）。年度末（もし

くは学期毎に）には学生に「自己評価票」を記入してもらい、そうすることで学生自身の定性的な自

己評価を行う。「自己評価票」の「特記事項」には、とくに良かった点や自らの今後の課題等を記入す

ることで次期につなぐ。教員も学生の自己評価に対してコメントすることにより（「教員から一言」）、
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極め
て明
確

やや
明確

標
準

やや
不明
確

要努
力

①現地地域において対象とした客体・機関・経
営体等の地域における役割を理解できたか

○
地域全体を把握できたと
はいえないから

②同客体・機関・経営体等が抱える問題・課題
（研究テーマ）が何か見出すことができたか

○
自分たちなりに問題を見
つけることができたから

③同客体・機関・経営体等が抱える問題・課題
の背景は何か理解できたか

○
背景すべてを理解できて
いないから

①同地域の自然・環境、経済・産業、歴史・文
化、社会福祉等の情報を収集・把握できたか

⦿ ○
与えられた情報だけで自
ら収集していないから

②収集・把握した情報をもとに、上記の問題・
課題の改善・解決のための分析方法は適切か

○
SWOT分析は地域を把握
するには有効だと思う

③聴き手の反応と質問にコミュニケ―ションは
適切であったか、プレゼンは適切か

⦿ ○
もっと聴き手が反応したく
なるプレゼンをしたかった

①上記の問題・課題の改善・解決のために関
係者との連携体制は確保できたか ○

地域の人や地域おこし協
力隊の人との関係づくり
ができた

②同問題・課題の改善・解決に関する価値観・
意見等の違い（論点）の整理・調整はできたか

○
もっとコミュニケーションを
とっていきたい

③同問題・課題の改善・解決のためリーダー
シップやパートナーシップを柔軟に使い分けて
遂行できたか

○
話合いの際、意見をまと
めたりすることができた

①地域全体の運営との関連において、問題・
課題の位置づけと改善・解決の過程・過程後
の地域社会の変化に関し整理・総括できたか

⦿ ○
まだ解決策をだすところ
までできていないから

②上記を遂行するにあたって、たえずPDCAサ
イクルの観点から点検できたか ⦿ ○

話合いの振り返りを毎回
やったら次の際に活かせ
たと思うから

○ （本人評価〇87点）

総合
的到
達目
標に
関す
る事
項

　持続可能な社会の構造的理解のもとに、問題・課題の解決に向けて十分なコミュニケーションを行い活動・協
働するとともに、PDCAサイクルを活用できたか。等。

　地域の人ともっと話す時間をもちたいと思った。何か行動を起こせたらPDCAサイクルを活用したい。

教員から一言

技能
に関
する
事項

　収集・把握した情報をもとに、共通点・相違点、パターン化等様々な観点から検討し、わかりやすく改善・解決
策（方向性）を適切に提示できたか。等。

　SWOT分析を利用して強み弱みを把握できたと思う。強みを活かす解決策をもっと提示できたら良
かったと思う。
教員から一言

遂行
能力
に関
する
事項

　問題・課題の改善・解決に向けてスケジュールにそって遂行できたか。成果物は専門的知識を効果的に用い、
期限内に提出できたか。学生間で協働的な学習ができたか。等。

　授業時間以外にも学生で集まり、話し合いをもつことができた。役割分担をはっきりしたらスムーズ
かつ深い内容が話せたと思う。
教員から一言

注．筆者作成。

特記事項（気づいた点等： 上記項目で際立つ点、前学期との比較と次学期への課題、授業への出席状況・態度、等）

表５　①学生用「自己評価票」（A）
いずれかに〇：地域経営演習Ⅰ・Ⅱ・Ⅲ・Ⅳ、地域経営研究Ⅰ・Ⅱ、卒業研究Ⅰ・Ⅱ、学生プロジェクト

学籍番号・学科（　地域経営学科　）、氏名（　　A　　　）、教員名（　矢口芳生　）

基準
学修アウトカムに関する評価項目

（現地もしくは研究において）

評価（該当に〇）

評価の理由

Ａ
知識
をも
とに
みつ
ける
Ｂ

技能
を踏
まえ
調べ
る

Ｃ
課題
を遂
行す
る

Ｄ
総合
的到
達目
標

総合評価（表5による教員評価⦿及び〇では84点）

知識
に関
する
事項

　持続可能な社会の基本構造を理解し、これと結びつけて地域の問題・課題を位置づけることができたか。関係
する知識の追加的確保に努力したか。等。

　地域の問題を特定できた。問題の背景をもっと掘り下げていったらより良い解決策を出せたと思う。
教員から一言
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極め
て明
確

やや
明確

標
準

やや
不明
確

要努
力

①現地地域において対象とした客体・機関・経
営体等の地域における役割を理解できたか

⦿ ○
役割を理解しきれていな
い

②同客体・機関・経営体等が抱える問題・課題
（研究テーマ）が何か見出すことができたか

⦿ ○
課題をある程度見つける
ことはできた

③同客体・機関・経営体等が抱える問題・課題
の背景は何か理解できたか

○
社会的背景をざっくりと理
解できた

①同地域の自然・環境、経済・産業、歴史・文
化、社会福祉等の情報を収集・把握できたか

○
現地にて知ることができ
た

②収集・把握した情報をもとに、上記の問題・
課題の改善・解決のための分析方法は適切か

⦿ ○
SWOT分析だけではわか
らないことがあるから

③聴き手の反応と質問にコミュニケ―ションは
適切であったか、プレゼンは適切か

⦿ ○
プレゼンはできるだけ丁
寧にすることができた

①上記の問題・課題の改善・解決のために関
係者との連携体制は確保できたか

⦿ ○
積極的に話すことができ
なかったから

②同問題・課題の改善・解決に関する価値観・
意見等の違い（論点）の整理・調整はできたか

⦿ ○
地域の人との考えが合っ
ていなかったところ

③同問題・課題の改善・解決のためリーダー
シップやパートナーシップを柔軟に使い分けて
遂行できたか

⦿ ○

リーダーシップをだすこと
はなく、いつもパートナー
シップだったから

①地域全体の運営との関連において、問題・
課題の位置づけと改善・解決の過程・過程後
の地域社会の変化に関し整理・総括できたか

⦿ ○
改善・解決の過程を整
理・総括できていないの
があるから

②上記を遂行するにあたって、たえずPDCAサ
イクルの観点から点検できたか

⦿ ○
PDCAサイクルの観点で
物事を見ていないから

○
まだまだやらないといけ
ないことが多くあるから
（本人評価〇60点）

　問題・課題の改善・解決に向けてスケジュールにそって遂行できたか。成果物は専門的知識を効果的に用い、
期限内に提出できたか。学生間で協働的な学習ができたか。等。

　専門知識をこれから学んでいきたい。

Ｃ
課題
を遂
行す
る

Ｄ
総合
的到
達目
標

総合評価（表5による教員評価⦿及び〇では83点）

Ｂ
技能
を踏
まえ
調べ
る

知識
に関
する
事項 教員から一言

技能
に関
する
事項 教員から一言

注．筆者作成。

教員から一言

遂行
能力
に関
する
事項

表５　①学生用「自己評価票」（B）
いずれかに〇：地域経営演習Ⅰ・Ⅱ・Ⅲ・Ⅳ、地域経営研究Ⅰ・Ⅱ、卒業研究Ⅰ・Ⅱ、学生プロジェクト

基準
学修アウトカムに関する評価項目

（現地もしくは研究において）
評価の理由

Ａ
知識
をも
とに
みつ
ける

評価（該当に〇）

総合
的到
達目
標に
関す
る事
項

教員から一言

　持続可能な社会の構造的理解のもとに、問題・課題の解決に向けて十分なコミュニケーションを行い活動・協
働するとともに、PDCAサイクルを活用できたか。等。

　PDCAサイクルをもっと生かせるようにしたい。

特記事項（気づいた点等： 上記項目で際立つ点、前学期との比較と次学期への課題、授業への出席状況・態度、等）

学籍番号・学科（　地域経営学科　）、氏名（　B　　）、教員名（　矢口芳生　）

　持続可能な社会の基本構造を理解し、これと結びつけて地域の問題・課題を位置づけることができたか。関係
する知識の追加的確保に努力したか。等。

　持続可能な社会を詳しく理解していきたい。

　収集・把握した情報をもとに、共通点・相違点、パターン化等様々な観点から検討し、わかりやすく改善・解決
策（方向性）を適切に提示できたか。等。

　解決策は自分なりにではあるが提示できた。
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極めて
明確
100点

やや
明確
87点

標準

71点

やや不
明確
60点

要努力

44点
①現地地域において対象とした客体・機関・経営
体等の地域における役割を理解できたか

8点 7点 6点 5点 4点

②同客体・機関・経営体等が抱える問題・課題（研
究テーマ）が何か見出すことができたか

8点 7点 6点 5点 4点

③同客体・機関・経営体等が抱える問題・課題の
背景は何か理解できたか

9点 7点 6点 5点 4点

①同地域の自然・環境、経済・産業、歴史・文化、
社会福祉等の情報を収集・把握できたか

8点 7点 6点 5点 4点

②収集・把握した情報をもとに、上記の問題・課題
の改善・解決のための分析方法は適切か

8点 7点 6点 5点 4点

③聴き手の反応と質問にコミュニケ―ションは適切
であったか、プレゼンは適切か

9点 7点 6点 5点 4点

①上記の問題・課題の改善・解決のために関係
者との連携体制は確保できたか

10点 9点 7点 6点 4点

②同問題・課題の改善・解決に関する価値観・意
見等の違い（論点）の整理・調整はできたか

10点 9点 7点 6点 4点

③同問題・課題の改善・解決のためリーダーシッ
プやパートナーシップを柔軟に使い分けて遂行で
きたか

10点 9点 7点 6点 4点

①地域全体の運営との関連において、問題・課題
の位置づけと改善・解決の過程・過程後の地域社
会の変化に関し整理・総括できたか

10点 9点 7点 6点 4点

②上記を遂行するにあたって、たえずPDCAサイク
ルの観点から点検できたか

10点 9点 7点 6点 4点

　　　　 点

知識に
関する
事項

技能に
関する
事項

遂行能
力に関
する事

項

総合的
到達目
標に関
する事

項

特記事項（気づいた点等： 上記項目で際立つ点、前学期との比較と次学期への課題、授業への出席状況・態度、等）

100点満点中　　

表６　②教員用「学修アウトカム評価票」
いずれかに〇：地域経営演習Ⅰ・Ⅱ・Ⅲ・Ⅳ、地域経営研究Ⅰ・Ⅱ、卒業研究Ⅰ・Ⅱ、学生プロジェクト

学籍番号・学科（　　　　　　　　　　　　　　）、氏名（　　　　　　　　　　　　　）、教員名（　　　　　　　　　　　　　）

基準
学修アウトカムに関する評価項目

（現地もしくは研究において）

評価基準点

評価点

Ａ
知識を
もとに
みつけ

る
（25点）

Ｂ
技能を
踏まえ
調べる
（25点）

Ｃ
課題を
遂行す

る
（30点）

Ｄ
総合的
到達目

標
（20点）

合計

　持続可能な社会の基本構造を理解し、これと結びつけて地域の問題・課題を位置づけることがで
きたか。関係する知識の追加的確保に努力したか。等。

　収集・把握した情報をもとに、共通点・相違点、パターン化等様々な観点から検討し、わかりやすく
改善・解決策（方向性）を適切に提示できたか。等。

　問題・課題の改善・解決に向けてスケジュールにそって遂行できたか。成果物は専門的知識を効
果的に用い、期限内に提出できたか。学生間で協働的な学習ができたか。等。

　持続可能な社会の構造的理解のもとに、問題・課題の解決に向けて十分なコミュニケーションを行
い活動・協働するとともに、PDCAサイクルを活用できたか。等。

注．筆者作成。
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学生の自己評価の客観化に役立ててもらう。後述の「振り返り」や表 5①（A）・①（B）は、実際に

学生に記入してもらった一例である。 

②教員用「学修アウトカム評価票」 

学生自ら記入した「自己評価票」をもとに、学部・学科の「学修アウトカム」に照らして、教員が

表 6 により独自に評価する。必修科目ということもあり、評点はやや「甘い」ことになるかもしれな

い。評価は学部・学科の成績評価の 5 段階（秀～不可）としている。 

③教員用「プレゼン評価票」 

図 4 のフェーズの「プレゼンテーション」は、これまでにやってきたことの総まとめ的な意味合い

があり、表 7 はそのための評価票である。プレゼンの技法を中心に評価する項目を配置している。 

秀 優 良 可 不可 所見
□課題・方法・分析・
考察・結論の流れが
的確で明瞭

□課題・方法・分
析・考察・結論の
流れがあった

□課題・方法・分析・
考察・結論の流れが
やや不明瞭

□課題・方法・分
析・考察・結論の流
れが不明瞭

□課題・方法・分
析・考察・結論の流
れが全くない

□上記の各内容の
説明分量（発表時間
配分）は極めて適切

□上記の各内容
の説明分量（発表
時間配分）は適切

□上記の各内容の
説明分量（発表時間
配分）はやや不適切

□上記の各内容の
説明分量（発表時
間配分）は不適切

□上記の各内容の
説明分量（発表時
間配分）は全く考慮
されていない

□発表内容の説明
に役立ち極めて効果
的

□発表内容の説
明に役立ち効果
的

□発表内容と関連し
ている

□図表は非常に少
ない、または発表内
容との関連が薄い

□図表等は使われ
ていない、あるいは
過剰である

□パワポの色彩・文
字等が非常にうまい

□パワポの色彩・
文字等が適切

□パワポの色彩等は
見やすいが、配布資
料に難点があった

□パワポに気になる
部分があった

□パワポの色彩が
全く不適切

□わかりやすく適切
な資料が配布された

資料が配布された □パワポに難点があ
るが、資料は適切

□配布資料に気に
なる部分があった

□配布資料もな
かった

□極めて明瞭で聞き
取りやすい

□明瞭で聞き取り
やすい

□聞き取りやすいが
声量が少ない

□声量が小さく聞き
取りにくい

□全く不明瞭で口
ごもった感じ

□抑揚も速度も適切 □速度は適切だ
が単調

□速度は速すぎた、
または遅すぎた

□速度は非常に速
すぎた、または非常
に遅すぎた

□速度は不適切
で、叫ぶ、単調さが
目立つ

□発表時間内に適
切に終了

□発表時間内に
ほぼ終了

□発表時間が少し
長すぎた、または少
し短すぎた

□発表時間が長す
ぎた、または短すぎ
た

□発表時間が非常
に長すぎた、または
非常に短すぎた

□適切な例示・数値
等を入れ、内容がよ
くわかった

□例示・数値等は
とくないが、内容は
よくわかった

□例示・数値等がが
多すぎた、または少
なすぎた

□例示・数値等もな
く、内容がわかりに
くかった

□例示・数値等もな
く、内容は全く分か
らなかった

□常にアイコンタクト
があり、原稿をみるこ
とは最小限

□アイコンタクトが
あり、原稿をみるの
が少しある

□ときにアイコンタク
トがあり、原稿をみる
のが多い

□ときにアイコンタク
トがあるが、ほとんど
原稿をみていた

□アイコンタクトは
なく、ずっと原稿を
読んでいた

□礼儀正しく始まり、
お世話になった方々
に謝辞を述べ、礼儀
正しく終了した

□礼儀正しく始ま
り、礼儀正しく終了
した

□礼儀正しく始まり
終了したが、態度に
出ていなかった

□礼儀正しく見える
が、態度・姿勢が悪
かった

□終始、礼儀正しさ
を欠いた

□パソコン等の機器
を完璧に使いこなし
た

□パソコン等の機
器を一通り使いこ
なした

□パソコン等の機器
を使用したが、多少
の混乱があった

□パソコン等の機
器の使用で多少の
混乱があり、時間配
分にも影響が出た

□パソコン等の機
器の使用で混乱が
多く、事前の準備で
容易に防止できた

□聴く側は非常に安
心感をもって聴くこと
ができた

□聴く側は安心感
をもって聴くことが
できた

□聴く側はある程度
安心感をもって聴け
たが、しいて言えば
緊張がほぐれない等
が気になった

□落ち着きがない、
緊張がほぐれない、
無意味に体を動か
す等の多少の問題
があった

□落ち着きがない、
緊張がほぐれない、
無意味に体を動か
す等の問題があっ
た

計　　　満点 104点 計（×0.85） 計（×0.75） 計（×0.65） 計（×0.55） 合計　点

注．筆者作成。

表７　③教員用「プレゼン評価票」
いずれかに〇：地域経営演習Ⅰ・Ⅱ・Ⅲ・Ⅳ、地域経営研究Ⅰ・Ⅱ、卒業研究Ⅰ・Ⅱ、学生プロジェクト

総合評価
各8点

学籍番号・学科（　　　　　　　　　　　　　　）、氏名（　　　　　　　　　　　　　）、教員名（　　　　　　　　　　　　　）

評価点

構成
16点

図表等
24点

発表技法
64点
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④教員用「論文・レポート評価票」 

表 8 は、論文やレポートがどの程度の水準なのか、また学修アウトカムの目標にどの程度到達して

いるのかを論文・レポートをとおして評価するものである。 

以上 4 枚の「演習系評価票」は、次の手順で評価等を行うことが望ましい。各年次の学期末もしく

は年度末に、表 5 を学生が記入し、これを学生と教員の両者が保管する。教員は学生による表 5 の自

己評価を考慮しつつ、独自に評価・判断して表 6 に記入（評価）し保管する。表 7・表 8 により、学

期末・学年末のプレゼン並びに適宜のレポートや学期末レポート、4 年次生は卒業論文等について評

価を行う。 

これらの「評価票」は次のように活用できる。学生は表 5 のシート並びに提出レポートを 4 年間演

習別に保管して自身の成長・振返りの確認・点検資料とし、教員は 4 年間学生別に保管して担当教員

（ゼミ教員）に引き継ぎ、学生の指導・助言の指針・参考資料（学生の強み・弱みの分析、成長部分

の判断等に活用）とする。多方面から指摘されている「厳格かつ適正な成績管理」、「成績評価の客観

的指標の設定」であるが、上記 3 種類（表 6・7・8）の評価票をもとにすれば、演習系科目に関して

秀 優 良 可 不可 所見

課題の
設定

□明確な問題意識
のもとに課題が設定
されている

□問題意識のもとに
課題が設定されて
いる

□問題意識希薄の
もとでの課題設定と
なっている

□課題設定に不十
分さがある

□課題が何か不明
瞭である

分析の
方法

□用いる分析方法と
そのための資料を明
確に提示している

□用いる分析方法
とそのための資料を
示している

□用いる分析方法を
示しているが、その
資料収集に不十分
さが見受けられる

□用いる分析方法
も、その資料も不十
分さがある

□用いる分析方法
の理解が不十分で
ある

□自ら調べた知識も
豊富で、必要とされ
る以上の理解がある

□必要な知識をもと
にし、的確に整理し
ている

□必要な知識をもと
に的確に整理してい
るが、内容の詳細さ
に欠ける

□十分な理解がな
いままに、初歩段階
の整理となっている

□理解が不十分で
誤解もあり、内容に
正確さがない

□事実や事例は詳
細かつ正確で適切

□事実や事例は正
確で適切

□事実や事例は適
切だが、豊富さに欠
ける

□事実や事例は少
なく、誤りがわずか
にある

□事実や事例は少
なく、不正確、不適
切である

□漢字や文法上の
誤りがない

□漢字や文法上の
誤りが2つ程度ある

□漢字や文法上の
誤りが5つ程度ある

□漢字や文法上の
誤りが5つ以上ある

□漢字や文法上の
誤りが非常に多い

分析と
考察

□的確な分析と考
察が行われている

□分析と考察が行
われている

□分析と考察のい
ずれかに不十分さ
が見受けられる

□分析が不十分
で、考察にも不十
分さが見受けられる

□分析、考察とも
に不十分である

□結論が明瞭であ
り、課題との整合が
ある

□結論が示され、課
題との整合に矛盾
がない

□結論が示されてい
るが、課題との整合
に若干の矛盾がある

□結論も、課題との
整合にも不十分さ
が見受けられる

□結論も、課題と
の整合も不十分で
ある

□取り組みから得た
こと、問題点、今後
の課題は何かが明
瞭に示されている

□取り組みから得た
こと、問題点、今後
の課題は何かが示
されている

□取り組みから得た
こと、問題点、今後
の課題は何かが不
十分であるが示され
ている

□取り組みから得た
こと、問題点、今後
の課題、いずれか
が不十分であるか
不明な点もあった

□取り組みから得
たこと、問題点、今
後の課題は何かが
示されていない

□課題・方法・分析・
考察・結論の流れが
的確で明瞭である

□課題・方法・分
析・考察・結論の流
れが示されている

□課題・方法・分析・
考察・結論の流れが
不明瞭な点がある

□課題・方法・分
析・考察・結論の流
れが不明瞭である

□課題・方法・分
析・考察・結論の流
れが全くない

面接
プレゼン考慮

□取り組んだこと以
外の知識も追加し、
必要とされる以上の
理解がある

□必要な知識をもと
にし、質問にも的確
に答えた

□必要な知識をもと
に質問にも的確に
答えたが、内容も応
答も詳細ではない

□十分な理解がな
いままに初歩段階
のプレゼンと応答に
なった

□理解がなく誤解
もあり、正確なプレ
ゼン・応答ができな
い

総合評価
各10点

計　　 満点 100点 計（×0.85） 計（×0.75） 計（×0.65） 計（×0.55） 合計　　点

注．筆者作成。

表８　④教員用「論文・レポート評価票」
いずれかに〇：地域経営演習Ⅰ・Ⅱ・Ⅲ・Ⅳ、地域経営研究Ⅰ・Ⅱ、卒業研究Ⅰ・Ⅱ、学生プロジェクト

学籍番号・学科（　　　　　　　　　　　　　　）、氏名（　　　　　　　　　　　　　）、教員名（　　　　　　　　　　　　　）

評価点

構成

内容

結論と
新課題

文章
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はその指摘に応えることができるであろう。 

一連の「評価票」は筆者の試行的な例示である。ルーブリックと学修ポートフォリオの両方を兼ね

備えつつ、その記入は煩雑ではなく容易なものである。将来こうしたシートを教員間で共有し、実際

に活用できるようになれば、教育効果に関してより客観的な計測と評価を可能にし、教育改善にもつ

ながるものと期待される。 

4.3.2「演習系評価票」の試行的検証 

2018 年 1 月、「地域経営演習Ⅰ・Ⅱ」に関して、担当した 2017 年度入学の 1 年次生 11 名に対し

て、1 年間の自己評価とともに簡単な「振り返り」感想文（テーマ：この 1 年間何をどう学び何に気

づき、どう思ったのか）を書いてもらった。地域に対する彼らの思いや考えがある程度みえてくる。

なかでも、2 年次（2018 年度）になって「地域」への思いや考えが定まりつつある 2 名の「振り返

り」感想文と自己評価を紹介し、評価票等に関して明らかになった点を述べる。 

A さんの 2017 年度の 1 年間の感想（下記）および自己評価（表 5①（A））は次のようであった。 

  実際地域に出ていくと一朝一夕では解決できない問題ばかりで、解決策を考えるのは難しかった。とくに

人口減少の問題は避けてとおれないが、すぐに解決できるものでもない。人口が減って働く人が少なくなっ

たことが、今ある問題のほとんどの原因であると思った。どんどん人口が減っていく地方地域は今までのや

り方を続けていても改善していかないから、どこかで変わっていかなくてはいけない。M 地区の T 集落が変

わるのは今だと思う。もちろんすべてを変えるのではなくて、今まで続いてきたことの良いところは引き継

いで、T 集落のみんなで進化していく。そこに私もかかわっていきたいと思う。 

A さんの場合、「振り返り」と「自己評価票」とを対照してみると、「自己評価」は冷静な評価とな

っていると思える。「問題・課題は見出すことができたか」という点には「きわめて明確」（表 5①（A）

の基準 A―②）と自己評価をしている（〇印）。また、「自己評価票」の「特記事項」にみるとおり、

「知識に関する事項」では地域における役割や問題の背景について「良い解決策を出せた」とし、「技

能に関する事項」でも分析方法について明確な自己評価をしている。 

A さんは、何事にも興味・関心をもち、リーダーシップをもって積極的に取り組み、地域の人々と

のコミュニケーションを積極的にとり、地域の方向性を示した。また、地域ブランド・三和ぶどうの

ジュース瓶のラベルもデザイン・制作する等、自らも課題解決のための行動をとった。2 年次の秋に

は、福知山市街から 1 年次の演習地である三和地区・T 集落に移住し、地域消防団にも加わり、三和

地区の小中学校の生徒とも交流している。将来は「畑をもって野菜をつくりたい」という。 

他方、B さんの 2017 年度の 1 年間の「振り返り」および自己評価（表 5①（B））は次のようであ

った。 

  後学期 T 集落を中心に活動してみて思ったことは 3 つある。ひとつは、予想以上に田舎でビックリしまし

た。自分の地域以外に入って勉強したのは初めてだったので、日本にこういう地域が多くあるということを

知ることができた良い時間だったと思います。二つ目は、解決策を実行する時間がなかったことです。地域

に入って現状を学び、課題を探して解決策を考えるまでだったが、その解決策が正しかったのか等を含めて、
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もっと体験することができたら良かったと思いました。三つめは、地域の人と触れ合うことで祖父母の大変

さが分かった気がしました。実家も農家だったので祖父母が農作業をしてきたのをみて、どれほど大変だっ

たのかが今わかった気がしました。これからは祖父母の農作業を少しでも手伝いたいと思える良い機会にな

ったと思います。 

B さんの「自己評価」は、表 5①（B）のとおり、控えめな評価になっていると思える。「振り返り」

では活動の感想を 3 点に絞り込んだ明瞭な整理をしているが、表 5①（B）の評価基準の A～D のす

べてで「標準」以上の自己評価はない（〇印）。多くが「やや不明確」で「要努力」の評価もある。明

確でない場合には、「標準」以下の自己評価である。とはいえ、「自己評価票」の「特記事項」との関

連でいえば、知識および技能に関する事項では、自らが納得できるところで評価していると判断でき

る。 

B さんは、授業に真摯に臨み、しっかりと人の意見・話を聴き、慎重に自分の意見を述べるととも

に取りまとめることができる。際立つリーダーシップや調整をとるわけではないが、上記のような態

度が、結果、「課題をある程度見つけることはできた」し、また「社会的背景をざっくりと理解でき

た」として、資料収集やプレゼンは「標準」的な自己評価につながったといえよう（表 5①（B）の

基準 A―②③・B―①③）。総合評価では「やや不明確」とし、自己評価は控えめである。 

A さんや B さんの「振り返り」や「自己評価票」に共通した特徴を指摘すれば、2 人とも自分なり

に冷静に振り返りつつ、性格の違いから自己評価にも違いが表れているということであろう。表５に

ついて、表 6 の教員用「学修アウトカム評価票」の評価点で 2 人の評価換算をすると、A さんは 78

点（自己の総合評価では「やや明確」に〇で 87 点）、B さんは 62 点（同様に 60 点）である。 

表 6 の教員用「評価票」による筆者の実際の成績評価は、A さん・B さんともに 5 段階上位の「優」

（80～89 点）であった。A さんはほぼ同じ評価点であるが、B さんは筆者とは大きな違いをみせる。 

筆者が行った表 5①（A）・（B）の⦿印および〇印は、A さん B さんともに 1 年間の総合的な判断

としての評価結果である。B さんへの筆者の評価は、表 5①（B）の基準 B―③は「極めて明瞭」、C―

①②が「やや明確」、D―①が「やや明確」、D―②が「標準」であり、全体として 80 点を超える評価

になった。学生と教員との評価の違いが出てくる理由は、教員がこの 1 年間の数回のレポート、地域

現場での取り組む姿勢、そこから引き出される考えや結論、プレゼン等も加味しているためである。 

4.4 文理連携・協働 

以上の課題のほかに、大学の理念と目的を踏まえ、他大学や地域経営学部と情報学部（設置予定）

との文理連携・協働の推進体制の整備の課題がある。地域人財・グローカル人財の育成にとっても欠

かせない課題である。 

文理連携・協働という場合、具体的にどのような課題でどのように推進し、どのような成果を生み

出すかが問われる。地域の様々な課題を分野横断的な課題として位置づけ、両学部の専門性に軸足を

置きつつも、その専門的な観点から地域や人々の未来の持続的発展のために、他分野の研究成果を取
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り入れてイノベーションを生み出し、地域の新しい価値の創造や価値の向上に結びつけることが求め

られる。地域産業、食料・農業、文化・環境・自然、多文化共生・社会的包摂の分野等、地域におけ

る様々な課題について、ICT・AI・IoT を駆使していかに成熟した地域社会を築いて行くのか、反対

に様々な分野に必要な情報技術とは何か、成熟社会に相応しい情報技術とは何かが問われている。 

こうした文理連携・協働は、学内両学部に限定されるものではなく、他大学とのそれも必要になっ

ている。各大学の知財の強みを活かし、さらに社会に活かしてゆく努力が必要である。福知山公立大

学と同じ地区内にある京都工芸繊維大学や舞鶴市にある舞鶴高等専門学校、綾部市にある京都府立農

業大学校、さらには兵庫県豊岡市にある兵庫県立大等との連携・協働も模索していく必要がある。 

文理連携・協働型教育研究を推進するための体制を整備していくこと、それによる特に学生の教育

研究上の指導や教育の質の保証、地域ニーズへの対応等、万全の体制をとる必要がある。文理連携・

協働の教育研究の実質化を図る必要があろう。 

「2040 年に向けた高等教育のグランドデザイン（答申）」(53)にも述べられているように、「今後の

情報を基盤とした社会においては、基礎的で普遍的な知識・理解等に加えて、数理・データサイエン

ス等の基礎的な素養を持ち、正しく大量のデータを扱い、新たな価値を創造する能力が必要となって

くる。基礎及び応用科学はもとより、特にその成果を開発に結び付ける学問分野においては、数理・

データサイエンス等を基礎的リテラシーと捉え、文理を越えて共通に身に付けていくことが重要であ

る」。学内外において文理連携・協働を推進し、その成果や技術を地域社会へ応用・活用すること、ま

た「文理横断的にこうした知識、スキル、能力を身に付けることこそが、社会における課題の発見と

それを解決するための学問の成果の社会実装を推進する基盤となる」ことは熟慮に値する。 

学内においては、地域経営学部教員や地域住民の情報技術等に関するニーズを把握し、情報学部の

PBL につなぐとともに、情報技術を活用して地域経営学部の教育研究や地域住民の暮らしの向上に

つなげる。他方、情報学部のニーズ・知見等を把握し、地域経営学部につなぎ、地域経営の知見・技

術等を活用して情報学部の教育研究や地域住民の暮らしの向上つなげる。 

このような地域経営学部と情報学部との教育研究上の協働体制をとり、地域人財・グローカル人財

の育成、学士力をもち「21 世紀型市民」の育成にも貢献できるように、両学部の相乗効果を高めるこ

とが必要である。そして、地域経営学部や情報学部の知見や技術を、連携・協働して地域へ応用・活

用し、地域の価値を高めることになるような体制を一日も早く構築していくことが求められる。 

《参考資料―高知大学地域協働学部の実践教育》 

福知山公立大学とほぼ同数の教員で半数の学生を教育する、いわば少人数教育を行う高知大学地域

協働学部の事例を紹介する。これは、2018 年 11 月 30 日のヒアリング調査等に基づくものである。

ここでは、「地域協働型教育研究」に関して、高知大学ではどのような取り組みを行い、どのような

成果や教育効果をもたらしているのか、また課題は何か、等について紹介する。 
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参.1 地域協働学部設置の目的と育成する人財像 

高知大学地域協働学部は、2014 年 5 月に文部科学省に設置申請し、大学設置・学校法人審議会の

審議を経て、同年 10 月 29 日付けで設置計画が認められた。2015 年 4 月 1 日、地域協働学部が開設

された。設置の目的は、次のように記載されている(54)。 

本学部は、「キャンパスは地域、テキストは人」という考えの下、「地域力を学生の学びと成長に活かし、

学生力を地域の再生と発展に活かす教育研究の推進」を基本理念とし、「地域協働型産業人材」を組織的・体

系的に育成する。 

また、高知県を中心的な教育研究のフィールドとして、地域との「協働」というアプローチによって、地

域と真摯に向き合い、地域とともに課題解決を実践する中で、教育・研究・地域貢献を実現するとともに、高

知県における課題解決のみならず、我が国社会全体の発展にも寄与する。 

設置申請書の「設置の趣旨及び必要性」等においては、次のような人財育成の方向が明記されてい

る(55)。 

地域の再生と持続的発展には、「地域協働」の中核を担う人材として、多様で変化に富む複雑な地域の課題

を発見・分析・統合し、産業の分野や領域の壁を越えて、人や組織などの協働を創出し、課題を解決すること

のできる人材（本学部では「地域協働型産業人材」と定義する。）が求められている。具体的には、６次産業

化を通じた起業（「６次産業化人」）を例とする新ビジネスを創出することのできる人材や産業、行政、生活・

文化などのそれぞれの分野における「地域協働リーダー」として課題解決に当たり、どの領域においても自

律的・持続的に活躍できる人材である。 

その場合の「協働」について、次のように言及している。「地域協働学部」の骨格となる「協働」を

説明するものである。 

「協働」とは、「自律した人や組織同士が立場や利害を越えて共に考え行動し、単独では解決できない共通

の課題を解決し、新しい価値や創造物（成果）を産み出す関係や行動様式（営み）」である。「協働」は、立場

や利害を異にする多様な主体による相互作用の繰り返しを通じて遂行されるため、住民のみならず、地域全

体として「協働」を組織できる力を手に入れることによって、それぞれの自律的・持続的な成長が促進され、

地域社会の多種多様な課題やその変化に対しても柔軟かつ持続的に立ち向かうことができる。つまり、地域

社会が抱えている諸課題を調和的に解決し、地域社会の再生と持続的な発展を図るための多様な地域主体（人

や組織）間の協働が「地域協働」である。 

さらに、「『地域協働』を学士課程教育の柱とする本学部の設置によって、地域課題解決に向けた協

働実践の現場を共有する教員・学生・社会人による『学びの協働』（学び合い）が組織化され、学部教

育と社会人教育との一体的推進が実現し、本学部による地域の社会人教育の支援、さらには地域の産

業人材を『地域協働型産業人材』として育成することが可能となる」としている。 

「地域協働型産業人材」とは次の 4 類型の人財を示している。①６次産業化人、②産業の地域協働

リーダー、③行政の地域協働リーダー、④生活・文化の地域協働リーダーである。これらの人財育成
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のために、「入学定員 60 人に対し 24 人の専任教員を配置し、きめ細かな教育指導にあたることとし

ている」(56)。4 類型の人財、就職先をもう少し具体的に紹介すれば次のとおりである(57)。 

①６次産業化人：農林漁業ベンチャーの起業、フードサービスの起業、地域資源活用ビジネス（グ

リーンツーリズム、飲食業、観光業、小売業）の起業、農業生産法人等の起業、6 次産業化コン

サルタント 

②産業の地域協働リーダー：地場産業（伝統産業）、食品加工・流通企業、金融機関、広告代理店、

デザイン会社、観光関連企業、都市開発関連会社、まちづくり会社、ソーシャルビジネス 

③行政の地域協働リーダー：地方自治体、国の行政機関、独立行政法人、国際機関、研究機関、農

林漁業団体、商工団体 

④生活・文化の地域協働リーダー：コミュニティデザイナー、ソーシャルデザイナー、マスコミ、

福祉関連法人・企業、コンサルタント会社、まちづくり NPO の起業、都市開発関連会社、まち

づくり会社、ソーシャルビジネス、地域おこし協力隊、文化スポーツ振興団体、観光関連 

参.2 地域協働教育の特徴 

 地域協働学部は、少人数教育をひとつの特徴にしている。「24 人の専任教員で 60 人の学生教育」

（福知山公立大では 23 人の教員で 120 名の学生教育）をどのようにやっているのかというと、次の

4 点にまとめられる(58)。 

①1 年次から地域現場での活動を徹底させる。  

 1 年次前期の「課題探究実践セミナー」では、地域の人々と向き合う方法を身につける（学内実

習 38 時間、学外実習 24 時間、計 62 時間）。4 年次の「地域協働実践・卒業研究」（通年 4 単位）

では、3 年次までの演習・実習・学びを踏まえて、地域協働型プロジェクトの企画立案を行い実践

する。このプロジェクトでは、協働パートナーを自ら見つけ、地域の特性を理解した上で、地域の

資源を活用するための協働の組織化を行う。これらの取り組みを理論化し、地域再生・発展のため

のエッセンスを明らかにする論文に仕上げる。そして、地域協働マネジメント力の統合・深化目指

す。 

このような導入と締め括りの間の 3 年間（1 年次後期～3 年次後期）に、下記の年次別実習が配

置されている。実習地域は 2018 年度時点で県内 15 地域、実習科目各 4 単位である。地域での学

外実習 300 時間、学内実習 300 時間の合計 600 時間を超える実習を行う。学外実習では地域の人々

とともに課題改善・解決に向けて地域を理解し、学び、協働することをとおして課題解決の能力を

養う。学内実習では地域状況を分析し、学外実習で得た知見や発見を熟考・考察し、次の実習への

準備を行うことをとおして課題解決への手順とその能力を養う。 

・（1 年次）地域理解力を身につける 

 地域理解実習（後期）：「地域協働型産業人材」の４類型に対応する実習先で地域の特性理解を目

的としたサービスラーニング（地域のニーズ等を踏まえた社会奉仕活動をとおした教育）及び関
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係者へのヒアリングを通じて、地域の特性と課題及びその関係性を理解・分析し、グループワー

クによって共有を行う。学内実習 58 時間、学外実習 64 時間、計 122 時間。 

・（2 年次）企画立案力を身につける 

地域協働企画立案実習（前期）：「地域協働型産業人材」の 4 類型ごとに設けられた地域課題を探

求・理解するとともに、資源を発掘し、それらを活用するための多様な企画を立案する PBL 及

びサービスラーニングを通じて、課題解決に向けて活動する意味を考える。学内実習 60 時間、

学外実習 60 時間、計 120 時間。 

事業企画プロジェクト実習（後期）：「地域協働企画立案実習」において企画した案を基にして、

地域課題の解決に向けた「商品･サービス・事業等」を具体化するための事業計画等の立案を行

い、実習先と協働して「商品・サービス･事業等」を生み出す。学内実習 56 時間、学外実習 64

時間、計 120 時間。 

・（3 年次）協働実践力を身につける 

地域協働マネジメント実習（前期）：｢事業企画プロジェクト実習」において策定した事業計画を

実行して、事業結果の点検･評価を行い評価案にまとめる。（ⅰ）開発を行った商品の加工･販売

実践を協働して行うほか、地域イベント企画の実践、集落活動支援事業企画の実践等、２年次ま

でに身に付けた能力や知識及び技法を活かして地域協働活動を行う。（ⅱ）事業結果を評価し個

人ベースで評価案にまとめる。学内実習 42 時間、学外実習 78 時間、計 120 時間。 

教えるプロジェクト実習（後期）：次の実習を行う。（A）「地域協働マネジメント実習」において

作成した事業評価（個人）案を基にチームとしての事業評価案をまとめる。（B）事業評価案に基

づき改善策を検討するためのワークショップの実施計画を立案する。（C）個人の案を基にチーム

としての実施計画案を策定し、実習先関係者と協働して最終計画を決定する。（D）当該計画に基

づきワークショップを開催、運営し、合意形成によって関係者間で事業改善案を策定する。（E）

合意された事業改善案を報告書にとりまとめる。学内実習 56 時間、学外実習 64 時間、計 120 時

間。 

②学年末に到達度を評価する仕組みを導入する（学年進級評価）。 

「地域協働研究Ⅰ～Ⅲ」の演習では学年研究論文の作成行い、また複数教員による面談を行う。1

年次から 3 年次までに配置された「地域協働研究」（通年 4 単位）では、各年次で行う演習や実習

で行った内容についての論文作成、並びに技法等の指導を中心とした、いわばアカデミックスキル

を徹底的に学び学年毎に論文を作成する。そして、3 年次までの演習・実習・学びを踏まえて、上

記の 4 年次の「地域協働実践・卒業研究」が配置される。 

③グループワーク型教育を充実する（専門科目の 60％以上）。 

学生の主体的な学修を促進し、事前・事後学習を徹底する。 

④地域活性化に貢献する。 

学外実習授業により社会人と学生の「協働」の場を創出、学生の地域活動により地域の活力向上、

福知山公立大学研究紀要(2019)

- 235 -



 

 

 

地域のステークホルダーに対し学生が実習成果等を報告、自治体・企業・実習先等の関係者と一体

となった学部運営を行う。 

以上のような特色ある教育課程とともに、講義科目の共通教育科目、専門科目を配置している。「卒

業後に地域社会の様々な分野において、即戦力として活躍できる人材を送り出すことができる実践的

なカリキュラムを用意」し、「地域（コミュニティ、地元企業、行政、NPO 等組織）における課題解

決の現場を直接体験させるため、多彩な実習科目を教育課程の柱に据えることで、地域への愛着や誇

りを育てる教育を実践」している(59)。そして、124 単位の取得を要卒単位と定め、これらにより上述

の 4 類型の人財育成を行っている。 

また、これらを実施するため、「サービスラーニング、アクティブラーニング、フィールドワーク

等の教育手法を活用したグループワークを積極的に授業に取り入れてきた教員集団で教育組織を編

成し」、かつ「多様な学問的視点から『行政と住民の協働』『行政と NPO の協働』『企業間の協働によ

るニュービジネスの創造』『企業と NPO の協働』『住民組織間の協働』が研究できる教員によって教

育組織を編成している」。「具体的には、教育学、経済学、経営学、社会学、農学、美術、スポーツ等

の領域において、学内資源配分の最適化を念頭に、地域研究を実施している学内教員を全学から結集」

してこれに対応している。(60) 

2018 年度に完成年度となるが、これまで 4 年間の実績では、入口としての入試では AO が 2～5

倍、推薦が 2～3 倍、前期試験が 3～4.5 倍と、いずれも定員超過の状況である。また、2018 年度の

卒業予定者は 57 人（67 人入学）で、就職先は U ターンが 42 人（うち県公務員 4 人）、大企業等東

京へ 15 人となった。なかには、地元でとれた農産物を活用して新商品の開発・発信・販売をしたい

ということで、地元に U ターンして地域商社「四万十ドラマ」で頑張る卒業生もいる(61)。しかし、

全体としては「描く人財像には達していないし、既存の人文系学部と変わらない結果となった」。「目

玉とした 6 次産業化人・起業人は、残念ながら少なかった」し、「現実にはなかなか難しい」という

ことだった（ヒアリングより）。 

参.3 地域協働実践の内容と成果 

地域協働学部のカリキュラムポリシーによれば、演習・実習系科目中でも実習科目が大きなウェイ

トで配置されている(62)。講義・演習科目を選択必修とし、「地域の特性を理解し、地域の人々と協働

しながら、事業企画を立案・実施するため」の実習科目を上記のとおり 1～3 年次の必修科目として

いる（各年次各実習 4 単位）。また、「講義科目における理論的学びと実習科目における実践的学びを

統合するため」の地域協働研究を 1～3 年次の必修科目とし（各年次 4 単位）、4 年間の学びの成果を

総括する地域協働実践・卒業研究を 4 年次の必修科目（4 単位）として配置している。 

参.3.1 実践教育の実際・流れ 

上記の各学年の講義・実習・演習の三層の関係は、講義は知識を身につけ、実習は現場で実践し、

演習は論文執筆で実習と講義を統合する、そうしたサイクルで進級するという人財育成の正のスパイ
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ラルを構想している。実習・演習科目ともに 1 年 2 学期制をとり、学生定員 60 名を 6 クラス（1 ク

ラス 10 名）として、2 名の教員で指導する体制をとっている。 

実習科目については上記のとおりであるが、実習科目と講義科目をつなぐ演習となる各学年の「地

域協働研究」は、次のような年間の学びの流れとなる(63)。 

第 1 学期は、オリエンテーション（第 1 週目、到達目標・学習内容を理解させる）、論文作成技法

の指導（2～4 週目、文献検索や論文の読み方・書き方を指導する）、個別面接指導（第 5 週目、履修

指導等を行う）、中間レポート作成の指導、（6～14 週目、ゼミ形式のディスカッションや個別指導を

とおして、情報取集・論文構成・論点整理等を行い、中間レポートを完成・報告させる）、個別面談指

導（15 週目、履修指導等を行う）を行う。 

第 2 学期は、オリエンテーション（16 週目、学年研究論文テーマを理解させる）、論文作成技法の

指導（17～19 週目、情報整理・考察の方法を指導する）、個別面談指導（20 週目、履修指導等を行

う）、学年研究論文作成の指導（21～29 週目、ゼミ形式のディスカッションや個別指導をとおして、

情報取集・論文構成・論点整理等を行い、学年研究論文を完成・報告させる）、個別面談指導（15 週

目、履修指導等を行う）、個別面談指導（30 週目、履修指導等を行う）を行う。 

このようにして、学生は 3 年間で 6 回のレポート・論文を作成することになる。これにより「学生

の論文作成の能力は確実にレベルアップしている」し、「少人数教育による教育効果は着実に実を結

びつつある」（ヒアリング）という。 

参.3.2 学修成果の評価方法 

学生の学習成果に関する評価の方法としては、①GPA による評価、②地域協働マネジメント力を

構成する 3 つの能力（地域理解力、企画立案力、協働実践力）の｢ルーブリック」評価、③学年研究

論文の評価、④GPA 及び「ルーブリック」評価の結果を基にした複数教員の面接による評価、を総合

して進級評価を実施することになっている。 

この場合の｢ルーブリック」評価について紹介すれば、開学部時のルーブリック(64)に比べて 2018 年

度のそれは精緻なものとなり、「結果、教員の負担も大幅に増加している」という（ヒアリング）。2018

年度版ルーブリック（高知大学地域協働学部資料）の一部を紹介したのが表 9 である。 

評価内容は地域理解力、企画立案力、協働実践力の「3 つの能力」である（表 9 左端）。収集した資

料によれば、地域理解力とは、「地域において、自分と周囲の人々や物事との関係性、自分が置かれ

ている状況を理解したうえで、チームで仕事をするときに自分がどのような働き（役割）を果たすべ

きかを理解し、適切な行動をとることができる」能力である。この能力を評価する能力は 5 つ、すな

わち、状況把握力、共感力、情報収集・分析力、関係性理解力、論理的思考力が設定される。 

また、企画立案力とは、「地域計画、地域資源管理、商品開発に関する専門的知識および技法を身

につけて、地域資源を開発・活用するための企画を立案することができる」能力である。これは課題

解決力、発想力、商品・サービス開発力、事業プランニング力、事業評価力、事業改善力の 6 つの能

力で構成される。 
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そして協働実践力とは、「プロジェクトマネジメント、協働マネジメントおよびファシリテーショ

ンに関する専門的知識および技法を身につけて、人や組織の協働をつくりだし、その活動を促進する

ことができる」能力のことである。評価する能力は、コミュニケーション力、事業組織力、行動持続

力、リーダーシップ力、学習プロセス構築力、ファシリテーション力の 6 つである。 
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る

2．
共

感
力

地
域

理
解

実
習

到
達

目
標
相
手
の
言
葉
や
行
動
を
そ
の
人
の
立
場
に
添
っ
て
理
解
し
よ
う
と
す
る
こ
と
が
で
き
る

相
手
の
思
い
や
考
え
を
地
域
の
実
情
や
言
葉
・行
動
に
表
れ
な
い
こ
と
も
含
め
て
理
解
し
、
そ
れ
ら
を
踏
ま
え
自

ら
の
考
え
や
行
動
を
示
す
こ
と
が
で
き
る

3．
情

報
収

集
・分

析
力

地
域

理
解

実
習

到
達

目
標
社
会
調
査
方
法
の
基
礎
的
な
知
識
を
身
に
つ
け
て
お
り
、
ヒ
ア
リ
ン
グ
を
行
っ
て
情
報
を
収
集
・整

理
し
、
こ
れ
を
活
用
し
た
分
析
を
実
施
す
る
こ
と
が
で
き
る

ヒ
ア
リ
ン
グ
を
含
め
必
要
な
情
報
を
収
集
・整
理
し
、
収
集
し
た
情
報
を
も
と
に
、
特
定
の
社
会
調
査
手
法
を
用
い

て
、
基
礎
的
・初
歩
的
な
分
析
が
実
施
す
る
こ
と
が
で
き
る

4．
関

係
性

理
解

力
地

域
理

解
実

習
到

達
目

標
受
入
組
織
の
地
域
に
お
け
る
役
割
と
活
動
を
理
解
す
る
と
と
も
に
、
受
け
入
れ
組
織
と
つ
な
が
り
の

あ
る
他
の
組
織
の
存
在
と
活
動
内
容
が
把
握
で
き
て
い
る

「受
入
組
織
」と
「つ
な
が
り
の
あ
る
組
織
」と
の
関
係
性
を
内
容
（た
と
え
ば
「利
害
関
係
」）
に
着
目
し
て
説
明
で
き

る

5．
論

理
的

思
考

力
地

域
協

働
企

画
立

案
実

習
到

達
目

標
企
画
の
目
的
や
内
容
・計
画
に
つ
い
て
、
根
拠
と
な
る
事
実
を
自
ら
調
べ
だ
し
、
そ
の
根
拠
に
つ
い

て
、
筋
道
の
つ
い
た
わ
か
り
や
す
い
説
明
が
で
き
る

自
ら
調
べ
た
事
実
に
よ
る
根
拠
を
も
と
に
企
画
を
立
案
し
、
そ
の
規
格
の
目
的
や
内
容
・効
果
に
つ
い
て
、
筋
道

の
つ
い
た
わ
か
り
や
す
い
説
明
を
行
い
、
主
た
る
ス
テ
ー
ク
ホ
ル
ダ
ー
を
納
得
さ
せ
、
合
意
を
得
る
こ
と
が
で
き
る

1．
課

題
解

決
力

地
域

協
働

企
画

立
案

実
習

到
達

目
標

情
報
収
集
ス
キ
ル
を
活
か
し
、
地
域
課
題
、
未
来
の
姿
、
課
題
解
決
の
た
め
の
地
域
資
源
を
自
分

な
り
に
理
解
・発
掘
し
、
説
明
す
る
こ
と
が
で
き
る

地
域
が
抱
え
る
多
様
な
課
題
群
の
関
係
性
や
構
造
を
分
析
し
、
地
域
課
題
の
本
質
的
な
部
分
を
説
明
で
き
る

多
様
な
地
域
課
題
に
優
先
順
位
を
つ
け
、
課
題
解
決
の
ス
テ
ッ
プ
を
提
示
す
る
こ
と
が
で
き
る

2．
発

想
力

地
域

協
働

企
画

立
案

実
習

到
達

目
標
ア
イ
デ
ア
創
出
に
関
す
る
基
本
的
技
法
（思
考
法
等
）を
習
得
し
、
そ
の
技
法
を
活
用
し
て
従
来
の

常
識
や
発
想
に
と
ら
わ
れ
な
い
独
自
の
ア
イ
デ
ア
を
示
す
こ
と
が
で
き
る

複
数
の
要
素
（も
の
、
視
点
、
価
値
観
、
考
え
方
、
技
術
等
）を
組
み
合
わ
せ
、
課
題
解
決
や
需
要
創
出
に
向
け

た
独
創
的
で
実
現
可
能
性
の
高
い
ア
イ
デ
ア
を
具
体
的
に
示
す
こ
と
が
で
き
る

3．
商

品
・

サ
ー

ビ
ス

開
発

力

事
業

企
画

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

実
習

到
達

目
標

地
域
の
課
題
解
決
に
向
け
て
実
施
す
る
事
業
（活
動
）が
実
現
す
る
地
域
や
人
の
状
態
、
主
た
る

顧
客
の
ニ
ー
ズ
・ウ
ォ
ン
ツ
お
よ
び
実
現
さ
れ
る
価
値
を
、
地
域
実
態
に
即
し
て
明
確
に
し
、
試
行

的
実
践
を
行
う
こ
と
が
で
き
る

事
業
（活
動
）開
発
の
基
本
設
計
が
で
き
、
協
力
者
・関
係
者
（実
習
先
、
出
資
者
、
関
係
事
業
者
、
専
門
家
、
行

政
関
係
者
等
）か
ら
の
支
援
を
受
け
な
が
ら
プ
ロ
ト
タ
イ
プ
の
作
成
、
テ
ス
ト
マ
ー
ケ
テ
ィ
ン
グ
（ユ
ー
ザ
ー
調
査
）を

と
お
し
て
、
商
品
・サ
ー
ビ
ス
化
の
実
現
可
能
性
を
高
め
る
実
践
に
主
体
的
に
取
り
組
む
こ
と
が
で
き
る

4．
事

業
プ

ラ
ン

ニ
ン

グ
力

事
業

企
画

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

実
習

到
達

目
標

企
画
し
た
事
業
（活
動
）の
実
現
に
向
け
た
単
年
度
の
事
業
計
画
者
を
教
員
や
地
域
関
係
者
の

ア
ド
バ
イ
ス
を
受
け
な
が
ら
作
成
し
、
そ
れ
を
関
係
者
に
説
明
す
る
こ
と
が
で
き
る

内
外
の
協
力
者
・関
係
者
を
巻
き
込
み
な
が
ら
企
画
し
た
事
業
（活
動
）の
実
行
性
の
あ
る
単
年
度
の
事
業
計
画

者
が
作
成
で
き
、
具
体
的
な
作
業
手
順
お
よ
び
目
標
の
設
定
、
試
行
を
行
う
こ
と
が
で
き
る

5．
事

業
評

価
力

地
域

協
働

マ
ネ

ジ
メ

ン
ト

実
習

到
達

目
標
事
業
の
獲
得
目
標
を
踏
ま
え
て
事
業
評
価
の
指
標
と
評
価
方
法
を
設
計
し
、
評
価
を
実
施
で
き
る

獲
得
目
標
を
達
成
す
る
た
め
に
短
期
目
標
を
設
定
し
て
、
活
動
を
計
画
・実
施
す
る
こ
と
が
で
き
る
事
業
の
獲
得
目
標
を
踏
ま
え
事
業
評
価
指
標
と
評
価
方
法
を
設
計
し
、
評
価
を
行
い
、
改
善
点
を
提
示
で
き
る

短
期
目
標
に
基
づ
く
活
動
の
プ
ロ
セ
ス
を
観
察
・点
検
・評
価
し
、
そ
の
結
果
に
基
づ
き
活
動
を
改
善
で
き
る

6．
事

業
改

善
力

教
え

る
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
実

習
到

達
目

標

実
施
し
た
事
業
に
つ
い
て
、
事
業
評
価
案
を
作
成
し
つ
つ
、
明
確
な
根
拠
に
基
づ
き
、
改
善
す
べ

き
問
題
点
と
改
善
方
策
を
、
チ
ー
ム
内
の
合
意
を
へ
て
、
提
示
す
る
こ
と
が
で
き
る

実
施
し
た
事
業
に
つ
い
て
、
改
善
す
べ
き
問
題
点
を
さ
ら
に
掘
り
下
げ
、
よ
り
具
体
的
な
改
善
方
策
を
優
先
順
位

伴
っ
て
、
地
域
住
民
や
ス
テ
ー
ク
ホ
ル
ダ
ー
等
と
の
合
意
を
経
て
、
提
示
・一
部
改
善
実
施
が
で
き
る

1．
コ

ミ
ュ

ニ
ケ

ー
シ

ョ
ン

力
課

題
探

究
実

践
セ

ミ
ナ

ー
到

達
目

標

地
域
の
多
様
な
世
代
の
人
や
初
対
面
の
人
と
日
常
的
な
挨
拶
が
で
き
、
不
快
感
を
与
え
る
こ
と
な

く
相
手
と
ス
ム
ー
ズ
な
会
話
が
で
き
る

自
ら
明
る
く
元
気
に
、
誰
と
で
も
分
け
隔
て
な
く
日
常
的
な
挨
拶
や
会
話
が
で
き
、
相
手
の
意
見
や
感
情
を
そ
の

人
の
立
場
に
立
っ
て
理
解
を
示
し
な
が
ら
、
自
分
の
考
え
や
意
見
を
伝
え
る
こ
と
が
で
き
る

2．
事

業
組

織
力

事
業

企
画

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

実
習

到
達

目
標
事
業
企
画
（商
品
・サ
ー
ビ
ス
開
発
、
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
）立
案
の
た
め
、
ク
ラ
ス
メ
ン
バ
ー
や
教
員
、
実

習
受
入
先
担
当
者
と
チ
ー
ム
を
組
み
、
取
り
組
み
の
前
進
に
チ
ー
ム
の
雰
囲
気
を
支
え
ら
れ
る

事
業
企
画
の
実
践
に
向
け
て
複
数
の
協
力
者
・関
係
者
（地
域
住
民
、
生
産
者
、
加
工
事
業
者
、
流
通
業
者
、

小
売
店
、
地
域
企
業
、
地
域
外
企
業
、
N
P
O
団
体
等
）と
主
体
的
接
触
し
、
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
を
形
成
で
き
る

3．
行

動
持

続
力

地
域

協
働

マ
ネ

ジ
メ

ン
ト

実
習

到
達

目
標
実
施
す
る
事
業
企
画
お
よ
び
そ
れ
に
関
連
す
る
事
柄
に
つ
い
て
、
与
え
ら
れ
た
タ
ス
ク
や
課
題
に

と
ど
ま
ら
ず
、
自
ら
の
意
志
と
判
断
で
適
切
な
行
動
を
起
こ
し
継
続
し
て
取
り
組
む
こ
と
が
で
き
る

実
施
す
る
事
業
企
画
お
よ
び
そ
れ
に
関
連
す
る
事
柄
に
つ
い
て
、
自
ら
の
意
志
と
判
断
で
目
標
を
立
て
て
自
分

な
り
の
や
り
方
で
試
行
錯
誤
を
繰
り
返
し
、
失
敗
し
て
も
と
に
か
く
粘
り
強
く
最
後
ま
で
や
り
遂
げ
る
こ
と
が
で
き
る

4．
リ

ー
ダ

ー
シ

ッ
プ

地
域

協
働

マ
ネ

ジ
メ

ン
ト

実
習

到
達

目
標

事
業
企
画
に
つ
い
て
、
自
ら
取
り
組
む
べ
き
目
標
と
役
割
が
明
確
に
提
示
で
き
、
そ
の
実
施
に
向

け
、
周
囲
の
状
況
を
配
慮
し
な
が
ら
、
グ
ル
ー
プ
の
メ
ン
バ
ー
（学
生
）を
巻
き
込
む
行
動
が
で
き
る
事
業
企
画
に
つ
い
て
、
相
手
の
状
況
を
配
慮
し
な
が
ら
、
ス
テ
ー
ク
ホ
ル
ダ
ー
や
必
要
な
（権
威
の
あ
る
、
ス
キ
ル

の
あ
る
）人
々
を
巻
き
込
ん
で
、
実
施
が
で
き
て
い
る

5．
学

習
プ

ロ
セ

ス
構

築
力

教
え

る
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
実

習
到

達
目

標

受
入
組
織
や
ス
テ
ー
ク
ホ
ル
ダ
ー
等
で
構
成
さ
れ
る
ワ
ー
ク
シ
ョ
ッ
プ
の
計
画
の
な
か
で
、
地
域
課

題
解
決
に
向
け
た
学
習
機
会
を
つ
く
る
こ
と
が
で
き
る

受
入
組
織
や
ス
テ
ー
ク
ホ
ル
ダ
ー
等
で
構
成
さ
れ
る
ワ
ー
ク
シ
ョ
ッ
プ
を
実
施
し
、
事
業
の
次
の
展
開
へ
の
協
力

者
の
巻
き
込
み
を
つ
く
る
こ
と
が
で
き
る

6．
フ

ァ
シ

リ
テ

ー
シ

ョ
ン

力
教

え
る

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

実
習

到
達

目
標
学
生
間
や
地
域
等
（受
入
組
織
や
ス
テ
ー
ク
ホ
ル
ダ
ー
等
）で
実
施
さ
れ
る
ワ
ー
ク
シ
ョ
ッ
プ
（対

話
・議
論
の
場
面
）の
フ
ァ
シ
リ
テ
ー
シ
ョ
ン
を
準
備
・実
施
で
き
る

受
入
組
織
や
ス
テ
ー
ク
ホ
ル
ダ
ー
等
で
構
成
さ
れ
る
ワ
ー
ク
シ
ョ
ッ
プ
に
お
い
て
、
目
的
に
沿
っ
て
対
話
・議
論
を

促
進
で
き
る

注
．
高
知
大
学
地
域
協
働
学
部
資
料
を
も
と
に
筆
者
一
部
加
筆
・
修
正
。

地 域 理 解 力 企 画 立 案 力 協 働 実 践 力

表
９

　
高

知
大

学
地

域
協

働
学

部
に

お
け

る
「地

域
協

働
マ

ネ
ジ

メ
ン

ト
力

」評
価

の
ル

ー
ブ

リ
ッ

ク

1．
状

況
把

握
力

課
題

探
究

実
践

セ
ミ

ナ
ー

到
達

目
標

各
レ
ベ
ル
共
通
。
実
習
中
の
活
動
を
振
り
返
り
、
以
下
の
問
い
に
対
し
て
指
定
さ
れ
た
文
字
数
で
記
述
し
な
さ
い
（そ
れ
ぞ
れ
40
0字
程
度
）。

１
．
実
習
中
、
指
示
さ
れ
て
行
動
し
た
こ
と
や
目
標
の
な
か
で
、
あ
な
た
が
果
た
し
た
役
割
に
つ
い
て
書
い
て
く
だ
さ
い

２
．
実
習
中
、
周
囲
の
状
況
や
地
域
の
人
々
と
の
関
係
等
を
踏
ま
え
て
、
あ
な
た
が
自
ら
起
こ
し
た
行
動
に
つ
い
て
書
い
て
く
だ
さ
い

３
．
実
習
中
、
周
囲
の
状
況
か
ら
判
断
し
自
ら
と
っ
た
行
動
が
、
地
域
や
仲
間
に
、
ど
の
よ
う
な
反
応
や
効
果
を
生
ん
だ
の
か
書
い
て
く
だ
さ
い
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これら「3 つの能力」の評価のレベルは、レベル 1 から 4 まであるが、表 9 の表頭ではレベル 2 ま

でを記載した。レベル 1（授業時最低レベル）および 2（卒業時最低レベル）は記載のとおりであり、

レベル 3 が卒業時の目標レベル、レベル 4 が卒業後レベルを想定したものとなっている。実際の 4 年

間の評価では、レベル 2 までで「十分」としている。そして、レベル 1～4 における各授業（実習）

科目の到達目標等が示され、学生一人ひとりの詳細な評価がなされる。 

表 9 のなかに一例をとって説明する。表 9 の左端最上段にある「地域理解力」・「1．状況把握力」・

「課題探究実践セミナー」のレベル 1 および 2 に「到達目標」が記載されているが、これを評価する

ために別の評価シートがある。それを表 9 に落とし込んだのが「設問」・「記述評価の観点」・「観察評

価の観点」であり、これにもとづき学生の到達段階を評価するのである。相当に詳しい評価のための

設問・記述評価の観点・観察評価の観点が授業（実習）科目ごとに設定されている。これを書くこと

により、学生は就職対策になり、教員は学生を一人ひとりしっかりと評価するとともに教育の質を保

証することになる。 

これからも理解できるように、教員の負担は極めて大きいものがある。実習・演習科目の一つひと

つについて、「地域協働マネジメント力を構成する 3 つの能力」の評価を行うには大きな時間を必要

とする。たとえば、「課題探究実施セミナー」という科目は、「地域理解力」の能力の状況把握力、「協

働実践力」の能力のコミュニケーション力について評価しなければならない。また、「地域協働マネ

ジメント実習」という科目は、「企画立案力」能力事業評価力、「協働実践力」の行動持続力、リーダ

ーシップについて評価しなければならない。これらの科目それぞれは、上記のように、「設問」・「記

述評価の観点」・「観察評価の観点」から評価される。 

このように、教員は多くの労力をもって学生の評価を行っている。そして、この詳細な学生の評価

書類は個人情報であり、その管理も最新の注意が必要となる。 

参.3.3 実習先との関係 

実習を展開するには、受け入れ地域との信頼関係が前提にある。実習先の選定については、「実習

ポリシー」や人財育成にそって 11 項目の「選定基準」にもとづいて「実習プログラム専門委員会」

が選定する(65)。2018 年度時点で、高知県内 15 地域が選定されている。 

この場合の「実習ポリシー」とは次の 6 項目である。①少人数によるグループワークを基本に、各

クラス原則２名の担当教員を配置する。②教員は学生と実習先の関係者と、活動場所の設定と設計、

テーマ設定、スケジューリング等を調整・決定し、協働をファシリテートする。③実習に必要な学生

の知識、態度や心構え等の「事前指導」を実施し、「振り返り」等の「事後指導」を実施する。④ 実

習の成果や課題の社会的講評や共有化、学生のプレゼンテーション能力向上のための「報告会」を実

施する。⑤基本的に全て担当教員が学生に同行して行う。ただし、実習に直接関係する知識教授や技

術指導、安全管理や安全指導は、担当教員と連携して実習先の指導者が行う。⑥授業の質保証および

統一的水準の確保のため、担当教員会議を開催し、進捗状況の報告・確認、成績評価および単位認定

の調整等を行う。 
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実習先は、当該基準をすべて満たす組織のみとし、必要な事項を定めた「協定書」を実習先と締結

し、相互の義務の履行と教育の質を担保する。実習先を安定的に確保するため、「実習プログラム専

門委員会」が新たな実習先の開発に努め、4 年ごとに総点検とプログラムの見直しを行うことにして

いる。 

実習先の選定基準は次の 11 項目である。①原則的に組織であること、②特定の宗教･政治団体の活

動でないこと、③公序良俗に反しない活動であること、④学生と協働して課題解決する意欲があるこ

と、⑤本学部の教育方針及び実習目的･内容に賛同していること、⑥本学部の教育の一環として学生

を受け入れられること、⑦原則的に４年間実習を行うことが可能な長期継続的な活動であること、⑧

実習にかかるコスト（人的又は経済的）を一部負担できること、⑨本学部と定期的な協議の機会を設

けることができること、⑩本学部と協議し、実習プログラムの策定に協力できること、⑪実習に関す

る担当者（責任者）を配置できること、である。 

実習先との関係では、いくつか課題も出てきている。「コミュニティ型の実習地」における実習展

開上の「難しさ」が 3 点指摘されている(66)。第一に、「モノではなくヒトによる地域づくりの難しさ」

である。「コミュニティ型の実習地」では、地域のキーパーソンの特定や住民意識の理解等、学生が

地域を理解するには時間がかかり、「ヒトを対象とした地域づくりの難しさ」がある。第二に、地域

との協働にしていく際の課題発見や企画共有化におけるスキルの難しさである。第三に、良いコミュ

ニティづくりへ住民を組織化するための協働実践の難しさである。 

 

以上のとおり、高知大学地域協働学部の実践教育のシステムは、講義・実習・演習の三層関係のも

と（講義＝知識習得、実習＝現場実践、演習＝論文執筆で実習・講義を統合）、なかでも実習は特定地

域において学生が〈地域理解→企画提案→実践→改善〉のサイクルを 4 年間かけて地域住民・企業等

と協働して展開するというものである。 

今後、このシステムの検証が行われるであろう。検証の事項・観点は次のようなものではないか。

①600 時間に及ぶ実習の導入は、学生や教員にとってどのような効果・変化・影響をもたらしたのか。

②協力している高知県内 15 地域は、学生の実習地となってどのような変化・影響が生まれたのか。

これらは福知山公立大学にも当てはまる検証事項・観点である。 

 

 

≪注≫ 

(1)岩崎保道「国立大学における地域学系学部の動向―国立大学改革を背景として」『関西大学高等教育研究』7

号, 2016.3, pp.135-141; 藤井正「大学と地方圏の未来」『地理科学』71 巻 3 号, 2016, pp.166-175. 等参照。 

(2)吉田武史ほか「地（知）の拠点化に向けた高知大学の地域連携の取り組み」『産学連携学』13 巻 1 号, 2016, 

pp.15-23. 

(3)「新たな未来を築くための大学教育の質的転換に向けて―生涯学び続け、主体的に考える力を育成する大学
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